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਺ံ論文 

 

がん患者の予後調査体制の整備に向けての提言 

 

大島 明 

 

大坂国際がんセンターがん対策センター特別研究員 

 

 
 
2008年がん診療連携拠点病院院内

がん登録 5年生存率集計報告書を

読んで 

2017 年 8 月 9 日に国立がん研究

センターから 2008 年がん診療連

携拠点病院等院内がん登録 5 年生

存率集計報告書(以下「報告書」)
が公表された１）。これは 2015 年 9
月に公表された 2007 年がん診療

連携拠点病院等院内がん登録 5 年

生存率集計に続くもので、今回は

部位別、進行度の生存率に加えて

施設別の生存率が初めて示された。  
一方、地域がん登録の生存率と

しては、全国がん罹患モニタリン

グ集計にもとづき、2011 年 2 月に

2000-2002 年生存率報告、2013 年

3 月に 2000-2005 年生存率報告、

2016年 3月に 2006-2008年生存率

報告がなされてきた。 
また、全国がん（成人病）セン

ター協議会では、加盟施設のうち

生存状況把握割合が 90%以上の施

設に限って部位別、進行度別及び

施設別の生存率を算定し公表して

きた。施設別生存率は、1999-2000
年、2001-2003 年、2004-2007 年

のものが公表されている２）。 
今回公表された「報告書」は、

2015 年 4 月 30 日時点のがん診

療連 携拠点病院 425 施設のうち

調査に参加したもの 291 施設

（68.5％）に対して実施され、この

うち生存状況把握割合 90％以上で

集計対象となったものは 209 施設

(71.8％)、この基準を満たさない 82
施設は集計対象外とされた。この
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集計対象の基準は、上記の全国が

ん（成人病）センター協議会の調

査に倣ったものであるが、国際基

準の 95％以上をクリアしたものは

291 施設中 143 施設（49.1％)に過

ぎなかった。がん診療連携拠点病

院の存在する都道府県のがん登録

が登録がん患者の予後調査のため

に住民票照会あるいは住基ネット

を利用している都道府県に限ると、

この割合は 106 施設中 61 施設

(57.5％)と少し高くなった。また、

都道府県がん診療連携拠点病院に

限ると、39施設中 26施設で 66.7％
とさらに高くなった。がん患者の

予後調査に関して地域がん登録か

ら情報提供を受けるようにすれば、

生存状況把握割合はさらに高くな

るはずである。ただし、がん診療

連携拠点病院で診療を受けるがん

患者のなかには、他の都道府県在

住のものもいることも考慮しなけ

ればならない。 
しかし、ここで驚いたことは、

今回の「報告書」の企画・集計・

公表を担当した国立がん研究セン

ターの中央病院のがん患者(対象

数：3812 人)の生存状況把握割合が

90.2％で、国際標準の 95％に満た

ず、集計対象の基準 90％以上をぎ

りぎりでクリアしていたことであ

る。東京都には当時地域がん登録

がなかったこと、国立がん研究中

央病院には他府県の患者の診療も

多く実施していることなどの要因

が考えられるが、同じ東京都のが

ん研有明病院(対象数：4649 人)で
の生存状況把握割合は 99.5％、都

立駒込病院(対象数：2238 人)では

99.8％であったこと、また、同じ国

立がん研究センターの東病院(対象

数：3033 人)では 96.0％であった

のと比較すると、その低さは際立

っている。 
また、2008 年単年では施設ごと

の対象数が少なくなるという問題

がある。2007 年の調査結果も合わ

せて 2 年間プールして集計するの

が当然だと考えるが、なぜかこれ

が行われていないことにも驚いた。 
なお、大阪府がん登録では、が

んの診療実績の公表の一環として、

治療を受けたがん診療連携拠点病

院別の 5 年生存率を計算し公表し

てきた。最新のものは、2003-2007
年診断の生存率である３）。 
 
住民票照会による予後調査におけ

る注意点 

がん患者の住所の市区町村に対
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して、住民基本台帳の記載に基づ

き、生存、死亡、転出の情報を照

会することは生存状況の把握のた

めの重要な手段である。しかし、

個々の病院がこれを行うと、手数

料が必要となるし、市町村によっ

ては、個人情報保護の観点から回

答できないとするものがある。今

回の「報告書」の p.６には、国立

がん研究センターが行った「予後

調査支援事業」の取り組みが示さ

れているが、その結果は「最新の 
26 年度事業では、提供情報の重複

排除やデータの質チェックを行っ

た後、1846 市区町村に 171,764 
件の住民票照会を行ったが、本人

同意などの問題から対応できない

市区町村（未回答：3 市区町村 を
含む）が 197 市区町村（全体の 
10.7%）で、こうした対応不可市区

町村に照会した照会件数は 
31,663 件で、 全体の 18.4%が照

会結果不明となっている。」とされ、

この支援事業に参加したがん診療

連携拠点病院から多くの不満が示

されていた。 
これを解決するためには、がん

登録の実施主体である府県の担当

部署からの公文書で、各自治体に

照会する必要がある。すなわち、

地域がん登録の側で、住民票照会

を行う対象を市区町村ごとに整理

して、住民票照会を行い、登録が

ん患者の予後情報を入手して整理

する。この場合は、手数料は不要

で、対応不可の市町村数は減少す

る。そして、病院から予後情報の

情報提供の依頼を受けて、地域が

ん登録から各病院へ把握した情報

を提供するようにすると状況は大

きく変わるはずである。 
なお、市町村への住民票照会に

代えて、住基ネットを利用する場

合、府県は、住民基本台帳法第 30
条の 15(本人確認情報の利用)第 1
項第 2 号（条例で定める事務を遂

行するとき）を受けて、府県の住

民基本台帳法施行条例を改正する

必要がある。大阪府では、2011 年

に条例の第 3 条法第 30 条の 15 第

1 項第 2 号の条例で定める事務の

18 として、「がん対策基本法（平成

18 年法律第 98 号）及び健康増進

法（平成 14 年法律第 103 号）に基

づくがん患者の状況の把握に関す

る事務であって規則で定めるもの」

を設けた。これにより、住基ネッ

トを利用したがん患者の予後情報

を得ることができるようになった。

ただし、大阪府外へ転出したもの
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については、転出日の情報を得る

ことができるだけで、転出後の情

報を入手することはできない。 
  
死亡情報との照合による予後調査

の問題点 

「報告書」の p.6 では、上記の「予

後調査支援事業」の記述に続けて、

全国がん登録の生存確認調査につ

いて、「平成 28 年 1 月から実施

される「全国がん登録」では、 施
設での生存確認調査が円滑にでき、

その結果をもとに施設のがん医療

の質を向上させることを目的に、

全国がん登録で判明した生存確認

情報を医療機関が利用することが

できる仕組みとなるが、平成 28
（2016）年の診断例はこの仕組み

での情報利用ができる反面、それ

以前の診断例では現状のままで、

生存確認調査が不十分であるため、

少なからぬ施設が生存率を算出で

きないということになる。」と 2016
年以降診断例では、生存確認調査

が円滑にできるとするバラ色の将

来を語る一方、2015 年以前診断例

では、現状のままでは生存確認調

査が不十分としている。しかし、

現状の不十分な生存確認調査のま

ま今後数年間も放置するというの

で果たしてよいのだろうか。また、

2016 年以降診断例に対する生存確

認調査は果たして正確なものであ

るのだろうか。 
前者に関しては、先に述べたよ

うに、地域がん登録の実施主体で

ある府県が住民基本台帳法施行条

例を改正して対応する必要がある。

「全国がん罹患モニタリング集計

2006-2008 年生存率報告（2016 年

3 月）」４）によると、この時点で、

住基ネットを利用していた地域が

ん登録は 6府県に過ぎなかったが、

これをさらに拡げる必要がある。 
後者に関しては、2016 年から施

行されたがん登録等の推進に関す

る法律施行規則（平成 27 年 9 月 9
日厚生労働省令第 137 号）の第 8
条によると、 
「（がんに罹患した者の生存確認

情報）第 8 条  法第 5 条第 1 項第 9
号の厚生労働省令で定める日は、

法第 12条第 1項に規定する全国が

ん登録情報等について死亡者情報

票（法第 12 条第 1 項に規定する死

亡者情報票をいう。以下同じ。）と

照合を行った結果死亡が確認され

ない者については、当該照合を行

った死亡者情報票のうち最も遅い

日に死亡した者に係る死亡者情報
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票に記載された年の 12 月 31 日と

する。」 
とされている。すなわち、死亡者

情報と照合して死亡を確認するこ

とができなかったものについては

「生存」扱いとするということで

ある。このため、照合に用いた項

目の転記・入力誤りなどによる照

合漏れがあると、死亡していても

死亡を確認することができず、「生

存」と扱われることとなる。従っ

て、生存率は過大評価されること

となる。このことは、次に示すよ

うに、米国のデータそして我が国

のデータによって既に実証されて

いる。 
米国には、NCI がサポートする

Surveillance, Epidemiology, and 
End Results (SEER、米国人口の

28%をカバー)と後発の CDC が支

援する National Program for 
Cancer Registries (NPCR)とがあ

る。がん患者の生存率の計測のた

め、SEER ではすべての患者につ

いて、死亡日と最終生存日を把握

する方法を採用 (“reported or 
documented alive” method)を採

用しているのに対して、CDC はが

ん患者データと州死亡データおよ

び National Death Index との照合

とによって把握した死亡以外は生

存と見なす方法（“presumed alive” 
method）を採用している。NCI 
Monograph No49 (2014)に掲載さ

れた 2 つの論文５）６）では、

“reported  or documented alive” 
method と“presumed alive” 
method とを比較し、後者では生存

率を過大評価するとしていた。 
我が国でも、全死亡者情報との

照合だけで、住民票照会をしない

場合に、生存率を過大評価するこ

とは、全国がん罹患モニタリング

集計 2006-2008 年生存率報告

（2016 年 3 月）５）に示されている。

この報告書の表26をもとに住民票

照会の有無の登録別に、診断から 5
年後の予後状況を表 1 にまとめて

示した。住民票照会なしの 10 登録

の小計では、「生存」とされた者の

割合は 56.2％と、住民票照会あり

の 17 登録での生存割合の 52.3％、

不詳を除いた生存割合の 53.7％よ

りも高くなっていた。 
2016 年から施行されたがん登録

等の推進に関する法律施行規則で

は、全国の死亡者情報と照合する

ため、他府県へ転出して死亡した

ものの情報も把握することができ

るが、照合漏れに関しては解決さ
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れておらず、米国と異なり、Social 
Security Number のようなユニー

クな個人識別番号が利用できず、

氏名にアルファベットでなく漢字

が用いられる我が国の場合、照合

漏れがかなりの程度生じるものと

筆者は大いに危惧する。  
 

国レベルでの住基ネット利用によ

る予後調査の実現に向けて 

先に、府県が住基ネットを利用

する場合、府県の住民基本台帳法

施行条例を改正する必要があるが、

このばあい、当該の府県から転出

した場合には、その後の情報を入

手できないという問題があること

を指摘した。この問題点を解決す

るには、住民基本台帳法施行令を

改正して、全国レベルで住基ネッ

ト利用による予後調査が可能とな

るようにする必要がある。この実

現のための技術的検討、そして必

要な法令の整備に関する検討を早

急に開始するべきである。 
 
 
 
 

 
おわりに 

2013 年 12 月に成立したがん登

録推進法により、これまでの地域

がん登録が抱えていた多くの問題

点を克服することができた。特に

正確ながん罹患率とがん患者の生

存率の測定のための必須条件であ

る「登録の完全性」に関して法的

な裏付けを有することができるよ

うになったのは特筆するべき大改

革であった。これは、各政党、厚

生労働省、国立がん研究センター、

地域がん登録全国協議会、そして

がん患者組織の関係の皆様のご努

力の賜物であり、高く評価する。

しかし、これまでに述べたことか

ら明らかなように、死亡者情報と

の照合によるがん患者の予後調査

は個々のがん患者の生死を把握す

る真の意味での追跡調査ではない。

正確ながん患者の生存率の測定の

ためにはまだ解決するべき問題が

残っていることを直視して、その

解決、すなわち全国レベルでの住

基ネット利用による予後調査の実

現に向けて努力することが必要で

あると考える。 
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会長講演 

 

  ࠸ࡓ࠸にがん登録を౑ࢀࡇ

㸫࠶る病⌮་ががん登録とで࠺࠶ 

 

ᑎ本඾ᘯ 

 

日本がん登録協議会第 26回Ꮫ術集会㛗 

ᅄ国がんセンター・地域がん登録ᐊ、がん予㜵・␿Ꮫ研究部 

ឡ፾県がん診療連携協議会・がん登録ᑓ㛛部会 

 

1. Introduction 

 日本がん登録協議会第 26 回Ꮫ術集会㛗をගᰤにも担当させていただき

ましたが、⚾はがん登録-ネࣈ࢕ࢸ࢖ではありません。2010 年に初めて参

加したときに、確か大阪成人病センター（当時）のὠ⇃先生からࠗがん登

録サポーターとして㡹ᙇってくれている࠘と評していただきました。␿Ꮫ

や⤫計Ꮫはᑓ㛛外ではあるが、病理の▱識でがん登録を支えようとしてい

るという意味でしࡻう。これまで、３㸮年㏆くにわたって⚾は病理医とし

てࠗがん࠘に対ᓖしてきました。病理医の仕事は病変を⫗║や㢧ᚤ㙾で観

ᐹして、⮫ᗋീとేせて病ែを考え、なるべく決定的な診断を下すことで

す。視ゐ診、内視㙾、XP画ീなど、診療過程において取得される情報は多

ᒱにわたりますが、⣧⢋に情報の㔞を比較すると、病理標本の様々な色と

ᙧから⚾たちがㄞみ取るものが最大です。⚾たちその中にゝⴥにᑾくせな

い様々ながんのあり方をㄞみ取りますが、ごく一部の情報のみを報告書内

のゝⴥとして⮫ᗋ医にఏえます。一方、がん登録では病理診断を登録しま

すが、ࢥーࢻ໬するために๧定されたがん情報に過ぎず、そこには既に病

理医の▱るがんの面ᙳはありません。 
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 とゝうわけで、㑅ばれた者として病変に直᥋向き合い、それと対ヰし、

ⱞ῰の取ᤞ㑅ᢥの上、対ヰの一部を民たる他⛉の医ᖌに告げるࣕࢩー࣐ン

である病理医の立場で見れば、その一部をさらにสり込み、単なる記号と

してฎ理するがん登録は不ᩗなものです。 

 とはいえ、⚾は一方でࣕࢩー࣐ンとしての病理医にも不満をឤじていま

した。しばしば、㢧ᚤ㙾中のみに集中し、視㔝が⊃く、大きなዝりをもち

ます。自分の診断基準が正しい᰿拠としてᖌ໶と同じであることをᣲげる

病理医がいます。෕ㄯとしてではなく、実ヰです。ࣕࢩー࣐ンとしてなら

当然のែ度でしࡻう。国際的ではない、日本⊂自の⑌患ᴫᛕや分㢮には、

そのような視㔝の⊃さやዝりがしばしば出現します。 

そこでいたずらをᛮいつきます。 

いくつか対象があったのですが、もっとも問題が大きく、かつ指摘がᐜ᫆

なのがஙがん取り扱い規⣙の組織分㢮でした。ஙがん取り扱い規⣙は日本

⊂自の組織分㢮を有しています。国際的な WHO分㢮にない特ᚩがいくつか

ありますが、最大のものはᾐ₶⒴の࡯とんどを༨めるᑟ⟶⒴を、ங⟶内⒴

ඃ位なものを含むங㢌⭢⟶⒴、඘実⭢⟶⒴、◳⒴に分けることです（ᅗ１）。

また、ஙがん取り扱い規⣙には pTNMが存在しないという特ᚩもあります。

⚾はことあるẖに当時の院内がん登録㈐௵者のす本先生に、ࠗங㢌⭢⟶⒴

850031 をやめよう と࠘提᱌したのですが、ᖾ㐠なことに意見は㏻りません

でした。 

⚾は当時 TNM 分㢮の病理医の▱識に関する論文を書いていましたので、

⭘⒆サࢬ࢖（T）はᾐ₶ᚄのみを指すと正確に▱っている病理医は 1/3 程

度と分かっていました 1)。また、ங㢌⭢⟶⒴をࠗ◳⒴㸩ங⟶内⒴࠘と診断

する病理医が┦当数いることも▱っていました。 

そこで、͆ங㢌⭢⟶⒴をࠗ◳⒴(850033)㸩ங⟶内⒴࠘と間㐪って診断して

しまう病理医のいる施設では、ங㢌⭢⟶⒴(850031)の比率が、正しく診断

している病理医がいる施設より低くなる。しかし、ங㢌⭢⟶⒴を正しく理

解している病理医の方が、ங⟶内⒴を含めて⭘⒆サࢬ࢖を測り、T を過大

評価する危㝤性が高いであろう͇という௬ㄝを立てました（ᅗ２）。 
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2. Material, method and result 

2009 年に初の集計をされた院内がん登録全国集計 2007 のデータをもら

い受けました。まずங㢌⭢⟶⒴の比率(850031/850031+850033)を病理標本

が 31 以上の施設について算定しました(ᅗ３)。ங㢌⭢⟶⒴の比率として

ᅗ 1 

ᅗ 2 
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最も正しいという確実な᰿拠があり件数的に指標として⏦し分ない件数

がある、᯾施設を中ᚰ್として設定し、ங㢌⭢⟶⒴の比率s５％で、H（高

い）、M（୎度Ⰻい）、L（低い）の 3 ⩌に分けました。その⩌ẖに pT2-3

⑕例のリンࣃ⠇転⛣の有無を調べると、M ⩌は⩌としての⥲計でも、所ᒓ

施設ẖの㝧性率の平ᆒでもリンࣃ⠇転⛣が L⩌に比べ有意に低いという結

果になりました（表１）。一方、M⩌は pTis-1の割合が有意に低いという

結果になりました。詳しくは論文を参照してください 2)。 

 

 

 

 

3. Discussion 

この結果は日本の院内がん登録全国集計の最初の研究利用例として論

文になりました 2)。解ᯒ結果は診断基準のばらつきや診断そのもののᘢᐖ

の大きさの᰿拠として次ᮇங⒴取り扱い規⣙組織分㢮の改定論議のなか

෌ὀ目されています。これは、⒴に関係する問題解決の手段として、当初

᝿定されていないようなᙧでもがん登録のデータが౑えるዲ例だとᛮい

ます。今後もがん登録の情報が、これまでがん登録とは関係のなかった多

ᅗ 3 
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くの人の目にゐれることで、ᙼらの新しい㟂要により次々と新しい利用が

なされることになっていくでしࡻう 
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特別講演 

 

Ꮚつ 㸫病∠භᑻの㠉᪂ 

 

➉⏣ ⨾႐ 

 

ᯇᒣ市立Ꮚ規記ᛕ༤物㤋㤋㛗  
 

 

 

正ᒸᏊ規のತྃ革新、▷ḷ革新の೧業は 

結᰾に౵されたⱞ③の中、㏕り来る死との㜚いの中で 

成し遂げられたものである。 

 34ṓと 11 ࣨ月で亡くなるまでの数年、ᙼは「病∠භᑻ」、ᩜᕸ

ᅋ一ᯛの 

ୡ⏺で㏆代ತྃ、㏆代▷ḷの♏を⠏くのに࿨をᠱけた。 

それは、文Ꮫ⏺のᢈ判をᾎびながら、我が㌟の⾶ᙅにあらがいな

がらの 

ኊ⤯でᏙ⊂な㜚いであった。 
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がん登録担当者研修会 

ୡ⏺のがん登録、がん登録のୡ⏺ 

 
ᯇ⏣ ᬛ大 

 
国立がん研究センターがん対策情報センターがん登録センター 

企画ᡓ␎ᒁ 国際ᡓ␎ᐊ 
 
がん登録は、がん対策のためのがんの実ែ把握という᰿本的な目的の実

現に加えて、࣍ࢥート研究でのア࢘トカ࣒としての利用、医療機関の評価、

検診の有ຠ性の検証や⢭度⟶理などにもά用される。1992 年に、地域が

ん登録全国協議会（現：日本がん登録協議会）が設立され、国際がん登録

協議会（IACR）と協力関係を結び、このようながん登録事業のㅖ外国の

情報の提供などを行ってきた。IACR 理事や事務ᒁ㛗として、⸨本ఀ୕㑻、

ⰼ஭ᙬ、大ᓥ明、早⏣みどり、ὠ⇃⚽明、⏣中ⱥኵがṔ௵し、Ꮫ術集会は、

1984 年に⚟ᒸで第 8 回が開ദされ、26 年後の 2010 年にはᶓ὾で第 32 回

が JACR とのඹദで開ദされている。 
ⰼ஭は、80 年代に、「道府県登録の多くは、このまま国による環ቃ整備

が行われない限り、自力での向上には限⏺があるようにみえる。アࢪアな

ど、発ᒎ㏵上国で生まれつつあるがん登録からも、㏫にとり残されてࡺく

ことが危惧される。」と⥛っている。日本のがん登録は、第 3 次対がん⥲

合ᡓ␎研究事業のᮇ間に๻的な変໬を遂げ、がん登録推進法の確立にまで

こぎつけたことで、このデータ⢭度に関する危惧をᡶᣔしつつある。しか

し、がん登録のୡ⏺にいる我々は、ୡ⏺のがん登録の中にいるのだろうか。

国際的ながん登録関連ルールの࡯とんどは、IACR㸭IARC、ENCR、UICC、

NCI といったḢ米ㅖ国中ᚰのᅋ体が設定したものであり、CI5 や ICCC、

CONCORD 研究のプࣟトࢥルస成には日本人は関わっていない。IARC が

公表する GLOBOCAN の方法論のデ࢕スカッࣙࢩンがどのようなものだ
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ったか▱るものもいない。お㔠だけなら出している…と我々はᛮい込んで

いる。例えば CONCORD 研究は、WHO、OECD、ୡ㖟を初め、米国、ⱥ

国、カࢲࢼ、ス࢖ス、フランス等のがん登録関連ᅋ体からそれࡒれ数൨㹼

数༓୓円の㈨㔠援ຓがされているが、日本のᅋ体の࣐ࣟࢦークはない。 
๻的変໬の 10 年間に、ୡ⏺は、᭦に先を進んでいる。がんモニタリン

グというఏ⤫的ながん登録の利用方法のみならず、他の⤫計㈨料と有機的

にリンࢣーࢪを行い、がん罹患を࢚ンࢻポ࢖ントとする研究や、ᕧ大な他

のデータベースと組み合わせて、がん患者における♫会調査が可能となっ

ている。これまでⳘ大なᮇ間と㈝用がかかっていた調査が比較的ᐜ᫆に実

現し、医療の進Ṍと᰿拠に基づいたがん対策に㈉献している。米国の⥲合

的がん対策のためのサ࢖ト、CANCER CONTROL P.L.A.N.E.T.では、が

ん登録データは現状把握のために当たり前に利用できる情報※として引

用されており、いかに分㔝を㉸えて௓入事業で協働するか、プࣟࢪェクト

を評価するか、ということに視点がࢩフトしている。ⱥ国の National 
Cancer Intelligence Network のάືも、「がん対策のᮦ料సり」の時代は

既に終わり、がん対策・がん研究の関係機関のࣃートࢼーࢩップに重点が

置かれている。 
全国がん登録事業が㌶道に஌れば、ୡ⏺最大規ᶍで全国を⤫一した⑌病

データベースをᵓ⠏することとなる。ఱᨾ、データ分ᯒを行政機関がやら

なければならないのか㸽ఱᨾ、事業に研究者が関わらなければならないの

か㸽␲問を抱えつつも、╔実に㎿㏿に国内でのがん対策を推進し、それを

他国に示し、ఏえていくしかない。次ୡ代には㐪う㢼ᬒを見せるために、

皆さんと次のスࢸーࢪに進みたい。 
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がん登録実ົのࡵࡓの病⌮⥲ㄽ 

 

⚟␃ᑑ生 

 

୕重大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院・がんセンター・୕重県地域がん登録ᐊ 
 
 

1. がんの組織ᆺと組織ࢥーࢻ 

がんの組織ᆺには、がん⣽⬊のᙧែ的特ᚩやがん⣽⬊の増Ṫによりᙧ成

されるᵓ㐀的特ᚩが࢟ー࣡ーࢻとして含まれている。さらにᙧែ的特ᚩが

同じでも、異なる組織ᆺ・ࢥーࢻが存在する。たとえば、⭢⭍（⣽⬊集ሢ

内にᙧ成される✵間）をᙧ成する⒴⭘に対して、「⟶状⭢⒴」（㸶２１１）、

「ᑟ⟶⒴」（㸶５㸮㸮）、「⭢ᡣ⭢⒴」（㸶５５㸮）などの組織ᆺ・ࢥーࢻが

存在し、ཎ発部位ごとにその意味が異なる場合がある。⮅⒴においては、

「ᑟ⟶⒴」は最も㢖度の高い⭘⒆であるのに対して、「⭢ᡣ⣽⬊⒴」は⛥

な⭘⒆である。一方、前立⭢⒴では「⭢ᡣ⭢⒴」（単に「⭢⒴」とされる

場合も多い）はありࡩれた組織ᆺであるが、「ᑟ⟶⒴」は⛥な組織ᆺであ

る。また、「ங㢌⒴」は、⾑⟶を含む⥺⥔性組織よりなる「㍈」の࿘りに

⭘⒆⣽⬊が増Ṫし、ங㢌状ᵓ㐀をᙧ成する⒴⭘のことであるが、⭢上⓶よ

り発生するもの（㸶２６㸮）、ᡥ平上⓶より発生するもの（㸶㸮５㸮）、ᒀ

㊰上⓶より発生するもの（㸶１３㸮）があり、どの組織ࢥーࢻを採用する

かは発生部位と合わせて判断する必要がある。また、組織ࢥーࢻはᵓ㐀的

特ᚩを単⣧にࢥーࢻに反ᫎさせているため、病理Ꮫ的には全く異なると考

えられる⏥状⭢ங㢌⒴（内分Ἢ⣽⬊⏤来の⒴）と⫶・大⭠から発生するங

㢌⭢⒴（ᾘ໬⟶上⓶⏤来の⒴）を組織ࢥーࢻで区別することができない。

同様の例には、「明⣽⬊（⭢）⒴」（㸶３１㸮）があり、⭈ཎ発と༸ᕢཎ発

のどちらも同じ組織ࢥーࢻが付されており、全く異なる⒴であるにも関わ

らずࢥーࢻでは୧者を区別できない。このことは、目視集⣙を行う際に重

要となる。その他、⫵⒴の主要な組織ᆺの一つである「置᥮ᆺ⭢⒴」（㸶
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５５㸮）についてもゐれる。 

 

2. がんの分໬度と６᱆目ࢥーࢻ 

がん分໬度・異ᆺ度は、発生ẕ地となる正ᖖ組織にどれ࡯ど㢮ఝしてい

るかで決められる。組織ᆺࢥーࢻにおいては、ࢥーࢻの前４᱆に⭘⒆の分

໬度や異ᆺ度（㐀⾑ჾ⭘⒆においてはච␿Ꮫ的表現ᆺ）の情報が反ᫎされ

ていることが多く、６᱆目の意⩏は必ずしも高くない。「㏞ったら㸷にす

る」はよく౑われる方法であるが、６᱆目をά用することにより個々のが

んをより正確に登録できる場合もある。例えば、Gleason スࢥアを反ᫎさ

せた前立⭢⒴の登録や、FNCLCCグレーデ࢕ングࢩス࣒ࢸを反ᫎさせたᝏ性

㌾部⭘⒆の登録などである。実務においてはあまり␃意しない点であるが、

実務者から質問を受けることも少なくなく、この機会に整理をヨみる。 
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 るがん登録のゎᯒをࡁでࡶで┴࠸⵳✚のὸࢱ࣮ࢹ

୰ᚰに㸦ᆅᇦ࣭඲国がん登録㸧  

 
大ᮌ いずみ 

 
ᰣᮌ県立がんセンターがん予㜵情報┦ㄯ部 

 
 

2016 年⑕例からは、全国がん登録として法律のもと標準໬された完全

性の高いデータが཰集される。質の高いデータをより完全に཰集すること

はもちろんであるが、今後は得られたデータをいかにά用し、公⾗⾨生に

生かせるかがồめられる。 
本研ಟ会においては、以下の 4 項目を中ᚰに解ㄝする。 

１．地域・全国がん登録のデータの解ᯒとは 
２．がん登録の事業開始から完成までの過程とまとめ方 
３．実際の事例⤂௓ 
４．␿Ꮫ（基♏）とデータをまとめるときのὀ意点 
 がん登録のデータά用は事業を開始してすࡄにできるわけではない。ձ

事業開始ᮇ、ղ初回の罹患報告書発行ᮇ、ճ初回報告書発行から 3㹼5 年

データ⵳✚ᮇ、մ報告書発行から 10 年以上⤒過ᮇの㡰に、⤒過をおって

罹患データ・生存データ・⵳✚されたデータについての౑い方を示す。 
 最初は当該県の単年データの集計、また国のデータとの比較が可能とな

り、その後⤒年変໬を観ᐹできるようになる。また、数年分⵳✚すること

によって登録数の少ない部位や年㱋㝵⣭において数್がᏳ定する。同時に

例として検診発見別進行度の解ᯒ、小ඣがんの⑕例分ᯒ、医療ᅪ別の解ᯒ、

がん検診の⢭度⟶理事業へのά用などができるようになる。本研ಟではこ

の時ᮇ（ձからճ）までにできる解ᯒ方法をᰣᮌ県の実例をあげて解ㄝす

る。մ報告書発行から 10 年以上⤒過した完成ᮇについては㛗ᮇにわたる
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⤒年変໬、生存率の年次推⛣、࣍ࢥート研究との照合など多ᒱにわたる解

ᯒが可能となるが今回は省␎する。 
 最後に␿Ꮫ的視点からデータをまとめる際にὀ意する点をあげる。特に

「஺⤡因Ꮚ」、「೫り（バ࢖アス）」、「അ然」についてそれࡒれ⡆単にㄝ明

する。 
஺⤡とは調べようとする危㝤因Ꮚ以外の因Ꮚで、⑌病にᙳ㡪を୚えるも

のを஺⤡因Ꮚという。一⯡的に年㱋や性別が最も重要な஺⤡因Ꮚになる。

年㱋によるᙳ㡪を除くのであれば年㱋㝵⣭別の観ᐹや年㱋調整罹患（死亡）

率や標準໬罹患（死亡）比を比較する。また、地域・全国がん登録におけ

る೫りで重要なのは完全性（ᜳ皆性）である。登録もれは今後、法律のも

とすべての病院が対象となることや、県ቃの問題が解ᾘされることで改ၿ

するとᮇᚅされる。データ登録にもれが少なくなれば、すべてのデータ解

ᯒにおいてಙ頼性が高まるであろう。അ然は部位や年㱋㝵⣭によって登録

数が少ない時に、数年分データを⵳✚して集計を行うなどの方法で解決す

る。 
最後にどうやってこれらの成果を♫会に情報発ಙするかを一⥴に考え

ていきたい。 
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がん登録実ົ者のࡵࡓの᪂࠸ࡋ UICC-TNM(8th)ᴫㄽ 

 
ᾏᓮὈ治 

 
⚟஭県立病院 病理診断⛉ 

 
UICC TNM 分㢮は、さまࡊまながんの診療において治療方㔪を決定し

予後を▱る上でḞくことのできないࢶールである。日本のがん登録におい

ても（特に院内がん登録で）登録項目に採用されている。その UICC TNM
分㢮が 2016 年ᮎに第 8 ∧に改ゞされた。今回の改ゞは UICC TNM 分㢮

第 7 ∧発表以降に得られたがんに関する evidence を取り入れてなされて

いるが、特に分Ꮚ生物Ꮫ的࣐ーカーや分Ꮚ生物Ꮫ的な▱見を新しく取り入

れたことにより、大きな改ゞとなっている。 
⮚ჾ別には新しい病ᮇ分㢮として、p16 㝧性中ဗ㢌⒴、ཎ発不明の㢕部

リンࣃ⠇転⛣、⬚⭢⭘⒆、⮅⚄⤒内分Ἢ⭘⒆、⬨᳝・㦵┙の⫗⭘、⬚⭡部

⮚ჾの㌾部⫗⭘が加えられた。また、㢌㢕部リンࣃ⠇転⛣、上ဗ㢌、⏥状

⭢、㣗道、⫶、⫠㛛⟶、⫢、⫵、前立⭢、༸ᕢなどで大きな変᭦が加えら

れた。 
  今回のㅮ⩏では、主要 5 部位を中ᚰとして大きく内ᐜが変᭦された

UICC TNM 分㢮のᴫ要を解ㄝしたい。 
なお、UICC TNM 分㢮第 8 ∧は 2017 年現在、本㑥のがん登録には㐺用

されていないが、2018 年 1 月⑕例より㐺用を予定し、㗦意準備中である。 
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学術奨励賞受賞講演 

 

がん登録㈨ᩱをά用ࡓࡋ⥆Ⓨがんの␿Ꮫと 

ႚ↮のᙳ㡪ホ౯ 

 

⏣ῡ㈗大 

 

 大阪国際がんセンターがん対策センター␿Ꮫ⤫計部 

 

大阪府地域がん登録㈨料および大阪国際がんセンター（ᪧ大阪府立成人病

センター）の院内がん登録㈨料を用いて、第一がん罹患後の異時性続発が

んの罹患（先行研究にならい、第一がん診断後 3 ࣧ月以降のものを異時性

と定⩏）に関する␿Ꮫ研究を実施してきた。続発がんの罹患数は㏆年の大

阪府のがん罹患数の⣙ 7%を༨め、決して少なくない  [1, 2]。第一がんに

罹患していた 60 ṓ代⏨性患者の 16.2%、70 ṓ代⏨性患者の 21.8%で、10
年以内に続発がんが診断されていた。ዪ性では、同様に 8.6%、11.0%であ

った[1]。 
続発がん罹患はႚ↮や㣧㓇により増加することを報告した[3, 4]。ႚ↮した

ことがないがん患者と比較してႚ↮Ṕのあるがん患者においては 59%続

発がん罹患が多いこと[3]、また、ႚ↮も㣧㓇もしたことがないがん患者と

比較してがん診断時にႚ↮・㣧㓇していたがん患者においてはアルࢥール

関連部位続発がん罹患が 77%、タバࢥ関連部位続発がん罹患が 136%多い

こと[4] が分かった。これらの研究成果は JACR NEWSLETTER（ᅗ１）、

新⪺や自治体ᗈ報ㄅ等の࣓デ࢕アを㏻じてᗈく国民へఏえられた。 
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また、がん診断時点におけるႚ↮状況によってがん患者の生存状況がど

のように異なるのか、またがんになってからでも⚗↮することで生存率の

向上がᅗれるのか、について考ᐹするため、院内がん登録㈨料を用いてが

ん診断時のႚ↮状況に応じた生存率を計算した[5]。がん診断時にႚ↮して

いたがん患者と比較して、がん診断の 3 年以内に⚗↮していたがん患者で

は 11%死亡のリスクが低かった。がんの進行度や部位といったඹ変㔞を調

ᅗ㸯．診断᫬の㣧㓇࣭ႚ↮状況およࡑࡧの஺஫స用にᛂࢥࣂࢱࡓࡌ㛵連⥆Ⓨ

がん⨯患ࣜࢡࢫ 

͆はじめのがんが診断された時に、࡯とんどẖ日もしくは機会㣧㓇する者は、タ

バࢥも྾うと（஺஫స用）、1.6 ಸタバࢥ関連続発がんになりやすい。タバࢥを

྾わない場合には、㣧みすぎなければ㣧㓇による続発がんリスクは低い（リスク

比㸻1.0）。㣧㓇の有無にかかわらず、タバࢥを྾うと続発がんになりやすい。た

だし、アルࢥールは 1 日当たり 2 合以上㣧むと続発がんになりやすい。͇  

（出඾：論文⤂௓：㓇とὂと↮ⲡと多重がん!? JACR NEWSLETTER No.37: 

page 3, 2015) 



JACR Monograph No.23 

第 2部：学術集会੶録 －学術တཫೖ受ೖ൥౰－ 

34 
 

整した生存᭤⥺により 50%生存ᮇ間の比較を行ったところ、がん診断時ႚ

↮がん患者よりも診断時 3 年以内に⚗↮したがん患者では⣙ 1 年生存ᮇ間

が㛗いと分かった (ᅗ２）。本研究からがん患者における⚗↮にもຠ果が

ある可能性が示၀された。日本ではがん患者に対する⚗↮支援は不十分で

あり、がん診療現場における⚗↮支援άືを推進する必要がある。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 䛣䛾ᗘ䛿㈗㔜䛺Ⓨ⾲䛾ᶵ఍䜢㡬䛝䛒䜚が䛸䛖䛤䛦䛔䜎䛧䛯䚹ᆅᇦがんⓏ㘓䛚䜘

䜃㝔ෆがんⓏ㘓䛾䝕ータసᡂ䞉ᥦ౪䞉⟶⌮䞉⥔ᣢ➼䛻㛵䜟䜛඲䛶䛾᪉䛻῝ㅰ⏦

䛧ୖ䛢䜎䛩䚹 

 

ᘬ⏝ᩥ⊩ 
1. Tabuchi T, Ito Y, Ioka A et al. Incidence of metachronous second 
primary cancers in Osaka, Japan: update of analyses using 
population-based cancer registry data. Cancer Sci 2012; 103: 1111-1120. 
2. ⏣ῡ㈗大, ▼⏣理ᜨ, ᯇ本ྜྷྐ et al. がん登録㈨料を用いた多重が

ん分ᯒにおけるὀ意事項. JACR Monograph 2011; 17: 43-45. 

1985-2004 ᖺデ᩿ᝈ⪅䛻䛚䛔䛶䛿 10 ᖺ䠄㯮⥺䠅䚸2005-2009 ᖺデ᩿ᝈ⪅䛻䛚䛔䛶䛿

5 ᖺ䠄㟷⥺䠅䛾㏣㊧が䛷䛝䛯䚹㉥Ⰽ䛾䝷䜲ン䛿䚸50%⏕Ꮡ᫬䛻䛚䛡䜛デ᩿᫬ 3 ᖺ௨ෆ䛻

⚗↮䛧䛯がんᝈ⪅䛸デ᩿᫬䛻ႚ↮䛧䛶䛔䛯がんᝈ⪅䛾ᕪ䠄ᖺ䠅䜢♧䛩䚹 *ᛶ䚸デ᩿᫬

ᖺ㱋䚸㐍⾜ᗘ䚸デ᩿ᖺ䚸ႚ↮ᣦᩘ䚸㣧㓇≧ἣ䛚䜘䜃がん㒊఩䜢ㄪᩚ䛧䛯䚹 

ᅗ 2. がん診断᫬ႚ↮状況別生存率 [5] (Direct adjusted survival curves)* 
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3. Tabuchi T, Ito Y, Ioka A et al. Tobacco smoking and the risk of 
subsequent primary cancer among cancer survivors: a retrospective cohort 
study. Annals of Oncology 2013; 24: 2699-2704. 
4. Tabuchi T, Ozaki K, Ioka A, Miyashiro I. Joint and independent 
effect of alcohol and tobacco use on the risk of subsequent cancer incidence 
among cancer survivors: A cohort study using cancer registries. Int J 
Cancer 2015; 137: 2114-2123. 
5. Tabuchi T, Goto A, Ito Y et al. Smoking at the time of diagnosis 
and mortality in cancer patients: What benefit does the quitter gain? 
Int J Cancer 2017; 140: 1789-1795. 
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藤本伊三郎賞受賞講演 

 

㟷᳃┴における⫶がん⨯患率࣭死亡率の᥎⛣ 

 
ᯇ坂᪉ኈ 

 
ᘯ๓大Ꮫ་Ꮫ㒊㝃ᒓ⑓㝔་⒪᝟ሗ㒊 

 
1. ⫼ᬒ 

㟷᳃┴䛾がん䠄඲㒊఩䠅ᖺ㱋ㄪᩚṚஸ⋡䛿㐣ཤ 10 ᖺ௨ୖ䛻䜟䛯䛳䛶඲国䛷

᭱䜒㧗䛔䚹䜎䛯䚸㒊఩別䛻䜏䜛䛸䚸㟷᳃┴䛷䛿⫶がん䛿⫵がん䛸大⭠がん䛻䛴

䛔䛷3␒┠䛻Ṛஸᩘがከ䛟䚸ᖺ㱋ㄪᩚṚஸ⋡䛿඲国ᖹᆒ䜢大䛝䛟ୖᅇ䜛≧ែが

⥆䛔䛶䛔䜛䚹䛭䛾䛯䜑䚸᭷ຠ䛺対策䜢❧᱌䛩䜛䛯䜑䛾ཎᅉ究明がᴟ䜑䛶㔜せ䛷

䛒䜛䚹 
ᮏ研究䛷䛿䚸㟷᳃┴䛸඲国䛾⫶がん⨯ᝈ⋡䛸Ṛஸ⋡䜢ヲ⣽䛻ẚ㍑䛩䜛䛣䛸䛻

䜘䛳䛶㟷᳃┴䛾⫶がんṚஸ⋡が㧗䛔ཎᅉ䛸䛭䜜䜢పୗ䛥䛫䜛䛯䜑䛾対策䜢᳨

ウ䛧䛯䚹 
 

2. ᪉ἲ 
㟷᳃┴がんⓏ㘓䝕ータ䝧ー䝇䛛䜙 2010-2012 ᖺ䛻䛚䛡䜛⫶がん⨯ᝈ⪅䞉Ṛ

ஸ⪅䜢ᢳฟ䛧䚸ᖺ㱋ㄪᩚ⨯ᝈ⋡䞉Ṛஸ⋡䚸ᖺ㱋㝵⣭別⨯ᝈ⋡䞉Ṛஸ⋡䚸䛚䜘䜃

ᖺ㱋㝵⣭別デ᩿᫬⑓ᮇ䜢⟬ฟ䛧䛯䚹䜎䛯䚸MCIJ2010-2012 䛛䜙䜒ྠᵝ䛻⫶が

ん䛾඲国᥎ィ್䠄ᖺ㱋ㄪᩚ⨯ᝈ⋡䚸ᖺ㱋㝵⣭別⨯ᝈ⋡䚸䛚䜘䜃デ᩿᫬⑓ᮇ䠅䛸

ᖺ㱋ㄪᩚṚஸ⋡䚸ᖺ㱋㝵⣭別Ṛஸ⋡䜢ᚓ䛶䚸㟷᳃┴䛸ẚ㍑䛧䛯䚹 
䜎䛯䚸ᆅᇦಖ೺䞉೺ᗣቑ㐍஦ᴗሗ࿌䛻䜘䛳䛶඲国䛸㟷᳃┴䛾がん᳨デཷデ⋡

䜢ẚ㍑䛧䛯䚹 
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3. ⤖ᯝ 
㟷᳃┴䛾⫶がんᖺ㱋ㄪᩚ⨯ᝈ⋡䛿⏨ᛶ䛷䛿඲国᥎ィ䛸䜋䜌ྠ䛨䛷䛒䜚䚸ዪ

ᛶ䛷䛿඲国᥎ィ䜘䜚䜒ప䛛䛳䛯䚹䜎䛯䚸ᖺ㱋㝵⣭別⨯ᝈ⋡䜒⏨ᛶ䛷䛿඲䛶䛾㝵

⣭䛷඲国᥎ィ䛸䜋䜌ྠ䛨䛷䛒䜚䚸ዪᛶ䛷䛿඲国᥎ィ䜘䜚䜒ప䛛䛳䛯䚹 
୍᪉䚸⫶がんᖺ㱋ㄪᩚṚஸ⋡䛿⏨ᛶ䚸ዪᛶ䛸䜒㟷᳃┴䛿඲国䜢ୖᅇ䛳䛶䛚䜚䚸

䛭䛾ᕪ䛿ḟ➨䛻大䛝䛟䛺䛳䛶䛔䛯䚹ᖺ㱋㝵⣭別Ṛஸ⋡䜒⏨ዪ䛸䜒䜋䜌඲䛶䛾㝵

⣭䛷㟷᳃┴䛿඲国䜢ୖᅇ䛳䛶䛔䛯䚹 
デ᩿᫬⑓ᮇ䛷䛾㝈ᒁが༨䜑䜛๭ྜ䛻ὀ┠䛩䜛䛸䚸㟷᳃┴䛾඲䛶䛾ᖺ㱋㝵⣭

䛻䛚䛔䛶඲国᥎ィ䜘䜚㝈ᒁが༨䜑䜛๭ྜがప䛛䛳䛯䚹 
㟷᳃┴䛾⫶がん᳨デཷデ⋡䛿䚸⏨ዪ䛸䜒඲国䜘䜚䜒㧗䛛䛳䛯䚹 

 
4. ⪃ᐹ 

㟷᳃┴䛾⫶がんṚஸ⋡が㧗䛔ཎᅉ䛿⨯ᝈ⋡が㧗䛔䛣䛸䛷䛿䛺䛔䛣䛸が明䜙

䛛䛻䛺䛳䛯䚹 
䛭䛾୍᪉䛷䚸㟷᳃┴䛷䛿デ᩿䛥䜜䛯ẁ㝵䛷᪤䛻㐍⾜䛧䛶䛔䜛⑕౛がከ䛟䚸䛣

䛾䛣䛸がṚஸ⋡が㧗䛔ཎᅉ䛾୍䛴䛸⪃䛘䜙䜜䛯䚹 
䛧䛛䛧䚸⫶がん᳨デཷデ⋡䛿඲国䛸ẚ㍑䛧䛶㟷᳃┴䛿ప䛟䛺䛟䚸⫶がん᳨デ

䛾ཷデが᪩ᮇⓎぢ䛻⤖䜃䛴䛔䛶䛔䛺䛔ྍ⬟ᛶが䛒䛳䛯䚹 
௒ᚋ䚸㟷᳃┴䛷䛿がん᳨デ䛾⢭ᗘ䜢ྥୖ䛥䛫䚸㧗䛔ཷデ⋡が᪩ᮇⓎぢ䛾ቑ

ຍ䛻䛴䛺が䜛䜘䛖䛻ྲྀ䜚⤌䜐ᚲせが䛒䜛䛸⪃䛘䜙䜜䛯䚹 
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᪥ᮏேにおける኱⭠がん㒊఩別⨯患率の⤒年ኚ໬の 

᳨ウ㸸1978-2004 年 

 
中ᕝ ᘯᏊ 

 

ឡ▱県がんセンター研究所 ␿Ꮫ・予㜵部 
 
1. ⫼ᬒ 

 大⭠がんは日本人において㣗事・生άスタ࢖ルのḢ米໬にకいᡓ後急⃭

に増加したがんであり、2012 年がん罹患⤫計において⏨ዪඹに 2 位の罹

患率のがんである。㏆年、大⭠部位により発がん࣓カニ࣒ࢬが異なること

より、部位によりリスクファクターのຠ果に㐪いがある可能性が示၀され

ている。Ḣ米の先行研究において、大⭠がん罹患率の⤒年変໬は大⭠部位

によりᕪ異があり、大⭠がん発生部位がྑ側（㏆位）大⭠に೫るトレンࢻ

を示す “right-sided shift”が報告されている。日本はアࢪアの中で最もḢ

米໬が進んだ国であるが、日本を含むアࢪアにおいて大⭠がん部位別罹患

率トレンࢻに関する報告は少なく、大⭠がんの right-sided shift について

も未だ確認されていない。さらに、㏆年の日本人における大⭠がん罹患率

の⤒年変໬について示した研究は未だに少ない。そこで、我々は日本人に

おける大⭠がん部位別罹患率の⤒年変໬について検討を行った。 

 

2. 方法 

 日本の地域がん登録事業を代表する計 10 の地域がん登録(ᐑᇛ、ᒣᙧ、

新₲、⚟஭、ឡ▱、⁠㈡、大阪、ᒸᒣ、ᗈᓥ、㛗ᓮ)から提供された、1978
ࠥ2004 年診断の大⭠がん⑕例・⣙ 30 ୓例をプールし解ᯒに用いた。対象

年における登録⢭度は、各登録において DCN, DCO がそれࡒれ 30％未満、

25％未満であった。大⭠がんをྑ側結⭠がん (回┣ࠥ⭁‴᭤部

C18.0-C18.5)、ᕥ側結⭠がん(下行結⭠ࠥS 状結⭠ C18.6,C18.7)、直⭠が
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ん(C19.9,C20.9)の３部位に分けた。1978 年から 2004 年の 27 年間におけ

る全大⭠がんと部位別の年㱋調整罹患率を᫛࿴ 60 年モデル人口を用い算

出し、Joinpoint 解ᯒにより⤒年変໬の検討を行った。Joinpoint は最大５

点と設定した。大⭠がん部位不明(C18.9)については多重⿵完法を用いḞ

ᦆ್⿵正を行った。人口 10 ୓人あたりの罹患率を示した。 

  

3. 結果 

 全観ᐹᮇ間における全大⭠がんは 1978 年から 1993 年まで増加し（年

変໬率 4.9％）、1993 年に Joinpoint を認め 1993 年から 2004 年はᶓばい

に転じ、年㱋調整罹患率は 1978 年人口 10 ୓人対 22.2 から 2004 年 45.6
へ増加を示した。部位別罹患率については、ᕥ側結⭠がんは、1978 年ࠥ

1991 年は年変໬率 7.4％であり、1991 年からはᶓばいに⛣行した。直⭠

がんは 1978 年から 1992 年まで増加ഴ向(年変໬率：1978-1988 年 1.9％、

1988-1992 年 5.6%)であったが、1992 年ࠥ2004 年までは年変໬率-1.0%と

一転減少ഴ向に転じた。一方、ྑ側結⭠がんは 1978 年ࠥ1991 年は年変໬

率 7.0％、1991 年ࠥ1996 年は年変໬率 3.8％、1996 年ࠥ2004 年は年変໬

率 0.9％と、全ᮇ間にΏり増加ഴ向が観ᐹされた。⏨ዪ別での解ᯒでも࡯

 。同様のഴ向を示したࡰ
 
4. 考ᐹ・結語 
それまで増加ഴ向であった大⭠がん罹患率が 1990 年代初㢌に一転ᶓばい

に転じた。この一因は、㣗事のḢ米໬が 1970 年代までに日本に定╔した

こと、1992 年初㢌より大⭠がん検診のᑟ入等の要因がᣲげられる。⬡質

ー比率はࢠネル࢚ 1946 年 7.0％より 1970 年代には 20％を㉸え、㣗事の

Ḣ米໬が 1970 年代に日本人へ定╔した。また、1992 年より 40 ṓ以上の

成人を対象とした大⭠がん検診(౽₯⾑検査)が地方自治体によりᑟ入さ

れ、㝧性者には⢭ᐦ検査として大⭠内視㙾の施術が行われ始めた。大⭠ポ

リープの発見及びษ除は大⭠がん予㜵ຠ果にᐤ୚するため、罹患率の低下

につながったことが推測される。さらに、本研究は、日本人の大⭠がん罹

患率の⤒年変໬は大⭠部位により異なるഴ向を示すことを明らかとした。
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要因として、大⭠部位におけるリスクファクターのຠ果の┦㐪、内視㙾に

よる大⭠ポリープ発見が῝部のྑ側結⭠ではᕥ側や直⭠と比べて比較的

ᅔ㞴であることから、検診やポリープษ除によるがん予㜵ຠ果が、ᕥ側や

直⭠がんに比べ比較的小さく、罹患率は 1970ࠥ1980 年代の年変໬率より

ഴきが⦆やかになった程度に␃まった、こと等が考えられる。すでにḢ米

においては、ྑ側結⭠がんのみが他部位と比較し罹患率増加ഴ向を示す

“right sided shift”が 1980 年代より生じたことが確認されているが、Ḣ米

より⣙ 10 年遅れた 1990 年代より、アࢪアの中で最もḢ米໬が進んだ国で

ある日本においても“right sided shift”が生じていたことを、本研究が初め

て明らかにした。以上より、本研究は日本人の大⭠がん罹患率の⤒年変໬

は、1990 年前༙より大⭠部位により異なるഴ向を示すことを明らかにし

た。 

 

5. ㅰ㎡ 

当研究に際し、論文ඹⴭ者の皆様、୪びに、がん⤫計㈨料をご提供いただ

きましたᐑᇛ県がん登録、ᒣᙧ県がん登録、༓ⴥ県がん登録、新₲県がん

登録、⚟஭県がん登録、ឡ▱県がん登録、⁠㈡県がん登録、大阪府がん登

録、ᒸᒣ県がん登録、ᗈᓥ県がん登録、ᒣ口県がん登録、㛗ᓮ県がん登録

の皆様へ、この場をお೉りして῝くᚚ♩⏦し上げます。 
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学術委員会シンポジウム 

 

『new missions, a new hope』 
 
＜座長＞ 西野善一（金沢医科大学）、山下夏美（四国がんセンター） 

 

1. JACR の新しいミッション 

 …… 西野善一（金沢医科大学） 

 

2. 都道府県がん登録実務者からの期待 

 ……中林愛恵（島根大学医学部附属病院） 

 

3. 行政・がん対策立案側からの期待 

 ……鉾之原健太郎（厚生労働省） 

 

4. 「new missions, a new hope」患者・住民側からの期待 

 ……天野慎介（全国がん患者団体連合会） 

 

5. JACR による教育的サポート―教育研修委員から 

 ……伊藤秀美（愛知県がんセンター研究所） 

 

6. JACR の中でこんな活躍をしてみたい―院内がん登録側の視点で― 

 ……増田昌人（琉球大学医学部附属病院がんセンター） 

                      

7. JACR における患者目線の情報発信プロジェクト（J-CIP） 

 ……猿木信裕（群馬県衛生環境研究所） 

 

8. がん登録データで研究しよう！～よりよいがん対策のために～ 

 ……伊藤ゆり（大阪国際がんセンター）                                        



JACR Monograph No.23 
第 2部：学術集会記録 －学術委員会シンポジウム－ 
 

42 
 

 

JACRの新しいミッション 

 

西野 善一 

 

金沢医科大学医学部公衆衛生学 

 

 地域がん登録全国協議会（現：日本がん登録協議会、JACR）は、地域が

ん登録の普及と精度向上を実現するため、各県が行う事業への技術支援、

未実施県への導入の支援、登録業務従事者の技能向上を図る取り組み等を

行う団体として 1992 年に設立された。2016年 1月の「がん登録推進法」

の施行によりポピュレーションベースのがん登録が国の事業となったこ

とをふまえ、今後 5年間の新たなビジョンとミッションが 2016年 6月の

金沢での総会において承認された。 

 新たなビジョンとミッションは、JACRの活動目的として定款第３条に記

された国民の保健、医療、療養の増進への寄与を果たすために、ビジョン

としてがん登録を通じた科学的かつ効果的ながん対策の推進への寄与と

がん患者とその家族が安心して療養・生活できる情報環境の実現への貢献

を掲げ、ミッションを都道府県が実施するがん登録業務の直接的な支援と

ともに、「がん登録推進法」に位置付けが明記された院内がん登録の充実、

研究者や民間企業・団体によるがん登録由来資料の利活用支援、がん患者

ならびにその家族と連携したがん登録関連情報の発信に活動対象を広げ

ている。これまでの地域がん登録業務従事者を主な対象とした活動に加え

て、院内がん登録実務担当者、研究者、患者とその家族への支援活動を通

して国民のがん登録に対する期待に応えようとするものである。このビジ

ョンとミッションを実現するためには、これまで以上に JACR内外からの

多様な意見を取り入れて活動を進めていく必要があると考える。 
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ビジョン 

がん登録事業の充実と、がん登録由来データの利活用の充実を支援する

ことで、市町村レベル、都道府県レベル、国レベルで、科学的かつ効果的

ながん対策が推進されることに寄与するとともに、都道府県、がん患者会

等と連携してがん登録等由来データを国民にわかりやすく提供し、がん患

者とその家族が安心して療養・生活できる情報環境の実現に貢献する。 

  

ミッションと対応する活動項目 

（1） ミッション 1：院内がん登録を含むがん登録事業の充実を支援す

る 

1） 正会員（登録会員）はじめがん登録関係者間の情報交換手段の提

供、交流の場の設定 

2） 正会員（登録会員）はじめがん登録事業関係者に同事業の発展に

日本がん登録協議会（JACR）のビジョンとミッション 
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資する最新情報をわかりやすく提供 

3） 個人情報の取り扱いに関するがん登録事業の管理者と実務担当

者に対する、安全管理措置に関する支援 

4） 実務担当者を対象とした教育・研修、支援 

5） 正会員（登録会員）および院内がん登録の実務担当者等への技術

的助言 

6） 社会に対するがん登録事業の意義を発信 

7） がん登録関係者の国際交流活動を支援 

（2） ミッション 2：院内がん登録を含むがん登録由来データの利活用

の充実を支援する 

1） 正会員（登録会員）のがん登録由来データの県民への発信に関す

る技術支援 

2） がん登録由来データを有効かつ安全に利活用できる人材の育成 

3） 同由来データが利活用された成果を発表する機会の提供 

4） 市町村・都道府県等が同データを利活用するときの技術的、制度

的支援 

5） 正会員（登録会員）のがん登録由来データの海外への発信に関す

る技術支援 

6） 研究機関、民間企業・団体等のがん登録由来データの利活用を支

援 

（3） ミッション 3：がん患者とその家族が必要とするがん登録関連情

報をわかりやすく発信する 

1） がん体験者での初発のがんとは異なるがんの罹患リスク（多重が

んリスク）、がん体験者の長期間に渡る生存率（サバイバー生存

率）などの新たな情報を、ホームページなどの各種媒体により発

信 

2） がん患者会等と連携した、講演会などの情報支援活動や、がん登

録由来統計データの利用状況のモニタリング活動などの諸活動 
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都道府県がん登録実務者からの期待 

 

中林 愛恵 

 

島根大学医学部附属病院 

 

 

島根県では、2010 年にがん登録事業を開始し、今年で 7年目のスロース

ターターであるが、国立がん研究センターをはじめとする先生方のご指導

と医療機関の協力のおかげで順調に事業を軌道に乗せることができた。登

録室業務は島根大学に委託され、島根大学医学部附属病院内に島根県がん

登録室が設置されている。 

がん登録は多くの方々、各医療機関でがん登録に従事する登録実務者、

研究者、行政担当者、県民や患者・家族の協力で成り立っている。都道府

県がん登録実務者の役割はこれらの方々を「つなぐ」ことと考える。 

各医療機関で診療録から届出票を作成する段階で誤りがあると、都道府

県がん登録室のチェックでも分からない場合がある。したがって、実務者

の育成と継続的な専門知識向上が大切である。島根県では 2008 年から県

内の実務者向けに、島根県がん登録研修会を開催している。島根県がん登

録部会実務担当者研究会の実務者が企画・運営に携わり、詳細な院内がん

登録にも対応できるよう、標準登録様式や病期分類を学んでいる。このよ

うな活動で各医療機関の実務者とのつながりを持てたことが、事業を円滑

に進めるのに役立ったと考える。 

がん登録データを活用してがん対策につながる新しい知見を生み出す

研究者へデータを提供するのは、都道府県がん登録実務者である。研究者

の研究目的に合致するデータが正しく抽出できるか、そのデータの特徴を

研究者に正しく説明できるかが、研究の成否に影響する可能性もある。が

ん登録データと研究者をつなぐことが都道府県がん登録実務者の役割と

考える。 
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医療機関への周知やがん登録関係の会議開催など、がん登録事業を円滑

に実施するために行政担当者が果たす役割は大きい。都道府県がん登録実

務者は行政担当者を助けて、会議資料の作成や説明を一緒に行っており、

連係プレーが重要である。 

都道府県がん登録実務者は、一般的に県民や患者・家族と直接連絡をと

ることはないが、がん登録報告書を作成するときに、その読者は県民や患

者・家族である。報告書を通して県民や患者・家族とつながっているので、

分かりやすい表現を心がけている。 

このように都道府県がん登録実務者の役割は多岐に渡り、手探り状態で

業務を行わないといけないことも多い。そのため、他県の都道府県がん登

録実務者の事例は大いに参考になる。学術集会や Monographなどは他県の

実例を参考にできる良い契機なので、そのような場を提供している全国が

ん登録協議会に、都道府県がん登録実務者が積極的に参加し、交流を深め

て情報共有できることを期待する。 
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行政・がん対策立案側からの期待 

 

鉾之原健太郎 

 

厚生労働省 健康局 がん・疾病対策課 

 

 我が国のがん対策は、都道府県事業である「地域がん登録」等のデータ

に基づき算出された推計値等に基づいて実施されてきた。がん登録は、が

ん対策全般を科学的知見に基づき実施する上で基礎となるものとして、が

んについての情報を収集し、がんの現状を把握するための事業であり、地

域がん登録については、各都道府県や研究者等の取組によって、その精度

は向上しつつあるものの、データの収集、予後調査の方法、個人情報保護

の取扱い等の点において都道府県間でばらつきがあること等が課題とし

て指摘されており、平成 24 年に策定された「がん対策推進基本計画」に

おいては、法的位置付けの検討も含め、がん登録の精度を更に向上させる

ことが目標とされた。 

 

このような状況の中、平成 25 年に、全ての病院等に対して診断したが

んに関する情報の届出等を義務づける「がん登録等の推進に関する法律」

が制定され、平成 28 年１月には同法の施行に伴い、全国がん登録事業に

おける病院や診療所等からの届出が開始された。平成 28 年に診断された

症例については、平成 29 年末までに届出情報が国立がん研究センターに

集約され、データは平成 30 年末を目途に確定し、それ以降、全国がん登

録情報の利活用が開始される予定となっている。 

 

 平成 28 年 12 月に一部改正された「がん対策基本法」においても、「国

及び地方公共団体は、がんに係る調査研究の促進のため、がん登録等の推

進に関する法律 （平成二十五年法律第百十一号）第二条第二項 に規定す

るがん登録（その他のがんの罹患、診療、転帰等の状況の把握、分析等の
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ための取組を含む。以下この項において同じ。）、当該がん登録により得ら

れた情報の活用等を推進するものとする。」とされ、がん登録情報を活用

したがん対策の実施が求められている。 

  

 全国がん登録情報の活用により、これまで推計値であったがんの罹患数

や生存率等の情報を正確に把握することが可能になる。特に、これまで一

部の症例の報告からでは全体の罹患数等の推計値を出すことが困難であ

った希少がんについて、罹患状況等の実態を実数で把握できるようになる。

さらに、これまで地域間で差のあった登録の精度が全国一律で担保される

ため、地域別のがんの状況についても、網羅的に把握することが可能にな

る。これにより、予防に特に注力すべきがん種や、がん検診における課題、

医療資源の適正配置における課題等を、地域毎により正確に理解すること

ができる。また、がん登録によって得られる情報の適切な公開により、が

ん患者やその家族のがんに対する理解の促進や、治療方針、医療機関の選

択に資する情報提供が期待されている。 
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「new missions, a new hope」患者・住民側からの期待 

 

天野慎介 

 

一般社団法人 全国がん患者団体連合会 

 

2013 年 12 月に「がん登録等の推進に関する法律」が成立しました。同

法の成立までの道のりは決して平坦なものではなく、私も議員立法である

同法を検討した超党派議連「国会がん患者と家族の会」にがん患者団体の

立場で出席の機会をいただき、患者の立場から意見を述べるとともに、が

ん登録やがん対策の推進に理解や関心のある国会議員の先生方のお力添

えなどをいただきながら、同法成立に向けた要望活動を行いました。 

しかし、同法の成立に対して必ずしも全ての議員が諸手を挙げて賛成、

という空気ではなかった議論の流れを変えた一つの契機は、同議連に出席

した小児がん経験者の方々が「自分たちが経験した同じ痛みや苦しみを、

後に続く患者さんにしてほしくない。そのために自分たちのデータが活用

されるのであれば、自分たちのデータをがん登録等を通じて活用していた

だきたい」という切なる声でした。このように、がん登録に期待するがん

患者や家族の願いは、いま治療を受けている自身への還元のみならず、未

来のがん患者や家族、医療への貢献にもあり、この期待に応えるためにが

ん登録推進法のみならず、我が国のがん登録を進めていく必要があると考

えます。 

がん登録法の成立を受け、2014 年 7 月より厚生労働省において「厚生

科学審議会がん登録部会」が開催され、私もがん患者の立場の委員の 1 人

として参画する機会をいただきました。部会では、がん登録推進法に関係

する政令や省令等についての検討、全国がん登録と院内がん登録のあり方

についての議論、そして全国がん登録におけるマニュアルと指針の策定な

どが行われました。この過程において私からは、がん対策の推進に資する

がん登録のあり方もさることながら、今この瞬間にがんと向き合う患者や
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家族に対して、院内がん登録や全国がん登録が資するものとなるよう、意

見を申し述べました。 

しかし、時々部会などでみられた反応の例としては、世界に類をみない

規模となる全国がん登録をまずは問題なくスタートさせることが重要で

あること、長年行われてきた地域がん登録を変えると実務担当者の負担が

過大となること、などであり、がん登録法の成立を機によりがん患者や家

族の視点からみたあり方、がん医療の実態に合わせたあり方を議論すると

いうよりは、がん登録に携わってこられた方々の視点からみたあり方が重

視される議論であったように思われました。我が国のがん登録は、多くの

実務担当者と研究者の皆様による長年の尽力により積み上げられてきた

ものであり、その成果を維持し発展させていくことが重要ではありますが、

今後の検討においては、がん患者や家族の視点、がん医療や臨床の現場の

視点をより一層取り入れていくことが不可欠と考えます。 

例としては、現在の院内がん登録によって集まる情報は、がんの発症か

ら初回治療までの期間のデータが多く集まるものとなっていますが、治療

の進歩により再発をしたとしても比較的長期にわたり治療を継続し、時に

がんと共生し日常生活を送りながら治療を受ける患者も多い中で、そのよ

うな実態に即したものとなっていないように思われます。また、いわゆる

医療ビッグデータやがんゲノム医療とがん登録データとの連携への期待

がしばしば語られますが、それに向けた具体的な検討は未だみえてきませ

ん。我が国のがん登録をがん患者や家族、そしてこれからがんに罹患する

かもしれない多くの国民に資するものとするために、社会に開かれたがん

登録のあり方が求められていると考えます。 
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JACRによる教育的サポート —教育研修委員から 

 
伊藤秀美 

 

愛知県がんセンター研究所 疫学・予防部がん情報研究室 

 

 教育研修委員会では、これまで登録データの質の向上、実務者表彰制度

の主担当及び表彰者の選考などの事業を展開してきた。現在は、大木いず

み先生（栃木県）を委員長として、福留寿生先生（三重県）、杉山裕美先

生（広島県）、寺本典弘先生（愛媛県）とともに活動している。 

 当委員会は、登録データの質の向上を目指し、日本がん登録協議会（JACR）

学術集会時のがん登録担当者研修会への協力、日本公衆衛生学会での自由

集会の実施という形で、実務者のスキルアップのための支援をしてきた。

全国がん登録が開始され、これまでの課題であった悉皆性（完全性）の担

保や登録方法の標準化については達成され、データのかなりの部分は自動

的に集まるしくみが構築されている。登録データの精度は担保され、がん

対策やがん研究のための積極的なデータ利活用が進むだろう。しかし、が

ん対策やがん研究に貢献できるような精度のデータを作り続けるには、デ

ータ登録の基礎となる実務に携わる人々の育成が、これまで以上に必要と

なる。全国がん登録の開始に伴い、これまでも院内がん登録を実施し一定

レベルの精度を持った届出をしてきた拠点病院のみならず、その他の病院

で届出に関わる実務者のレベルアップも、質的精度の向上には必要と考え

る。 

 以上を踏まえ、当委員会では、地域がん登録、院内がん登録の実務者の

参考となる「地域がん登録の手引き」の更新や「都道府県による病院等へ

の届出教育」支援、院内がん登録実務向けの支援を進めていきたいと考え

ている。また、都道府県や研究者、医療従事者が積極的に全国がん登録や

院内がん登録のデータを利活用するために、どのような指標を算出できる

のか、どのように算出するのかといった教育支援も必要となるであろう。
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例えば、院内がん登録データを利用して算出できる進行度別生存率は、が

ん患者さんとその家族にとってニーズの高い情報となる。 

 さらに、当委員会は、国際がん研究機関（IARC）と国際がん登録協議会

（IACR）による「５大陸のがんの罹患率」（CI5）へのデータ提出や、地域

がん登録に基づくがん患者の生存率を国際間で比較する大規模な共同プ

ロジェクト「CONCORD 研究」への参加についても支援している。これまで

CI5 や CONCORD 研究には、精度が高く、自力でデータ加工ができる技術を

持つ地域しか参加していなかったが、昨年度当委員会より参加を呼びかけ

た CONCORD３研究では 16府県が参加を表明し、当委員会は 8県（山形県 茨

城県 山梨県 福井県 兵庫県 愛媛県 佐賀県 熊本県）のデータ提出

支援を行っている。このように各都道府県がん登録が国内外の共同研究へ

積極的に参加できるような支援も継続したい。 

 全国がん登録の開始に伴い、教育的支援のニーズの範囲が、データの収

集・作成から活用に至るまで広がったと考えている。都道府県や病院から

本当に必要とされる教育的支援についてご意見をいただきながら、また、

院内がん登録実務者をメンバーに加えるなど教育研修委員の層を厚くし

て、活動を続けていきたい。 
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JACRの中でこんな活躍をしてみたい 

－院内がん登録側の視点で－ 

 

増田 昌人 

 

琉球大学医学部附属病院がんセンター 

 

 

 都道府県がん診療連携拠点病院である琉球大学医学部附属病院のがん

センターでは、院内がん登録を行っている立場からは、主なものとして以

下の 10 項目を行っている。 

１．沖縄県がん診療連携協議会（以下、協議会）・がん登録部会の運営 

２．院内がん登録を行っている医療機関の拡大 

医療機関が院内がん登録を始める際の講習及び技術援助を行い、沖縄県

内で院内がん登録を行っている医療機関ががん診療連携拠点病院 3施設の

みから 17 施設へ増加した。 

３．院内がん登録データからみる沖縄県のがん診療の現状分析と公開 

前項の 17 施設全ての院内がん登録のデータ（県内のがん患者の約 8 割

をカバー）を、施設ごと、12 の臓器ごとに分析し、報告書を毎年発行して

いる。 

４．みるん・しるん（沖縄がん情報ネット） https://mirunshirun.jp の開

設と運営 

 前述の分析結果をウェブサイトで公開するとともに、検索システムを開

発し、沖縄県内のがん医療の状況が、一般県民でも、院内がん登録データ

を中心に検索ができるようにしている。 

５．沖縄県がん対策推進計画（第 2 次）（協議会案）の取りまとめと政策

提言 

 院内がん登録データを一部利用して、沖縄県がん対策推進計画（第 2 次）

（協議会案）の取りまとめを行い、知事に政策提言を行った。その後、沖
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縄県がん対策推進協議会において、院内がん登録データ等を利用して、政

策提言を行った。 

６．沖縄県がん対策推進計画（第 2 次）の中間評価 

 沖縄県の委託事業として、院内がん登録データ等を根拠に分析を行い、

中間評価を行った。 

７．沖縄県医療計画のための専門医療機関選定 

 沖縄県から沖縄県医師会への委託事業のがんの責任者として、院内がん

登録データ等を根拠に、6 つの臓器（胃、大腸、肝、肺、乳房、子宮）ご

とに 4～16 医療機関を選定した。 

８．沖縄県地域医療構想への政策提言 

 沖縄県地域医療構想検討会議において、院内がん登録データから二次医

療圏ごとの流入流出を概算するなどして、がん医療における二次医療圏内

完結と集約について、政策提言を行った。 

９．Quality Indicator(QI)を用いたがん医療の質の評価 

 院内がん登録データに QI を併用して、胃がんと大腸がんのがん医療の

質の評価を行っている。 

１０．沖縄県大腸がん死亡激減プロジェクト（仮称） 

 院内がん登録データから沖縄県内のがん診療連携拠点病院における大

腸がんの治療成績が悪いことがきっかけで、大腸がんの死亡数を激減させ

るプロジェクト（予防、検診も含む）が沖縄県がん診療連携協議会が中心

となって、沖縄県や各種団体を巻き込んで始まった。 

 今後は、JACR を通じて、同じ志を持つ方々と地域がん登録のデータや

今後集積される全国がん登録のデータも含めて、医療機関への情報提供を

行うことによるがん医療の質の向上と、国や地方公共団体への積極的な政

策提言を行っていきたいと考えている。 
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JACRにおける患者目線の情報発信プロジェクト(J-CIP) 

 

猿木信裕 

 

群馬県衛生環境研究所 

 

1. はじめに 

 これまで、わが国では各都道府県が地域がん登録を実施し、がん対策の

羅針盤であるがん登録データの収集・解析に努力してきた。2013 年 12 月

「がん登録等の推進に関する法律」が制定され、がん登録関係者にとって

長年の夢であるがん登録の法制化が実現した。 

 がん登録の法制化により、これまでの地域がん登録の役割も変化し、

1992 年に設立された地域がん登録全国協議会は 2016 年に日本がん登録協

議会(JACR)に名称を変更し、がん登録由来データの利活用促進のため、

これまでの都道府県単位の地域がん登録事業だけでなく院内がん登録関

係者への支援を行い、患者会の皆様と協力していくことになった。 

 JACR では、がん患者とその家族が必要とするがん登録関連情報のわか

りやすい情報発信を目指して、新たに「患者目線の情報発信プロジェクト

(Japan Cancer Information Partnership：J-CIP)」１）を企画し、J-CIP

委員会を組織して活動を開始したので報告する。 

 

2. がん登録の法制化 

 2006年 6月にがん対策基本法が成立したが、がん登録は附帯決議で記載

されるのみであった。その後、2007年に拠点病院において院内がん登録が

義務化されると、多くの自治体で地域がん登録への届出数が増加した。

2013年 12月「がん登録等の推進に関する法律」が成立し、2016年 1月か

ら全国がん登録がスタートした。この法律の制定において、超党派議連「国

会がん患者と家族の会」の果たした役割が大きく、自分たちのデータをが

ん対策のために役立てて欲しいというがん患者さんの強い思いを感じた。 
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 この法律では、全ての病院においてがん登録が義務づけられ、診療所は

手上げ方式で参加する。この法律の第四章、がん登録等の情報の活用とし

て、第四十六条３「国及び都道府県は、（略）、国民が理解しやすく、かつ、

がん患者の治療方法の選択に資する形で公表するように努める」、研究者

による活用について、第四十八条「（略）研究者は、その行うがんに係る

調査研究を通じて、がん医療の質の向上等に貢献するように努めるものと

する」と記載されている。 

 2016年 1月診断症例からは、全国がん登録のオンライン届出を目指して

いる。これまで蓄積した地域がん登録データは多くの自治体で、全国がん

登録データベースに移行し、都道府県がんデータベースとして利用できる

ようになっていると思われる。都道府県がん登録室では、都道府県がんデ

ータベースに登録されたデータとの統合、集約作業、さらに 2015年 12 月

症例までの予後調査だけでなく、遡り調査、届出を行った医療機関への予

後情報の還元は、今後も都道府県がん登録室の重要な仕事として続くので、

その機能を維持する必要がある。 

これまで、がんの死亡率は人口動態統計として公表されてきた。各都道

府県においては、罹患率、生存率等が算定出来るような登録精度になって

きた。しかし、行政や研究者の視点でデータが公開されていることが多く、

決して患者さんにとって理解しやすい形とはいえない。これからは、医療

関係者、行政だけでなく、患者・家族の視点でがん登録データをまとめ、

データの利活用を推進する必要がある。 

 

3. J-CIP について  

 JACR では、新たに患者目線の情報発信プロジェクト(J-CIP)１）（図）を

開始するために J-CIP 委員会を組織した。 

 J-CIP の理念は、「がん登録資料の活用を通じて、がん患者さんをはじめ

として国民のよりよい生活を実現する」ことであり、その実現のため

(1)J-CIP Local、(2)J-CIP Global、(3)J-CIP Empower の３つの柱を中

心に活動する。 

 J-CIP Local では、地域に密着したがん情報を発信する。これまで蓄積
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した地域がん登録のデータを中心に、市町村や県レベル、あるいは二次医

療圏毎にデータを分析するなど、地域のがん患者さんとその家族が求める

地域に密着したがん情報発信のサポートを行う。 

 J-CIP Global では、国際標準の質の高いがん登録資料を作成する。組織

型別や治療法別治療成績、AYA 世代のデータ解析、サバイバー生存率２）

等、広い視点からがん登録データを分析し、データの解釈などをわかりや

すく解説しながら、国内外に情報を発信していきたい。 

 J-CIP Empower では、がん登録資料の活用を支援する。講演会、研修

会などを開催し、都道府県だけでなく、各病院の院内がん登録統室の皆様

が、がん登録データを解析する際の統計解析を支援する。また、患者団体

の皆様とがん患者学会を共催する予定であり、将来的にはがん登録を通じ

てお互いに共同研究できるような関係を構築していきたい。 

 J-CIP では、こうした 3本柱の活動により、これまで地域がん登録が蓄

積したがん登録データを基盤に、院内がん登録のデータも加味して、研究

者、がん登録実務者、医療者、企業、行政が協力して、がん患者さんとそ

の家族を支える仕組みの構築を目指している。 

 

 図 J-CIP プロジェクトの概念図（理念と 3 つの柱） 
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4. 患者会との連携 

 J-CIP 委員会は、「全国がん患者団体連合会（全がん連：2015年 5月設

立、天野慎介理事長）」と J-CIP について意見交換を行い、今後お互いに

協力していく方向で概ね意見が一致した。全がん連の皆様との打ち合わせ

の中で、「がん登録資料は一般の人にはわかりにくいので、JACR のサポ

ートは大事である」「地域の患者さんにわかりやすい情報提供が必要」「都

道府県の行政にはたくさんの情報がある」「国立がん研究センターが提供

する情報との棲み分けが必要」等のご意見をいただいた。2017年 6月に松

山で開催された第 26 回学術集会のシンポジウムで、J-CIP について、これ

までの経緯、今後の方向性等について発表し、シンポジウム終了後、全が

ん連と協定書を締結した。 

 一方、群馬県では 2007 年 3 月に開催された「がん情報サービスに向け

た地域懇話会」開催時に、がん患者会 13 団体による「群馬県がん患者団

体連絡協議会（がん連協）」がすでに発足しており、J-CIP Local 群馬版で

は、がん連協に協力を要請して意見交換を行った。そこでは、「そもそも、

がん登録が知られていない」「がん情報の見える化をして欲しい」「稀少が

んの患者は、ネットの掲示板の繋がりが中心」「案内人のようなサイトが

必要」「スマホ対応をして欲しい」等のご意見をいただいた。 

 まず、群馬県地域がん登録データを用いて、胃がん、大腸がん、乳がん

等の二次医療圏毎のがんの部位別罹患率、死亡率、病期割合を算定し、地

図情報を作成した。罹患率が高く、死亡率も高い地域では一次予防が課題

であり、罹患率が低く、死亡率が高い地域では二次予防が大事であり、検

診体制の見直し等が課題であろう。罹患率、死亡率、病期割合等を地図表

示として一覧可能にすることにより、数字だけでは見えてこなかった情報

が見えてくる。今後、拠点病院の部位別施設別 5年生存率が国立がん研究

センターから公開される予定であり、群馬県では、拠点病院、推進病院の

部位別施設別 5年生存率の公表に向け準備中である。地方自治体には医療

関係の多くの情報が集まっているので、J-CIP Local 群馬版では、こうし

た情報をわかりやすい形で発信するにはどうすれば良いか、がん連協の皆

様、県の担当者等と意見交換をしながら、J-CIP Local 群馬版を育ててい
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きたいと考えている。 

 J-CIP トップページでは、J-CIP Local、J-CIP Global、J-CIP Empower

の３つの入り口ボタンを設け、全国の地図表示から、J-CIP Local 各県版

に入っていく。各県にはすでにがん関係情報のホームページが存在してい

るが、各自治体によって温度差があり、ホームページ上の制限、費用負担

の問題等があるので、J-CIP のサーバーは JACR が提供する方向で検討中

である。今後、ご賛同いただける自治体と一緒に、各県版の構築をしてい

きたい。 

 

5. おわりに 

 2016年 1月から全国がん登録がスタートし、予後調査は国立がん研究セ

ンターが一括して行い、死因も把握できる仕組みが整うことになる。しか

し、全国がん登録に登録されたがん患者さんの 5年生存率を算定するのは

2022年以降となるので、これからも各都道府県がん登録室による名寄せ作

業、予後調査、遡り調査、届け出を行った施設への情報還元、データ解析

等の役割があり、全国がん登録の成功のためにも都道府県におけるがん登

録室の機能を維持していくことがとても大事である。JACR は全がん連と

連携して J-CIP 活動を推進し、地域に密着したがん情報の発信、国際標準

の質の高いがん登録資料の作成、がん登録資料の活用支援等を行い、がん

登録への理解を深めていただけるように努力していくので、これまで以上

の皆様のご支援ご協力をお願いしたい。  

 

6. 参考文献 

1. 猿木信裕、片山佳代子、片野田耕太、伊藤ゆり：J-CIP 患者目線の情

報発信プロジェクト、JACR News Letter、No.42、2-3、2017 

2. 伊藤ゆり、中山富雄、宮代 勲 他：大阪府におけるがん患者の

Conditional Survival−がん X 年サバイバーのその後の 5年相対生存率

-、JACR Monograph、No.18、41-43、2012 
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がん登録で研究しよう！ 

～よりよいがん対策のために～ 

 

伊藤ゆり 

 

大阪国際がんセンター がん対策センター 疫学統計部 

 

  がん登録は「がん対策の羅針盤である」というコンセプトは、多くの

がん登録関係者が心にとどめている第一目標である。がん対策と言っても

幅広い内容をカバーする。予防、検診、治療、緩和、情報提供とがん対策

の各分野でがん登録による研究や情報がどのように活用されてきたのか、

国内外の事例を含めて紹介する。また、今後必要とされるがん登録を活用

したがん対策に関する研究に関しても提案する。 

 

 

 

 



JACR Monograph No.23 
第 2部：学術集会記録 －学術委員会シンポジウム－ 

 

61 
 

①がんの一次予防の立案・評価 

 がんの罹患率・死亡率のトレンドを分析することで、対策が必要となる

増加するがんや、対策の効果が見られた減少しているがんを特定すること

ができる。年齢調整罹患率・死亡率が変化する変曲点を特定し、統計的有

意に増加・減少しているかを判断する Joinpoint regression モデルや、年

齢・時代・出生年の効果を表現する age-period-cohort model が活用され

ている。 

 

②正しいがん検診の実施：検診の精度管理 

 科学的根拠のあるがん検診が正しく実施されているかを評価するため

には、地域におけるがん登録と検診対象者のリストを照合し、感度・特異

度を特定する必要がある。また、診断時進行度別の罹患率を評価すること

で、進行がんで見つかる人を減らすことができているかの評価が可能であ

る。また、過剰診断の評価への活用も期待されている。 

 

③がん医療の均てん化・質評価 

 日本全国どこにいてもがん医療が均しく享受できているかを評価する

ために、地域別のがん患者の生存率の評価や、がん診療拠点病院やそれ以

外の病院における生存率の違いなどを分析する必要がある。さらに、医療

機関の機能（ストラクチャ指標）やがん治療の内容（プロセス指標）につ

いて評価するためには、生存率（アウトカム指標）との関連を評価が必要

となる。がん登録資料とリンケージしたレセプトや DPC データによるが

ん診療の質評価は今後のがん対策における重要な課題である。 

 

④がん対策の優先順位付け 

 対象人口におけるがんリスクの寄与度は、がん対策の優先順位を決める

上で重要となる。人口寄与危険割合（Population Attributable Fraction：

PAF）はがん登録資料から得られるがん罹患数を使用している。 

 また、対策全体における優先順位付けや各種政策決定は、近年マイクロ

シミュレーションモデルを用いて行う事例が米国やカナダなどで紹介さ
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れている。わが国のデータを用いたがん死亡に関するマイクロシミュレー

ションモデルの作成が始まり、がん対策への活用が期待される。 

 

⑤がん対策の PDCA サイクル評価への活用 

 上記①～③でも述べたように、各分野の対策において、アウトカム指標

としてのがん罹患率・死亡率・生存率、プロセス指標としての進行度分布

や治療件数などがん登録でしか得られない指標を経年的にモニターし、そ

の地域におけるがん対策の評価・立案に役立てる必要がある。 

 また、近年注目されている患者満足度調査に関してもがん登録資料はケ

ース抽出のみならず、患者の主観的アウトカムとがん登録資料をはじめ、

レセプトなどの治療内容と連結させることで、より効果的に患者満足度を

計測することが可能となる。 

 

 国・都道府県におけるがん対策をより効果的なものとするために、がん

登録を羅針盤として、従来以上に活用するための各種研究や海外の事例を

まとめ、わが国の第 3 期がん対策に活かしたい。 
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教育講演 

 

඲国がん登録、院内がん登録࢔ッ࣮ࢹࣉト 

  
 ᰘ⏣ளᕼᏊ 

 

国立研究開発法人国立がん研究センター 

がん対策情報センターがん登録センター 

 

全国がん登録や院内がん登録は、♫会や医療のすうໃ変໬に大きくᙳ㡪を受

けないようにᵓ⠏されている仕組みであるが、♫会や医療の大きなすうໃ変໬

があった場合は㎿㏿に㐠用で対応すべき場合がある。本ᩍ⫱ㅮ₇の₇題のࠗ ア

ップデート࠘は、「最新情報」を提供するという名モの意味と、実務者は日ᖖ

的に「情報を最新໬に努めていただきたい」というືモの意味を込めた。 

本ㅮ₇では、がん登録推進法施行という大きなすうໃ変໬で生じた㐠用変᭦

について、全国がん登録と院内がん登録を対比的に⤂௓する。 

 

1. がん登録࢜ンラ࢖ンࢩス࣒ࢸ✌働にకう全国がん登録のᒆ出について 

 2017 年 4 月、全国がん登録のᒆ出の㟁Ꮚ໬推進のために厚生労働省がᵓ⠏

した「がん登録࢜ンラ࢖ンࢩス࣒ࢸ」が✌働した。本ࢩス࣒ࢸは、全国がん登

録㟁Ꮚᒆ出票や院内がん登録からస成された全国がん登録ᒆ出用㟁Ꮚファ࢖

ルを、⏦ㄳによって利用可能な、ᑓ用の࢖ンターネット回⥺にて都道府県がん

登録ᐊに㏦㐩する仕組みである。一方、院内がん登録全国集計 2016 年診断⑕

例のデータ提出は、従前どおりにがん登録センター院内がん登録ᐊからお▱ら

せする提出手㡰書に従って「ရ質⟶理ࢶール」を௓して行う。ただし、院内が

ん登録全国集計提出データの最終確定時に、「ရ質⟶理ࢶール」によって全国

がん登録ᒆ出用ファ࢖ルがస成されて病院側に保存される機能が追加される

予定で、病院はこのファ࢖ルを全国がん登録㟁Ꮚᒆ出票にῧ付してがん登録࢜
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ンラ࢖ンࢩス࣒ࢸを௓して全国がん登録にᒆけ出ることができる。 

 

2. 院内がん登録標準登録様ᘧ 2016∧による多重がん判定の指㔪について 

 多重がんの定⩏次第でがん⤫計は大きなᙳ㡪を受ける。過ཤの院内がん登録

標準登録様ᘧでは、一⭘⒆一登録の対象は「当該病院の医ᖌの判断」がある場

合はそれを最ඃ先に決定されてきた。院内がん登録標準登録様ᘧ 2016 年∧で

は、がん登録センター院内がん登録ᐊが別㏵示す、米国の SEER の「The 2007 

Multiple Primary and Histology Coding Rules」に準拠した判定を行うこと

が推ዡされている（項目番号 110 重複番号）。一方、全国がん登録では、厚

生労働省地域がん登録研究⌜が提ၐした標準方ᘧと同様に、ᒆけ出られた全情

報を「International rules for multiple primary cancers (ICD-O Third 

Edition)」(IARC,Lyon,2004)に従って集⣙し、最終的に Reporting Rules に従

って集計する。ただし、この国際規則にはᾐ₶⒴と上⓶内⒴の多重⒴に関する

特例はないため、地域がん登録の標準方ᘧでは⊂自規則を設けていたが、全国

がん登録ではより出඾の規則に㏆い方法に変᭦した。 

 

3. 院内がん登録と全国がん登録情報の利用 

 がん登録推進法第 20 条によって、全国がん登録ᒆ出病院には、ᒆ出情報と

ともに生死情報と死亡日や最終生存確認日が提供されるようになった。病院は

法律第 47 条に基づいて提供を受けた情報等をά用して、がん医療の質の向上

に努めるものとされている。法律第 20 条による予後情報の提供は病院等での

ά用のために提供されるものであり、他の全国がん登録情報から提供される情

報と同様に、法律第 31 条によってその目的以外に提供してはならず、法律第

32 条と政令によって、最㛗 15 年の保有のᮇ間の限度が規定されている。 

 全国がん登録情報と院内がん登録情報は、それࡒれの特ᚩをよく▱り、㐺ษ

にά用したい（表 1）。住民単位の罹患率を計測できるのは全国がん登録情報

だけである。院内がん登録は、病院機能のㄢ題のᢳ出とモニタリングをいち早

く計測できる情報であることが利点である。自施設以外の院内がん登録情報を

౑いたい場合、院内がん登録全国集計データを提供する仕組みがあり、がん診

療連携拠点病院に在ᖍしている⫋ဨ、研究者、都道府県のがん対策担当者であ
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れば⏦ㄳ可能である。全国がん登録情報の提供は 2019 年 1 月から開始予定で

ある。 

特定の 1 都道府県の情報を用いた研究計画の場合は、当該都道府県▱事に対し

て利用⏦ㄳを行い、2都道府県以上の情報を用いた研究計画の場合は、厚生労

働大⮧に対して利用⏦ㄳを行う㐪いがある（表 2）。 

 

 

 

 

 

 

院内がん登録 ඲国がん登録

集計でࡁるࡇと
1年㛫に病院でがんの診断、
἞療を᪂ཷࡃࡋけࡓேのᩘࠋ
登録ᑐ㇟の生存率

1年㛫に≉ᐃのᆅᇦの住民の
୰で᪂ࡓにがんと診断ࡓࢀࡉ
ேのᩘ㸦⨯患ᩘ㸧
登録⨯患者の生存率

ศかるࡇと 病院の≉ᚩ ᆅᇦの≉ᚩ

集計ࡍる┠ⓗ
病院ᶵ⬟のㄢ題のὙ࠸ฟࡋと
ࢢࣥࣜࢱࢽࣔ

ᆅᇦのがんᑐ⟇のㄢ題のὙ࠸
ฟࡋとࣔࢢࣥࣜࢱࢽ

利点 ᪩ࡃ計 でࡁる ⨯患率を計 でࡁる

ẚ㍑のᑐ㇟

ே ᛶ別、年㱋別、Ⓨぢ⤒⦋別、病ᮇ別、἞療方法別➼

ሙᡤ
診断᫬住ᡤ別、病院別、病院
ᶵ⬟別

診断᫬住ᡤ別、་療ᅪ別、㒔
㐨ᗓ┴別

᫬ 診断᭶別、診断年別 ⨯患年別

利用⏦ㄳでࡁるே ᡭ⥆ࡁ ࡁ⥆ᡭ࣭ࢫࢭࢡ࢔

⮬᪋タの院内がん
登録ࢱ࣮ࢹ

⮬᪋タのᐃࡵる利
用ᡭ⥆ࡁによる

⮬᪋タのᐃࡵる利
用ᡭ⥆ࡁによる

院内がん登録඲国
集計ࢱ࣮ࢹ

がん診療連携拠点
病院にᅾ⡠ࡋて࠸
る⫋ဨ、◊✲者、
㒔㐨ᗓ┴のがんᑐ
⟇ᢸᙜ者

国❧がん◊✲ࣥࢭ
るࡍ⌮⟶が࣮ࢱ
利用ጤဨ会ࢱ࣮ࢹ
にᑐࡋて◊✲⏦ㄳ

院内がん登録ᨭ᥼
ト࢖ࢧ
http://ncc.ctr-
info.com/

඲国がん登録情報
≉ᐃの1㒔㐨ᗓ┴

がんに㛵ࡍる◊✲
を⾜お࠺とࡍる者

≉ᐃの1㒔㐨ᗓ┴の
▱஦にᑐࡋて利用
⏦ㄳ

ྛ㒔㐨ᗓ┴‽備୰
㸦国の方㔪ᚅࡕ㸧

඲国がん登録情報
2㒔㐨ᗓ┴௨ୖ

がんに㛵ࡍる◊✲
を⾜お࠺とࡍる者

ཌ生ປാ኱⮧にᑐ
て利用⏦ㄳࡋ

国❧がん◊✲ࣥࢭ
⨨に஦ົᒁタ࣮ࢱ
予ᐃ

表 1 院内がん登録情報と඲国がん登録情報の≉ᚩ 

 

表 2 利用ྍ⬟࡞院内がん登録情報と඲国がん登録情
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開催県企画 

 

㛤ദ┴௻⏬ ឡ፾┴のがん登録 

 

 

ᑎ本඾ᘯ 
 

ᅄ国がんセンター 

ឡ፾県がん診療連携協議会・がん登録ᑓ㛛部会 
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ポスター演題 

 

㟷᳃┴における⫵がん⤌⧊ᆺの་療ᶵ㛵✀㢮別ศᕸ 

 
⏣中㔛ዉ 1 ᯇᆏ方ኈ 2 బ々ᮌ㈡ᗈ 1, 2 

 
1ᘯ前大Ꮫ大Ꮫ院医Ꮫ研究⛉ 医Ꮫ医療情報Ꮫㅮᗙ 

2ᘯ前大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院 医療情報部 

 
1. ⫼ᬒ 
  㟷᳃県における⫵がん（ICD10：C33-C34）の年㱋調整死亡率は 2015
年時点で⏨性 46.0（人口 10 ୓人対、以降同様）、ዪ性 13.0 と、全国್の

⏨性 39.7、ዪ性 11.4 よりも高く、都道府県㡰位（降㡰）では⏨性 2 位、

ዪ性 4 位となっている。しかし、⫵がん検診受診率は、㟷᳃県は 2013 年

時点で 40 ṓ以上 41.8%（⏨ዪ計）と全国್の 38.7%（⏨ዪ計）よりも高

い（国民生ά基♏調査、国立がん研究センターがん情報サーࣅス「がん登

録・⤫計」より）。そのため、㟷᳃県の⫵がん死亡率の高さのཎ因は、医

療機関受診後にある可能性がある。そこで、我々は㟷᳃県の⫵がん患者の

組織ᆺ別に診断された医療機関の種㢮、および受けた治療の内ᐜを検討し

た。 
 
2. 方法 
 地域がん登録データベースより 2010㹼2012 年に⫵がんに罹患した⑕例

（3,818 ⑕例）をᢳ出した。医療機関は、初診医療機関をᑓ㛛病院（࿧྾

ჾ内⛉を標ᴶする病院）と一⯡病院（࿧྾ჾ内⛉を標ᴶしない病院、およ

び診療所）と定⩏した。組織ᆺはᡥ平上⓶がん（ICD-O-3：8050-8078、
8083-8084）、⭢がん（8140、8211、8230-8231、8250-8260、8323、8480-8490、
8550-8551、8570-8574、8576）、小⣽⬊がん（8041-8045、8246）、未分

㢮（8000-8005）、その他とした。 
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3. 結果 
 ᑓ㛛病院は 21 施設、一⯡病院は 103 施設であり、ᑓ㛛病院で診断され

た患者は 2,124 名、一⯡病院は 1,694 名であった。MV 割合は、ᑓ㛛病院

では 87.1%、一⯡病院では 71.4%であった。ᑓ㛛病院、一⯡病院ともに⭢

がんの割合が最も高く、ᑓ㛛病院では次いでᡥ平上⓶がん、一⯡病院では

未分㢮の割合が高かった。進ᒎ度はいずれの組織ᆺについてもᑓ㛛病院が

一⯡病院よりも限ᒁの割合が高く、病ᮇ不明の割合はいずれの組織ᆺにつ

いても一⯡病院が高かった。いずれの組織ᆺにおいても観⾑的治療および

໬Ꮫ療法の実施割合は、ᑓ㛛病院が一⯡病院よりも高かったが、放ᑕ⥺治

療の実施割合は、ᑓ㛛病院と一⯡病院はすべての組織ᆺでࡰ࡯同等であっ

た。進ᒎ度別にみると、限ᒁではすべての組織ᆺでᑓ㛛病院の観⾑的治療

の実施割合が一⯡病院よりも高かったが、放ᑕ⥺治療の実施割合は一⯡病

院が高かった。 
 
4. 考ᐹ 
 初診において一⯡病院を受診した患者には未分㢮の割合が高かったこ

とから、一⯡病院では⫵がんの診断能力が低い可能性が考えられた。限ᒁ

の段㝵における治療内ᐜが医療機関の種㢮で異なっていたことから、ᑓ㛛

医の有無や設備等の不㊊が考えられた。初診で一⯡病院を受診した患者に

観⾑的治療を行わない理⏤として、受診時に他の⑌患などで既に状ែがᝏ

い患者が多い可能性も考えられたため、今後は┦対生存率などの予後情報

もあわせた解ᯒを進めることが必要である。 
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がん登録からࡓࡳ㛗㔝┴の๓❧⭢がん 

 

⏣௰ⓒ合Ꮚ 1 ㉥⩚ᫀ᫛ 1 ᯇཎ真⣖ 1 ᒾ下⏤ᕸᏊ 1 小Ἠ▱ᒎ 1 

⬥本᫓㤶 2 すᇉ明Ꮚ 2 

 

1㛗㔝県がん登録ᐊ ಙ州大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院 

2㛗㔝県健康⚟♴部保健・⑌病対策ㄢ 

 

1. 目的 

㛗㔝県のがんの 75ṓ未満年㱋調整死亡率（全がん、⏨ዪ計）は、⤫計

開始後 20年連続で全国最低を⥔ᣢしている。部位別年㱋調整死亡率でも

多くの部位で全国್を下回る中、前立⭢がんの年㱋調整死亡率は 20年連

続で全国್を上回っている。 

今回は、2010年に開始した㛗㔝県地域がん登録事業により得られた罹患

データと死亡情報を合わせて解ᯒすることにより、㛗㔝県における前立⭢

がんの罹患及び死亡の状況を考ᐹする。 

 

2. 方法 

㛗㔝県内で2010年-2012年に新たに前立⭢がんと診断された⑕例（1,756

例、1,671例、1,677 例）について、年㱋調整罹患率、標準໬罹患比を算

出し、年㱋㝵⣭別罹患率を全国がん罹患モニタリング集計（MCIJ）全国推

計್と比較した。また、人口ືែ調査（厚生労働省）による前立⭢がん死

亡数を用いて年㱋調整死亡率、標準໬死亡比、罹患死亡比（IM比）を算出

し、MCIJ全国್と比較し㛗㔝県の結果を分ᯒした。 

 

3. 結果 

㛗㔝県における 2011 年、2012年の前立⭢がんの標準໬罹患比（MCIJ全

国推計್㸻1）はそれࡒれ 1.12、1.22であった。年㱋調整罹患率はがん登

録開始以降 3年連続で全国最高レベルであり、特に 2012年の್は 72.3と

全国で最も高かった。年㱋㝵⣭別では、70ṓ以上の罹患率が全国್を大ᖜ
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に上回った。 

標準໬死亡比は 2011 年が 1.10、2012年が 1.08であり、年㱋㝵⣭別で

は 70ṓ以上の年㱋㝵⣭の࡯とんどで死亡率が全国್を上回った。 

生存率を反ᫎする一つの指標である IM比は 2011年、2012年ともに 6.45

であり、それࡒれ全国್の 7.27、6.56を下回った。 

 

4. 結語 

㛗㔝県における前立⭢がん罹患率および死亡率は、70ṓ以上の年㱋㝵⣭

で全国್より高かった。また、全がん罹患に༨める前立⭢がんの割合につ

いても全国್より高く、今後、登録された患者の 5年生存率を算出すると

ともに、罹患率・死亡率が高い要因につき解ᯒする必要がある。 
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ᒣ᲍┴における⫢がん死亡率のపῶのせᅉのศᯒ 

 
ᒾబᬒ一㑻 内⏣⿱அ 小㔝༓ᜨ 米ᒣᬗᏊ 高಴Ụ利ⰼ ᶓ道ὒྖ 

 
ᒣ᲍県⚟♴保健部健康増進ㄢがん登録ᐊ 

 
1. はじめに 

ᒣ᲍県は⫢がん死亡率が高かったため県をあげて✚ᴟ的な対策に取り

組んできた結果、75 ṓ未満⫢がん年㱋調整死亡率は全国平ᆒを上回る改ၿ

を認め全国平ᆒに⫗ⷧするようになってきた。その要因について、ᒣ᲍県

がん登録情報をά用して分ᯒすると、「罹患率の低下率」、「検診による発

見割合」、「５年┦対生存率」が、全国よりも高いഴ向を認めた。これらの

うち、「５年┦対生存率」を⮫ᗋ進行度ẖに見ると、「限ᒁ」が特によい結

果となっているが、この中には複数の病ᮇの患者が含まれており、がん患

者の病ᮇ分㢮の内ヂについて、追加の分ᯒを行ったので考ᐹを஺えて報告

する。 
 
2. 方法 
 2008 年㹼2012 年までにᒣ᲍県がん登録ᐊに報告された⫢がん⑕例のう

ち、重複や෌発例を排除したうえで、病ᮇ分㢮が判明したものの内ヂを、

2008 年の全国がん（成人病）センター協議会の生存率ඹ同調査における

⫢がん⑕例のうち病ᮇ分㢮が判明したものの内ヂと比較した。 
 
3. 結果 
 ᒣ᲍県⑕例は、1289 例で、その内ヂは病ᮇẖにϨ、ϩ、Ϫ、ϫ、それ

れࡒ 479 例（37.2％）、361 例（28.0％）、265 例（20.6％）、184 例（14.3％）

であった。全国⑕例は 1343 例で、524 例（39.0％）、340 例（25.3％）、

332 例（24.7％）、147 例（10.9％）で、病ᮇϨの割合に有意なᕪを認めな

かった（P=0.33） 
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4. 考ᐹ 
早ᮇがん患者の比率が特別に高いわけではないが、「限ᒁ」における 5

年┦対生存率が高く、ᒣ᲍県では⫢がん患者に対してⰋዲな医療を提供で

きている可能性が高いのではないか。 
がん登録情報に他の情報（今回は、地域がん登録情報のみの情報）を加

えることで、がん登録情報はがん対策の評価や分ᯒをするためにさらに有

┈になるのではないか。 
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岡山県に䛚䛡る⫢がん死亡 

 
大ሯ 理可 

 

ᒸᒣ大Ꮫ病院 医事ㄢ 病Ṕ⟶理係 診療情報⟶理ᐊ 

 

1. ⫼ᬒ 

 2015 年のᒸᒣ県のがん死亡数は 5,592 人となり、部位別ラン࢟ングで

は、⫵がん、⫶がんに続いて⫢がんが 3 位となっている。これは今に始ま

ったことではなく、⫢がんはᖖに上位に位置している。（ᅗ 1） 

ᅗ 2 で年㱋分ᕸの㐪いを⿵正した年㱋調整死亡率を比較しても、2015
年は全国の平ᆒ್と࡯とんどᕪはなかったが、例年のようにᒸᒣ県が上回

っている。 

 

2. 目的 

ୡ⏺的に見ても、日本は⫢がん治療においてୡ⏺一とされており、⫢が

んの治療法はࡰ࡯確立されている。にもかかわらず、ᒸᒣ県の⫢がんの年

㱋調整死亡率がなぜ高いのかを分ᯒしてみた。 

 

 

 

 ᅗ 1 ᒸᒣ┴の㒊఩別がん死亡ᩘ 㸦ୖ఩ 10㒊఩㸧 2015 
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3. 方法 

まず初めに、2012 年にᒸᒣ県にᒆけ出のあった⫢がんの発見の⤒⦋を

全国と比較してみた。（ᅗ 3）次に、ᅗ 4 で早ᮇに発見が出来ているかど

うか、初回診断時の⮫ᗋ進行度を全国と比較し、治療ຠ果が全国と比べて

Ⰻくないのかどうか、5 年┦対生存率を比較してみた。（ᅗ 5）最後に、

ᅗ 6 で年㱋㝵⣭別罹患率を全国と比較してみた。 

ᅗ 2 年㱋調整死亡率の᥎⛣㸦඲国とのẚ㍑㸧 㸰 

2000-2015 
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 ᅗ 4 ⮫ᗋ㐍⾜度 2012 3㸪4 

 

ᅗ 3 Ⓨぢ⤒⦋ 2012 3㸪4 
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ᅗ 5 㸳年┦ᑐ生存率 㸳 
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4. 結果 

発見の⤒⦋においては、他⑌患の⤒過観ᐹ中の発見の割合がともに多く、

ᒸᒣ県が全国の数್を上回った。 

⮫ᗋ進行度の比較では、ཎ発⮚ჾに限ᒁの段㝵で発見されている率も全

国より高かった。 

全国：⏨ 

全国：ዪ 

ᒸᒣ：⏨ 

ᒸᒣ：ዪ 
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5 年┦対生存率についても全国より高く、最後の年㱋㝵⣭別罹患率の比

較では、新たに⫢がんと診断される患者数は全国の数್より上回っており、

特に⏨性の 65 ṓ以上では㢧ⴭにᕪがあった。 

 

5. 考ᐹ 

 今回の分ᯒで、ᒸᒣ県では⫢がんは転⛣やᾐ₶の㉳こる前の早い段㝵で

発見できており、⫢⅖や⫢◳変、⢾ᒀ病等の⫢がんのཎ⑌患となりうる⑌

病の⤒過観ᐹ中に、⭘⒆࣐ーカーや画ീ診断等で㐺ษにフ࢛ࣟーされ、早

ᮇ発見されているものと考えることができた。5 年┦対生存率の比較でも

全国より高く、発見から治療の段㝵において年㱋調整死亡率が高くなる要

因は見られなかった。 

進行度では限ᒁの割合が多かったが、がん登録における⫢がんの進行度

分㢮では、⬦⟶౵くの有無を除外すると、単発、多発、⭘⒆の大きさは関

係なく限ᒁとなる。また、⫢がんの治療決定においては、⫢予備能が㠀ᖖ

に重要な因Ꮚとなっている。多発や⭘⒆の大きさ、⫢予備能により、限ᒁ

であっても᰿治的治療が行えていない場合も多いと考えられる。 

年㱋㝵⣭別罹患率の比較では、年㱋的にみて、医療行Ⅽやᆶ直ឤᰁによ

る࢖࢘ルス性⫢⅖へのឤᰁが要因として考えられる。医療先進県であった

ために他県と比較してឤᰁ者が多く、ឤᰁ者の高㱋໬により⫢⅖から⫢が

んへと⛣行し、⫢がんの年㱋調整死亡率が高くなっているものと推測され

た。 

ឤᰁ者の高㱋໬により今後⫢がんによる死亡者数は減っていくと考え

られるが、㏆年ではⱝ年者の性的᥋ゐによるឤᰁや、㠀アルࢥール性⬡⫫

⫢⅖も増加ഴ向にある。᭦なる⫢⅖࢖࢘ルス検査のಁ進や、⫢予備能を᰿

治的治療が可能な状ែに保つためにもឤᰁ予㜵対策、⫢⑌患、⢾ᒀ病に対

する定ᮇ的な受診の推進が必要である。 

 

引用文献 

1. 厚生労働省 人口ືែ調査 

2. 国立がん研究センター がん情報サーࣅス「がん登録・⤫計」 
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3. 国立がん研究センター 全国がん罹患モニタリング集計 2012 年罹

患数・率報告 

4. ᒸᒣ県におけるがん登録 2012 
5. 国立がん研究センター 全国罹患モニタリング集計 2006㹼2008 年 

生存率報告 
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宮城県に䛚䛡る全国がん登録䜈の対ᛂ 

䠉ᒆ出⑓㝔ᨭ᥼の取り⤌䜏(➨２報)䠉 

 

㛗⃝あかࡡ 1 బ⸨ඃᕼ 1 目ᓮはる㤶 1 㰻⸨⨾登㔛 1 బ々ᮌ真理Ꮚ 1  

㕥ᮌᬛᏊ 1 㕥ᮌ⨾⿱⣖ 1 ྈ㔝ᑦᏊ 1 㔠村政㍤ 1,2 

 

1公┈㈈ᅋ法人ᐑᇛ県対がん協会、2ᐑᇛ県立がんセンター2 

 
1. はじめに 

 ᐑᇛ県では、平成 28 年 10 月現在 140 の病院があるが、これまで地域が

ん登録事業に協力してきた病院は定ᮇ報告と出ᙇ採録を合わせて⣙ 40 に

過ぎない。残りの⣙ 100 の病院にとっては、がん登録への関わりは初めて

であり、これらの病院が㐺ษにᒆ出を行えるような支援策が必要である。

平成 27 年度は全医療ᅪでㄝ明会を開ദしたが 1 )、一方向のఏ㐩によるㄝ

明会では理解してもらうのが㞴しいとの反省から、平成 28 年度、グルー

プ࣡ークᙧᘧと₇⩦を取り入れたㄝ明会を実施したので報告する。 
 
2. 方法 
 ᐑᇛ県がん診療連携協議会がん登録部会の協力のもと、県内㸵つのがん

診療連携拠点病院すべての協力を得て、当該病院を会場とし、平日の༗後、

3 時間のㄝ明会を行った。内ᐜは 3 部ᵓ成とし、詳⣽はᅗ 1 のとおりとし

た。実施に際しては、グループ࣡ークが円滑に進むよう、また、₇⩦を㏻

して理解が῝まるようᅗ 2 に示す 4 項目について㓄慮することとし、₇⩦

問題 3 題（ᅗ 3）とᒆ出項目の記入のための早見表（ᅗ 4）をస成し、㓄

ᕸした。グループ࣡ークの様Ꮚをᅗ 5 に示す。終஢後、参加者を対象にア

ンࢣート調査を行い、結果を評価した。 
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ᅗ 1  ㄝ᫂会の内ᐜ 

ᅗ 2  ㄝ᫂会にお࠸て㓄៖ࡓࡋ஦㡯 
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 ᅗ 3  ₇⩦問題 
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3. 結果 
アンࢣート調査の結果をᅗ 6 に示す。回答者の⣙ 9 割が理解したと回答

した。自⏤回答への記載は、㠀ᖖにためになった、よかった、また開ദし

て࡯しいというዲ意的な反応が࡯とんどで、終஢後には同様のおኌがけを

多数いただいた。 

ᅗ 4  ᒆฟ㡯┠のグධのࡵࡓの᪩ぢ表 

ᅗ  のᵝᏊࢡ࣮࣡ࣉル࣮ࢢ  5
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なお、アンࢣート調査でᐤせられた質問をもとに平成 28 年 2 月に⊂自

にస成・公表した Q&A をಟ正した 2)。 
また、平成 27 年度の前回は、平成 28 年 2 月に日本がん登録全国協議会

（JACR）の࣓ーリングリストを౑い、他の都道府県に対して情報提供を

行ったが、今回、ㄝ明会の㈨料とేせて第 2 報として、平成 29 年 1 月、

࣓ーリングリストで情報提供を行った。 

 
 
 
4. まとめ 
 グループ࣡ークᙧᘧと₇⩦を取り入れたㄝ明会は、参加者の理解度が高

く、反応もよく、目的を㐩成できたと考えられた。今後もᒆ出が㐺ษに行

われるよう支援策を検討・実施していきたい。 
 
 
引用文献 
1） 㔠村政㍤㸪బ々ᮌ真理Ꮚ㸪㰻⸨⨾登㔛㸪㛗⃝あかࡡ㸪㕥ᮌᬛᏊ㸪㕥ᮌ

⨾⿱⣖㸪ྈ㔝ᑦᏊ: ᐑᇛ県における全国がん登録への対応㸫ᒆ出病院

支援の取り組み㸫. JACR Monograph 2016;22:132-139. 

2） http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/633548.pdf（ᐑᇛ県

平成、ࢪー࣒࣌ー࣍ 29 年 7 月 5 日アクセス） 
  

ᅗ  ト調査の⤖ᯝ࣮ࢣࣥ࢔  6
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኱㜰ᗓにおける඲国がん登録に㛵ࡍる実ົ者ᨭ᥼の 

 ࡳ⤌ࡾྲྀ

 
ᯇ本ྜྷྐ ▼⏣理ᜨ、ᯇ本඘ᜨ ᳃ᓥᩄ㝯 中⏣ెୡ ᐑ代໏ 

 
大阪国際がんセンター がん対策センター 政策情報部 

          
1. はじめに 

2016 年 1 月より、がん登録等の推進に関する法律が施行され、病院ཪ

は指定診療所においては全国がん登録へのᒆ出が⩏務໬された。大阪府で

は஧次医療ᅪ（㸶医療ᅪ）のうち、病院および指定診療所が６㸷㸵施設

（2017 年 3 月現在）で、がん登録実務に関する質問も増加がみられる。

大阪府がん登録としての 2016 年度の取り組みについて報告する。 
 

2. 方法 
病院（がん診療拠点病院を除く）および指定診療所、計６３３施設を対

象に、஧次医療ᅪごとに全国がん登録実務者研ಟ会を開ദし、がん登録実

務の理解を῝めるため、３段㝵（STEP１㹼３）に分けてㅮ⩏と₇⩦を行

うこととした。各研ಟ会についての参加者アンࢣートを実施した。 
 

3. 結果 
全国がん登録実務者研ಟ会の研ಟ内ᐜおよび開ദ結果は以下の㏻りで

ある。 
（１） 研ಟ内ᐜ 

段 㝵 内 ᐜ 

STEP１ 

࠙ㅮ⩏１ࠚ）がん登録ไ度について 

    ２）がん登録実務について（㐠用・項目を中ᚰに） 

 診断日のồめ方、２）⑕例問題（１ࠚ⩦₇࠙
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STEP２ 

A ࠙₇⩦１ࠚ）側性・ཎ発部位・病理診断・診断᰿拠のồめ方、

２）⑕例問題 

B ࠙₇⩦１ࠚ）進ᒎ度（治療前・術後病理Ꮫ的）のồめ方、 

２）⑕例問題 

STEP３ ࠙₇⩦１ࠚ）⥲合₇⩦、 ２）⑕例問題 

   
 
（２） 開ദ結果 

   研ಟ会は５つの஧次医療ᅪ（合計㸵回）で STEP１から開始し、複

数回の開ദが可能な஧次医療ᅪは、STEP２までの研ಟ会を行った。

研ಟ会への参加施設は１㸵５施設、参加者は２５㸶人であった。参

加者アンࢣート（STEP１）では、項目（診断日）に関する₇⩦に

ついては参加者の㸶割が、⑕例問題の₇⩦については５割が「理解

できた」、実㊶でά用できるかの問いについては、㸶割が「ά用で

きる」と回答した。要ᮃとしては、「今後も⥅続して࡯しい」が最

も多く、「₇⩦問題や⑕例問題を用いた方法がわかりやすかった」、

「いろいろな₇⩦問題を解きたい」との意見も多かった。 
 
3. まとめ 

がん登録⢭度向上には支援体ไの整備はḞかせない。次年度は今年度に

開ദができなかった஧次医療ᅪは STEP1 を、開ദ῭の஧次医療ᅪは

STEP2より開始する予定である。がん登録実務に関する理解度の向上と、

実務者の要ᮃに応じた支援ができるよう努力したい。 
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ICT をά⏝したబ賀県がん登録◊ಟయไのᨭ᥼  

がん登録䝉䝭䝘ー情報ᥦ౪䝅䝇䝔䝮 

 
高ᓮගᾈ 1 బ々ᮌ࿴⨾ 1 新名▱Ꮚ 1 ᕝཎ康⩏ 2 

ᴋ⏣モஓ 2 ྜྷཎ大௓ 2 ᮌ村᫴ஓ 1 

 
1బ㈡大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院、2బ㈡県健康増進ㄢ 

 
 
బ㈡県では、బ㈡大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院とబ㈡県健康増進ㄢが協力して、

がん登録の඘実・向上のため⥲合的な支援を行っている。その１つに実務

者を対象とした研ಟ会の実施があるが、᱌内の不㐩、事前準備や当日㐠Ⴀ

等のస業㈇担が大きいなどのㄢ題があった。 
本研究の目的は、ICT をά用したポータルサ࢖トをᵓ⠏、㐠用すること

で、それらのㄢ題を㍍減し、県内のがん登録に関するネット࣡ーク及びᣢ

続可能な研ಟ体ไを確立することである。᱌内の࿘▱に関するㄢ題はポー

タルサ࢖トを登録ไとすることで実務者に直᥋ఏ㐩することが可能にな

った。主ദ者側の準備స業の㈇担も、ポータルサ࢖トに開ദ᱌内と参加⏦

込࣎タンをサ࢖トに表示し、登録者への一ᩧ࣓ール㏻▱機能で大ᖜに㍍減

することができた。当日は、タࣈレット➃ᮎで出ᖍ確認ができるため事前

の名⡙స成の手間や名⡙⣮ኻ等のᚰ㓄もなくなった。さらにアンࢣート機

能により研ಟ会の評価もຠ率໬できた。 
 

1. はじめに 
がん登録等の推進に関する法律（以下「法」）が施行され、全国がん登

録を行う医療機関は提出数の多少や施設規ᶍの大小等に関わらず、自施設

が提出したデータが⤫計್として公表されるデータにᙳ㡪を及ࡰすこと

となる。బ㈡県では、法の施行前から都道府県がん診療連携拠点病院であ

る当院とబ㈡県健康増進ㄢが協力して、がん登録を行う医療機関が一定の
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ရ質を保ってデータ提出ができるように、「がん登録」に関する研ಟ会を

開ദするなど、実務担当者への支援体ไを整えてきた。 
従来、研ಟ会の開ദ᱌内や関連情報の提供は施設㛗ᐄに文書で㏦付して

いたが、がん診療に携わる医ᖌやがん登録の実務担当者等の研ಟ参加対象

者に行きᒆいていないࢣースが多く、改ၿがᮃまれていた。 
また、主ദ者側においても᱌内文書のస成や༳ๅに要する時間と労力、

㒑㏦㈝用、受付ᮇ間中の⏦し込みや問い合わせに関する対応、当日の受付

名⡙స成、会場での受付業務等、多くの人手と㈝用を要していた。また、

当日受付で౑用する事前登録者名⡙స成時の転記࣑スや直前の⏦し込み、

ンセル等の情報が十分に反ᫎできていないことによって受付でのトࣕ࢟

ラࣈルが発生することもあった。さらに、名⡙に記載された個人情報の保

護に関してもὀ意をᡶう必要があった。 
これらの問題の㍍減や解決を目的に、బ㈡県のがん登録に関する情報を

࣡ンストップサーࣅスとして提供する「がん登録セࢼ࣑ー情報提供ࢩスࢸ

 。を開発することとした（「ト࢖ポータルサ」以下）「࣒
全国がん登録が法の施行にకい、都道府県で一ᩧに開始された⤒⦋を考

慮すれば、多くの都道府県がん登録主⟶部署及び登録ᐊにおいても㢮ఝし

た問題点があるものと推ᐹされることから、ポータルサ࢖トによるㄢ題解

決の方法や過程、結果について報告する。 
 

2. 方法 
ポータルサ࢖トに組み込む機能を決定するため、従来の方法による情報

提供や研ಟ会開ദにおいて᝿定されるㄢ題を検討した。主なㄢ題とポータ

ルサ࢖トでの解決策は表 1 のとおりである。ポータルサ࢖トは、すでに別

の目的で✌働していた web サーバに必要な機能を追加する方法で開発し

た。全ての機能は、࢜ープンࢯースのプࣟグラ࣒を必要に応じて組み合わ

せて実現した（表１、表２）。 
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ㄢ題 解決策（᱌） 

施設㛗ᐄの㒑㏦では参加対象者に฿㐩しな

いことがある 
・研ಟ会等の開ദ情報不㐩Ѝ参加者の減 
・重要な㏻▱文書等 

・開ദ᱌内は本人に࣓ールで㏻▱ 
・重要な㏻▱文書等は pdf ファ࢖ル等で 

提供することでḞᖍ者へもఏ㐩が可能 

㒑౽物の準備等に時間と㈝用がかかる web ∧᱌内ࢩス࣒ࢸをస成し࣓ールで自

ື㏦ಙ 
Ѝ準備時間の▷⦰、人件㈝・㒑㏦料๐減 

参加⏦込受付にかかる事務స業㈇担が大き

い 
・㒑㏦：時間がかかる、⥾めษりฎ理 
・ファックス：㏦ಙ先の用⣬ษれ、誤㏦ಙ 
・㟁ヰ：担当者の㈇担大、応答者の࣓モᛀ

れ 
ͤ その他、⏦込者名⡙స成、入力࣑ス等 

参加⏦込機能（入力フ࢛ー࣒）をస成 
・最小限の入力で⏦込完஢ 
・登録完஢㏻▱を自ື発ಙ 
・データベース໬して名⡙等を自ືస成 

当日の準備と㐠Ⴀにかかる事務㈇担が大き

い 
・直前の⏦込者は名⡙に反ᫎがᅔ㞴 
・受付❆口で名⡙（⣬）から参加者を᥈す 
のに時間がかかる 

・⣬፹体での⟶理による⣮ኻ等 

参加⏦込データベースで当日の受付確認を

行う機能をస成 
ン⏦込により名⡙登載の༶時性࢖ンラ࢜・

を確保 
・受付に設置したタࣈレット➃ᮎで本人が

受付ฎ理（⫋ဨによる手間 
の大ᖜ๐減） 
・➃ᮎでࣃス࣡ーࢻ⟶理を行った上での受

付ฎ理を実施（ICT による 
個人情報のὶ出⟶理等の合理໬） 
・ฎ理日時も登録し分ᯒに利用する 

事後評価の労務㈇担が大きい 
・アンࢣートを事前に༳ๅし㓄ᕸする 
・集計や分ᯒを行うために、アンࢣート回

཰、 
整理、入力等の準備が必要 

アンࢣート機能をస成 
・ポータルサ࢖トの࢜ンラ࢖ンで実施 
・定ᆺ的な集計・分ᯒはリアルタ࣒࢖で結

果 
が得られる 

 
 
 

サーバー Linux Kernel 2.6, CPU: intel Xeon 2.5GHz, ࣓モリ：16GB 

web サーバ Apache httpd-2.2.29 + php ver. 5.6 

データベース posrgreSQL ver. 9.4 

࣓ール Postfix ver. 2.6 

 
 

表 1  㐣ཤの◊ಟ会㛤ദにおけるㄢ題とࢱ࣮࣏ル࢖ࢧトでのゎỴ᱌ 

表  ࣒ࣛࢢࣟࣉࢫ࣮ࢯࣥࣉ࣮࢜ࡓࡋトの௙ᵝと౑用࢖ࢧルࢱ࣮࣏  2
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3. 結果及び考ᐹ 
連⤡事項を実務担当者に確実にఏ㐩する方法として㟁Ꮚ࣓ールを㑅ᢥ

した。アࢻレス間㐪いによる不฿㐩等を㜵ࡄため、入力されたアࢻレスに

確認࣓ールを㏦ಙし、確認࣓ール内のリンクをクリックして本登録が完஢

するようにした。確認࣓ールがᒆかなければ࣓ールアࢻレスの間㐪い等が

あるという意味なので、ポータルサ࢖トの利用登録の段㝵で確実に฿㐩可

能な࣓ールアࢻレスが登録できることになる。 
研ಟ会開ദにかかるポータルの機能は、研ಟ会開ദの᱌内స成から情報

ఏ㐩、情報฿㐩の確認をຠ果的・ຠ率的に行えるよう整備した。研ಟ会開

ദ日を指定して「セࢼ࣑ー情報新規స成」࣎タンをクリックし、表示され

るࢸンプレートに会場や開ദ時間、ㅮᖌ等の必要な情報を入力するだけで

自ື的にポータルサ࢖トのトップ࣌ーࢪに研ಟ会の開ദ᱌内と参加登録

タンが表示される。᱌内の掲載ᮇ間も設定可能となっているため、終஢࣎

後にサ࢖トから情報を๐除するస業も不要である。また、あらかじめ設定

した参加者の定ဨに㐩すると、⥾めษり前であっても自ື的に参加⏦込࣎

タンが㠀表示となり、定ဨ࢜ーバーを㜵ࡄ仕組みもᦚ載した。（ᅗ１とᅗ

２） 

 
 
ᅗ 1 
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ポータルサ࢖ト登録者への研ಟ会の開ദ᱌内㏻▱は、ポータルの࣓ール

㏦ಙ機能で行う。㏦ಙ先をポータルサ࢖ト登録者全ဨ、施設区分（医療機

関等）、⫋種等を指定して一ᩧ㏦ಙ可能とした。施設名を指定した㏦ಙや、

特定の個人を対象とした㏦ಙも可能となっている。 
この࣓ール機能により、ポータルサ࢖ト登録者に直᥋情報がᒆくので、

施設㛗ᐄの㒑㏦に比べ情報฿㐩の確実性が増加した。また、受㡿した施設

内で情報ඹ有が必要な場合、࣓ールの転㏦で対応できるのでຠ率的である。 
 
ポータルサ࢖トのᏳ全⟶理の観点から、࣓ール㏦ಙに࣓ーリングリスト

は౑用せず、㏦ಙ対象のᐄ先に個別に㏦ಙする仕組みを採用した。不㐺ษ

な࣓ーリングリストの設定による࣓ールアࢻレスの漏ὤやス࣓࣒ࣃール

のᨷᧁを㑊けるためである。 
研ಟ会の参加⏦込も⡆⣲໬できた。ポータル登録者は、研ಟ会の開ദ᱌
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内࣓ールを受ಙしたら、ポータルサ࢖トにࣟグ࢖ンする。トップ࣌ーࢪに

表示されている参加登録࣎タンをクリックするだけで本人の登録は完஢

する。同一施設から複数の参加をᕼᮃする場合、ᕼᮃ者がポータル登録者

であれば、それࡒれが同様の᧯సで登録が完஢する。ポータル未登録者で

参加をᕼᮃする場合は、ポータル登録者がとりまとめて参加⏦込ができる

ようにしている。 
ンプレートで参加者の氏名を入力するだけで⏦込が完஢する。主ദ者ࢸ

側からの連⤡事項がある場合、とりまとめを行ったポータル登録者に㏻▱

され、参加予定者一人ࡦとりには㏻▱しない。複数人の参加をとりまとめ

る機能は、࣓ールアࢻレスをᣢっていない人やその施設からの複数の参加

者を、代表者がまとめて⏦し込むことを᝿定した機能である。 
研ಟ会の参加受付ᮇ間中は、事務ᒁへの問い合わせ、⏦込書㢮の受㡿と

⟶理など担当者の㈇担が多い。従来の㒑㏦での受付の場合は㒑౽物の฿㐩

確認のᚭᗏ等が必要であり、⥾めษり後に฿╔した⏦込の対応などを判断

する必要がある。ファックスでの受付の場合、ファックス用⣬ษれ等のチ

ェックや受ಙした⏦込書の⣮ኻ等にὀ意が必要である。 
事務ᒁへの問い合わせについては、ポータルࢩス࣒ࢸを用いても㑊ける

ことはできないが、ࢩス࣒ࢸ内によくある問い合わせと回答をデータベー

ス໬しているので、ᖖに⤫一した回答を行うことが可能である点は、ポー

タルサ࢖トによる受付の利点の１つといえる。 
さらに、㒑㏦やファックスによる受付では、⏦込書を受㡿する度に名⡙

を整理しておかなければならず、記載࣑ス等が生じやすい。 
ポータルサ࢖トを㏻じた参加⏦込では、参加者の情報は本人が入力した

データをそのまま利用するので、名⡙స成時の入力、転記࣑ス等は発生し

ない。本ポータルࢩス࣒ࢸでは、参加⏦込データはデータベースとしてリ

アルタ࣒࢖に᭦新されるので、参加⏦込データからの受付名⡙స成という

స業そのものが発生しない。 
受付数が定ဨに㏆づくと、㒑㏦やファックスでの受付では名⡙⟶理がと

ても重要となり、᭦新が⁫っていると࢜ーバーࣈッ࢟ング等につながり、

参加者に㏞ᝨをかけることになる。本ࢩス࣒ࢸでは、あらかじめ設定した

定ဨ数を㉸えると受付ᮇ間中であっても参加⏦込ができなくなる機能が
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あり、主ദ者が✵き状況にẼを㓄っておく必要がない。 
当日の㐠Ⴀにおいてもຠ率໬をᅗることができた。まず参加予定者名⡙

は、すでに述べたように、参加⏦込時にデータベース໬されているので当

日用の名⡙స成は不要である。直前の⏦込であってもリアルタ࣒࢖に反ᫎ

しているので、参加⏦込をしているのに名⡙に名前がないという状況は発

生しない。 
出ᖍ確認は、受付に設置したタࣈレット➃ᮎで受付番号を入力し、表示

される氏名等に間㐪いがないか確認してもらい画面の࣎タンをタッチす

るだけで完஢する。受付番号をᛀれても、氏名や所ᒓ施設等で検⣴して受

付可能である。出ᖍ情報もリアルタ࣒࢖で集計されているので、出ᖍ状況

に応じて開ദ時้を調整することも可能である（ᅗ３）。 
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さらに、当日出ᖍできなかった参加者（施設）に対しては、後日、施設

㛗ᐄに研ಟ㈨料等を個別に㒑㏦していたが、స業㈇担が大きく、担当者に

行きᒆかないࢣースもあったため、ポータルサ࢖トで㈨料を pdf 等のファ

ン࢘ࢲトの⟶理者は࢖できるようにした。ポータルサࢻンࣟー࢘ࢲルで࢖

ࣟーࢻᒚṔが確認できるので、確実に㈨料がᒆいたことがわかるようにな

っている。 
よくある質問とその回答はデータベース໬して当院と県の⟶理者で情

報をඹ有し、どちらに問い合わせた場合でも༶ᗙに対応することができる。 
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4. まとめ 
బ㈡県のがん登録研ಟ体ไを支援する目的でポータルサ࢖トをస成し

㐠用している。㒑㏦等による᱌内、ファックス等による⏦し込みという従

来の研ಟ会㐠Ⴀにおける問題点を⢭査してポータルサ࢖トࢩス࣒ࢸの開

発を行ったため、研ಟ会の準備から実施、終஢後のアンࢣート調査までຠ

率よく㐠Ⴀできている。㟁Ꮚ࣓ールのみでの㐠用に関して対応がᅔ㞴な施

設があったが、国が進めている「ICT をά用したᒆ出」を見ᤣえたヨみと

ᤊえ、㟁Ꮚ࣓ールでの㐠用へ対応するようにಁした点は、各施設の ICT 利

ά用への理解ಁ進を含め、今後のబ㈡県のがん登録のᒆ出の基┙ᵓ⠏にᐤ

୚したものと考える。 
ポータルサ࢖トのస成・㐠Ⴀにあたっては、当院と県がᐦに連携して掲

載ࢥンࢸンࢶや機能を追加・改ಟしており、研ಟ会の開ദだけでなく、い

かに多くの対象者に参加してもらえるかを㝶時検討している。この連携体

ไを⥅続し、さまࡊまな観点からబ㈡県の全国がん登録の推進をᅗってい

きたい。 
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బ賀県がん登録◊ಟయไに䛴い䛶 

䡚బ賀県がん登録 e-learning䡚 

 
బ々ᮌ࿴⨾ 1 新名▱Ꮚ 1 㧘㷂ගᾈ 1 ᯇᮌ㱟ኴ㑻 2 平ᯘ⏤㤶 2 

ᕝཎ康⩏ 3 ᴋ⏣モஓ 3 ྜྷཎ大௓ 3 ᮌ村᫴ஓ 1 
 

1బ㈡大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院、2データリンクスᰴᘧ会♫、3బ㈡県 

 

 

బ㈡県では、బ㈡大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院とబ㈡県健康増進ㄢが協力してが

ん登録の඘実・向上のため、⥲合的な支援を行っている。 
x 支援手法の特ᚩは、ICT（情報㏻ಙ技術）の有ຠά用と研ಟ会の開ദ

を組み合わせていることであり、支援の主な内ᐜは情報提供と実務者

ᩍ⫱である。 
x 実務者ᩍ⫱は研ಟ会と e-learning をే用して実施している。 
x e-learning はいつでも、どこでも、ఱ度でもᏛべることが利点であり、

各実務者が自分の生άࣃターンに合わせて受ㅮしていることが利用

ᒚṔからも確認できた。 
x e-learning では、「法律」「解๗Ꮫ」など基♏的▱識に関するᩍᮦを提

供している。 
これらについては、研ಟ会でのアンࢣートでᖖにᕼᮃの多いࢸー࣐であ

る。 
 

1. はじめに 
బ㈡県では、がん登録の඘実・向上のため、都道府県がん診療連携拠点

病院であるబ㈡大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院（以下「当院」）とబ㈡県健康増進ㄢ

が協力して⥲合的な支援を行っている。各医療機関のがん登録実務者（以

下「実務者」）への支援の中ᚰはᩍ⫱であり、基♏▱識を⥅続的にᏛࡪこ

とによって、提出されるデータの質を保証するࡡらいがある。 
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బ㈡県⊂自の研ಟ体ไ開始前は、がん登録に関する▱識⩦得は国立がん

研究センター（以下「国がん」）が開ദする研ಟ会（以下「国がん研ಟ」）

に限られていた。そのため日程や予算の関係で研ಟに参加できない、初め

てがん登録をᏛࡪ者にとって内ᐜが㞴しすぎる、日ᖖの実務を行う中で研

ಟ内ᐜの確認を行いたいなどのㄢ題があった。 
そこで、平成 22 年度にబ㈡県と当院で立᱌した「ICT をά用した地域

がん登録推進プラン」の一環として、必要に応じて登録に関する基♏▱識

をᏛࡪことができるᏛ⩦環ቃとしてがん登録実務者用 e-learning を提供

し、県内の実務者のレベルの⤫一及び向上を目指して㐠用を行っている。

そのල体的な方法、成果、ㄢ題等について報告する。 
 
2. 方法 
e-learning  ：࣒ࢸスࢩ
ୡ⏺的にᗈく利用されている࢜ープンࢯースࢩス࣒ࢸの一つである

moodle を用いた。サーバーはすでに別の目的で✌働していたものに必要

な機能を追加して用いた。表１は moodle ✌働に関連したサーバーのࣁー

 ェアの基本仕様をまとめたものである。（表１）࢘フトࢯェアと࢘ࢻ
 
 

 
 

 ：（ᩍᮦ）ࢶンࢸンࢥ
解๗Ꮫや病ᮇ分㢮などの基♏的内ᐜを中ᚰに、これまでに開ദしてきた

ㄝ明会や研ಟ会などにおいて質問の多かった内ᐜや、国がん研ಟ内ᐜに関

する予備▱識となる内ᐜ等をࢸー࣐として㑅ᢥした。当院がࢥンࢸンࢶཎ

᱌をస成し、ࣆアレࣗࣅーにより解ㄝ内ᐜの┘査を行った。ࢥンࢸンࢶ⣲

表 1 e-learning࣒ࢸࢫࢩの基ᮏ௙ᵝ 



JACR Monograph No.23 

第 2部：学術集会੶録 －ポスター౰਻－ 

 
 

107 
 

ᮦは Microsoft ♫の PowerPoint®でస成し、TechSmith®♫の Camtasia 
Studio™の཰録用 PowerPoint ア࢖ࢻンを用いてື画໬した。 
ス࣐ートフ࢛ンやタࣈレット➃ᮎのᬑ及により、e-learning ᩍᮦのᏛ⩦

に用いられる➃ᮎも多様໬している。より多くの➃ᮎで視⫈できるように、

mp4 ᙧᘧのື画とした。 
 
 
 
 
3. 結果 

e-learning は、平成ࢶンࢸンࢥ 22ࠥ23 年度にかけてస成と཰録を行っ

た。平成 23 年度に e-learning をᑟ入し、チࣗーニングとヨ㦂㐠࣒ࢸスࢩ

用を⤒て、平成 24 年 3 月 31 日から本✌働した。 
がん登録に関する基♏理論をᏛࡪためのࢥンࢸンࢶは、内ᐜの関連性か

ら 6 つのカࢦࢸリー、32 ップ（4ࢸձファーストス、ࢶンࢸンࢥ ンࢸンࢥ

ղICD-O-3（国際⑌病分㢮⭘⒆Ꮫ第、（ࢶ 3 ∧）（2 ճ病ᮇ分、（ࢶンࢸンࢥ

㢮ᴫ論及び各論（15 մ多重がんの判定ルール（2、（ࢶンࢸンࢥ ンࢸンࢥ

 。が利用可能である（ࢶ
また、実務で౑用するがん登録用ࢩス࣒ࢸとして、国がんから無ൾ提供

されᗈく用いられている Hos-CanR や、診療記録等から登録⑕例の見つけ

出しを支援するࢶール Casefinder などのࢯフト࢘ェアの౑用方法につい

ての質問も多いことから、յHos-CanR からみたがん登録というカࢦࢸリ

ー6  。もస成し利用可能としているࢶンࢸンࢥ
これら以外に、がん登録等の推進に関する法律の成立を受けて、ն全国

がん登録のカࢦࢸリーに新たに追加した 3 がある。նについてࢶンࢸンࢥ

は、これからがん登録に携わる人を対象としているので、ᑓ㛛用語を平᫆

なゝⴥでㄝ明し、実務で必要な内ᐜに関する詳しい解ㄝを┒り込みながら、

బ㈡県で罹患が多い⫶がんの⑕例登録の解ㄝを取り入れることで実務に

άかせるように㓄慮した。 
表２に全ࢥンࢸンࢶのタ࢖トルを示した。各ࢥンࢸンࢶは、用語などの

解ㄝ、ᅗや表を用いたわかりやすいㄝ明をᚰがけてస成した。重要な内ᐜ、
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単語である࢟ー࣡ーࢻには㘽のアࢥ࢖ン、Ꮫ⩦を⿵㊊する情報をࣄントと

して㟁⌫のアࢥ࢖ンを表示するなど、できるだけ⤫一した表現方法を用い

ることで、理解度を高めるᕤኵも採り入れている。（表２）（ᅗ１㸫１、１

㸫２） 
カࢦࢸリー別のべ利用数は、多い㡰にն全国がん登録、ճ病ᮇ分㢮ᴫ論、

յHos-CanR からみたがん登録、ձファーストスࢸップ、ղICD-O-3（国

際⑌病分㢮⭘⒆Ꮫ第 3 ∧）、մ多重がんの判定ルールの㡰であった。全国

がん登録は 2017 年 4 月以降に急⃭に利用数が増えていた。それ以前は、

病ᮇ分㢮が最も多かった。 
利用時間ᖏの分ᕸは、どのカࢦࢸリーも一⯡的な໅務時間内の利用割合

が最も高かったが、໅務終஢後・ᖐᏯ後の利用も比較的多いことがわかっ

た。໅務時間開始前の利用もみられたが、その割合は少なかった（ᅗ２）。 
᭙日別の利用数の分ᕸはᅗ３のようなഴ向であった。平日の利用が多い

が、日᭙日の利用が多いのも特ᚩ的であった。（ᅗ３） 
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カࢦࢸリー ᩍᮦタ࢖トル 
ձ ファーストスࢸップ がん登録ってな࠵に㸽 

なぜ院内がん登録を行うの㸽 
なぜ地域がん登録を行うの㸽 
がん登録担当者はఱをするの㸽 

（14 分 20 ⛊） 
（12 分 24 ⛊） 
（13 分 35 ⛊） 
（20 分 35 ⛊） 

ղICD-O-3 
（国際⑌病分㢮⭘⒆Ꮫ第３

∧） 

ICD-O-3（国際⑌病分㢮⭘⒆Ꮫ第３∧）

についてձ 
ICD-O-3 についてղ 

（26 分 34 ⛊） 
 
（22 分 13 ⛊） 

ճ病ᮇ分㢮ᴫ論及び各論 病ᮇ分㢮ձ 
病ᮇ分㢮ղ 
UICC TNM 分㢮第㸵∧の変᭦点 
⫶がんの病ᮇ分㢮 
ᾘ໬⟶⢓⭷下⭘⒆ 1.ᾘ໬⟶間ⴥ⣔⭘

⒆ 
ᾘ໬⟶⢓⭷下⭘⒆ 2.カルチࢻ࢖ࣀ 
大⭠がんの病ᮇ分㢮 
⫢がんの病ᮇ分㢮 
⫵がんの病ᮇ分㢮 
ஙがんの病ᮇ分㢮 
がんの拡がり STEP 1: 病ᮇ分㢮、進

ᒎ度のおさらい 
がんの拡がり STEP 2: 
部位別࠙ዪ性生Ṫჾࠚ 
部位別࠙ᾘ໬ჾ⣔ࠚ 
部位別࠙㢌㢕部ࠚ 
部位別࠙その他ࠚ 

（27 分 25 ⛊） 
（17 分 11 ⛊） 
（04 分 01 ⛊） 
（11 分 36 ⛊） 
（11 分 43 ⛊） 
（11 分 38 ⛊） 
（13 分 28 ⛊） 
（21 分 11 ⛊） 
（09 分 04 ⛊） 
（05 分 30 ⛊） 
（19 分 07 ⛊） 
 
 
（16 分 16 ⛊） 
（26 分 28 ⛊） 
（23 分 45 ⛊） 
（12 分 51 ⛊） 

մ多重がんの判定ルール 多重がんの判定ルール（2007-2015 年

⑕例㐺応） 
SEER 2004 年改ゞ∧ձ 
SEER 2004 年改ゞ∧ղ 

 
 
（17 分 39 ⛊） 
（35 分 01 ⛊） 

յがん登録ࢩス࣒ࢸ関連の 
᧯సㄝ明 

Hos-CanR ってな࠵に㸽 
Hos-CanR を౑って実務を行う 
自分の集計表をస成・出力しよう 
条件に該当する⑕例を出力しよう 
Case Finding を考えよう 
Casefinder Plus を▱ろう 

（17 分 23 ⛊） 
（24 分 28 ⛊） 
（14 分 15 ⛊） 
（28 分 20 ⛊） 
（19 分 48 ⛊） 
（18 分 58 ⛊） 

ն全国がん登録 全国がん登録と Hos-CanR Lite 
Hos-CanR Lite を౑って⑕例登録を行

ってみよう Ѹ⫶がんѸ 
法律に関すること 

（13 分 01 ⛊） 
（32 分 34 ⛊） 
 
（37 分 51 ⛊） 

 

表 2 e-learningࢶࣥࢸࣥࢥ 
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ᅗ 1-1 

ᅗ 1-2 
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4. 考ᐹ 
e-learning によるᏛ⩦は、Ꮫࡪ時間や場所のไ⣙が࡯とんどないことと

⧞り㏉しᏛべることが大きな利点である。対面ㅮ⩏では開ദ日時に会場に

行かなければᏛべず、同時中⥅環ቃをᵓ⠏し㐲㝸で受ㅮできるものもある

が、ㅮ⩏時間ᖏのスࣗࢪࢣールを✵けておく必要がある。e-learning では

自分の都合のつく時間・場所でᏛࡪことができ、▷い時間しか確保できな

い場合でもࢥンࢸンࢶを分割してᏛべる利点がある。 

ᅗ 2 ᫬㛫ᖏ別利用状況 

ᅗ 3 ᭙᪥別利用状況 
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ᅗ２に示すように、日中の໅務時間ᖏのᏛ⩦が最も割合が高い一方で、

ኪ間の利用もそれに次いで多いことから、ᖐᏯ後に自ᏯなどでもᏛ⩦し、

自ᕫ研㛑が行われていると考えられる。また、一部のࢥンࢸンࢶは༗前

6:00ࠥ8:00 の時間ᖏに利用されている例があり、バスや㟁㌴等での㏻໅時

間ᖏを有ຠά用していると推ᐹされる。 
日ᖖの実務を行う中で▱識の確認が必要になる場面も多く、e-learning

ではఱ度でも⧞り㏉してᏛ⩦できるという࣓リットが大きい。 
がん登録等の推進に関する法律施行後に開ദした全国がん登録ㄝ明会、

బ㈡県がん登録研ಟ会についても、まとめのࢥンࢸンࢶをస成しており、

研ಟ会内ᐜの╔実なスࢸップアップ及び研ಟ会のḞᖍ者や人事異ື等で

新たに担当になった者へのフ࢛ࣟーアップに有用である。 
また当院では、実⩦や見Ꮫも増加しているため、実⩦・見Ꮫプࣟグラ࣒

の中に e-learning によるᏛ⩦をే用することにより、限られた時間で、実

⩦生が各自の能力や࣌ースに合わせてᏛべるように支援している。 
今後、UICCTNM 分㢮第 8 ∧への対応や、標準登録様ᘧの改ゞに合わせ

て院内がん登録に関するࢥンࢸンࢶの見直しを行う必要がある。 
 

5. 結論 
県内の実務者の基♏レベルの⤫一及び向上を目指して本ࢩス࣒ࢸを㐠

用しているが、研ಟ会等従来のᏛ⩦方法の単なる置᥮ではなく、それࡒれ

のᙅ点を㍍減し、利点を高め合うよう㐺ᮦ㐺所で組み合わせた利用が有ຠ

である。బ㈡県のように人口の少ない県では、がん登録従事者の全体数も

少なく、研ಟ会を㢖回に開ദすることは㈝用対ຠ果の観点から㞴しい。 
e-learning によるᏛ⩦は、時間的ไ⣙の解決のみならず、㞳ᓥやへき地

などの地理的に不利な状況にある医療機関に対しても受ㅮしやすい環ቃ

を提供でき、బ㈡県のがん登録の質のᆒてん໬に㈨するものと考える。 
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㝔ෆがん登録䝕ータศ析による 

⫢がん䞉⮅がんのⓎぢ᫬⮬ぬ⑕≧ẚ率 

 

中ᯘឡᜨ 1 4 Ώ部大㍜ 2  㕥ᐑ῟ྖ 3  ᘅ℩ᫀ༤ 4 

 

1ᓥ᰿大Ꮫ医Ꮫ部医療サーࣅスㄢがん登録ᐊ、 

2ᓥ᰿県健康⚟♴部健康推進ㄢがん対策推進ᐊ、 

3ᓥ᰿大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院⭘⒆センター、 

4ᓥ᰿大Ꮫ医Ꮫ部地域医療政策Ꮫㅮᗙ 

 

1. ⫼ᬒと目的 

⫢がん、⮅がんは自ぬ⑕状がஈしく、早ᮇ発見がᅔ㞴であるといわれて

いるが、定㔞的に分ᯒした報告はஈしい。本研究は、がん発見時における

スࢸーࢪ分ᕸや自ぬ⑕状の出現㢖度などについて、院内がん登録データを

分ᯒし、診断時のスࢸーࢪと有⑕状割合の数್໬を目的とする。 

がん登録には、地域（全国）がん登録と院内がん登録がある。前者は登

録項目が少ないがᜳ皆性が高く、後者は登録項目が多く、地域がん診療連

携拠点病院などのᑓ㛛的ながん医療の提供を行う医療機関で行われてお

り、それࡒれの特ᚩを生かして分ᯒなどに用いられている。ᓥ᰿県では国

が指定する地域がん診療連携拠点病院 5病院、ᓥ᰿県が指定する病院 8病

院の合計 13 病院の院内がん登録データを཰集しており、そのデータ数は

ᓥ᰿県の地域がん登録票ᒆ出数の 97.9％を༨める。本研究では、拠点病院

院内がん登録標準登録項目 2006 年∧で標準項目とされている「UICCTNMス

、ン項目とされている「発見前自ぬ⑕状」に╔目しࣙࢩプ࢜、と「ࢪーࢸ

院内がん登録データを解ᯒする。 

 

2. 方法 

1) 対象データ 

 2007 年から 2013 年に診断されたᓥ᰿県院内がん登録データから、複
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数医療機関を受診した患者の重複を㑊けるため、初回治療を行った⑕例を

採用し、診断のみの⑕例と初回治療開始後の⑕例を除いた。治療前 UICC

スࢸーࢪ、術後病理Ꮫ的 UICC スࢸーࢪから最終スࢸーࢪをᑟ出した。分

ᯒの目的である最終スࢸーࢪと発見前自ぬ⑕状の項目が不明であるデー

タを除外した。分ᯒ対象データは、⫢がん 1369 件、⮅がん 988 件であっ

た。 

 

2) 調査内ᐜ 

 がん発見時における早ᮇ発見の割合を検証するため、スࢸーࢪ分ᕸを

調査した。つぎに、スࢸーࢪの進行と自ぬ⑕状出現㢖度の変໬を検証する

ために、スࢸーࢪ別の自ぬ⑕状比率を調査した。そして、早ᮇ診断時の自

ぬ⑕状を有する⑕例の比率を検証するため、⫢がんスࢸーࢪϨᮇ、⮅がん

スࢸーࢪ 0㹼Ϩᮇの有⑕状⑕例が全⑕例に༨める比率を調査した。 

3) ೔理ᑂ査と検定方法 

 本研究はᓥ᰿大Ꮫ医Ꮫ部医の೔理ጤဨ会でᢎ認され、ᓥ᰿県がん登録

ᑂ査ጤဨ会でデータ利用チ可῭みである。⤫計解ᯒには JMP.Pro を用い、

⊂立性の検定とࣟࢪス࢕ࢸック回ᖐ分ᯒを行った。 

 

3. 結果 

1) 診断時スࢸーࢪ分ᕸ 

早ᮇ発見を示す診断時のスࢸーࢪ分ᕸについて、⫢がんは I ᮇ 584 件

（42.7%）、IIᮇ 365件（26.7%）、IIIᮇ 261件（19.1%）、IVᮇ 159件（11.6%）

であり、⮅がんは 0ᮇ 9件（0.9%）、Iᮇ 59件（6.0%）、IIᮇ 215件（21.8%）、

III ᮇ 160 件（16.2%）、IV ᮇ 545 件（55.2%）であった。⫢がんは診断時

スࢸーࢪϨᮇが多く、早ᮇからがん診断が可能であるが、⮅がんは診断時

スࢸーࢪϫᮇが多く、進行ᮇでのがん診断が多いことがわかった。 
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2) スࢸーࢪ別自ぬ⑕状比率 

スࢸーࢪ別の自ぬ⑕状比率について、⫢がんの有⑕状率は I ᮇ 20.2% 、

II ᮇ 26.0% 、III ᮇ 68.2% 、IV ᮇ 83.6%であり、⮅がんの有⑕状率は 0

ᮇ 22.2％、Iᮇ 59.3% 、IIᮇ 73.5% 、IIIᮇ 76.9% 、IVᮇ 86.4%であっ

た。⫢がんの I ᮇの有⑕状率を基準にすると、スࢸーࢪ IV ᮇの࢜ッࢬ比

が 20.2 ಸであり、⮅がんの I ᮇの有⑕状率を基準にすると、スࢸーࢪ IV

ᮇの࢜ッࢬ比が 4.36 ಸと有⑕状率が高くなった。⫢がん⮅がんともに、

スࢸーࢪが進行するにつれて自ぬ⑕状が出現するഴ向が認められた。 
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Figure. Distribution of UICCTNM stage at diagnosis

Table.Symptomatic rates by cancers and UICCTNMstages

No. of
cases

p -va lue*1

odds ratio
symptoms
（㻗）㻛（-）

(95% CI) p -va lue*2

Liver <0.0001

㼟㼠㼍㼓㼑 䊠 584 118 (20.2) 466 (79.8) 1.00
㼟㼠㼍㼓㼑 䊡 365 95 (26.0) 270 (74.0) 1.39 ( 1.02 - 1.89 ) 0.0376

㼟㼠㼍㼓㼑 䊢 261 178 (68.2) 83 (31.8) 8.47 ( 6.11 - 11.82 ) <0.0001

㼟㼠㼍㼓㼑 䊣 159 133 (83.6) 26 (16.4) 20.20 ( 12.87 - 32.80 ) <0.0001

Pancreas <0.0001

㼟㼠㼍㼓㼑 䂿 9 2 (22.2) 7 (77.8) 0.20 ( 0.03 - 0.89 ) 0.0344

㼟㼠㼍㼓㼑 䊠 59 35 (59.3) 24 (40.7) 1.00
㼟㼠㼍㼓㼑 䊡 215 158 (73.5) 57 (26.5) 1.90 ( 1.03 - 3.46 ) 0.0386

㼟㼠㼍㼓㼑 䊢 160 123 (76.9) 37 (23.1) 2.28 ( 1.20 - 4.31 ) 0.0119

㼟㼠㼍㼓㼑 䊣 545 471 (86.4) 74 (13.6) 4.36 ( 2.44 - 7.73 ) <0.0001

*1 Fisher’s exact test *2 Logistic regression model
*3 㼟㼥㼙㼜㼠㼛㼙㼟(㻗) 㼕㼚㼐㼕㼏㼍㼠㼑 㼟㼥㼙㼜㼠㼛㼙㼍㼠㼕㼏 㼏㼍㼟㼑㼟㻘 㼍㼚㼐 㼟㼥㼙㼜㼠㼛㼙㼟(-) 㼕㼚㼐㼕㼏㼍㼠㼑 㼍㼟㼥㼙㼜㼠㼛㼙㼍㼠㼕㼏 㼏㼍㼟㼑㼟

cancers
and

stages

symptomatic
cases

(n=524)

asymptomatic
cases

(n=845)
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3) 早ᮇ診断時の有⑕状率 

早ᮇ診断時の有⑕状率について、⫢がんスࢸーࢪϨᮇならびに⮅がんス

ࢪーࢸ 0ᮇおよびϨᮇで有⑕状の⑕例が全⑕例に༨める比率は、それࡒれ

⫢がん 8.6％（118/1369）、⮅がん 3.7％（37/988）で、⫢がん、⮅がんと

もに少ないことがわかった。 

 

4. 考ᐹ 

本研究から、⫢がんは早ᮇ診断がかなりの割合で可能であるのに対し、

⮅がんは進行ᮇに診断される⑕例が多いことがわかった。がん診療連携拠

点病院院内がん登録全国集計報告書の治療前スࢸーࢪ分ᕸ割合でも、⫢が

んは Iᮇ 43.5%、IIᮇ 24.4%、III ᮇ 14.9%、IVᮇ 13.2%であり、⮅がんは

0ᮇ 1.1%、Iᮇ 11.2%、II ᮇ 27.0%、IIIᮇ 13.1%、IVᮇ 43.4%であり、同

様のഴ向が認められる ルス性⫢⅖の⤒過観ᐹ中など自ぬ⑕状を有࢖࢘。(1

しない⑕例に対して早ᮇ診断されることが多い⫢がんと異なり、⮅がんは

進行して⑕状を自ぬしてから診断されている⑕例が多いと推ᐹされる。 

⫢がんも⮅がんも同様に、スࢸーࢪが進行するにつれて有⑕状率が高く

なるഴ向が認められた。 

IᮇとIIᮇの有⑕状率を比較すると、⫢がんより⮅がんの࡯うが高いが、

このことから⮅がんの࡯うが⑕状を生じやすいと考えることはできない。

⮅がんは I ᮇや II ᮇの診断⑕例自体が少なく、無⑕状の早ᮇ診断⑕例が

少ない。Iᮇや II ᮇの段㝵で無⑕状だった⑕例は診断に⮳らず、IIIᮇや

IV ᮇに進行して⑕状が出現したことにより診断されている可能性がある。

そのため、全⑕例のなかに㸮㹼I ᮇの有⑕状⑕例が༨める割合を調査する

と、それࡒれ⫢がん 8.6％、⮅がん 3.7％であった。⫢がんも⮅がんも同

様に、早ᮇは無⑕状の⑕例が多いഴ向にあることが数್で確認できた。 

 予後が不Ⰻといわれる⫢がん、⮅がんでもスࢸーࢪ早ᮇの生存率は高

いが、早ᮇの有⑕状率は、⫢がん、⮅がんともに少ないことから、自ぬ⑕

状による受診のみでは早ᮇ発見がᅔ㞴であることが推ᐹされた。 

 

5. 結論 

本報告は、院内がん登録データの分ᯒから、⫢がん、⮅がんともに早ᮇ
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には自ぬ⑕状がஈしいことを数್で示すことができた。⫢がんは診断時ス

Ϩᮇが多く、早ᮇからがん診断が可能であるが、⮅がんは診断時スࢪーࢸ

、ϫᮇが多く、進行ᮇでのがん診断が多いことがわかった。⫢がんはࢪーࢸ

I ᮇに対し IV ᮇの有⑕状率の࢜ッࢬ比が 20.2 ಸで、⮅がんは、I ᮇに対

し IVᮇの有⑕状率の࢜ッࢬ比が 4.36ಸと、スࢸーࢪが進行するにつれて

自ぬ⑕状が出現するഴ向がともに認められた。早ᮇ診断時の有⑕状率は、

⫢がん 8.6％、⮅がん 3.7％でともに少なかった。データ提出に協力して

いただいた施設の方々に῝ㅰする。 
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研究センターがん対策情報センター 
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院内がん登録ࢱ࣮ࢹを用࠸るࡇとによる 

Ꮚᐑ㢕がんにおけるἈ⦖┴❧୰㒊病院のἈ⦖┴内での

ᙺ๭ 

 
௰ᕊඵ⣖ 1 向஭㯞ዉ⨾ 1 Ᏻ៞名⠏ 1 㧘ᶫユカ 2 増⏣ᫀ人 2 

 

 1Ἀ⦖県立中部病院 ⤒Ⴀㄢ、2⌰⌫大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院 がんセンター 

  
1. 目的 

Ἀ⦖県には 5 つの஧次保健医療ᅪ（໭部、中部、༡部、ᐑྂ、ඵ重ᒣ医

療ᅪ）がある。Ἀ⦖県立中部病院（以下、県立中部病院）は、中部医療ᅪ

に位置しており、༡部医療ᅪに位置する⌰⌫大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院（以下、

⌰⌫大Ꮫ病院）と୪んで、県内のᏊᐑ㢕がん治療の主要施設である。そこ

で、Ꮚᐑ㢕がん㡿域における県立中部病院の診療のഴ向と、県内でのᙺ割

について、院内がん登録データを用いて、⌰⌫大Ꮫ病院と比較・分ᯒした

ので報告する。 
 
2. 方法 
（1）Ἀ⦖県内で院内がん登録を実施している 17 施設の 2014 年⑕例のう

ち、Ꮚᐑ㢕がんと診断・治療が行われた⑕例（⑕例区分 8 を除く）につい

て集計を行った。集計した項目は、以下の 4 項目である。 
ձ ஧次保健医療ᅪ別治療件数（割合）（⑕例区分 2、3 のみ）：患者の診

断時住所より஧次保健医療ᅪ（໭部、中部、༡部、ᐑྂ、ඵ重ᒣ医療

ᅪ）に分㢮した。 
ղ 年㱋㝵⣭別登録割合（登録数） 
ճ UICC TNM 分㢮治療前スࢸーࢪ別割合（登録数）（⑕例区分 2、3

のみ） 
մ UICC TNM 分㢮治療前スࢸーࢪ別初回治療の組み合わせ別割合（登
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録数）（⑕例区分 2、3 のみ） 
（2）（1）で得られた集計್をもとに、17 施設合計（以下、施設合計）と

県立中部病院、⌰⌫大Ꮫ病院を比較分ᯒした。 
 
3. 結果 
（1）17 施設合計のᏊᐑ㢕がんの⑕例数は 483 件で、そのうち治療⑕例数

は 385 件であった。これは、Ἀ⦖県地域がん登録で報告された罹患数 300
件（2012 年診断例）より、かなり多い数であった。 
ձ ஧次保健医療ᅪ別治療件数は、໭部医療ᅪで施設合計 32 件のうち県

立中部病院で治療した患者は 14 件（43.7%）、⌰⌫大Ꮫ病院 15 件

（46.8%）。中部医療ᅪで施設合計 167 件のうち県立中部病院 97 件

（58.1%）、⌰⌫大Ꮫ病院 49 件（29.3%）。༡部医療ᅪで施設合計 139
件のうち県立中部病院 0 件（0%）、⌰⌫大Ꮫ病院 88 件（63.3%）であ

った。 
ղ 年㱋㝵⣭別登録割合（登録数）は 20 ṓ代で施設合計 6.2%（30 件）、

県立中部病院 10.6%（13 件）、⌰⌫大Ꮫ病院 2.7%（15 件）。30 ṓ代

で施設合計 25.1%（121 件）、県立中部病院 35.0%（43 件）、⌰⌫大Ꮫ

病院 23.0%（42 件）。40 ṓ代で施設合計 26.9%（130 件）、県立中部

病院 21.1%（26 件）、⌰⌫大Ꮫ病院 27.3%（50 件）であった。ͤ㸺表

1㸼年㱋㝵⣭別登録割合（登録数）参照 
ճ UICC TNM 分㢮治療前スࢸーࢪ別割合（登録数）は㸮ᮇで施設合計

55.1%（212 件）、県立中部病院 67.0%（75 件）、⌰⌫大Ꮫ病院 26.6%
（42 件）。Ϩᮇで施設合計 19.7%（76 件）、県立中部病院 11.6%（13
件）、⌰⌫大Ꮫ病院 34.8%（55 件）。ϫᮇで施設合計 9.4%（36 件）、

県立中部病院 5.4%（6 件）、⌰大病院 16.5%（26 件）であった。ͤ㸺

表 2㸼UICC TNM 分㢮治療前スࢸーࢪ別登録割合（登録数）参照 
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մ UICC TNM 分㢮治療前スࢸーࢪ別初回治療の組み合わせ別登録割

合（登録数）は、「手術のみ」で施設合計 57.1%（220 件）、県立中部

病院 70.5%（79 件）、⌰⌫大Ꮫ病院 29.1%（46 件）、「放ᑕ⥺のみ」で

施設合計 8.8%（34件）、県立中部病院 8.0%（9件）、⌰⌫大Ꮫ病院 15.8％
（25 件）、「放ᑕ⥺㸩⸆物療法」で施設合計 12.7%（49 件）、県立中部

病院 8.9%（10 件）、⌰⌫大Ꮫ病院 24.7%（39 件）、「手術/内視㙾+⸆
物療法」で施設合計 4.4%（17 件）、県立中部病院 1.8%（2 件）、⌰⌫

大Ꮫ病院 9.5%（15 件）であった。 
 

4. 考ᐹ 
集計್の診断年に㐪いはあるが、Ἀ⦖県地域がん登録で報告されている

罹患数と比較すると、࡯とんどの⑕例が 17 施設でカバーされていること

推ᐹされた。໭部医療ᅪに፬人⛉⣔がんのᑓ㛛施設がないため、໭部医療

ᅪのᏊᐑ㢕がん⑕例を、県立中部病院と⌰⌫大Ꮫ病院で診ていることが示

された。中部医療ᅪの⑕例は、県立中部病院に集⣙されていることから、

県立中部病院は本ᓥ中໭部の⑕例を、⌰⌫大Ꮫ病院は県がん診療連携拠点

病院として全医療ᅪをカバーしていることがわかった。患者の年㱋分ᕸを

みると、県立中部病院は 30 ṓ代にࣆークがあり、他施設と比較し患者の

年㱋ᒙがⱝいഴ向にある。これは⥲合࿘⏘ᮇセンターが設置されているこ

とから、出⏘するୡ代の集⣙が考えられた。また、県立中部病院は㸮ᮇと

Ϩᮇの⑕例が⣙ 8 割を༨め、初回治療の組み合わせが「手術のみ」が多い

ことから、県立中部病院では早ᮇの⑕例で標準治療が行える患者を診てい

ることが示၀された。一方、もう 1 つの主要施設である⌰⌫大Ꮫ病院は、

進行ᮇの⑕例が多く、初回治療の組み合わせ登録割合にバラ࢟ࢶがみられ

ることから、標準治療が行えない患者や、⮫ᗋヨ㦂をᕼᮃする患者を診て

いる可能性が推測された。以上のことから、県立中部病院は地域がん診療

連携拠点病院として、本ᓥ໭部地域に᰿ࡊした診療を行っていることが明

らかになった。  
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Ⓨぢ⤒⦋別㐍⾜度からぢる኱⭠がんの⑕状のኚ໬ 

 
Ἴ多㔝Ṍ行 1 ụ上ຬ 1 ᅵᒃᘯᖾ 2 

 
1地方⊂立行政法人 ᒸᒣ市立⥲合医療センター ᒸᒣ市立市民病院 

2ᒸᒣ大Ꮫ大Ꮫ院 医ṑ⸆Ꮫ⥲合研究⛉ ␿Ꮫ・⾨生Ꮫ分㔝 

 
1. 目的 

当院は県༡東部に位置し、がん診療連携推進病院として、ᾘ໬ჾ⣔⭘⒆

と㐀⾑ჾ⭘⒆をᰕに日々がん治療に当たっている。この度、ᒸᒣ県がん診

療連携拠点病院院内がん登録報告書（2014 年∧）（以下、報告書）がస成

されたことで、県内の院内がん登録の状況を確認することができた。報告

書の中で、大⭠がんは発見⤒⦋別進行度の有⑕状受診において、他の 5 大

⒴と比較して進行ᮇのバラ࢟ࢶが多く、理⏤について推測できなかった。

そこで、がんの進行にకって㉳こる⑕状の変໬を確認し、バラ࢟ࢶの理⏤

を分ᯒすることで、がんの早ᮇ発見のきっかけに⧅がるのではないかと考

え、当院のデータ౑用し、がんの進行度別の⑕状について検証したので報

告する。 
 
2. 方法  

ձ⑕例区分 2,3（自施設治療⑕例）の大⭠がん（ICD-O-3：C180~C209
（C181 は除く））のデータを用いて分ᯒを行った。ղ進行度によって⑕状

の推⛣に変໬があったため、発見⤒⦋の有⑕状受診（以下、有⑕状⩌）と

他⑌患⤒過観ᐹ中（以下、⤒過観ᐹ⩌）の UICC TNM 治療後進行度別に

⑕状を分㢮し、分ᯒを行った。ճ発見時の⑕状について、複数あった場合

はその数を計上したմ2014 年データでは件数が少なかったため、2015 年

データを合わせて 2 年分（対象⑕例：130 件）の分ᯒを行った。 
 
3. 結果 

有⑕状⩌、⤒過観ᐹ⩌ともに、進行ᮇ（ϩᮇ以上）になると⑕状が増加
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することがわかった。有⑕状⩌において、進行ᮇ（ϩᮇ以上）から患者が

増えたことで⑕状の件数が急増し、⑕状の内ᐜにも拡がりをみせた。⤒過

観ᐹ⩌において、㸮ᮇでの患者が多くϩᮇのⴠち込みはあるものの、Ϫᮇ

から෌度増加していた。また有⑕状⩌、⤒過観ᐹ⩌の୧方とも、がんが進

行してくるにつれ、検査等によって診断される౽₯⾑などの他ぬ⑕状から、

患者自㌟が直᥋ッえる⭡部③などの自ぬ⑕状が増加する変໬が見られた。 

 

 

 
4. 考ᐹ 
 有⑕状⩌において、ϩᮇから患者が増加しているのは、早ᮇから౽₯⾑

や下⾑など⑕状があるものの医療機関には受診をせず、患者自㌟が③みや

⭾満ឤ等のᬑ段と㐪う⭡部⑕状の変໬をឤじるまで、受診を㌋㌉したので

はないかと推ᐹする。また進行が進むと⭡部③や⭾満ឤ、㣗ḧ不᣺、౽⛎

といったᮎᮇ⑕状の増加が㢧ⴭであった。⤒過観ᐹ⩌おいては、有⑕状⩌
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に比べて早ᮇがんの数が多く、進行するにつれ減少ഴ向にあった。これは

他⑌患の⤒過観ᐹ中に⑕状や検査によって見つかるため、医ᖌの診ᐹがフ

ルターとなり、早ᮇでの発見に⮳っていると考える。またϩᮇでの⑕状࢕

のッえが少なく、Ϫᮇになると様々な⑕状が出て大⭠がんを診断というഴ

向となっている。しかし、なぜϩᮇにおいて件数、⑕状がඹに少なくなっ

ているのか不明であり、今後⢭査が必要であると考える。 
 
 
5. 結語 
 今回の検証で、有⑕状⩌では患者の多くは自ぬ⑕状を認識したことで、

医療機関への受診に⮳っていることがわかった。しかし、この状況での受

診では進行ᮇになっていることもあり、౽₯⾑や下⾑などの早ᮇから出る

⑕状を患者自㌟が見㏨さず、㐪࿴ឤがあればすࡄに受診することが大ษで

あると考える。また⤒過観ᐹ⩌では、それ自体が㠀ᖖに重要ながん発見の

機会となっていることがわかった。これは患者数から考えても検診と同等

に早ᮇ発見に㈉献しているとゝえる。今後は他施設の協力を得て、⤒過観

ᐹ⩌のϩᮇのⴠち込みについて⢭査を行い、ཎ因究明を行いたいとᛮう。

⢭査の結果次第では、⤒過観ᐹ⩌で᭦なる早ᮇ発見が可能になり、がん検

診とඹに早ᮇ発見の重要な要⣲になるのではないかと考える。 
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がん登録でࡳるឡ፾┴の፬ே⛉がん診療 

 ࠥ2007-2015年 院内がん登録よࠥࡾ 

 
ᯇඖ 㝯 

 
ឡ፾県がん診療連携協議会・がん登録ᑓ㛛部会 
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あとがき： 
 とりあえず㸪全国がん登録が始まってⰋかったのだが㸪現状のがん登録

．．．．

には⮫ᗋ医にとって本当に▱りたい情報は残ᛕながら含まれていない。今

後㸪登録情報の見直しを行い㸪⮫ᗋ医が౑いたいとᛮえるがん登録
．．．．

になら

ないと㸪患者さんに向けても表面的なデータは提供できても㸪本当にᙺ立

つがん登録情報の提供はできないだろう。 
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全国のがんデ⒪㐃ᦠᣐⅬ⑓㝔に䛚䛡る 

㝔ෆがん登録のᐇ᪋యไ 

 

㔠村政㍤ 1,2  బ⸨真ᘪ 2  新⏣ᙬᏊ 2 

 
1ᐑᇛ県立がんセンター研究所がん␿Ꮫ・予㜵研究部  

2ᐑᇛ県立がんセンターがん登録ᐊ 

 

1. ⫼ᬒと目的 
全国がん登録 1)が平成 28 年 1 月からスタートした。院内がん登録の実

施に係る指㔪 2)も示され、がん対策推進に果たす院内がん登録のᙺ割も大

きくなっている。しかし、診療報㓘の平成 28 年度の改ゞに向けた DPC ไ

度（DPC/PDPS）の対応についての検討の結果 3)、機能評価係数Ϩ・ϩが

見直しされることとなり、従来、地域がん登録への登録件数についての実

績評価を加味していたが、平成 29 年度からᗫṆされた。 
一方で、がん登録を担う体ไについては㛗らくᠱᛕのኌがあり 4,5)、院内

がん登録を行っている病院からは、実務の⥅続性を危ࡪむኌも⪺かれる。

そこで、我々は、東໭地方においてアンࢣート調査を行い、実務者の異ື

により⥅続性が危ࡪまれることを報告した（ᅗ 1）6)。しかし、院内がん登

録の実施体ไについて、全国を対象とした調査は行われてはおらず、どの

ような状ែにあるのか不明である。 
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今回、国立がん研究センターにより公表されているデータを入手し、全

国のがん診療連携拠点病院における院内がん登録の実施体ไについて分

ᯒを行ったので報告する。 
2. 方法 

国立がん研究センターのがん情報サーࣅスで公表されている全国のが

ん診療連携拠点病院の検⣴の࣌ーࢪ 7)から指定要件に関する情報のうち、

別⣬ 47「院内がん登録部㛛の体ไ」を入手し、集計・分ᯒを行った。集計・

分ᯒは、Microsoft Excel 及び Microsoft Access を౑用し、全国の集計್

に加え、都道府県がん診療連携拠点病院（県拠点）、地域がん診療連携拠

点病院（地域拠点）及び地域がん診療病院（がん診療）の病院種別でも行

った。 
 
3. 結果 

47 都道府県 427 病院の情報を入手した（県拠点 49、地域拠点 350、が

ん診療 28）。全国では 1,544 人の実務者がおり、74.4%（1,148 人）が診療

情報⟶理ኈであった（ᅗ 2）。病院種別に見ると、実務者に༨める診療情報

⟶理ኈの割合は、県拠点 63.1%、地域拠点 76.0%、がん診療 78.7％であっ

た。 

z院内がん登録の実ົ者
• ‶㦂年ᩘが3年ᮍ⤒ࡣᩘ༙

• ⮫᫬⫋ဨ࣭ጤク⫋ဨ࣭㠀ᖖ໅が༙ᩘを༨ࡵる

z実ົ者の␗ື
• 5年௨ୖの⤒㦂者の␗ືがከ࠸

• ௒後ࡇࡶのഴ向が⥆ࡇࡃとが予᝿

z⤖ㄽ
• ⥅⥆ᛶをࡗࡶて実ົを⾜ࡵࡓ࠺にࡣ、実ົ者の㞠用ᙧែをᨵၿࡋ、
␗ືによるࣜࢡࢫを㍍ῶࡏࡉるᚲせが࠶るࠋ

ᅗ 1. ඛ⾜報告のᴫせ 
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1 病院当たりでは診療情報⟶理ኈ 2.7 人、診療情報⟶理ኈの㈨᱁なし 0.9

人、合計 3.6 人であった（ᅗ 3）。病院種別に見ると、診療情報⟶理ኈが県

拠点 2.8 人、地域拠点 2.7 人、がん診療 2.1 人、診療情報⟶理ኈの㈨᱁な

しが県拠点 1.6 人、地域拠点 0.9 人、がん診療 0.6 人、合計で県拠点 4.4
人、地域拠点 3.6 人、がん診療 2.7 人と㐪いが認められた。 
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ᅗ 2. ⫋✀別の実ົ者ᩘ 

ᅗ 3. ⫋✀別の実ົ者ᩘ㸦1病院ᙜࡾࡓ㸧 
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⤒㦂年数別では 3 年未満 36.4%、3 年以上 10 年未満 57.0%、10 年以上

5.4%であった（ᅗ 4）。病院種別に見ると、3 年未満が県拠点 37.8%、地域

拠点 35.3％、がん診療 50.7％、3 年以上 10 年未満が県拠点 54.8%、地域

拠点 58.0%、がん診療 46.7%、10 年以上が県拠点 6.9%、地域拠点 5.5%、

がん診療 0 で、がん診療では 3 年未満が༙数を༨め、県拠点・地域拠点で

は 3 年以上が 60%以上を༨めていた。 
 

 

 
㞠用ᙧែ別では、ᖖ໅ 83.5%、㠀ᖖ໅ 16.4%であった（ᅗ 5）。病院種別

に見ると、ᖖ໅の割合が県拠点 65.9%、地域拠点 85.9%、がん診療 94.7%
と県拠点で少なかった。 
業務への従事状況は、ᑓ従（8 割以上従事）41.7%、ᑓ௵（5 割以上 8

割未満）21.4%、ව௵（5 割未満）34.1%であった（ᅗ 6）。病院種別に見

ると、ᑓ従が県拠点 53.0%、地域拠点 40.0%、がん診療 37.3%、ᑓ௵が県

拠点 20.7%、地域拠点 21.6%、がん診療 20.0%、ව௵が県拠点 22.6%、地

域拠点 35.5%、がん診療 42.7%と、県拠点、地域拠点、がん診療の㡰にᑓ

従が多く、ව௵が少なかった。 
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ᅗ 4. ⤒㦂年ᩘ別のᚑ஦者ᩘ 
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以上について、結果の要点をまとめたものをᅗ 7 に示すが、病院の種別

により院内がん登録の実施体ไに㐪いが認められた。なお、実務者の異ື

に関しては、情報がなく、分ᯒできなかった。 

65.9

85.9

94.7

83.5

34.1

14.1

4.0

16.4

0.1 

1.3 

0.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県ᣐⅬ

ᆅᇦᣐⅬ

がんデ⒪

計

ᖖ໅ 㠀ᖖ໅ (✵ⓑ)

(217ே)

(1,252ே)

(75ே)

(1,544ே)

53.0

40.0

37.3

41.7

20.7

21.6

20.0

21.4

22.6

35.5

42.7

34.1

3.7

2.9

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県ᣐⅬ

ᆅᇦᣐⅬ

がんデ⒪

計

ᑓᚑ(8割以ୖ) ᑓ௵(5割以ୖ8割ᮍ‶) ව௵(5割ᮍ‶) (✵ⓑ)

(217ே)

(1,252ே)

(75ே)

(1,544ே)

ᅗ 5. 㞠用ᙧែ別のᚑ஦者ᩘ 

ᅗ 6. ᴗົ࡬のᚑ஦状況別のᚑ஦者ᩘ 
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4. まとめ 

病院の種別により院内がん登録の実施体ไに㐪いが認められた。県拠点

では 1病院当たりの実務者数は多いものの、㞠用ᙧែ別ではᖖ໅が少なく、

業務への従事状況別ではᑓ従が多く、ව௵が少ないഴ向が認められた。実

施体ไの㐪いにより登録件数、情報提供・情報発ಙ、データの研究利用に

ついて㐪いがあるのか⯆味がもたれるところであり、今後、検討を行う必

要があると考えられた。 
 
 
引用文献（10 ⦅まで） 
1) 国立がん研究センター. がん情報サーࣅス 

http://ganjoho.jp/reg_stat/can_reg/national/about.html （ 2017.6.22
アクセス） 

2) 厚生労働省. 
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyo
ku/0000108673.pdf（2017.6.22 アクセス） 

3) 厚生労働省. 中央♫会保㝤医療協議会 診療報㓘基本問題小ጤဨ会（第

179 回） 
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000106229.html（2017.6.22 アク

セス） 

1病院
ᙜࡾࡓの
ேᩘ

、ࡕ࠺
診療情報
⟶⌮ኈ

⤒㦂年ᩘ 㞠用ᙧែ ᚑ஦状況

┴拠点 ከ࠸
4.4

ከ࠸
2.8

3㹼10年が
༙ᩘ௨ୖ

65%がᖖ໅ ᑓᚑが53%
ව௵が22%

ᆅᇦ拠点
3.6

ከ࠸
2.7

3㹼10年が
༙ᩘ௨ୖ

85%がᖖ໅ ᑓᚑが40%
ව௵が35%

がん診療 ᑡ࠸࡞
2.7

ᑡ࠸࡞
2.1

3年ᮍ‶が
༙ᩘ௨ୖ

95%がᖖ໅ ᑓᚑが37%
ව௵が42%

ᅗ 7. ᮏ◊✲のࡲとࡵ 
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4) 平成 22 年度国立がん研究センターがん研究開発㈝「がん登録等、が

んの実ែ把握に㈨する␿Ꮫ的・基┙的研究」⌜. がん対策を推進する

ために必要ながん登録に関する提ゝ（平成 23 年 3 月） 
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001scv3-att/2r98520000
01sd1l.pdf（2017.6.22 アクセス） 

5) 㔠村政㍤, ㎷一㑻: 全国がん登録の開始と院内がん登録の新しいᒎ開.
医Ꮫのあࡺみ 256(2):169-170, 2016. 

6) 㔠村政㍤: 東໭地方のがん診療連携拠点病院等におけるがん登録の実

務⥅続性のㄢ題.Journal of Epidemiology 27(supple1):128, 2017. 
7) 国立がん研究センター. がん情報サーࣅス 

http://hospdb.ganjoho.jp/kyotendb.nsf/xpKyotenSearchTop.xsp
（2017.6.22 アクセス） 
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㸟㸟ࡔ⌮無ࡣ௒年ࠕ かࠖらጞࡓࡗࡲ㸰㸮㸯㸴年がん登録 

 
ᶲ克⨾ 1 ᮎග⣧Ꮚ 1 ᯇඖ 㝯 2 ⸆ᖌ⚄ ⰾὒ 3 

 
1ឡ፾大Ꮫ医Ꮫ部医事ㄢ医療情報チー࣒、 

2ឡ፾大Ꮫ医Ꮫ部⏘⛉፬人⛉Ꮫㅮᗙ、3ឡ፾大Ꮫ医Ꮫ部⮫ᗋ⭘⒆Ꮫㅮᗙ 
 
1. ⫼ᬒ 

２㸮１６年は、「がん登録等の推進に関する法律」（がん登録法）が施行

された。 
２㸮１６年⑕例から、全国がん登録も院内がん登録も新しい様ᘧで登録す

ることとなった。であるが２㸮１５年⑕例全国集計提出後の、２㸮１６年

8 月ᮎになっても、未だ新院内がん登録標準登録様ᘧが公表されず、がん

登録స業が進められない。 
 ࠙当院の現状ࠚឡ፾大Ꮫのがん登録は、実質２名で、比較的ᅔ㞴とされ

る大Ꮫ病院での登録対象の見つけ出しから、２㸮㸮㸮件ᙉの登録స業、分

ᯒస業を行いながら、DPC 様ᘧ１の TNM も付୚し、限⏺に㏆いస業㔞を

こなしている。㸷月に入っても新院内がん登録標準登録様ᘧが公表されな

いため２㸮１６年⑕例の登録స業日程が全く始められなかった。新院内が

ん登録標準登録様ᘧが決まらない中、全国がん登録の࣐ニࣗアルをඖにస

業を実施した。ようやく㸷月ᮎに、院内がん登録標準登録様ᘧに発表され

たが、入力ࢩス࣒ࢸについては、᭦に２か月もᚅつことになった。年間స

業日程をస成し、㝶時対応していったが、స業ᮇ間が⣙１㸮か月で、登録

項目の増加により登録స業㔞が当院では３割程度増えた状況であった。２

㸮１㸵年２月には、２㸮１６年⑕例の提出を前提とした日程遅れがⴭしく、

院内がん登録項目のすべてには対応できないことが明ⓑとなったため、全

国がん登録項目だけでも対応できる日程に組み直して登録業務を進めた。 
 
2. 他病院の現状 

他院も確認したが、「ᪧ来の方法で実施して、新標準登録様ᘧが出てか
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ら追加する。」、「登録対象⑕例を集めておく。」などᬻ定対応の方法をとっ

ている施設があった。当院は、㹆㹍㹑̿㹁㸿㹌㹐 㹎㹊㹓㹑を利用してい

たので、ࢩス࣒ࢸ対応が早かったが、他♫ࢩス࣒ࢸを利用している他院で

は㹆㹍㹑̿㹁㸿㹌㹐 㹎㹊㹓㹑がリリースしてからさらに１㸫２か月ᚅ

ちであったと⪺く。ࢩス࣒ࢸ対応の遅れも、各施設のがん登録業務進行を

さらにᅔ㞴にしている。２㸮１㸵年２月㡭に「がん登録全国集計の提出は

間に合いそうか㸽」とឡ፾県がん診療連携協議会研ಟ会アンࢣートで問う

と、「㞴しい」、との意見が１２施設中４施設から⪺かれ、「不Ᏻである」

との意見が１２施設中３施設から⪺かれた。 
 

3. 考ᐹ 
公的病院は、年間計画などに基づきάືしているので、今回のようにす

べての予定が遅れている状況では、労働基準法の上限でもฎ理できず、స

業日程が組めない。今回は⥾めษりまでに完஢した⠊ᅖでの提出になるで

あろう。現状で院内がん登録情報２㸮１６年⑕例を２㸮１㸵年㸵月に提出

することは、当院を含めᅔ㞴になるであろう。 
 
4. 提ゝ 

２㸮１６年標準登録様ᘧが正ᘧに発表されたのが㸷月ᮎであり、公表遅

れ、ࢩス࣒ࢸ対応遅れ変᭦に関する対応などを考慮し、国がんへの報告は

標準登録様ᘧ公表から１年後の 9 月にするなど、予定の２㸮１㸵年㸵月提

出ᮇ限を遅らせる対応がᮃまれる。院内がん登録情報は、⛥少がん対策に

も用いられているが、大Ꮫ病院に多いᕼ少がんの登録は、罹患率の高いが

んに比べ登録するための情報཰集から登録情報の決定まで、医ᖌに確認し

ながら進めなければならず、㠀ᖖに時間がかかり今回のような日程では、

登録件数を⥔ᣢするために後回しになることが危惧される。患者さんに情

報を一日でも早くᒆけることは重要であるが、正確さがないのでは意味が

ない。がん登録法により、がん登録への♫会的理解が進んでいる今、初年

度の情報は集計後大きなὀ目を集めるはずである。ᮇᚅに応えられる正確

ながん情報が集められる㐠用をᮇᚅしたい。 
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඲国がん登録ᒆฟึ年にࡗࡓ࠶ての 

ᒆฟ஦๓調査のヨࡳ 

 
▼⏣理ᜨ ᯇ本ྜྷྐ ᯇ本඘ᜨ ᳃ᓥᩄ㝯 中⏣ెୡ ᐑ代 ໏ 

 
大阪国際がんセンター がん対策センター 政策情報部 

 
1. ⫼ᬒ 

大阪府では 1962 年より大阪府全域を対象とするᝏ性新生物登録事業

（地域がん登録事業）を実施しており、ᒆ出実績のある病院数は例年⣙ 150
施設前後（府内の病院の⣙ 3 割）で推⛣している。大阪府では全国がん登

録のᒆ出票は㟁Ꮚ፹体での受付をཎ則としており、全国がん登録開始にక

い、初めてがん登録を実施したり、初めて㟁Ꮚ的なᒆ出をする施設が多い

ことが予᝿されるため、全国がん登録のᒆ出受付開始を前に、各施設の状

況把握が不可Ḟであると考えられた。 
 
2. 目的 

大阪府内のがん診療拠点病院以外の病院（以下、病院）および指定診療

所における 2016 年診断⑕例のᒆ出が必要な⑕例の有無とその数、および

ᒆ出データのస成方法を、全国がん登録ᒆ出受付開始前に把握する。 
 
3. 方法 

「全国がん登録（2016 年診断⑕例）に関する調査」を実施するため、

調査票をస成した。調査項目は、（1）ᒆ出対象⑕例の有無、（2）ᒆ出予定

件数、（3）データస成方法（（Ϩ）㟁Ꮚᒆ出票㹙PDF ファ࢖ル㹛、（ϩ）

Hos-CanR Lite、（Ϫ）Hos-CanR Plus、（ϫ）その他のࢩス࣒ࢸのいずれ

かを㑅ᢥ）の 3 項目とした。2017 年 2 月に（A）大阪府内の病院 459 施

設、および（B）指定診療所 149 施設に対し調査票を㒑㏦し、回答を記入

の上、㏉㏦を依頼した。 
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4. 結果  

2017 年 4 月 14 日時点における調査結果は表の㏻りである。病院はᒆ出

件数が多い࡯どࢩス࣒ࢸをᑟ入している割合が高く、診療所は㟁Ꮚᒆ出票

の利用の割合が高かった。 
 

5. 考ᐹ 
がん診療拠点病院以外の病院および診療所におけるᒆ出実ែとデータ

స成方法を把握することができ、2016 年診断⑕例の登録స業計画を立て

る際の有用な調査となったばかりでなく、対象医療機関に全国がん登録ไ

度を࿘▱するⰋい機会となった。 
 

 

 
  

表 ᪋タ ✀㢮別、ᒆ 予ᐃ௳ᩘ別 ᒆ 票 సᡂ方法

㸦Ϩ㸧 㸦ϩ㸧 㸦Ϫ㸧 㸦ϫ㸧 ᅇ⟅

PDF Lite Plus の௚ࡑ ࡋ࡞

1-10  67㸦26.1㸧 56 7 0 0 4

11-20  49㸦19.1㸧 35 11 1 1 1
21-50  46㸦17.9㸧 29 12 3 2 0
51-100  40㸦15.6㸧 12 22 5 1 0
101-500  49㸦19.1㸧 5 26 12 6 0
501-1000   3㸦1.2㸧 0 0 3 0 0
ᮍᅇ⟅   3㸦1.2㸧 1 1 0 0 1
計 257 (100) 138 79 24 10 6

1-10  36㸦65.5㸧 29 1 0 0 6

11-20   5㸦9.1㸧 5 0 0 0 0
21-50   4㸦7.3㸧 4 0 0 0 0
51-100   4㸦7.3㸧 3 1 0 0 0
101-500   2㸦3.6㸧 1 1 0 0 0
501-1000   1㸦1.8㸧 0 1 0 0 0
ᮍᅇ⟅   3㸦5.5㸧 1 0 0 0 2
計  55 (100) 43 4 0 0 8

444
㸦96.7㸧

㸦A㸧
病院

㸦459㸧

257
㸦57.9㸧

㸦B㸧
診療ᡤ
㸦149㸧

143
㸦96.0㸧

55
㸦38.5㸧

✀㢮
㸦᪋タᩘ㸧

ᅇ཰᪋タᩘ
㸦%㸧

ᒆฟ⑕౛、ࡕ࠺
有ࠖの᪋タᩘࠕ

㸦%㸧

సᡂ方法㸦᪋タᩘ㸧ࢱ࣮ࢹ
ᒆฟ予ᐃ

௳ᩘ
᪋タᩘ㸦%㸧

表. ᪋タの✀㢮別、ᒆฟ予ᐃ௳ᩘ別のᒆฟ票ࢱ࣮ࢹసᡂ方法 
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院内がん登録ጤဨ会のᅾࡾ方を⪃࠼る 

 
⸨ᒸ▱代 ᑎ本඾ᘯ ᒣ下ኟ⨾ ⓑᒸెᶞ  

す᳃京Ꮚ 大平⏤ὠᏊ ᯇᮌ⨾保 ụ内⨾Ꮚ 
 

ᅄ国がんセンター 医療情報⟶理ᐊ 
 

1. ⫼ᬒ・目的 
ࠗがん登録等の推進に関する法律 に࠘基づき、厚生労働省が公ᕸしたࠗ 院

内がん登録の実施に係る指㔪（以下、指㔪）࠘ において、院内がん登録実

施施設ではࠗ院内がん登録に関する機関࠘の設置が定められた。当院では

平成 28 年度よりࠗ院内がん登録ጤဨ会（以下、ጤဨ会）࠘ を設置し、άື

を開始した。 
しかしながら、指㔪に示された機関とはどのようなものか、また、全国

の設置状況や実際にどんなάືを行っているかは不明である。今回、ឡ፾

県内の院内がん登録実施施設を対象に、現状に関するアンࢣートを行い、

ࠗ院内がん登録に関する機関࠘として㐺ษなάືはどのようなものなのか

を検討した。 
 
2. 方法 

ࠗឡ፾県がん診療連携協議会がん登録ᑓ㛛部会࠘主ദのࠗ院内がん登録

実務者研ಟ会࠘に参加しているࠗがん診療連携拠点病院࠘やࠗがん診療連

携推進病院 、࠘その他の病院に院内がん登録の実施のための体ไに関する

アンࢣートを実施した。 
アンࢣート内ᐜは以下の㏻りձࠗ院内がん登録の㐠用上のㄢ題の評価及び

ά用に係る規定の策定等を行う機関࠘の設置の有無、ղ機関の名⛠、ճᵓ成

࣓ンバー、մ年間のάື回数、յH28 年度άື実績、նάື内ᐜ、շ機関

の㐠Ⴀやά用に関して問題点やㄢ題などである。 
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0

2

4

6

8

10

拠点病院 拠点病院以外 

設置あり 設置なし 

3. 結果 
アンࢣートは、ឡ፾県下 13 施設から回答が得られた。指㔪が公ᕸされた

後にఱらかの機関を設置し、άືを開始している施設は 13 施設中 8 施設

（⣙ 6 割）であった（ᅗ 1）。ただし、院内がん登録単⊂の機関ではなく、

一部に院内がん登録を組み込んだものも含まれる。院内がん登録に関して

のάື内ᐜとしては、院内がん登録の集計結果やその解ᯒ結果の報告が多

く見られた。また、院内がん登録㐠用面の問題点や院内がん登録データ利

用状況の報告などを行っている施設も見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4. 考ᐹと対応 

院内がん登録に関する機関は、多くの施設で登録内ᐜの報告やデータ利

用状況に関する報告を目的としているようであった。しかしながら、これ

では指㔪で定められた機関のᙺ割としては不十分ではないかと考え、指㔪

で院内がん登録実施体ไについて記載されている項目をᢤき出した㸹ձ実

施体ไ、ղရ質⟶理、ճ生存状況の確認、մ集計および分ᯒ、յ個人情報

の取扱いについてなど。これに基づき、院内がん登録の実施体ไやセࣗ࢟

リ࢕ࢸ・㐠用規則などに関して施設が⟶理するጤဨ会という観点を加えた

ࠗ院内がん登録ጤဨ会報告ࢩート （࠘ᅗ 2）をస成した。 

ᅗ 1. ᶵ㛵のタ⨨状況 

n=5 

n=8 
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当院では、ጤဨ会の設置にకい規程をస成し、࣓ンバーᵓ成や報告ᙧᘧ

を整え、方㔪にἢった機関となるように取り組んだ。また、ጤဨ会では報

告ࢩートを用いた報告以外にも、がん登録実務者から⮫ᗋ医へカルࢸ記載

上の要ᮃが議題となった。 
 

 
 
5. 結語 
指㔪が公ᕸされたことで、自施設における院内がん登録業務についての方

㔪を明確にする必要がある。しかし、指㔪には院内がん登録に関する機関

がఱを行うかල体的に記載されていない。そのため、実際に院内がん登録

業務に携わる者が指㔪を㚷み、自施設で実施されている院内がん登録の在

り方や方向性を確認することが大ษである。 
 
6. ㅰ㎡ 
本ᢒ録のస成にあたり、ご協力およびごຓゝ㡬きました、ឡ፾県がん診療

連携協議会がん登録ᑓ㛛部会主ദの院内がん登録実務者研ಟ会参加施設

の皆様にឤㅰ⏦し上げます。 
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⚟ᒸ┴ᆅᇦがん登録情報とがん᳨診情報を用ࡓ࠸ 

⫶がん࣭⫵がん᳨診精度のᢕᥱ 

 
中ᓥ῟一 ᕝཎ明Ꮚ すᕦ ⏣中⩏人 㤶月進㸨1 小㏕基央㸨2  
ụ⏣ᬗᏊ ᯇ本㝯ྐ ⎰ᯘ㐩比ྂ㸨3 ᐑ㷂༓✑ ᫝ஂဴ㑻㸨4 

 

㸨1⚟ᒸ県保健環ቃ研究所、㸨2⚟ᒸ県保健医療௓護部健康増進ㄢ 
㸨3公┈㈈ᅋ法人⚟ᒸ県すこやか健康事業ᅋ、 

㸨4公┈㈈ᅋ法人 ⚟ᒸ県結᰾予㜵会 
 

1. ⫼ᬒ・目的 
がんによる死亡率低下をᅗる上で、がん検診による早ᮇ発見・治療は重

要なᰕとなる。現在、市町村事業として実施されているがん検診では、検

査法の㑅ᢥや検診実施体ไについての⢭度⟶理はなされているものの、そ

の検査法の⢭度（ឤ度・特異度等）はṤど把握されていない。（ᅗ１） 
ឤ度・特異度等の⢭度指標は、がん登録情報とがん検診受診者情報を照

合することで把握が可能となる。今回、⢭度評価推進のための準備に向け

た、がん登録情報の⢭度や照合స業における技術的ㄢ題の検証を目的とし、

個人情報を༏名໬ฎ理した上で、照合స業を行ったので、その⤒過につい

て報告する。 
 

 
 
 
 
 
 

 ᅗ 1. ◊✲の⫼ᬒ 



JACR Monograph No.23 

第 2部：学術集会੶録 －ポスター౰਻－ 

 144   
 

2. 方法 
H24 年度市町村⫶がん・⫵がん検診受診者情報（H24.4.1㹼H25.3.31 受

診）と、現在利用可能な、H24 年⑕例（H24.4.1㹼H24.12.31 診断）の地

域がん登録情報を照合に用いた。（ᅗ２） 
照合では、ጣ、名、性別、生年月日、住所地の市町村名の５項目を࢟ー

とし、検診受診者情報のうち、検診受診日、1 次検診結果、検診機関が把

握している⢭ᐦ検査結果、またがん登録情報における発見⤒⦋を⿵ຓ的な

情報として用いた。（ᅗ３） 
各情報のጣと名の漢字表記については JIS第２Ỉ準漢字への⤫一ฎ理後、

 。関数による༏名໬ͤを行ったࣗࢩッࣁ

関数：ཎ文からᅛ定㛗の␲ఝ஘数を生成する₇算手法。ཎ文のࣗࢩッࣁͤ

᚟ඖは不能となる。 

 

 
 

 
 

ᅗ 2. ᳨診ཷ診者情報とがん登録情報の照合⠊ᅖ 

ᅗ  基ᮏ情報と照合方法ࢱ࣮ࢹ .3
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3. 結果および考ᐹ 
（１）がん登録のᒆ出⢭度について 
 今回用いた H24 年診断⑕例におけるᒆ出⢭度は、DCN 21.1％、DCO 20.3％、

I/M 2.39であり、国立がん研究センター͆ 全国がん罹患モニタリング集計͇

における県間比較可能な⢭度基準 B（DCN㸺30％、DCO㸺25%、かつ I/MӍ1.5）

を㐩成しており、基♏的要件は㐩成しているものと考えられた。 
（２）照合結果について 
１次検診・⢭ᐦ検査結果がඹに㝧性で、そのうちがん登録情報と一⮴し

把握されたものは、⫶がんで⣙ 66％、⫵がんで⣙ 44％に␃まったが、H25

年診断⑕例の照合によって数್は上᪼するものとᛮわれる。（表１） 

 照合結果のᴫ要について、ᅗ４に示す。５項目一⮴例でも、同一市町村

における同ጣ同名・同一生年月日の人物の存在が、また４項目一⮴につい

ても生年月日の誤り等が᝿定されるため、͆ 住所地詳⣽͇等の新たな情報

による確認が必要と考えられた。 

がん登録における発見⤒⦋が͆検診発見͇でないものは、ᒆ出医療機関

の保ᣢするがん情報に限りがあるためと考えられる。また、１次検診で㝧

性、⢭ᐦ検査結果が㝜性もしくは不明のもので、今回の照合స業によって

初めてがんを把握されたと考えられるものも存在した。 

 

 

 

 

（３）考ᐹ 

照合స業と同一人物の判定は、氏名および住所を用いるのが理᝿的であ

るが、その場合でも、各情報の正確性、ጣの変໬、住所異ື、漢字ࢥーࢻ・

規᱁の不⤫一など、照合項目の不一⮴や判定の不確実性を生じさせる要⣲

は多く存在する。 

表 1. 1ḟ᳨診࣭精ᐦ᳨査㝧ᛶ౛のがん登録情報でのᢕᥱ๭合 
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大㔞のデータを用いた照合స業は、ຠ率面を考慮し、㟁Ꮚ的に実施する

必要がある。今回の検証では、各情報に一定のルールを㐺用し整理するこ

とで、本来個人情報の目視によって回㑊すべき不確実性を低減し、個人情

報をそのまま用いない方法でも、⢭度⟶理指標の把握へと⧅がる可能性が

示၀された。 

今後、照合するがん登録情報を H25年⑕例まで拡大し、より⢭度の高い

照合方法について᭦に検討を行う予定である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

ᅗ 4. 照合⤖ᯝᴫせ 
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ኚ㔞ຠᯝࣔࢹルによる㒔㐨ᗓ┴別がん⨯患ᩘの 

༊㛫᥎ᐃ 

 
加ⱱ᠇一 1  ⏣㎶❳ࣀ௓ 2 ఀ᳃᫴平 2 ⚟஭ᩗ♸ 3 

 
1ᮐᖠ医⛉大Ꮫ、2大阪大Ꮫ、3大阪国際がんセンター 

 
1. ᑟ入   

日本におけるがん罹患の把握においては、真の罹患数のうちどの程度が

把握されているかという完全性が重要な要因となっている。がん登録の完

全性が低い場合、現状を正確に把握できない危㝤性がある。この問題に対

して、回ᖐモデルによる完全性⿵正を施した罹患数の推計法が提᱌されて

きた（Kamo et al. 2007）。しかし、これらは複数の地域から全国್を推

計する仕様になっており、各都道府県へのフ࢕ーࢻバックは出来ないのが

Ḟ点である。そこで本報告では、各都道府県において報告される罹患数の

ಙ頼性を計る指標の一つとして、ΰ合ຠ果モデルにより罹患数をಙ頼区間

として推定した結果を⤂௓する。ල体的には、全国推計における都道府県

ඹ㏻のࣃラ࣓ータ設定に、地域ᕪを変㔞ຠ果としてᑟ入するのと同時に完

全性の⿵正を行った上での罹患数をಙ頼区間により表現する。 

 

2. 方法  

 登録の完全性の指標である DCN 割

合と MI比を変数として、都道府県別

罹患数の区間推定を行う。前述の全

国推計モデルは、都道府県間のᕪ異

を誤ᕪと見೴すことにより、全国ඹ

㏻のࣃラ࣓ータを推定する仕様にな 
ᅗ  の஦後ศᯒࢱ࣮࣓ࣛࣃ .1
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っていた。しかし、ඹ㏻ࣃラ࣓ータ設定に関しては、ベࢬ࢖的アプࣟーチ

によるࣃラ࣓ータの事後分ᕸが多ᓠ性を有す（ᅗ１）ことから、㐺ษでな

いことが分かる。この問題に関して、変㔞ຠ果モデルによりࣃラ࣓ータを

全国ඹ㏻部分と都道府県ᅛ有の部分に分割して推定することをヨみる。 

 

3. 結果  

 2010 年全がん⏨ዪ計の 28 地域

（県名はᅗ２に示す㏻り）におけ

る、がん死亡数、がん罹患数、DCN

数を用いて、都道府県別がん罹患

数の区間推定（95%ಙ頼区間）結

果をᅗ２に示す。ᶓ㍈は DCN割合、

⦪㍈は MI 比を表し、各プࣟット

の面✚は罹患数に比例する。ᅗ中

の直⥺は、DCN 割合㸻0%が㐩成さ

れた際の MI 比が全国一定である

௬定の下で、MI 比を DCN割合でㄝ明する回ᖐモデルにより推定された回ᖐ

直⥺を表す。MI 比のಙ頼区間は罹患数のಙ頼区間を死亡数で除し、MI 比

のಙ頼区間に変᥮したものである。 

 

4. 考ᐹ   

都道府県別のがん罹患数について、そのಙ頼区間をΰ合ຠ果モデルによ

りᵓ⠏した。このことにより、登録の完全性が低い状ែにおいても実際に

罹患数がどの程度発生しているのか、その「可能性」を▱ることが可能と

なった。また、区間ᖜにᙳ㡪を୚える要因として、実測್とᮇᚅ್の஋㞳、

DCN 割合が観測された。今後、全国がん登録により完全性の高い情報が得

られれば、本結果のጇ当性を検証することが可能となる。 

  

 

ᅗ 2. MIẚのಙ㢗༊㛫᥎ᐃ⤖ᯝ 
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㛤ጞᮇのがん登録஦ᴗにおける精度ᣦᶆに࠸ࡘて 

 
⏣ῲ 健  

 
都立駒込病院㸪東京都地域がん登録ᐊ 

 
東京都では㸪2012年罹患集計を 2017年 7月に正ᘧに公表するに⮳った．

研究事業としての全国がん罹患モニタリング集計（MCIJ）2012 年∧の報

告は㸪2016 年 3 月に公表されており㸪多くの都道府県での罹患集計も同

様な時ᮇに比べると㸪1 年㏆く遅くなっている．公表が遅くなったのは㸪

事業開始年のため㸪ᒆ出が⥲体的に後れがちであったため㸪⢭度が十分確

保できなかったというのが大きな理⏤である．そこで㸪最初に㸪事業開始

年の東京都地域がん登録罹患集計の⢭度向上の⤒過について⤂௓し㸪次に㸪

事実にᛅ実な⢭度指標の表現方法を検討し㸪最後に事業開始年の⢭度向上

には時間を要することについて㸪࣑ࣗࢩレーࣙࢩンモデルで検証した． 
がん登録の⢭度指標として㸪DCN(Death Certificate Notification)や

DCO(Death Certification Only)が用いられる．これらの⢭度指標は㸪事業

開始ᮇの場合㸪ᜏᖖ的に実施してきた場合とは様┦が異なる．我々は㸪前

回の本Ꮫ術集会において㸪罹患集計対象年より数年以上㸪少なくとも 3 年

以上前からの診断年のᒆ出を཰集しておかないと㸪DCN 割合を 20%未満

とするのは㞴しいことを示した． 
DCN 割合は㸪本来㐳り調査開始前の時点で評価するべきであるが㸪計

測タ࣑࢖ングは明示されないことが多い．本✏では㸪事業開始ᮇはᒆ出票

受㡿の㑄ᘏが目立つため㸪DCN 割合の計測タ࣑࢖ングを後にずらすと「本

来の DCN 割合」よりも低್となり㸪意ᅗ的でなくても実ែよりも⢭度を

よく見せてしまう可能性があることを㸪まずは明らかにしたい． 
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東京都が地域がん登録事業を開始した2012年の受㡿の⤒時的推⛣をᅗ1

に示す．がん診療連携拠点病院等による院内がん登録全国集計の提出時ᮇ㸪

地域がん登録時代の DPC 係数にかかる提出ᮇ限において集中してᒆ出票

を受㡿している．ᒆ出ᮇ限は地域がん登録標準手㡰に準拠して診断年⩣年

ᮎに設定したが㸪その段㝵の DCN は 37.8%に㐩していた．地域がん登録

事業は医療機関のᒆ出に法的ᙉไ力がなく㸪事業開始ᮇには医療機関への

がん登録事業の認▱度が不十分であるため㸪ᒆ出ᮇ限にもかかわらずᒆ出

は㑄ᘏしていた． 

がんで亡くなった大༙の方は㸪亡くなった年よりఱ年も前に罹患してい

ることが多いが(ᅗ 2)㸪その場合㸪事業開始ᮇでは㸪過ཤのᒆ出がないため㸪

照合が出来ずに DCN 高್に␃まっていた．このことは㸪死亡票࡯どでは

ないものの㸪ᒆ出票についてもゝえることである(ᅗ 2)．そこで院内がん登

録をこれまでに行ってきた拠点⣔病院に過ཤ⑕例の要ㄳしたところ㸪2016

年 4 月 1 日には㸪DCN が 18.0%㎾低下した．そこで㸪㐳り調査を 2016 年

7 月 1 日-9 月 30 日の間で実施した．それをዎ機に㸪新規ᒆ出票も᭦に提出

され㸪最終的に DCO が 13.3%㎾低下した．௵意のᒆ出ไ度による地域が

ん登録のᒆ出は⩏務ではないため㸪⥙⨶的に཰集されるのは㞴しい状況で

あり㸪事業開始 5 年後の現在でも初年診断分ᒆ出票を受㡿しているのが実

情であった． 

ᅗ 1 
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上記の状況を㸪DCN 割合の計測のタ࣑࢖ングの観点から定ᘧ໬して記

述する． 
R(t)を時้(日時)t(>0)におけるᒆ出票受㡿件数とすると㸪R(t)は増加関数

ᅗ 2. ┿のᙜ年⨯患と集計ୖのᙜ年⨯患 

ᅗ 3. DCN計 のࢢ࣑ࣥ࢖ࢱ 
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(㝵段関数)である． 
また㸪RD(t)を死亡票と照合できるᒆ出票㸪RnoD(t)を死亡票と照合出来な

いᒆ出票とすると㸪RD(t)㸪RnoD(t)いずれも増加関数となり㸪R(t)は୧者の

࿴である㸹 
R(t)= RD(t)+ RnoD(t)． 
一方㸪D を確定死亡票件数とする．これは㸪死亡年⣙ 1 年後㎾に確定す

る．実際㸪それ以降の⛣㏦分㸺0.1%であるので㸪時間に依存しない定数と

して扱うことが可能である． 
時้定⩏を次の様に行う． 
t1 は㐳り調査を開始した時点㸪t2 は最終集計を行った時点とすると㸪t1 

<t2である． 
R(t) , RD(t), RnoD(t)は増加関数(㝵段関数)であるので㸪 
R(t1)<R(t2)㸪 
RD(t1) <RD (t2)㸪 
RnoD (t1)<RnoD (t2)㸪 
であり㸪また㸪 
RD(t2)= RD(t1)+ RD(t1≤ t≤t2), 
RnoD(t2)= RnoD(t1)+ RnoD(t1≤ t≤t2), 
と表現できる． 
DCN(t)を時้ tにおけるDCN件数とすると㸪DCN(t)=D- RD(t)である． 
DCNo を報告すべき DCN 件数(時้ t1 で集計した定数್)とすると㸪

DCNo=DCN(t1)である． 
DCO を報告すべき DCO 件数(時้ t2 で集計した定数್)とすると㸪

DCO=DCN(t2)である． 
Inc(t)を時้ t の時点で報告した場合の罹患数とすると㸪 

Inc(t)=Inc(t)=D+ RnoD(t) 
 となる． 

Increpを集計上の罹患数(時้ t2で決まる)とすると㸪 
Increp=Inc(t2)=D+ RnoD(t2) 

 となる． 
DCNR(t)を時้ t の時点における DCN 割合とすれば㸪 
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DCNR(t) =
DCN(t)

Inc(t)
=

D− RD(t)
D + RnoD(t)

 

である． 
DCNoR を報告すべき DCN 割合(定数್)とすれば㸪 

DCNR0 =
DCN(t1)
Inc(t1)

=
D− RD(t1)
D + RnoD(t1)

 

である． 
D-RD(t1)=D-RD(t2)+ RD(t1≤t≤t2)= DCN(t2)+RD(t1≤t≤ t2)=DCO+ 

RD(t1≤t≤t2)㸪 
 D+RnoD(t1)=D+RnoD(t2)- RnoD(t1≤t≤ t2)=Inc_rep- RnoD(t1≤t≤ t2)であ

るから㸪 

DCNR0 =
DCO + RD(t1 ≤ t ≤ t2)

Increp − RnoD(t1 ≤ t ≤ t2)
 

 と表現される． 
RD(t1≤t≤t2)は㐳り調査によって確認したがんである．また㸪RnoD(t1≤t≤ t2)

は㸪㐳り調査をዎ機に新規ᒆ出されたがんである． 
また㸪DCOR を報告すべき DCO 割合(定数್)とすると㸪 

DCOR =
DCO

Increp
=
DCN(t2)
Inc(t2)

=
D− RD(t2)
D + RnoD(t2)

 

と表現できる． 
RnoD(t1 ≤t≤t2)は㸪㏻ᖖ㸪0 に㏆いことがᬯ㯲の஢解である(㐳り調査以降

新たなᒆ出はない)．DCN 割合(t1における)と DCO 割合(t2における)を比

較すると㸪DCN 割合は㸪分Ꮚとして RD(t1≤t≤t2)が増分となるのみならず㸪 
RnoD(t1 ≤t≤t2)の分が減じるため㸪DCN 割合(t1における)はより DCO 割合

に比較してより大きな数್となるはずである．特に㸪事業開始ᮇには㐳り

調査後に新規ᒆ出された部分が少なくないため㸪DCN 割合と DCO 割合が

஋㞳するのが㏻ᖖである． 
DCN 割合をཝᐦに計測するためには㸪ᒆ出票登録に際して㸪ᒆ出票受

㡿日を正しく記録されていることが必要である． 
次に㸪実際にᒆ出票受㡿の時間的推⛣が不ᆒ一になり㸪時として㑄ᘏす

るかについて㸪検討する．ᒆ出票受㡿の時間的推⛣は計数過程(counting 
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process)とᤊえられる．ල体的にモデル໬する際はポアࢯン分ᕸに基づく

ポアࢯン過程によって行う．各病院等からのᒆ出はそれࡒれ⊂立かつᕼ少

な現象であると௬定する．実際のᒆ出では院内がん登録全国集計への一ᩧ

提出があるため㸪⊂立性やᕼ少性は必ずしも担保されていない．受㡿㢖度

がᖖに一定であるとした定ᖖポアࢯン分ᕸ(homogeneous Poison process)
では計算がᐜ᫆だが実ែとは஋㞳する．実際のᒆ出は受㡿㢖度が異なるた

め㸪㠀定ᖖポアࢯン過程(inhomogeneous Poison process)を用いるのが㐺

ษであろう． 
そこで㸪定ᖖポアࢯン過程に対して㸪஘数を᥃け合わせ㸪๐ぎⴠとし法

(thinning algorithm)によって㸪㠀定ᖖポアࢯン過程に従う事象をస成す

ることにより㸪ᒆ出票受㡿の⤒時的推⛣の࣑ࣗࢩレーࣙࢩンを行った．診

断年後最㛗ᒆ出ᮇ間が 3.5 年となるように時間変数を調整した． 

 
㠀定ᖖポアࢯン過程による࣑ࣗࢩレーࣙࢩンは㸪診断年当初のᒆ出がṤ

ど発生しないことと㸪ある一定㔞までᒆ出が行われた後でもഹかながらᒆ

出が続くことが示され㸪現実のᒆ出実ែを㸪㠀定ᖖポアࢯン過程で表現す

ることが可能であった．ᒆ出が遅ᘏし㸪なかなか定ᖖ状ែにならず㑄ᘏす

ᅗ 4. ᒆฟ票ཷ㡿の᫬㛫ⓗ᥎⛣の㠀ᐃᖖࣥࢯ࢔࣏㐣⛬による࣑ࣗࢩレ࣮ࣥࣙࢩ 
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る場合があり得ることが示された．院内がん登録全国集計提出時ᮇのよう

な要因は本࣑ࣗࢩレーࣙࢩンでは全く考慮していないが㸪ラン࣒ࢲな⧞り

㏉しによってᒆ出が一定時ᮇに集中したり㸪㑄ᘏする現象が発生しうるこ

とが示された．㏻ᖖは同一の医療機関が多数のᒆ出票を同一時ᮇにᒆ出を

行っているので㸪現実に㏆い状況を࣑ࣗࢩレーࣙࢩンするにはᙉ度関数

(intensity function)のไᚚが必要と考えられる． 
事業開始ᮇの罹患集計の⢭度向上には㸪数Ꮫ的にも限⏺があることが示

された．⢭度が不十分な場合㸪少数件数データのಙ頼度が減少することが

が㸪データ公表に当たっての問題となる．しかし㸪そのことは㸪一⯡的に

は㸪ླྀ述的な表現に␃まり㸪᭕᫕さがྰめないことが多い．本検討は㸪ླྀ

述的な表現に数㔞的な評価を加えることにある程度成ຌしたと考えてい

る． 
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㒔㐨ᗓ┴別᥎計がん⨯患ᩘと実 ⨯患ᩘのẚ㍑ 

 

ᇼ ⱆஂ⨾ 1 ∦㔝⏣ ⪔ኴ 1 ᯇ⏣ ᬛ大 2 ᰘ⏣ ளᕼᏊ 2 

 
1国立がん研究センター がん対策情報センター  

がん⤫計・⥲合解ᯒ研究部、 
2国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター 

 
1. ⫼ᬒ・目的 
現在、日本のがん罹患数を報告している全国がん罹患モニタリング集計

（Monitoring of Cancer incidence in Japan: MCIJ）では、登録⢭度の低

い地域のᙳ㡪による全国罹患数の過少推計を㜵ࡄため、登録⢭度が高いと

されるいくつかの地域の登録データのみを推計に利用している。MCIJ に

おいて登録⢭度は DCO%、DCN%、IM 比を利用して評価される。本研究

では登録⢭度の高い地域のがん登録データを利用して都道府県別推計罹

患数を算出し、それࡒれの都道府県の実測罹患数と比較した。 
 

2. 方法 
利用データ㸹2011 年のがん罹患数および死亡数を利用して 2011 年の都

道府県別推計がん罹患数を性別、部位別に算出した。利用した罹患数は

MCIJ2011 の全国罹患推計に利用された 14 地域（ᒣᙧ県、ᰣᮌ県、⩌㤿

県、新₲県、⚟஭県、ឡ▱県、⁠㈡県、ᓥ᰿県、ᒸᒣ県、ᗈᓥ県、ᒣ口県、

㤶ᕝ県、㛗ᓮ県、⇃本県）の地域がん登録データに基づく集計್である。

これらの 14 地域は日本の全人口の 
22.2%を༨め、推計利用地域の平ᆒ DCN%、平ᆒ DCO%、IM 比はそれࡒ

れ 11.9%、5.3%、2.31%であった。がん死亡数は人口ືែ調査の 2011 年

死因別死亡数を利用した。 
推計モデル㸹IM 比は年㱋㝵⣭にのみ依存し、都道府県によるᕪはない

と௬定した。初めに、全国がん罹患推計್に利用された 14 地域の実測が

ん罹患数、同地域のがん死亡数から部位別、性別、年㱋㝵⣭別に IM 比を
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推定し、推定した IM 比で都道府県の部位別、性別、年㱋㝵⣭別死亡率を

除することで推計罹患数を算出した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 結果・考ᐹ 
全がんにおける推計の結果を示す。実測罹患数が推計罹患数と比較して、

20%以上少ない地域は、༓ⴥ県、⚄ዉᕝ県、㮵ඣᓥ県、10％以上 20％未満

少ない地域は㟷᳃県、⚟ᓥ県、Ⲉᇛ県であった。反対に推計罹患数より実

測罹患数が 20%以上多い地域は㛗㔝県、10％以上 20％未満多い地域は㤶

ᕝ県であった。残りの 31道府県では推計罹患数と実測罹患数のᕪはs10%
未満であった。都市部など他県での診断例が多いと推ᐹされる県、DCN%
がⴭしく高い県で過少推計が㢧ⴭであった。IM 比が 14 県平ᆒ್と大きく

異なる一部の県では、推計್のጇ当性が低い可能性があるが、今回の結果

によって、⢭度が高いとされる 14 県以外でも推計罹患数と実測罹患数の

ᕪは大きくなく、ά用可能な罹患集計್として評価できる。本研究ではデ

*1 (実測罹患数-推計罹患数)¹推計罹患数�100 
*2 MCIJ2011 集計時点 

㸩20%以上 

s 10% 以
㸫10%以上 20%未満 

㸩10%以上 20%未

㸫20%以上 

2011 年罹患数未集計* 

推計罹患数に対する実測罹患数のᕪ*1 

ᆅᅗ㸸᥎計⨯患ᩘと実 ⨯患ᩘのẚ㍑㸦2011年、඲がん、⏨ዪ計㸧 
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ータ未提出県における罹患数も推計されており、㏆年から罹患集計を開始

した地域、また全国がん登録によって大ᖜな登録⢭度の向上が見込まれる

地域にとって、本研究で算出される推計罹患数は全国がん登録で明らかと

なる実測罹患数と比較する際のベースラ࢖ンとしてᮇᚅできる。 
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院内がん登録ࢱ࣮ࢹの院内でのά用 

 

ኴ⏣ᝋᏊ  
東㏆Ụ⥲合医療センター 

 
1. はじめに 
 院内がん登録 2016 年⑕例から「院内でのά用」とゝう文ゝが法律で

明文໬された。 
⁠㈡県がん登録推進部会でも今年度からのάືとして、各施設の院内での

ά用事例発表等がồめられる。国策として第 3 ᮇがん対策推進基本計画策

定の「がん診療提供体体ไについて」現状とㄢ題に、我が国では高㱋者が

増加し、がん以外にే存⑌患をもつがん患者への対応の重要性が指摘され

ている。 
 
2. 目的 
 当院のがん登録データのうち、⫵⒴についてే存⑌患を調査することで

得られる情報を「院内でのά用」としてフ࢕ーࢻバックする。 
 
3. 方法 
 2014 年、2015 年院内がん登録データから、⫵⒴（C34）⑕例区分(1.2.3)
の 223 件をᢳ出し、ే存⑕をే存⑌患別、ႚ↮指数別（1000 以上、600
以上、200 以上、200 未満、無）で調査した。 

これらの項目は、⭘⒆情報࢟ࢸストからᢳ出した。重要とされるే存⑕

については、一部 NCD の項目を参考とした。 
 
4. 結果 
 ⫵⒴⑕例全体から、ే存⑕の高⾑ᅽ⑕が 43.9%、⫵Ẽ⭘が 39.9%、⢾ᒀ

病、࿧྾ჾ⑌患が 22.4%、ච␿⑌患 18.4%、がん既  16.6% であった。

これらのే存⑕は、60 ṓ代、70 ṓ代、80 ṓ代に多く、⫵がん患者数と比

例している。ႚ↮指数については⏨性がዪ性の⣙ 3 ಸの罹患数に対して、
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⏨性の BI=1000 以上は 97.4% BI=600 以上は 81.4%であった。ዪ性は、

ႚ↮Ṕ無しが 40%であり、不明以外のႚ↮指数の平ᆒが 834、中央್が 828、
標準೫ᕪ 676 であった。 

⁠㈡県全国集計提出後データから 11/13 施設の年㱋分ᕸにおいて、施設

別登録数に༨める 71 ṓ以上のがん患者の割合は、平ᆒ 45.2％に対して、

当院は 59.1％であった。 
5. 考ᐹ 
 今回は、⫵⒴患者だけをᢳ出して集計を行った。当院の 2 年分の院内が

ん登録 ⫵⒴ （⑕例区分 1.2.3）223 件から、ే存⑕をもつがん患者のే

存⑌患別では、⫵Ẽ⭘が 60 ṓ代から 80 ṓ代で 87％を༨め、高⾑ᅽ⑕、

⢾ᒀ病も 90％を༨めた。 
また、⫵⒴のリスク因Ꮚであるႚ↮指数は 1000 以上、600 以上の割合が

多く、特に⏨性のႚ↮指数は、1000 以上が 97.4％、600 以上が 81.4％で

あった。 
 

6. 結語 
 今後はがん患者全体のႚ↮指数、ే存⑕等で検定を஺えた分ᯒを行いた

い。 
高㱋者の多い医療ᅪとして、このようなデータをフ࢕ーࢻバックし、検診

受診、⚗↮ၨ発につなげていける⣒口になればと考える。 
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院内がん登録⤫計集సᡂからぢ࠼てࡓࡁᙜ院の≉ᚩ 

 
ᒣ口真理Ꮚ ᰩཎ有▱Ꮚ すᇉ㈗Ꮚ 平ᯇ律Ꮚ すᑿ΅ ᐩỌ正ᐶ 

 
රᗜ県立がんセンター がん登録ᐊ 

 
1. はじめに 

当院は、රᗜ県の都道府県がん診療連携拠点病院（がんᑓ㛛病院）とし

て東᧛☻や⚄ᡞ医療ᅪを中ᚰに多くのがん診断・高度ᑓ㛛治療を行ってい

る。᫛࿴ 39年よりがん登録を開始し、保存体ไが整ったのは᫛࿴ 60年か

らで、より高度でᑓ㛛性を備えた部署として平成 24年 4月 1日にがん登

録ᐊが発㊊した。発㊊から院内がん登録の年報をどのようなᙧでస成する

かがㄢ題であった。今回⤫計集をస成し、全国と比較したことで自施設の

特ᚩを明確にできたのでここに報告する。 

 

2. 方法 

⤫計集の内ᐜは、以下の項目で集計し全国・රᗜ県・自施設で比較した。 

1) 全体集計として(1)登録数の年次推⛣（2011年㹼2013年診断⑕例）、(2)

⑕例区分、(3)部位別登録件数、(4)年㱋の割合、(5)診断時住所別登録件

数、(6)来院⤒㊰、(7)発見⤒⦋、(8)診断᰿拠  

2) 部位別集計として(1)⫶、(2)大⭠、(3)⫢⮚、(4)⫵、(5)ஙᡣ、(6)前

立⭢、(7)Ꮚᐑ㢕部、(8)⮅⮚、(9)㣗道 

 

3. 結果 

1)  登録件数の年次推⛣では、がん登録ᐊが登録した件数の変㑄が明確に

なった。 

そして全国集計結果から全国でも上位の登録数であった。これをもとに、

院内掲示を行い、がんフ࢛ーラ࣒で情報提供した結果、実施後のアンࢣー

トから「Ᏻᚰに⧅がった」という患者の意見があった。 
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3,519  3,890  4,132  
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1,751  1,832  1,990  
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全య ⏨ᛶ ዪᛶ 

(௳) 

2) 2013 年⑕例区分では全国・රᗜ県と比較して他施設診断・自施設治療

の割合が高く特に⫶・㣗道⒴は 50%以上を༨めている。 
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⮅⮚ 

㣗㐨 
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἞⒪ 
௚᪋タデ᩿䞉⮬᪋タ

἞⒪ 
἞⒪㛤ጞᚋ 

๗᳨の䜏 

登録௳ᩘの年ḟ᥎⛣㸦඲国ᒆฟ⥲ᩘ㸧 

 㸧2013年診断ࡾ⑕౛༊ศ 㒊఩別㸦ᙜ院の⤫計集よۀ

 



JACR Monograph No.23 

第 2部：学術集会੶録 －ポスター౰਻－ 

 
 

163 
 

3) ⮅⒴においては自施設診断・自施設治療の割合が、年々増えている。 

 

 

また、全国と比較して⮅⒴ 0ᮇの診断割合は高くなっている。 

 

4) 部位別登録件数では、Ꮚᐑ㢕⒴が⫵に次いで登録数が多く、2013 年診

断⑕例は 416件で全国とスࢸーࢪ別に比較すると 0ᮇ(CIN3/CIS)の割合が

高く、Ꮚᐑ㢕⒴の⣙ 70%を༨めている。また、Ꮚᐑ㢕⒴の年㱋ᒙ別割合で

は 40 ṓ未満が多い。そして、全国集計結果からᏊᐑ㢕⒴は、全国で 1 番

多い登録数であった。 

 

4. 考ᐹ 

1) については、がん登録に特໬した部署が発㊊し㐺正にがん登録を行

えるような体ไができたことが患者㑏ඖにつながった。2) については、

他施設診断・自施設治療が多い理⏤として、当院はがんᑓ㛛病院であるた

め、他施設で診断された患者が治療は当院をᕼᮃされることや様々な治療

法の組み合わせが可能であり、チー࣒医療による㐺ษな⟶理が行える体ไ

が整っていること等が考えられる。3) については、㉸㡢Ἴ内視㙾生検

（EUS-FNA）ができるようになり、より詳⣽な診断が自施設で行えている

ことがᙳ㡪していると考える。4) については、Ꮚᐑ㢕⒴の 0ᮇ⑕例の多

さは、検診のᬑ及とරᗜ県全体や他府県からも⤂௓を受けていることが要

因と考えられる。 

今回、3年間の⤫計集をస成し、全国と比較したことで当院のがん診療

の実績や特ᚩを把握できた。また、院内や院外へ情報発ಙすることもでき

3.4% 

6.8% 

9.2% 

35.6% 

53.4% 

74.7% 

61.0% 

32.9% 

10.3% 

6.8% 

5.8% 
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た。そしてఱより実務者の登録に対する理解度が高まり⢭度向上につなが

った。 

 

5. 結語 

院内がん登録⤫計集のస成をすることは、当院の特ᚩの把握と登録の⢭

度向上に⧅がった。 
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἞⒪㛤ጞᚋ⑕例から䜏䛘たᙜ㝔䜈のཷデ≧ἣ 

 

▮㔝 ᖾᏊ 1 ▮㔝 Ύஂ 2 

 

1῭生会今治病院 医療情報ㄢ、2῭生会今治病院 医事ㄢ 

 
1. 目的 

当院はឡ፾県今治市に位置する中規ᶍ病院で、ᅪ域内၏一のがん診療連

携拠点病院でもある。がん登録数はᚎ々に増加し、2015 年は 785 件であ

った。 
当院の診断年が 2011 年から 2015 年までの⑕例区分割合（ᅗ 1）をみる

と、治療開始後⑕例が༨める割合は⣙ 25％と高い割合を༨めていた。他施

設にて治療を開始後、当院へ来院していることより、今治ᅪ域での当院の

ᙺ割を検討した。     

 
 

 
 

7.5% 

9.9% 

7.7% 

7.4% 

10.2% 

48.7% 

48.3% 

52.3% 

55.5% 

50.0% 

21.5% 

16.4% 

14.7% 

12.6% 

14.9% 

22.4% 

25.4% 

25.0% 

24.6% 

24.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2011年 
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2013年 
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2015年 

診断のࡳ ⮬診⮬἞ ௚診⮬἞ ἞療㛤ጞ後 ࡑの௚ 

ᅗ 1. 診断年別 ⑕౛༊ศ๭合 
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2. 方法 
2011 年から 2015 年診断 治療開始後⑕例の診断時住所や来院目的、ま

た、診断時住所が今治ᅪ域のஙᡣにὀ目し受診状況を確認した。 
 

3. 結果 
診断年 2015 年の⑕例区分は、治療開始後⑕例が 24.9％（194 件）を༨

めており、主な治療内ᐜは、放ᑕ⥺治療で（127 件）だった。担当医療ᅪ

である今治医療ᅪの登録は 142 件 担当医療ᅪ外が 52 件で、うち当院に

㞄᥋する新ᒃ὾・す条ᅪ域では初回治療を行っているが、それ以外のᅪ域

外では治療開始後⑕例が多かった。 
ஙᡣの診断年 2015 年の⑕例区分割合（ᅗ 2）をみると、診断のみ 13.8％

と治療開始後 40.0％で、ឡ፾県全体の診断のみ 4.5％ 治療開始後 14.2％
と比較すると高い割合であった。診断のみで登録が終஢した⑕例の⤂௓先

医療機関としては、ឡ፾県内のがんᑓ㛛病院が一番多かった。2011 年から

2015 年に診断のみで登録した 25 件のうち、その後෌来院がなかったのは

18 件、ఱらかの治療のために෌来院した⑕例が 7 件あった。治療開始後⑕

例の来院⤒㊰は、⣙ 90%以上が⤂௓で主な⤂௓ඖ医療機関は今治市内のங

⭢⏥状⭢外来がある一⯡病院とᯇᒣ市内のがんᑓ㛛病院で、来院目的とし

て放ᑕ⥺治療が多かった。 

 
 

7.9% 

4.7% 

2.9% 

5.3% 

13.8% 

34.9% 

48.4% 

47.8% 

36.8% 

40.0% 
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2015年 

診断のࡳ ⮬診⮬἞ ௚診⮬἞ ἞療㛤ጞ後 ࡑの௚ 

ᅗ 2. ஙᡣ 診断年別 ⑕౛༊ศ๭合 
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4．まとめ 
当院では、㢌㢕部への低౵くな放ᑕ⥺治療を行うサ࢖バー࢖ࢼフがあり、

また、今治ᅪ域では၏一リニアックがある施設のため、治療開始後⑕例で

は放ᑕ⥺治療目的の登録が多かった。今治ᅪ域で当院は、㢖回な受診がᅔ

㞴な時、地ඖでの治療をᕼᮃしたときに必要とされていると考える。 
ஙがん治療において当院は、診断から治療まで、また、治療の一部分の

みを担当し、他施設と当院で今治ᅪ域内にてがん治療を完஢することがで

きていた。 
ஙがんの診断のみ・治療開始後⑕例から、今治ᅪ域外へのὶ出先が判明

したが、他の部位でも診断のみ・治療開始後⑕例から今治ᅪ域外へのὶ出

要因を検討する必要がある。 
 
 
引用文献 1）がん登録でみるឡ፾県のがん診療 2015 年 院内がん登録

より 
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ᯇᒣ㉥༑Ꮠ病院ᢸᙜ་療ᅪにおける院内がん登録 

 

 
⏣村⣧Ꮚ 上⏥♸一 ᯇ本早⣖ ▮㔝⹒ 㷂ᒣ可ዉᏊ 新⏣⏤᲍ 

 
ᯇᒣ㉥十字病院 医療情報⟶理ㄢ 

 
1. 当院の基本情報 
 ᯇᒣ㉥十字病院(病ᗋ数 681 ᗋ)は、ᯇᒣ市の中ᚰ部໭に位置する地域医

療支援病院である。2007 年 1 月にがん診療連携拠点病院の指定を受けた。

2015 年院内がん登録では、大⭠・⫶・⫵・前立⭢・⫢⮚が上位５部位で

あった。年㱋別ᵓ成では、70 ṓ以上の割合は 57.7％で、高㱋໬進行県で

あるឡ፾県の割合より高い。 
 
2. 担当医療ᅪにおける院内がん登録件数 
当院の担当医療ᅪは、「ᯇᒣ医療ᅪとඵᖭ὾・大Ὢ医療ᅪ」であり 95％

前後を༨める。なかでも病院所在地であるᯇᒣ市は 75％と登録の大༙を༨

めている。ᯇᒣ医療ᅪには他に、本ᗇ区域をᣳんで㏆᥋する市の中ᚰ部༡

に位置するឡ፾県立中央病院（地域医療支援病院）、㑹外にᅄ国最大のが

んᑓ㛛病院であるᅄ国がんセンターと県下၏一の大Ꮫ病院であるឡ፾大

Ꮫ㝃ᒓ病院の３拠点病院がある。その中で、院内がん登録診断時住所から

みる当院の患者ື向を調査した。 
 

3. 院内がん登録診断時住所と来院⤒㊰からみる患者ື向 
患者の診断時住所をᯇᒣ市内 7 区域(44 地区)に置き᥮え、患者ື向を見

た。都市部である本ᗇ区域、໭区域、東区域からの登録件数は、実数、人

口あたりの件数ともに多く、過␯地のᪧ中ᓥ地区・ᪧ໭条地区では、実数

は少なくとも人口あたりの登録件数は多い。一方、本ᗇ区域の༡側には県

立中央病院が有り、それ以༡の区域登録件数は、実数、人口あたりの件数

ともにすくない。区域別の⮚ჾ割合を見ると、各区域で大きな㐪いはない。
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（ᅗ 1、ᅗ 2） 

 
 

 
 

 
しかし、県立中央病院を間にᣳむため患者の少ない༡区域の中でも、市

内最大の人口を有する▼஭地区は登録件数が多く、ᯇᒣ市࿘㎶の登録患者

の来院⤒㊰別では、ࠗ 他院からの⤂௓࠘が 4 番目に多い地区であった。（ᅗ

3）また、その⤂௓ඖを確認すると、▼஭地区の病院が 49.4％を༨めてい

ᅗ 1．7ᆅᇦ別院内がん登録実ᩘ 

ᅗ 2．ேཱྀ 10୓ேࡾࡓ࠶の 7༊ᇦ別登録ᩘ 
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た。 
 

 
 
 

当院は、ᯇᒣᅪ域の中央部と໭部からのがん患者の来院が多く、県立中

央病院のある༡部、す部の患者は少ないが、▼஭地区を含め⮚ჾ割合（ᅗ

4）や⤂௓比率は໭部と大ᕪない。当院は病院自㌟のࣈランࢻと関連病院

との連携で㑅ᢥされている病院であるというጼが見える。 
 

 
 
 
4. 今後の取り組み 

自施設において院内がん登録は認▱度も低く、そのデータは十分にά用

できていないのが現状である。今後は、それࡒれの登録項目の特性を理解

し、当院のᙺ割やᙉみ・ᙅみを明らかにできるデータά用のため、院内は

もちろん、院外の連携医療機関に対してもわかりやすく情報発ಙできる院

内がん登録データの利ά用に取り組んでいきたい。 
  

ᅗ 3．ᆅ༊別᮶院⤒㊰別登録௳ᩘ 

 

ᅗ 4.▼஭ᆅ༊とᯇᒣᕷ内඲体⮚ჾ別๭合 
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༓ⴥ利᰿ᕝỈ⣔におけるがんの㧗⨯患率のཎᅉ✲᫂ 

 
中村ὒᏊ 高ᒣ႐⨾Ꮚ ୕上᫓ኵ Ọ℩ᾈ႐ 

 
༓ⴥ県がんセンター研究所 

 
1. ⫼ᬒ・目的 

 ༓ⴥ県ではがんの実ែを把握するために、全国に先㥑け全県レベルでが

ん登録に取り組み、がんの罹患率や死亡率の調査を 1975 年から༓ⴥ県⾨

生部（現健康⚟♴部）を事業主体とし、「༓ⴥ県がん登録事業」として行

ってきた。༓ⴥ県の人口は、⣙ 622 ୓人(2015年)、年間のがんによる死亡

者数は、⣙ 1.64 ୓人(2015年)である。2015年ᮎまでの登録件数は、⣙ 67

୓件に㐩し、罹患率、地域別の罹患状況を⤒時的に把握し、がん対策の基

♏㈨料を提供してきた。 

この中で、利᰿ᕝỈ⣔にがんの集✚が認められることが分かった。これ

には利᰿ᕝὶ域での㓺Ἔ文໬、㣧Ỉや㣗生άの関୚が示၀されてきた。一

方で、利᰿ᕝは、Ṕྐ的に物㈨の㐠ᦙにά用されỈ⣔にἢった集ᅋの⛣ື

が行われてきた。 

 本研究では、この利᰿ᕝỈ⣔のがんឤ受性（がんになりやすい）集ᅋが

㑇ఏ的にがんのឤ受性を保ᣢしており、このࣄトのὶれががん罹患率の上

᪼につながっている可能性を検討する。 

 

2. 方法 

 日本多施設ඹ同ࢥー࣍ート研究（J-MICC Study）༓ⴥ地区では、2006 年

から、個人の体質とがんに罹患した県民との関係を調査している。これま

でに利᰿ᕝỈ⣔ἢいの༓ⴥ県༳す市、我ᏞᏊ市、᯽市の健ᖖ人を対象に、

⣙ 8,100 名の⾑ᾮ検体が集まっている。この検体の中で、比較的早ᮇにが

んを発⑕したリスクグループ及び 70 ṓまでがん発⑕を認めていない㠀リ

スクグループの⾑ᾮ検体を用いてがんに関連した㑇ఏᏊ 409個の࣒ࣀࢤ㓄
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ิ解ᯒを行った。現在までに、⫶がんを発⑕したグループ 40 ⑕例、大⭠

がんを発⑕したグループ 43⑕例、ஙがんを発⑕したグループ 40⑕例、前

立⭢がんを発⑕したグループ 28⑕例と 70ṓまでがんの発⑕を認めていな

い㠀リスクグループ 33⑕例の㓄ิデータを比較した。 

 

3. 結果 

 その結果、⫶がん発⑕に関連した㑇ఏᏊ 2個、大⭠がん発⑕に関連した

㑇ఏᏊ 3個、⫶がん、大⭠がん、ஙがん、前立⭢がんにඹ㏻して発⑕に関

連した㑇ఏᏊ 2個に╔目した。さらに、༓ⴥ県内の病院⑌患࣍ࢥート⑕例

においてがん発⑕ឤ受性への関୚を検討した。その中の最も⯆味῝い１㑇

ఏᏊについて、現在がんに関連した機能解ᯒを進めている。 

 本地域のがんឤ受性のཎ因を解明することで、がんの予㜵、特定検診へ

の受診່ㄏ、早ᮇがん発見率の向上、୪びに国内へのがんឤ受性集ᅋの拡

ᩓ状況等を将来的に把握でき、ᗈくがん対策にᐤ୚できると考える。 

  



JACR Monograph No.23 

第 2部：学術集会੶録 －ポスター౰਻－ 

 
 

173 
 

ᆅᇦがん登録利用によるཎ⇿⿕⇿者における 
ᆅ⌮ࢱ࣮ࢹをྵࡴໟᣓⓗ⎔ቃせᅉと⒴⨯患率に 

㛵ࡍる◊✲ 
 

㏆⸨ஂ⩏ 1 早⏣みどり 2 Ọྜྷ明Ꮚ 3 ྜྷ⏣໷Ⰻ 3 高村᪼ 1 

 
1㛗ᓮ大Ꮫཎ⇿後㞀ᐖ医療研究所、2放ᑕ⥺ᙳ㡪研究所 㛗ᓮ、 

3㛗ᓮ県がん登録ᐊ 

 

1. ⥴ ゝ 

㛗ᓮ市ཎ⇿⿕⇿者における⒴罹患について、㛗ᓮ市を国ໃ調査のデータ

に基づき 397の小地域に分割し、罹患の集✚性の有無を確認するとともに、

地理データを含むໟᣓ的環ቃ要因との関連について検討した。 

 

2. 対象および方法 

 1985 年 1 月 1 日の生存が確認され、ႚ↮と㣧㓇の情報が得られた㛗ᓮ

市ཎ⇿⿕⇿者⣙ 47,000 名を 1985 年から 2007 年の間追跡し、㛗ᓮ県がん

登録の㈨料に基づき⒴罹患を確認し、個人別の観ᐹ人年をồめ、小地域別

の⒴罹患率を計算し、地ᅗ上に分㢮表示した。次に、罹患に対する性別と

⿕⇿時年㱋、⿕⇿状況、ႚ↮状況、㣧㓇状況、最ᐤりの医療機関や࣑ࢦ↝

༷施設、国道などまでの㊥㞳、ᒃ住地の標高、大Ẽởᰁ物質のᙳ㡪を Cox
の比例ࢨࣁーࢻモデルを用いて評価した。 

3. 結 果 

観ᐹᮇ間中に 8,818 例（⏨ 4,598 例、ዪ 4,220 例）の⒴罹患が確認され

た。小地域別の⒴罹患率から、㛗ᓮ市༡部の㔝ẕ༙ᓥや໭部のすᙼᯂ༙ᓥ

の一部で⒴罹患の集✚性が確認された。 
⒴罹患とໟᣓ的環ቃ要因に関する解ᯒからは、ႚ↮が多くの⒴の罹患の

リスクファクターであることを示すとともに、࣑ࢦ↝༷場までの㊥㞳と⫵

⒴および⫢⮚⒴、大Ẽ中の SO2⃰度と全⒴および⫶⒴、⫢⮚⒴、結⭠⒴の

罹患リスクとの関連生を示၀する結果がえられた。 
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4. 考 ᐹ 
 ⒴⨯ᝈ䛾ᑠᆅᇦ㞟✚ᛶが☜ㄆ䛥䜜䛯㛗ᓮᕷ༡㒊䛾㔝ẕ༙島䛾 6 䛴䛾ᑠ

ᆅᇦ䛻䛚䛡䜛࣑ࢦ↝༷場までの㊥㞳と SO2⃰度䛾ศᕸ䜢ㄪ䜉䛯䛸䛣䜝䚸௚

䛾ᑠᆅᇦ䛸ẚ㍑䛧䛶大䛝䛺㐪䛔䛿䛺䛟䚸௒ᅇゎᯒ䛷䛝䛺䛛䛳䛯㣗⩦័䜢ྵ䜐

⏕ά⩦័䛺䛹がᙳ㡪䛧䛶䛔䜛䛾䛛䜒䛧䜜䛺䛔䚹 

  

඲⒴⨯患率㸦ᑐ 1୓ே年㸧 ⫵⒴⨯患率㸦ᑐ 1୓ே年㸧 
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㸯㸳年๓の⫧‶度とがん⨯患率 

 

 
ᡞᇼ文㞝 బ⸨㞞Ꮚ ཎ⏣᱈Ꮚ 1 明▼ᘓ ஭上⩏ᮁ 2 

  
1⛅⏣県⥲合保健センター⑌病登録ᐊ、2⛅⏣県⥲合保健事業ᅋ 

 
1. はじめに 

⫧満度とがんの発生率との関係についてはこれまで様々な研究がなさ

れ、⫧満ががんのリスクになることが明らかにされてきている。今回我々

は⛅⏣県において過ཤの⫧満度ががんの発生率にᐤ୚しているか検討し

た。 
 
2. 対象と方法 

1997 年に⛅⏣県⥲合保健事業ᅋで労働Ᏻ全⾨生法に基づく一⯡定ᮇ健

康診断および⪁人保健法に基づく基本健康診査を受診した146,439人のう

ち、40 ṓ代から 60 ṓ代までの 81,215 人を⫶がん・大⭠がん・⫵がんの

対象とし、⛅⏣県地域がん登録に 2010 年から 2013 年の間に登録された

例と照合した。また、ஙがんについては 20 ṓから 30 ṓ代の 20,590 人を

追加して照合した。なお㌟㛗・体重はそれࡒれ機ჾで測定して BMI を算

出し、19 未満、19㹼21、21㹼23、23㹼25、25㹼27、27 以上に分㢮した。 
 
3. 結果 

年代ẖの BMI の分ᕸはࡰ࡯正規分ᕸを示していたが、40 ṓ代では

BMI21㹼23 の受診者が最も多いのに対し、50 ṓ代および 60 ṓ代では

BMI23㹼25 の受診者が多かった。がんの発生率を年代ẖに見ると⫶・大

⭠・⫵については 60 ṓ代が最も多く、ஙは 40 ṓ代が最も多かった。 
 BMI との関係をみると⫶がんにおいては 40 ṓ代では一定のഴ向がみら

れなかった。⏨性では 50 ṓ代では BMI21㹼23 の発生率が一番高く、60
ṓ代では BMI が増加するにつれて発生率が高くなるഴ向がみられたが一
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番高い発生率は BMI25㹼27 であった。ዪ性では⏨性より明らかではない

が 60ṓ代においてBMIが増加するにつれて発生率が高くなるഴ向がみら

れた。 
大⭠がんにおいても 40 ṓ代では⏨ዪとも一定のഴ向はみられなかった

が、⏨性では 50 ṓ代・60 ṓ代とも BMI が増加するにつれて高くなるഴ

向がみられた。また 60 ṓ代では BMI27 以上では 7.06％と BMI19 未満の

2.91％のಸ以上の発生率であった。一方ዪ性では 60 ṓ代では BMI が増加

するにつれて発生率が増加したが、50 ṓ代では BMI 一定のഴ向はみられ

なかった。  
⫵がんにおいて⏨ዪとも各年代とも BMI が増加するにつれて発生率が

低下するഴ向がみられており、年代が 50 ṓ代、60 ṓ代になるにつれその

ഴ向がより明らかになった。またዪ性より⏨性の方がそのഴ向は㢧ⴭであ

った。 
ஙがんについては各年代とも一定のഴ向はみられなかった。 

 
4. 考ᐹ 

過ཤの⫧満度が将来のがんの発生率に関୚するかを発生㢖度の多い

⫶・大⭠・⫵・ஙについて調査した。その結果⣙ 15 年前の⫧満度は 40 ṓ

代では関୚は少なく、60 ṓ代では関୚が大きかった。したがって中年ᮇ以

降の⫧満は⫶がん、大⭠がんのリスクになることが示された。また⫵がん

については㏫のഴ向がみられたが、対象とした例の当時のႚ↮率をみると

⏨ዪとも BMI が多くなるにつれてႚ↮率が低下していることからႚ↮の

関୚が考えられた。 
発がんには様々な要因が関୚していると考えられるが、中年ᮇ以降の⫧

満も将来的なリスクと考えられることから保健指ᑟなどではこの点にも

ὀ目する必要があると考えられる。 
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ᗈᓥ┴⭘⒆登録における㦵⭘⒆、ṑཎᛶ⭘⒆のゎᯒ 

 
重す㑥ᾈ 1 2 小ᕝ㑳Ꮚ 1 3  ᮡᒣ⿱⨾ 1 4 米ཎಟ治 1 5 小➲᫭ኴ㑻 1 4  

Ლཎ༤Ẏ 1 6 㔝間⣧ 1 6 ᒣ⏣༤康 1 6 ὠ㇂㝯ྐ 1 6  
Ṋᓥᖾ⏨ 1 7 ᗈᓥ県⭘⒆登録実務ጤဨ会 1 

 
1ᗈᓥ県⭘⒆登録実務ጤဨ会、2⚟ᒣ市民病院病理診断⛉、 

3ᗈᓥ大Ꮫ病院口⭍検査センター、4放ᑕ⥺ᙳ㡪研究所␿Ꮫ部、 
5JA ᑿ道⥲合病院病理研究検査⛉、6ᗈᓥ県医ᖌ会、 

7ᗈᓥ大Ꮫ大Ꮫ院医ṑ⸆保健Ꮫ研究⛉病理Ꮫ 
 
1. 目的 

ᗈᓥ県⭘⒆登録（病理登録）は 1973 年に開始され、ᗈᓥ県内で病理診

断された多くの⭘⒆（Ⰻ性・ᝏ性）を登録している。今回は 1973 年から

2012 年の間に登録された㦵⭘⒆とṑཎ性⭘⒆について解ᯒを行なった結

果を報告する。 
 
2. 方法 

1973年から 2012年の 40年間にᗈᓥ県⭘⒆登録に登録された㦵⭘⒆（国

際⑌病分㢮第 3 ∧（ICD–O–3）ᒁ在：C40–C41）とṑཎ性⭘⒆（ICD–O–
3 ᙧែ：9270–9342）について解ᯒした。㦵⭘⒆は比較的少ないが、組織

Ꮫ的に多くの種㢮に分㢮される。個々の組織ᆺについての考ᐹは⑕例数が

ᴟめて少なくഴ向がつかみにくくなるため、WHO 分㢮 (2013 年)とᝏ性

㦵⭘⒆取り扱い規⣙第4∧ (2015年)の組織ᆺグループについて考ᐹした。

性状、性別、組織ᆺグループ、診断年別の登録数、登録割合について検討

した。Ⰻ性ṑཎ性⭘⒆については、2005 年の WHO 分㢮(WHO2005)を参考に

して 3 つの組織ᆺグループに分けて考ᐹした。なお、WHO2005 で新たに⭘

⒆とされたゅ໬ᄞ⬊性ṑཎ性⭘⒆は、別に扱った。 
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3. 結果と考ᐹ 
(㦵⭘⒆) 登録された㦵⭘⒆は 3,320 件であった。Ⰻ性㦵⭘⒆が大༙を

༨め、2,542 件であった。⏨性 1,259 件、ዪ性 1,283 件でࡰ࡯同数であっ

た。Ⰻ性㦵⭘⒆ (2,542 件) のうち、⏨性は 1,259 件、ዪ性 1,283 件であ

った。Ⰻ性㦵⭘⒆の部位については、⏨ዪとも上位 3位までは同じで、「上

⫥の▷㦵及びその関⠇」、「下⫥の㛗㦵及びその関⠇」、「下⫥の▷㦵」の㡰

で多い。ᝏ性㦵⭘⒆ (778件) は「下⫥の㛗㦵及びその関⠇」が最も多く、

375 件 (48.2 %) で༙数㏆くを༨めている。ついで「㦵┙㦵、௝㦵、ᑿ㦵

及びその関⠇」 99 件 (12.7 %)、「上⫥の㛗㦵、⫪⏥㦵およびその関⠇」

61件 (7.8 %)と続く。 
 Ⰻ性㦵⭘⒆の組織ᆺグループ別では㌾㦵ᙧ成性⭘⒆  chondrogenic 
tumors が大༙で、2,074 件 (81.6 %) を༨める。⏨性 1056 件 (83.9 %)、
ዪ性 1018 件 (79.3 %)でࡰ࡯同数同割合であった。ついで㦵ᙧ成性⭘⒆ 
osteogenic tumor が全体で 355 件(14.0 %) 、⏨性 152 件 (12.1 %)、ዪ性 
203 件 (15.8 %) を༨める。ᝏ性㦵⭘⒆は 778 件、⏨性 433 件、ዪ性 345
件でやや⏨性に多かった。組織ᆺグループ別ではᐩ◚㦵⣽⬊性ᕧ⣽⬊⭘⒆

osteoclastic giant cell rich tumors が 226 件 (29.0 %)[⏨性 120 件 
(27.7 %)、ዪ性 106 件 (30.7 %)]で最も多くあった。次いで㦵ᙧ成性⭘⒆

が202件 (26.0 %)[⏨性 115 件(26.6 %)、ዪ性 87 件 (25.2 %)]であった。

୕番目は㌾㦵ᙧ成性⭘⒆が178件 (22.9 %)[⏨性 96 件 (22.2 %)、ዪ性 82 
件 (23.8 %)]であった。 
 組織ᆺグループの登録数の㡰位は性状 (Ⰻ性、ᝏ性)による明░なᕪを認

めた。⏨ዪ別では࡯とんどᕪを認めなかった。年㱋別登録数ではⰋ性㦵⭘

⒆は 10-19ṓにおいて高いࣆークがみられる。ᝏ性㦵⭘⒆でもⱝ年者に多

くみられるが、Ⰻ性㦵⭘⒆に比べるとࣆークは⦆やかである。 
(ṑཎ性⭘⒆) ṑཎ性⭘⒆は 666 件の登録があった。Ⰻ性ṑཎ性⭘⒆が࡯

とんどで 652 件 (⏨性 364件、ዪ性 288件)、ᝏ性ṑཎ性⭘⒆はきわめて

まれで 14 件 (⏨性 7 件、ዪ性 7 件) の登録があった。Ⰻ性ṑཎ性⭘⒆は

ዪ性よりも⏨性の方がやや多い。Ⰻ性ṑཎ性⭘⒆ 652件の内、「1.ṑཎ性

上⓶からなるもの」が最も多く 396 件 (60.7 %)（⏨性 241 件、ዪ性 155

件）であった。ついで「2.ṑཎ性上⓶と外⬇ⴥ性間ⴥよりなるもの」182
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件 (27.9 %)（⏨性 91件、ዪ性 91件）、「3.間ⴥあるいは外⬇ⴥ性間ⴥ

よりなるもの」72 件 (11 %) （⏨性 31 件、ዪ性 41 件）の㡰となる。組

織ᆺグループ別の㡰位に⏨ዪᕪは無かった。10年ごとの登録数の変໬では

全体を㏻じて増加ഴ向にあるが、Ⰻ性ṑཎ性⭘⒆の登録数は直㏆の 2003

年から 2012 年の間に 294 件で、それ以前の 155 件からⴭ明な増加がみら

れた。これは 2005 年の WHO 分㢮の改ゞで、以前は㠀⭘⒆性病変とされて

いたṑཎ性ゅ໬ᄞ⬊が、ゅ໬ᄞ⬊性ṑཎ性⭘⒆としてⰋ性ṑཎ性⭘⒆に分

㢮されたためと考えられた。 

 
㹙ㅰ㎡㹛本報告は、ᗈᓥ県⭘⒆登録実務ጤဨ会にて検討し、ᗈᓥ県⭘⒆登録報告書 No.41（平成

29 年 3 月発行）で報告したものである。 
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院内がん登録予後情報のศᯒとᆅᇦにおける 

ά用のᒎᮃ 

 
能登㯞ᶞᏊ 1 Ỉඖ一༤ 1 㔝上真 1 ▼ᶫἋ織 1  
Ἠཎ⋹ዉ 1 中㤿ⱆ依 1 大ᆤᏕ平 2 中すὒ一 2 

 
1国立大Ꮫ法人 ஑州大Ꮫ病院 がんセンター 院内がん登録ᐊ、 

2࿧྾ჾ⛉ 
 
1. ⫼ᬒ 

2008 年に都道府県がん診療連携拠点病院の認定を受けた当院では、

2007 年診断⑕例より院内がん登録を開始した。⑕例数は 2015 年診断⑕例

までの㸷年間で⣙ 32,000 例あり、５年予後調査は 2007-2010 年診断⑕例

の４年間で⣙ 13,000 例を完஢した。 
⚟ᒸ県の予後判明率は全国の中でも㠀ᖖに高いことから、⚟ᒸ県がん診

療連携協議会においても院内がん登録情報のά用について議論が進めら

れている。 
 
2. 目的 

集✚した４年間の５年予後を含むがん登録情報を用いて当院のがん診

療実績の把握し、患者への情報提供にά用できる㈨料になり得るかを検証

した。 
 
3. 方法 
 今回は⫵⒴を例に、以下の方法でスࢸーࢪ別の予後情報を分ᯒした。 
５年予後情報を保有する2007-2010年診断⑕例1,192例のうち⑕例区分ۑ

２、３の 867 例を対象とした。スࢸーࢪ別の予後を比較するために、治

療前スࢸーࢪが「不明」の⑕例は除外した。 
国立がん研究センターから㓄ᕸされている「がん診療連携拠点病院院内ۑ
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がん登録 全国集計報告書」の集計項目の定⩏に従い、スࢸーࢪや治療

内ᐜを整理した。 
予後判明率はۑ 98.4％であった。治療前スࢸーࢪ別に全生存率を算出し、

JMP Pro 13 の Kaplan-Meier 法を用いて生存᭤⥺をస成した。 
 

4. 結果 
I ᮇ、II ᮇ、III ᮇ、IV ᮇの登録⑕例数は、それࡒれ 459 例、46 例、140

例、222 例であった。 
ᅗ１の発見⤒⦋を見ると I ᮇはがん検診、健康診断・人間ࢻックが 16.1％
で他⑌患⤒過観ᐹ中が 66.7％であり、IV ᮇはその他・不明（有⑕状含む）

が 66.5％を༨めた。 
主な治療内ᐜはᅗ２に示すように、I ᮇでは「手術のみ」と「放ᑕ⥺治

療のみ」で、III ᮇ以降は「放ᑕ⥺治療と⸆物療法」の組み合わせによる

治療を中ᚰに実施されていた。 
ᅗ３の５年予後生存᭤⥺では、スࢸーࢪ別に明らかなᕪがあることが示

され、IA ᮇ、IB ᮇ、III ᮇ、IV ᮇではそれࡒれ 66.8％、48.2％、19.8％、

3.2％であった。 
 

5. 考ᐹ 

当院の⫵がん治療は、外⛉治療などが可能な I ᮇ⑕例から、⸆物療法が

主に行われる IV ᮇまで✚ᴟ的にᖜᗈく行われていた。これは、治㦂等を

実施している大Ꮫ病院の特性によるものと考えられる。５年生存率は、IV
ᮇが 3.2％とᴟめて不Ⰻであり、IA ᮇでも 66.8％にとどまっていた。また

I ᮇ⑕例は、多くが他⑌患⤒過観ᐹ中に発見されていたことも、今後のが

ん対策を検討するうえで重要な▱見とᛮわれる。 
全国ඹ㏻の標準登録様ᘧに基づいて院内がん登録情報の集✚が進み、高

い予後判明率のඖで拠点病院におけるスࢸーࢪ別の患者数と治療実績が

明らかになってきた。今後᭦に２次医療ᅪや県単位の情報集✚と分ᯒが進

み、患者への情報提供やがん対策の基┙情報として┈々その意⩏が高まる

とᛮわれる。 
 



JACR Monograph No.23 

第 2部：学術集会੶録 －ポスター౰਻－ 

 182   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

ᅗ 1: cStage別Ⓨぢ⤒⦋ ᅗ 2: cStage別἞療内ᐜ 
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஧ḟಖ೺་⒪ᅪูの 5 年生存率 

 

⏣中 一ྐ 米⃝ ᑑ⿱ 

 

⁠㈡県立成人病センター ⑌病・௓護予㜵推進ᐊ 

 
1. はじめに 

5 年生存率はがん治療実績の評価指標としてὀ目され、医療者のみなら

ずがん患者やそのᐙ᪘にも⯆味の῝いところである。しかし、5 年生存率

の測定はその対象の⤠り方や計算手法がጇ当でないと結果のಙ頼性がᦆ

なわれるため、情報公開にはៅ重さがồめられる。 
᫖年、全国がんモニタリング集計（以下、MCIJ）の 2006㸫2008 年生

存率報告が公表された。⁠㈡県は 2003-2005 年報告に引き続きデータを提

出し、⢭度基準を満たすことができた。 
この情報は県内のがん対策関係者もὀ目しているところであり、がん対

策の評価や立᱌に౑用するために、஧次保健医療ᅪ（以下、医療ᅪ）別の

集計が必要となり集計をヨみた。 
 

2. 方法 
MCIJ の集計に合わせて、2003-2005 年および 2006㸫2008 年の医療ᅪ

別の 5 年┦対生存率を算定した。対象は全がん、⫶がん、大⭠がん、⫢が

ん、ஙがん、Ꮚᐑ㢕がんとし、全国集計್および⁠㈡県全体の್と比較し

た。さらに、医療ᅪ間の᱁ᕪの要因を᥈るため、医療ᅪ別の進行度別分ᕸ

を調べ、୧者の関係を確認した。 
 

3. 結果 
医療ᅪ別の 2003-2005 年と 2006-2008 年の比較では、県全体の全がん

⏨ዪ計で 2.2％ఙびていた。部位別にみると、⫶がんで 2.5％、大⭠がん

2.2％、⫢がん 7.3％、⫵がん 2.7％、ஙがん 0.9％で、Ꮚᐑ㢕がんのみ࢖࣐

スࢼ 5.4％であった（表 1）。医療ᅪ別、性別、部位別に比較すると、東㏆
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Ụや†東でࢼ࢖࣐スの結果となっている⟠所が多く見られた。また、対象

⑕例が 50 以下であった⫢がんやᏊᐑ㢕がんで大きなᕪが見られ、実測生

存率の標準誤ᕪも大きいことから、⤫計್としてのಙ頼性が低いことが示

၀された。2006-2008 年の生存率を医療ᅪ別に比較すると、人口の᱁ᕪな

どを考慮しないᙧでの比較ではあるが、全がん⏨ዪ計で最も高い医療ᅪと

最も低い医療ᅪの 5 年┦対生存率のᕪは、14.1％であった。部位別には、

Ꮚᐑ㢕がんで 32.0％、大⭠がんで 30.1％とᕪが大きく、ஙがんでは 7.6％
とᕪが最小であった。 
医療ᅪ別の進行度別分ᕸにも᱁ᕪがみられたが、5 年┦対生存率と限ᒁ

率に正の┦関が確認できた（ᅗ 1、ᅗ 2）。また、生存率の低い医療ᅪでは、

進行度不明の割合が高いഴ向があった。 
 
4. 考ᐹ 

医療ᅪ別の 5 年┦対生存率の᱁ᕪについては、医療の質の指標とする前

に、人口ᵓ成や医療機関の㓄置、がん検診の状況など様々な要因を解ᯒす

る必要がある。がん登録データの⢭度指標である㹂㹁㹌や㹂㹁㹍について

も検証しなければならない。また、対象⑕例数の少ないものでは生存率に

大きなᕪが出てしまうことも今回明らかになった。したがって、すべての

がんを一律に比較分ᯒするのではなく、⑕例数や治療⤒過によって分ᯒ方

法や観ᐹᮇ間を考慮する必要がある。 
医療ᅪ別の 5 年┦対生存率と限ᒁ率に正の┦関が、㐲㝸転⛣率と㈇の┦

関が確認できたことは当然の結果であるが、外れ್をフ࢛ࣟーしその要因

を᥈るきっかけとしたい。 
5 年生存率の公開はៅ重さがồめられるが、♫会的な情報公開へのồめ

はᙉまっており、数್の高低に一႐一៧することなく、指標として観ᐹを

続けることが重要である。 
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⏨ ዪ ⏨ዪ計 ⏨ ዪ ⏨ዪ計 ⏨ ዪ ⏨ዪ計
全国 55.4 62.9 58.6 59.1 66.0 62.1 3.7 3.1 3.5
滋賀県 56.4 63.1 59.4 59.4 64.5 61.6 3.0 1.4 2.2
大ὠ 57.8 61.9 59.6 60.9 66.0 63.2 3.1 4.2 3.6
†༡ 59.8 66.7 62.8 64.5 66.8 65.4 4.7 0.1 2.6
⏥賀 51.9 58.4 54.7 58.0 67.2 61.8 6.1 8.8 7.1
ᮾ㏆Ụ 61.5 70.1 65.4 60.4 65.4 62.5 䕦 1.2 䕦 4.7 䕦 3.0
†ᮾ 48.1 56.4 51.8 48.3 55.0 51.4 0.1 䕦 1.4 䕦 0.4
†໭ 53.7 61.5 57.1 55.5 61.8 58.0 1.8 0.3 0.9
†す 53.1 63.1 57.3 57.5 64.4 60.4 4.4 1.4 3.2
全国 64.2 61.5 63.3 65.3 63.0 64.6 1.1 1.5 1.3
滋賀県 64.8 58.4 62.5 67.0 60.5 65.0 2.2 2.1 2.5
大ὠ 69.9 56.1 65.0 65.7 63.2 64.9 䕦 4.2 7.2 䕦 0.0
†༡ 63.6 64.8 64.0 69.9 68.5 69.5 6.2 3.8 5.5
⏥賀 70.9 70.4 70.8 62.5 65.8 63.7 䕦 8.4 䕦 4.5 䕦 7.1
ᮾ㏆Ụ 71.8 60.1 67.4 73.0 56.1 68.0 1.2 䕦 4.0 0.5
†ᮾ 70.0 46.1 49.2 65.0 48.7 59.2 䕦 5.0 2.6 10.0
†໭ 61.3 56.4 59.5 67.4 58.4 64.4 6.1 1.9 4.9
†す 57.6 52.6 56.0 55.9 54.6 55.3 䕦 1.7 2.0 䕦 0.6
全国 70.3 67.9 69.2 72.2 69.6 71.1 1.9 1.7 1.9
滋賀県 70.0 70.4 70.1 73.5 70.8 72.3 3.6 0.5 2.2
大ὠ 69.7 69.7 69.6 75.0 75.8 75.4 5.3 6.1 5.8
†༡ 72.7 81.4 76.5 76.0 74.1 75.4 3.4 䕦 7.3 䕦 1.1
⏥賀 64.7 53.6 60.3 82.4 78.6 80.9 17.7 25.0 20.6
ᮾ㏆Ụ 73.4 77.9 75.4 75.9 66.3 71.5 2.4 䕦 11.6 䕦 3.9
†ᮾ 63.6 63.2 63.4 43.2 56.8 50.8 䕦 20.4 䕦 6.4 䕦 12.5
†໭ 71.3 63.5 67.8 72.5 66.8 69.9 1.1 3.4 2.1
†す 61.9 59.8 61.0 62.2 64.9 63.6 0.4 5.2 2.6
全国 28.7 26.2 27.9 33.5 30.5 32.6 4.8 4.3 4.7
滋賀県 26.3 30.0 27.5 34.9 34.2 34.7 8.7 4.2 7.3
大ὠ 31.9 40.3 34.7 36.3 40.8 38.0 4.4 0.5 3.3
†༡ 27.2 29.0 27.7 42.5 40.4 41.8 15.3 11.4 14.1
⏥賀 12.9 7.2 10.8 19.6 27.6 21.9 6.7 20.5 11.1
ᮾ㏆Ụ 24.6 48.6 32.6 50.3 34.0 44.8 25.7 䕦 14.6 12.2
†ᮾ 22.4 9.1 19.3 27.6 31.3 28.6 5.2 22.2 9.3
†໭ 21.0 27.5 23.3 24.1 14.7 20.7 3.1 䕦 12.8 䕦 2.7
†す 51.3 11.4 27.3 24.9 48.3 34.1 䕦 26.4 36.9 6.8
全国 25.0 41.0 29.7 27.0 43.2 31.9 2.0 2.2 2.2
滋賀県 27.6 41.2 31.3 30.5 42.3 34.0 2.9 1.1 2.7
大ὠ 22.1 31.7 25.1 26.2 29.7 27.3 4.1 䕦 2.0 2.1
†༡ 28.3 44.1 32.6 33.5 37.2 34.5 5.2 䕦 6.9 1.9
⏥賀 35.4 30.2 34.3 35.4 52.7 40.3 0.0 22.5 6.0
ᮾ㏆Ụ 38.5 56.9 43.3 40.4 50.7 45.2 1.9 䕦 6.2 1.8
†ᮾ 21.0 28.1 22.4 19.8 33.7 23.7 䕦 1.2 5.6 1.2
†໭ 24.4 41.8 29.4 23.6 48.1 29.6 䕦 0.9 6.3 0.2
†す 21.3 75.5 32.6 28.9 46.5 34.5 7.6 䕦 29.1 1.8
全国 89.1 91.1 2.0
滋賀県 87.6 88.5 0.9
大ὠ 85.9 89.3 3.4
†༡ 86.8 86.9 0.1
⏥賀 81.2 85.4 4.2
ᮾ㏆Ụ 82.9 86.6 3.7
†ᮾ 92.3 88.4 䕦 3.8
†໭ 95.8 90.4 䕦 5.4
†す 85.0 93.0 8.0
全国 72.2 73.4 1.2
滋賀県 77.9 72.5 䕦 5.4
大ὠ 80.2 68.4 䕦 11.9
†༡ 70.0 65.3 䕦 4.7
⏥賀 80.9 77.4 䕦 3.6
ᮾ㏆Ụ 88.6 72.5 䕦 16.0
†ᮾ 68.1 66.1 䕦 2.0
†໭ 53.0 97.3 44.3  㻩 ⑕例数50以ୗ

†す 55.6 75.8 20.2
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2003-2005年罹患 2006-2008年罹患 [2006-2008] - [2003-2005]

表 1. 㒊఩別 ஧ḟಖ೺་療ᅪ別 5年┦ᑐ生存率 
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ᅗ 1．2006-2008 年⨯患 ஧ḟಖ೺་療ᅪ別 5年┦ᑐ生存率と㐍⾜度ศᕸ 
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ᅗ 2．2003-2005 年⨯患  

஧ḟಖ೺་療ᅪ別㸳年┦ᑐ生存率と㝈ᒁ率、㐲㝸㌿⛣率との┦㛵 
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ឡ▱┴における国࣭┴拠点病院の診療実ែのᢕᥱ 

㸫 㒊఩別、⮫ᗋ㐍⾜度別5年┦ᑐ生存率のẚ㍑ ̿ 

 
ᒣ口㏻代 1 中ᕝᘯᏊ 1 ⏣中ⱥኵ 2  

小஭手ె代Ꮚ 3 1 ㏆⸨Ⰻఙ 3 ఀ⸨⚽⨾ 1 3 
 

1ឡ▱県がんセンター研究所 ␿Ꮫ・予㜵部 がん情報研究ᐊ 
2大阪府ᓊ࿴⏣保健所、3ឡ▱県健康⚟♴部保健医療ᒁ健康対策ㄢ 

 
 
ឡ▱県内の国・県拠点病院の診療実ែを把握するため、ឡ▱県がん登録

で 2006-2009 年に診断され、治療された生存率集計対象⑕例について、治

療機関⩌別、部位別、⮫ᗋ進行度別に 5 年┦対生存率を計測し、比較検討

した。「国指定」の 5 年┦対生存率は、⫶ 66.3%、大⭠ 75.4%、⫵ 36.9%、

ஙᡣዪ 92.8%、Ꮚᐑ㢕部 76.1%と、5 部位ともに他の医療機関⩌に比べ最

も高かった。⮫ᗋ進行度別生存率は、⫶「㞄᥋⮚ჾᾐ₶」、大⭠「所ᒓリ

ンࣃ⠇転⛣」、⫵「所ᒓリンࣃ⠇転⛣、㞄᥋⮚ჾᾐ₶」、Ꮚᐑ㢕部「㞄᥋⮚

ჾᾐ₶」で治療機関⩌間で 10%以上のᕪが認められた。このことは、この

分㔝でのがん医療のᆒてん໬にㄢ題がある可能性が示၀される。本結果を

もとに、今後、受療ື向等のより詳⣽な評価を進め、医療計画に反ᫎする

など、ឡ▱県の医療のᆒてん໬と、がん対策のຠ果的な実施に向けての㈨

料としてά用できるとᛮわれた。 
 
1. はじめに 

ឡ▱県には、がん診療連携拠点病院（以下、「国指定」という。）が 17
施設、がん診療拠点病院（以下、「県指定」という。）が 9 施設あり、県に

おけるがん診療の中ᚰ的ᙺ割を担っている 1）。その診療実ែを把握するこ

とは、今後のがん対策の推進に向けて、早ᮇ診断・治療体ไの提供に関す

る改ၿのవ地を▱るために重要である。 
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今回、我々は、ឡ▱県がん登録㈨料から得られる初回治療医療機関情報

（以下、「治療機関」という。）を「国指定」、「県指定」の区分を用いて分

㢮し、主にがん検診を実施している主要 5 部位がんの 5 年┦対生存率を、

⮫ᗋ進行度別に比較し、がん診療ᆒてん໬のㄢ題について確認した。 
 
 

2. 方法 

ឡ▱県がん登録㈨料から、2006-09 年に診断された生存率集計対象⑕例

（98,419例）のうち、初回治療医療機関情報が得られた 83,875例（85.2%）

の罹患データを用い、治療機関⩌別、部位別㹹⫶、大⭠、⫵、ஙᡣ（ዪ）、

Ꮚᐑ㢕部㹻、⮫ᗋ進行度別に生存率を算出した。 
治療機関⩌は、「県下全治療機関」、「国指定」、「県指定」、「拠点以外」

とした。 
5 年┦対生存率の集計にあたっては、2006-09 年診断⑕例のうち、以下

の 6 つの条件の者を除外した。ձDCO ⑕例、ղ多重がんのあるࢣースで

は第 2 がん以降、ճ上⓶内がん・大⭠の⢓⭷がん、մⰋᝏ不詳、յ㐳り調

査による登録、ն100 ṓ以上の者。┦対生存率は EdererII 法を用いた 2)3）。

また、生存率にᙳ㡪を及ࡰす要因である⮫ᗋ進行度は、「限ᒁ」、「所ᒓリ

ンࣃ⠇転⛣」、「㞄᥋⮚ჾᾐ₶」、「㐲㝸」、「不明」とし、治療機関⩌ẖにそ

の割合を算出した。 
 
3. 結果 

解ᯒ対象者について、治療機関⩌別、部位別、⮫ᗋ進行度別で表 1に示

した。解ᯒ対象者 83,875 例のうち、初回治療を「国指定」で実施したも

のは 49,564 例（59.1%）と最も多く、次に「拠点以外」19,733 例（23.5%）、

「県指定」14,578 例（17.4%）であった。部位別にみても、5部位とも「国

指定」で実施した割合が、他医療機関⩌に比べて最も高く、⫶ 12,828 例

では 6,817 例（53.1 %）、大⭠ 14,509 例では 7,186 例（49.5 %）、⫵ 9,473
例では 6,016 例（63.5%）、ஙᡣ（ዪ）9,438 例では 5,263 例（55.8%）、

Ꮚᐑ㢕部 1,526 例では 1,150 例（75.4%）を༨めていた。治療機関⩌別、

部位別の⮫ᗋ進行度割合について、「不明」の割合は、全部位（国指定：
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8.5%、県指定：7.1%、拠点以外：10.5%）、⫶（2.0%、2.5%、8.9%）、大

⭠（2.2%、1.8%、8.4%）、⫵（2.3%、1.6%、9.5%）、ஙᡣዪ（1.7%、2.1%、

5.7%）、Ꮚᐑ㢕部（2.6%、4.6%、6.5%）と、全ての部位において「拠点以

外」で高かった。部位別、⮫ᗋ進行度別の治療機関割合について、全部位

及び 5部位ともに「㞄᥋⮚ჾᾐ₶」で、全部位（国指定：68.5%、県指定：

14.7%、拠点以外：16.8%）、⫶（60.5%、16.5%、23.0%）、大⭠（57.2%、

15.3%、27.4%）、⫵（68.6%、14.9%、16.5%）、ஙᡣዪ（69.9%、17.5%、

12.7%）、Ꮚᐑ㢕部（82.7%、10.0%、7.3%）と「国拠点」で最も高かった。

「県拠点」の༨める割合を「拠点以外」と比較すると、⫵「限ᒁ」（県指

定：19.8%、拠点以外：14.8%）、及び「㐲㝸転⛣」（19.4%、18.8%）、ங

ᡣ（ዪ）「㞄᥋⮚ჾᾐ₶」（17.5%、12.7%）、Ꮚᐑ㢕部「限ᒁ」（16.6 %、

9.3%）、「所ᒓリンࣃ⠇転⛣」（20.5 %、8.9%）、「㞄᥋⮚ჾᾐ₶」（10.0 %、

7.3%）、「㐲㝸転⛣」（20.8 %、10.0%）、及び「不明」（22.0 %、18.0%）

と「県拠点」で高かった。⫵の治療機関割合は、進行度別で㢧ⴭなᕪは認

められなかった。 

治療機関⩌別、部位別の 5 年┦対生存率は、全部位（国指定：66.1%、

県指定：66.1%、拠点以外：66.5%）、⫶（66.3%、64.1%、61.3%）、大⭠

（75.4%、71.5%、71.0%）、⫵（36.9%、35.4%、29.1%）、ஙᡣዪ（92.8%、

91.1%、91.9%）、Ꮚᐑ㢕部（76.1%、68.6%、65.9%）であった。生存率の

高いஙᡣでは治療機関間で生存率のᕪが 1.7%と小さく、Ꮚᐑ㢕部ではそ

のᕪが 10.2％と最も大きかった。また、「国指定」の生存率は、5 部位と

もに他治療機関⩌と比べて最も高かった（表 2）。 
治療機関⩌間の生存率のᕪを部位別、進行度別で観ᐹし、ᕪが大きかっ

た部位・進行度に╔目しᅗ１に示した。⮫ᗋ進行度別生存率は、「限ᒁ」

では、全部位（国指定：91.7%、県指定：90.4%、拠点以外：91.8%）、⫶

（97.8%、96.5%、94.8%）、大⭠（98.5%、96.4%、96.1%）、ஙᡣዪ（99.2%、

99.1%、97.9%）と治療機関間で目立ったᕪはみられなかった。これに対

し、⫵（84.6%、84.5%、77.9%）では「拠点以外」で、Ꮚᐑ㢕部（94.6%、

87.7%、92.3%）では「県指定」で、生存率が他治療機関⩌と比べ低いこ

とが確認された。治療機関間の生存率のᕪは、⫶「㞄᥋⮚ჾᾐ₶」（国指

定：37.9%、県指定：26.7%、拠点以外：28.2%）で 11.2%、大⭠「所ᒓリ
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ンࣃ⠇転⛣」（83.2%、75.1%、72.7%）で 10.5%、⫵「所ᒓリンࣃ⠇転⛣」

（40.2%、29.7%、34.6%）で 10.5%、⫵「㞄᥋⮚ჾᾐ₶」（24.1%、22.2%、

12.9%）で 11.2%、Ꮚᐑ㢕部「㞄᥋⮚ჾᾐ₶」（62.8%、63.2%、33.8%）

で 29.4%と 10%以上のᕪが認められた。なお、Ꮚᐑ㢕部の所ᒓリンࣃ⠇転

⛣（拠点以外）、㐲㝸転⛣（県指定、拠点以外）は対象者数が 30 例未満の

ため、生存率のಙ頼性の観点から参考್として示すこととし、今回の治療

機関⩌間の生存率の比較対象からは除外した。  
    

4. 考ᐹ 

我々は、ឡ▱県がん登録から得られる初回治療医療機関情報を用いて、

国・県拠点病院の診療実ែを把握するため、部位別、進行度別に 5 年┦対

生存率を用いて検討し、がん診療ᆒてん໬のㄢ題について確認した。「国

指定」の全体に༨める治療機関割合は 59.1%と、大ᮌらの報告 4）59.8%と

同等であった。また、⮫ᗋ進行度別の治療機関割合については、「国ࡰ࡯

指定」において、「㞄᥋⮚ჾᾐ₶」で全部位及び 5部位ともに高かった。「国

指定」における治療は、「県指定」及び「拠点以外」と比較し、5 部位とも

に 5 年┦対生存率が高く、ឡ▱県内のがん医療における診療連携拠点病院

の機能を果たしていることが確認された。᭦に、⮫ᗋ進行度別生存率では、

⫶（㞄᥋⮚ჾᾐ₶）、大⭠（所ᒓリンࣃ⠇転⛣）、⫵（所ᒓリンࣃ⠇転⛣・

㞄᥋⮚ჾᾐ₶）、Ꮚᐑ㢕部（㞄᥋⮚ჾᾐ₶）において、生存率が 10％以上

低い治療機関⩌が認められたことから、この分㔝でのがん医療のᆒてん໬

にㄢ題がある可能性が示၀される。⏣中らの報告 5）では、1987-90 年診断

⑕例について、がん治療ᑓ㛛施設での 5 年┦対生存率が他の医療機関に比

べて高く、「所ᒓリンࣃ⠇転⛣」患者の治療成績が、他の医療機関に比べ

て┦対的に高いことから、今後、がん治療ᑓ㛛施設では、より⮫ᗋ進行度

の進んだ患者を✚ᴟ的に治療していく必要があるとしている。本県の

2006-09 年診断⑕例では、全部位及び 5 部位で「㞄᥋⮚ჾᾐ₶」において、

がん治療ᑓ㛛施設での治療機関割合が高く、その 5 年┦対生存率が高いこ

とを考慮すると、拠点病院の整備等により、がん診療の集⣙໬が進み、拠

点病院でより進行度の進んだ患者を✚ᴟ的に治療し、生存率向上にᐤ୚し

ている実ែが確認出来た。 
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 「県指定」については、ឡ▱県におけるがん診療の඘実をᅗるために、

厚生労働大⮧指定の要件に準じる病院を、2011 年に県が指定を開始したも

のであり、2006-09 年診断⑕例では、その治療実績が十分登録データに反

ᫎされていない可能性が考えられるため、今後、⥅続的に検討を行う必要

がある。 
治療医療機関による進行度の分ᕸや進行度別生存率の㐪いは、早ᮇ診断

のᬑ及や医療のᆒてん໬の取り組み成果をそのまま示すものではないと

ゝわれている。診療機関によって診療情報のಙ頼性は大きく異なるため、

ᒆ出漏れによる೫りや、⮫ᗋ進行度不明の割合が大きい部位及び登録では、

得られた特性に೫りがある可能性があるなど、生存率にᙳ㡪を及ࡰす要因

を十分考慮した上で、治療医療機関間で比較する必要がある 6）。本結果を

もとに、がん診療のㄢ題に関する要因分ᯒを進め、今後、生存率にᙳ㡪す

る要因について、より詳⣽な評価を進めることにより、医療計画に反ᫎす

るなど、ឡ▱県の医療のᆒてん໬と、がん対策のຠ果的な実施に向けての

㈨料としてά用できるとᛮわれた。 
地域がん登録は、2013 年 12 月に成立した「がん登録等の推進に関する

法律」に基づき 2016 年 1 月より全国がん登録に⛣行された。これまで、

わが国では罹患率、生存率は限られた地域におけるデータしか存在しなか

ったが、全国がん登録の実施により、⢭度の高い全国್が得られるように

なり、がん対策の企画㸪立᱌㸪評価に生かされることがᮇᚅされている 7）。

本県においても、全国がん登録の仕組みで཰集されるデータを⥅続的にά

用し、がん医療の質の評価、がん検診の⢭度評価等へと✚ᴟ的なά用に⧅

げていきたい。 
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「生存率」2001.9 

4）大ᮌいずみ：診療実ែの把握．JACR Monograph No.22 2016;64-65 

5) ⏣中ⱥኵ、ὠ⇃⚽明、ዟ⏣ ⱱ、他：大阪府立成人病センター⒴患者

の 5 年┦対生存率（㣗道㸪⫶㸪結⭠㸪直⭠㸪⫢㸪ႃ㢌㸪⫵㸪ஙᡣ㸪Ꮚ

ᐑ㢁部㸪⭤⬔㸪⏥状⭢㸪ᝏ性リンࣃ⭘）一大阪府下の他の医療機関と

の比較一. ⒴の⮫ᗋ第 43 ᕳ・第 5 号 1997㸹511-518 
6）味ᮌ࿴႐Ꮚ、ᯇ⏣ᬛ大、୸ட࿴⨾、他：1993-99 年診断患者生存率ඹ同

調査による府県別生存率.厚生労働省がん研究ຓ成㔠「地域がん登録⢭

度向上とそのά用に関する研究」平成 20 年度報告書.64-79 
7) す㔝 ၿ一：わが国のがん登録の法ไ໬一全国がん登録の実施へ一. 

⒴と໬Ꮫ療法第 42 ᕳ・第 4 号 2015㸹389-393 
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⦎㤿༊のがん་療⎔ቃ⿵ሸ࡬のங⭢እ⛉とのྲྀࡳ⤌ࡾ 

 
᳃⏣真▱Ꮚ 1 町⏣あࡺみ 1 小ᆏὈ஧㑻 2  

໭␊ಇ㢧 2 ᐑ㷂ᣍஂ 1 ඣᓥ㑥明 2 

 
1㡰ኳᇽ大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ⦎㤿病院 診療録⟶理ᐊ、2ங⭢外⛉ 

 
1. ⦎㤿区のᴫ況 

⦎㤿区の人口は 719,109 人で、前年から 4,453 人増加した。過ཤ５年で

年々上᪼ഴ向にある一方で、区の人口 10 ୓人当たりの病ᗋは 275 ᗋであ

り、23 区の平ᆒ 828 ᗋと比較し、⣙ 3 分の１と少ない状況となっている。

（平成 28 年 1 月１日現在㸫⦎㤿区住民基本台帳） 
 
2. ⦎㤿区とᏛᰯ法人㡰ኳᇽとの基本協定において࠙ りまの保健⾨生㸫平ࡡ

成 28 年度∧よりᢤ⢋ࠚ 
平成 10 年 12 月の東京都保㝤医療計画の改定により、区内での増ᗋが可

能になったことを受け、⦎㤿区はㄏ⮴方ᘧによる病院整備を進め、平成 17
年 7 月に㡰ኳᇽ大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ⦎㤿病院が開院した。主な重点医療は、ᩆ

急、小ඣ、⅏ᐖ時の医療、⬻⾑⟶⑌患、ᚰ⑌患、ᝏ性新生物とし、区分医

療機関との連携の実施に努めている。 
 

3. 実務者としての取り組み 
登録実務者のᙺ割として、⦎㤿区連携機関向けに発表する医ᖌへ事前に

ḧしいデータの⪺き取りを行い、院内がん登録データ及び医療連携状況、

がん検診患者のື向調査等の情報提供を行った。また、治療実績の登録漏

れがないよう「病理組織診断」や「病理⣽⬊診」の結果もࢣースファ࢖ン

デ࢕ングの対象とし、登録件数の上᪼に努めた。᭦に、登録⢭度向上を目

標に院内がん登録実務中⣭認定者２名、初⣭認定者２名を㓄置し実務者の

情報ඹ有及びス࢟ルアップに努めた。 
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4. ⦎㤿区のங⭢を扱う連携機関に発表した内ᐜ 
 

 

 

 
 

࠙ᅗձࠚ 

࠙ᅗղࠚ 
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平成 24 年から医ᖌによる医療機関への㏫⤂௓ಁ進࠙ᅗձ 東京都医療、ࠚ

連携手帳の推進等の取り組みを開始した。⤂௓ඖの５割を༨める 7 施設は

⦎㤿区内の医療機関(うち 6 施設は⦎㤿区ஙがん検診の対応施設)であった

࠙ᅗղ ௓率上᪼に⧅がった結果、ஙがん患者は平成⤂。ࠚ 24 年 250 件（東

京都の地域がん診療連携拠点病院を含む登録数 17 位）、平成 25 年 269 件

（同 14 位、前年比+19 件）、平成 26 年 289 件（同 14 位、前年比+20 件）

࠙ᅗճࠚと増加し、地域がん診療連携拠点病院に患者数が୪んだ。当院の

病ᗋ数は 400 ᗋと 36施設中 35番目であるが、病ᗋ１ᗋ当たりのஙがん登

録数を算出したところ、0.72 件で第 4 位であった࠙ᅗմ 東京都の登録。ࠚ

数は全国のがん登録数のおよそ１割を༨めており、全国においてもஙがん

の医療に㈉献しているといえる。 
⦎㤿区事業ᴫ要「ࡡりまの保健⾨生」をά用し算出した⦎㤿区がん検診

どの数್であった࠙ᅗյ࡯ェア率では、ஙᡣは㸵割ࢩ 、検証結果より。ࠚ

当院は東京都がん診療連携拠点病院として、地域医療機関と地域がん診療

連携拠点病院のᶫΏしᙺを担い、患者の意向にἢったஙがん医療を提供し

ている。 

 

 
 
 
 

࠙ᅗճࠚ 



JACR Monograph No.23 

第 2部：学術集会੶録 －ポスター౰਻－ 

 
 

201 
 

 

 

 

 

                 

 

࠙ᅗմࠚ 

࠙ᅗյࠚ 
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5. 今後のㄢ題 
平成 28 年から「がん登録等の推進に関する法律」が施行され、他施設

の初回治療も登録対象となった。病院間でがん登録の基♏㈨料となる診療

情報提供書の情報を⿵完できるࢩス࣒ࢸをᵓ⠏し、より⢭度の高いがん登

録を行うべく働きかけを行っていく。また、平成 26 年⑕例より、院内が

ん登録と DPC を౑った QI 研究に参加した。国立がん研究センターよりフ

バックされた結果を、⮫ᗋの医ᖌにわかりやすく提供できるようデࢻー࢕

ータを可視໬し、ㄢ題のཎ因を明確にして提供することで病院にᐤ୚して

いきたい。 
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ᒸᒣ┴がん診療連携拠点病院のྲྀ⤌ࡳ 

㹼院内がん登録㸰㸮㸯㸲年⑕౛を用ࡓ࠸集計㹼 

 

⏣㢌ᖾᯞ 1 多⏣京Ꮚ 1 東ཎ᫛ᜨ 1 ೖࡺかり 1 成཭㯞⣖ 1 ᒸ加ዉᏊ 1 
ᐩᒸ㈗⨾⏨ 1 ⏣➃㞞ᘯ 1 2 㒓ཎⱥኵ 1 2 ᅵᒃᘯᖾ 3 

 

1ᒸᒣ県がん診療連携拠点病院、2ᒸᒣ大Ꮫ病院⭘⒆センター 
3ᒸᒣ大Ꮫ 医ṑ⸆Ꮫ⥲合研究⛉␿Ꮫ・⾨生Ꮫ 

 
1. はじめに 

国民のኌを受け２㸮㸮６年に「がん対策基本法」が成立し２㸮㸮㸵年に

㛶議決定された第１ᮇ「がん対策推進基本」において重点的に取組むㄢ題

としてがん登録の位置づけがなされた。２㸮１３年に成立した「がん登録

等の推進に関する法律」では院内がん登録はがん医療の提供を行う病院に

おいて、医療の状況を正確に把握するため、当該施設において、診断・治

療が行われた⑕例について、がんの罹患、転ᖐ、診療情報を正確に記録・

保存し、がん医療の分ᯒ及び評価を㏻じその質の向上に㈨するものであり、

集計データはがん患者及び国民に㑏ඖされなければならないと定められ

ている。今回、我々はᒸᒣ県がん診療連携拠点病院院内がん登録データか

ら、拠点病院で行われているがん診療の状況を評価しその結果を医療・行

政・がん患者ᐙ᪘とᗈくඹ有することで今後のがん対策に㈨するべく以下

の解ᯒを行った。 
 

2. 方法 
ᒸᒣ県がん診療連携拠点病院㸵施設（ᒸᒣ大Ꮫ病院、ᒸᒣ῭生会⥲合病

院、ᒸᒣ㉥十字病院、ᒸᒣ医療センター、಴ᩜ中央病院、ᕝᓮ医⛉大Ꮫ㝃

ᒓ病院、ὠᒣ中央病院）の院内がん登録２㸮１４年⑕例データ用いて集計

した。 
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3. 結果 

㸵施設の登録データはᒸᒣ県の新規がん患者数の⣙㸵割を༨めており、

ᒸᒣ県のがん患者の受療ື向୪びにがん医療の実績を示すものとなって

いる。全体のがん患者ື向は、高㱋者（６５ṓ以上）の患者数が全体の㸵

㸮％を༨めており、高㱋者のがん患者が増加している。⏨性がん患者数は

ዪ性がん患者数の１．４ಸであるが、５５ṓ未満ではஙがん・Ꮚᐑがんに

より、ዪ性がん患者数が多くなっている。５５ṓ以上では⫶がん、大⭠が

ん、⫵がん、前立⭢がん等が急増し、１．㸵ಸとなっている。 
拠点病院の診療実績を見ると県༡東部の各拠点病院は一定の⑕例数を確

保しており、県༡す部では、がん医療の集⣙໬が㢧ⴭとなっている。県໭

の拠点病院では、県༡東部の拠点病院と同様の診断治療実績をあげている。

また、進行度によって全てのがん診療連携拠点病院で集Ꮫ的治療がなされ

ている。 
⫶がんは⏨ዪとも早ᮇに発見される⑕例が６５％を༨めているががん

検診・健康診断・人間ࢻックで発見される割合は２２％に過ぎない。大⭠

がんではがんの進行度にばらつきが認められ、早ᮇ発見・早ᮇ治療が大き

なㄢ題となっている。⫢⮚がんでは、罹患のࣆークが⏨性で６５ṓ㹼ዪ性

では１㸮ṓ遅れて㸵５ṓ㹼となっている。全体の㸵㸮％が「他⑌患⤒過観

ᐹ中」に発見され、⣙４割が進行がんとなっている。⫵がんでは、⏨ዪと

も５５ṓから急増し⏨性患者数はዪ性の２．３ಸとなっており、進行がん

の割合も高くなっている。ஙがんとᏊᐑがんは２㸮ṓ㹼㸵５ṓではዪ性の

がんの⣙４割を༨める。 
 
4. 考ᐹ 

今後も高㱋者（６５ṓ以上）のがん患者が増加すると予᝿される。どの

ように早ᮇ発見・早ᮇ治療を進めるかが大きなㄢ題となってくる。ஙがん

では進行がんの割合も高く対策のᙉ໬が急がれる。 
 
5. まとめ 
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初めて院内がん登録２㸮１４年⑕例でᒸᒣ県がん診療連携拠点病院（㸵

施設）施設別の集計を行った。データ分ᯒ・評価を行うことにより、自施

設のがん診療を評価し、がん医療の状況把握・がん医療のᆒでん໬・都道

府県のがん政策等にά用できると考える。２㸮１５年⑕例からの集計には

がん診療連携推進病院（５施設）にもデータ提出をお㢪いする。５大がん・

⑕例の多いがんだけでなく、⛥少がんなど分ᯒも行ないより多くの部位の

集計報告が行えるようデータ⢭度向上に努めていきたい。国民・県民にᙺ

立つ情報を発ಙする事ががん登録を担うもののᙺ目であると考える。 
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がん診療連携拠点病院における院内がん登録からࡓࡳ

㛗㔝┴の⫵がん 

 

㰻⸨▱Ꮚ１ ၈⃝ⱆ၏１ 㔝⃝早加１ 小Ἠ▱ᒎ２ 
 

1ಙ州大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院診療録⟶理ᐊ、 
2ಙ州大Ꮫ医Ꮫ部ໟᣓ的がん治療Ꮫᩍᐊ 

 
1. 目的 

都道府県における院内がん登録データを分ᯒし評価することが、都道府

県がん診療連携拠点病院の指定要件のࡦとつになっていることから、県内

のがん診療拠点病院及び地域がん診療病院（以下拠点病院とする）から院

内がん登録データを཰集し、がん診療の状況把握等にά用している。 
㛗㔝県の⫵がん 75 ṓ未満年㱋調整死亡率は、⤫計開始以降ᖖに低い状

況を⥔ᣢしていることから、㛗㔝県拠点病院からみた㛗㔝県の⫵がんの特

ᚩを考ᐹしたので報告する。 
 
2. 方法 
 2012 年から 2014 年の診断⑕例として、全国の拠点病院から国立がん研

究センターへ提出された院内がん登録データを取りまとめた「全国集計報

告書」および㛗㔝県拠点病院から཰集した院内がん登録データを調査対象

とした。自施設で初回治療を実施した⑕例について、治療前スࢸーࢪおよ

び術後病理Ꮫ的スࢸーࢪの㢖度を全国と㛗㔝県で比較した。また、㛗㔝県

の初回治療実施状況を 75 ṓ未満と 75 ṓ以上の㝵⣭で比較した。 
 
3. 結果 

全国と㛗㔝県の治療前スࢸーࢪの㢖度は、ϫᮇが 33.7％と 33.6%と同等
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であるのに対して、㛗㔝県においては、Ϩᮇの㢖度が高く（41.4% vs 
44.2%）、ϩᮇの㢖度が低್であった（8.3% vs 6.1%）。術後病理Ꮫ的スࢸ

ーࢪについても、㛗㔝県においてϨᮇの㢖度が高かった（70.7% vs 76.0%）。

治療前スࢸーࢪ別の観⾑的手術の㢖度は、ϩᮇにおいて全国より㢖度が低

いഴ向がみられた。㛗㔝県における治療前スࢸーࢪの年㱋㝵⣭別の比較で

は、75 ṓ未満では、Ϩᮇ 46.1%、ϫᮇ 31.8%に対して、75 ṓ以上では、

Ϩᮇ 41.1%、ϫᮇ 36.5%であった。また 75 ṓ未満のϨᮇにおいて 9 割以

上が観⾑的手術を実施していた。 
 

4. 考ᐹ 
㛗㔝県のϨᮇの㢖度およびϨᮇの中でも75ṓ未満の༨める割合が高く、

観⾑的手術がされていることが、㛗㔝県の⫵がん年㱋調⠇死亡率の低さに

ᐤ୚している可能性が示၀された。全国と比し、㛗㔝県の治療前スࢸーࢪ

ϩᮇにおける観⾑的手術の㢖度が低い要因として、75 ṓ以上の⑕例が༨め

る割合が高いことも推測された。 
 
5. 結語 

全国と㛗㔝県の比較から、病ᮇにおいてϨᮇの㢖度が高く、75 ṓ未満の

患者数の㢖度が高いことが示され、㛗㔝県の 75 ṓ未満の⫵がん年㱋調⠇

死亡率の低さに、ᐤ୚している可能性が示၀された。 
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ឡ፾኱Ꮫ་Ꮫ㒊㝃ᒓ病院におけるஙがん患者の 

ᑵປ状況に࠸ࡘて 

 

 
    ᮎග⣧Ꮚ 1 ᶲ克⨾ 1 ட஭⩏明 2 ᯇඖ 㝯 3 4 ⸆ᖌ⚄ ⰾὒ 5 

 

1ឡ፾大Ꮫ医Ꮫ部医事ㄢ医療情報チー࣒、 
2ឡ፾大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院 ங⭢センター、 

3ឡ፾県がん診療連携協議会がん登録ᑓ㛛部会、 
4ឡ፾大Ꮫ医Ꮫ部⏘⛉፬人⛉ㅮᗙ、5ឡ፾大Ꮫ医Ꮫ部⮫ᗋ⭘⒆Ꮫ 

 
1. ⫼ᬒ 

2016 年 12 月 9 日成立したࠗ改正 がん対策基本法࠘で、がんになって

もᏳᚰして働きᬽらせるよう「がん患者のᑵ労等」に関する内ᐜが新たに

┒り込まれた。これにὀ目し、院内がん登録データを౑ってఱか指標が見

えないか検討してみた。 
 
2. 方法 

当院 2015 年⑕例からዪ性ஙがん患者に限定。労働年㱋を 23 ṓ㹼59 ṓ

の⠊ᅖと௬定した 61 人を対象に、カルࢸなどから診断時に仕事をᣢって

いたかを確認した。この 61 人の診断時以後のᑵ労状況を把握するため、

診断時から 2017 年 2 月の間のカルࢸに記載された情報から㞳⫋をした内

ᐜがあったものを集計した。 
 

3. 結果 
診断時に仕事をもっていた有⫋者⩌が 43 人、仕事をもっていなかった

無⫋者⩌が 18 人。2017 年 2 月に෌度確認した結果、診断時に仕事をもっ

ていた有⫋者⩌から 4 人が㞳⫋していた。୧⩌を比較すると「平ᆒ年㱋：
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診断時に仕事をもっていた有⫋者⩌ 48.3 ṓ 仕事をもっていなかった無

⫋者⩌ 50.0 ṓ」「最年㛗者年㱋：診断時に仕事をもっていた有⫋者⩌ 59
ṓ 仕事をもっていなかった無⫋者⩌ 59 ṓ」「最年少者年㱋：診断時に仕

事をもっていた有⫋者⩌ 26 ṓ 仕事をもっていなかった無⫋者⩌ 29 ṓ」

で年㱋に೫りはなかった。 

 
4. 考ᐹ 

2015 年⑕例の院内がん登録において、ஙがん患者はឡ፾県全体の 1,178
件に対し当院は 136 件で、ឡ፾県全体の 11.5 ーセントである。この結ࣃ

果からឡ፾県全体の有⫋者と無⫋者について語ることはできない。㞳⫋に

ついても、ஙがんを罹患することにより、当院のカルࢸ記録から 1 割くら

い確認された。 
 

5. 結果 
院内がん登録データを౑ってఱか指標が見えないか検討してみたが、ᑵ

労に関する項目が設けられていないので、施設⊂自で集計する必要がある。 
  

43 
18 

診断時に仕事は 
ᣢっていたか㸽 

仕事をもっている 

仕事をもっていな

い 
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ᮥᯘ኱Ꮫ་Ꮫ㒊௜ᒓ病院 院内がん登録ᐊの⤂௓ 

 
大⎰୕㤶 1 後⸨㐶 1 ᆏ口ⰼ⳯ 1 ᫍ㔝ᐶ道 1 

 㔠Ꮚ༤Ꮚ 1 Ọ᰿基㞝 2 ྂ℩⣧ྖ 2 

 

1ᮥᯘ大Ꮫ医Ꮫ部付ᒓ病院院内がん登録ᐊ（診療情報⟶理ᐊ） 
2ᮥᯘ大Ꮫ医Ꮫ部付ᒓ病院がんセンター 

 
1. はじめに 
 ᮥᯘ大Ꮫ医Ꮫ部付ᒓ病院は、東京都୕㮚市に位置しチ可病ᗋ数 1,153 ᗋ、

1 日平ᆒ外来患者数 2,336 人の特定機能病院、地域がん診療連携拠点病院

である。୕㮚市を含む 6 市でᵓ成される໭多ᦶ༡部医療ᅪには、他に 2 つ

の地域がん診療連携拠点病院と 1つの東京都がん診療連携拠点病院がᒓし

ている。 
 
2. 組織 
 病院㛗直㎄のがんセンターは、⦆࿴ࢣアチー࣒、がん┦ㄯ支援、外来治

療センター、院内がん登録ᐊ等でᵓ成されている。院内がん登録ᐊの業務

は診療情報⟶理ᐊ内で行っている。人ဨは⫋ဨ 3 名、業務ጤク 2 名である

が、⫋ဨ 2 名と業務ጤク 1 名は᫖年より担当についたばかりである。 
 
3. 業務 
 院内がん登録は、2007 年 6 月診断⑕例より登録を開始した。当初は必

須項目のみであったが、2008 年⑕例から標準項目での登録を行っている。

当初は⑕例ᢳ出が未⇍であったため登録件数は、現在の⣙༙数程度であっ

た。ẖ年登録ೃ⿵の見つけ出し方法をᕤኵし、登録件数を年々増加させて

きた。 
 登録ೃ⿵は、登録項目を⥙⨶した「登録チェック票」を、㟁Ꮚカルࢸの

内ᐜを確認しながら完成させていく。完成した登録チェック票は、
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HosCan-R Plus への入力前後にそれࡒれ別担当者が確認を行うなど、⢭度

⟶理には␃意している。また、治療情報に関する部分は各診療⛉の医ᖌに

内ᐜの確認を依頼している。登録స業での不明点は、登録チェック票に࣓

モを㈞付、別担当者の確認時に回答している。他に登録時のὀ意点や解㔘

方法等ඹ有しておきたい情報は、㟁Ꮚカルࢸ➃ᮎからアクセスできるඹ有

ファ࢖ルサーバに「ඹ有࣓モ」をస成している。 
 他院からの予後調査依頼への対応、行政・他施設からの調査依頼対応も

行っている。 
 
4. 他院との連携 
 同一医療ᅪに所在している、3 つの地域がん診療連携拠点病院と東京都

がん診療連携拠点病院では、年 2回「がん診療連携拠点病院 4病院連⤡会」

をᣢち回りで開ദしている。ࢸー࣐はその都度がん診療に関わることを決

め、各病院の取り組み等をヰし合っている。がん登録も、業務方法の⤂௓

や情報஺᥮を行っている。 
 
5. 今後のㄢ題 
登録件数も増加し、個々のス࢟ル向上はもとより、ຠ率的な登録業務の

㐠用の検討が必要である。また、登録⢭度向上のためにもデータ分ᯒは必

須であり、分ᯒ結果のᏛ術的利用や登録ࢩス࣒ࢸへの㑏ඖなど、単なる登

録のみではない体ไのᵓ⠏を考えていくことがㄢ題である。 
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 ࡳ⤌ࡾがん登録ᐊのྲྀࡍ་療のᯫけᶫを┠ᣦ࣒࣮ࢳ

㹼⮫ᗋにᐤࡾῧᩘ࠸Ꮠࡔけで⤊ࢃら࠸࡞ࡏがん登録のά用法㹼 

 
ᱵ⏣ᘯ⨾ ⏥ᩫ୓ᬛᏊ 

 
地方⊂立行政法人 ᒱ㜧県⥲合医療センター  

がん医療センター がん登録ᐊ 
 
1. 当院のᴫ要 
当院はᒱ㜧県ᒱ㜧市にあり、ᩆ急ᩆ࿨センター、新生ඣ医療センターを

ే設した病ᗋ数 604 ᗋのᒱ㜧県の中᰾病院です。⛣᳜医療を除くࡰ࡯全急

性ᮇ⑌患を対象としています。 
中でも「がん医療」は当院の重点医療のࡦとつであり、平成 17 年に地

域がん診療連携拠点病院指定されて以来、現在まで地域の医療機関とᐦ᥋

な連携を取り、より高い医療の提供に努めています。 
 

2. がん登録ᐊの⤂௓ 
医ᖌ事務స業⿵ຓ者 2 名を㓄置し登録業務を実施しています。（中⣭認

定者 1 名・初⣭認定者 1 名） 
がん登録ࢯフトは国立がん研究センター提供の㹆㹭㹱-㹁㹟㹬 㹎㹊㹓

㹑を౑用しています。 
᭦に㟁Ꮚカルࢩࢸス࣒ࢸにて医ᖌが入力したがん登録サ࣐リを院内が

ん登録ࢩス࣒ࢸに連携するࢩス࣒ࢸを౑用し医ᖌの協力を得て⢭度の高

い登録を目指しています。 
2015 年診断分の全国集計提出件数は 1,917 件です。 

 
3. ⮫ᗋに㏆づくための取り組み 

2015 年度よりがん医療センター㐠Ⴀ会議に参加できるようになり、他

部㛛との஺ὶが始まり予後調査時に協力が得られるようになりました。 
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がん登録ᐊからは、少しでも治療や転院時の参考㈨料にᙺ立ててもらえ

るよう診断時住所ごとの登録件数やཎ発部位ごとの治療状況をより詳⣽

に報告しています。さらに⮫ᗋに㏆づくために 2015 年 12 月から⦆࿴ࢣア

回診への参加を開始しました。ẖ㐌ⅆ᭙日にカンファレンスに参加し、医

ᖌ、┳護ᖌ、⸆๣ᖌ、時にはࢣース࣡ーカーと⑕例検討を行い⦆࿴ࢣア患

者さんの回診に同行して記録を書いています。最初はぬえることが多く無

我ክ中でしたが、最㏆では⦆࿴以外のことにも目を向けられるようになり、

ᢠがん๣などの⸆๣の種㢮や様々な治療方法、治療方㔪の決め方、転院先

の調整など▱識のᖜがᗈがりました。 
また、回診前の予⩦時にがん登録対象患者であるか確認し、登録内ᐜ・

病ᮇ・転⛣などの情報をカンファレンス時にఏえられるようになり、⮫ᗋ

に㏆づいている事を実ឤしᎰしくᛮっています。 
 

4. 今後のᒎᮃ 
 現在、診療⛉ごとの予後調査結果のフ࢕ーࢻバックやࣕ࢟ンサー࣎ーࢻ

の⑕例に対する分ᯒなどを可能にできるように詳⣽な情報を࢟ࢸストḍ

に入力し඘実をᅗっています。 
「院内がん登録はㄡのために、ఱのためにあるのか㸽」をᖖに意識し、た

だの数字ではなくά用できるがん登録を目指していくことが大ษである

と考えます。 
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がん診療連携拠点病院とࡋて診療情報の精度向ୖ࡬の

 ࡳ⤌ࡾྲྀ

 

ᡞ来ᏳᏊ1 బ⸨༓代⨾1 㜿部⤮⨾1 ᮎỌὒᏊ1 上⏣京Ꮚ2 中ᒣ㞞ᬕ3  

 

1東໭大Ꮫ病院 医療情報ᐊ、2࣓デ࢕カル ITセンター、 

3院内がん登録ᐊ㛗 

 
1. 目的 

当院では、2013年 QI研究の調査及び 2013年未実施理⏤調査に参加した。

この未実施理⏤調査とは、「都道府県がん診療連携拠点病院連⤡協議会 

がん登録部会 QI 研究」で行っている標準治療の実施調査において、標準

治療を行わなかった理⏤を調査するものである。標準治療が行われなかっ

た理⏤には⮫ᗋ的な事情は໚論であるが、他にがん登録情報の⢭度の問題

があると考えられる。がん登録担当者が⢭度の高いがん登録を行うことは

当然である。一方、当院においては、DPC 調査項目であるがん情報データ

についてがん登録ᐊでの関୚が遅れ、その間のデータの⢭度が不十分とᛮ

われたため、DPC調査へ提出した「がん患者情報」について正誤のᕪ異を

調査し、診療情報の⢭度向上をᅗることを目的とした。 

 

2. 方法 

2013年 4月から 2014 年 12 月の DPCデータのᝏ性新生物⑕例 10,272件

を対象とし、病名とがん患者情報より TNM、スࢸーࢪ分㢮の５項目をᢳ出

した。 
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3. 結果 

ఱらかのᕪ異がありಟ正したのは合計 5,325件（51.8%）である。病名

ಟ正は 361件（3.5%）、T分㢮 3,199件（31.1%）、N分㢮 2,545件（24.8%）、

M分㢮 2,069 件（20.1%）、Stage 分㢮 1,126件（11.0%）であった。5,325

件を部位別に見ると、⫵ 665件（12.5%）、次いで㣗道 464件（8.7%）、⫶

423 件（7.9%）であった。次に、ಟ正前の状ែが✵ḍ（未入力状ែ）の割

合は、T分㢮 1,253件（39.2%）、N分㢮 1,250（49.1%）、M分㢮 1,241件（60.0%）、

Stage分㢮 604件（53.6%）と４項目の平ᆒで 50.5％であった。 

部位別ಟ正㡰位でみると、病名は⮅⮚、⬻、結⭠の㡰位であり、T分㢮

N分㢮 M分㢮の１位は⫵であるが、Stage分㢮には上位に⫵はなかった。 

 

4. 考ᐹ 

病名ಟ正については、ಟ正対象の大多数が詳⣽不明ࢥーࢻを౑用してい

たため、記録をㄞむことにより正確な部位にಟ正することができた。 

TNM 分㢮についてのಟ正理⏤として、様ᘧ１の TNMは、UICCに準拠した

TNM ⮫ᗋ（治療前）分㢮の情報であり、一方 Stage分㢮は、⒴取扱い規⣙

に準じた病ᮇ（術後）分㢮がồめられているためと考えられた。TNM分㢮

のಟ正率に対して Stage分㢮のಟ正率がᴟめて少ない。その理⏤は、医ᖌ

はがん取扱規⣙による記載に័れているため、入力に㏞わないことが理⏤

である。UICCとがん取扱い規⣙の分㢮は、基準が同一の部位もあるが、N

分㢮の評価が異なることが多く、医ᖌ以外の⫋ဨがその内ᐜを全て理解し

確認するのは㞴しいことである。 

「QI研究」の目的は、標準診療を QIとし、どこでも「質の高い医療」

を受けられるよう、治療の PDCA サ࢖クルの評価であるが、提出されたデ

ータに不ල合があっては、正確な評価は出来ない。今後の医療にᙺ立つ結

果を示すためにも、⢭度の高い情報を提供しなければならない。 
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現在は、3ࣨ月ẖに提出している DPCデータのがん患者情報が✵ḍのも

のを確認しているが、今後スタッフ等へᩍ⫱を行い✵ḍ以外も確認し、ᕪ

異内ᐜを DPC 担当者に情報提供する予定である。 

 

5. 結語 

がん登録が法ไ໬され、がん登録担当者が増加するとᛮうが、がん登録

స業だけ行うのではなく、登録者の拡大や登録情報の利用など✚ᴟ的に関

୚して行くべきだと考える。当院から提出された情報も含んだ「2013年の

QI研究」の結果の公表は始まったが、診療情報の⢭度の向上に㈉献できる

よう取り組んでいきたい。 
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愛知県がん登録の⤂௓ 

 
中ᕝᘯᏊ 1 ᒣ口㏻代 1 小஭手ె代Ꮚ 2.1 小ஂ保ᣅ㤿 2 

ᕝᾆ正規 2 ᮌ村ග㞝 2 ఀ⸨⚽⨾ 1.2 ㏆⸨Ⰻఙ 2 

 
1ឡ▱県がんセンター研究所 ␿Ꮫ・予㜵部 がん情報研究ᐊ、 

2ឡ▱県健康⚟♴部保健医療ᒁ健康対策ㄢ 
 
࠙ឡ▱県のᴫ要ࠚ 
 ឡ▱県は、日本のࡰ࡯中央、ኴ平ὒ側に位置し、人口⣙ 748 ୓人(平成

27 年国ໃ調査)の県である。名ྂᒇ市 16 区の他、53 市町村を有する中部・

東ᾏ地方の中᰾県となっている。 
 [ឡ▱県がん登録ᐊ組織づくりのあࡺみ]      

  1962 年 「ᝏ性新生物患者登録事業」として発㊊    
    83 年 ឡ▱県がんセンター研究所␿Ꮫ・予㜵部による技術的支援開始  
    98 年 がんセンター研究所␿Ꮫ・予㜵部内にឡ▱県がん登録中央登録

ᐊを設置 
  2008 年 2003 年診断⑕例より㐳り調査を開始 
    09 年 がんセンター研究所␿Ꮫ・予㜵部内にがん情報研究ᐊを設置、

健康対策ㄢ⫋ဨを㓄置 
    11 年 県内全市町村を対象に住民票照会による生存確認調査を 開始

（2001 年診断⑕例から） 
   13 年ឡ▱県㟁Ꮚデータでのᒆ出について、Ᏻ全⟶理ᥐ置をᙉ໬ 
    16 年 「がん登録等の推進に関する法律」が施行され、全国がん登録

ᒆ出開始 
 地域がん登録事業で行われていたឡ▱県がんセンターによる人的、技術

的支援は、医Ꮫ的指ᑟ業務ጤクというᙧで⥅続されている。 
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࠙ឡ▱県における市町村別のがん 5 年┦対生存率についてࠚ 
1. ⫼ᬒ 

がん生存率はがん発生部位で異なるが、医療機関や地域による㐪いが報

告されている。がん罹患や生存率の現状を把握し、がん対策及び医療のᆒ

てん໬等の施策に反ᫎできるよう、情報提供することは重要である。我々

は、ឡ▱県のがん対策へのά用を目的として、2016 年度のឡ▱県健康づ

くり推進協議会がん対策部会に、市町村別のがん 5年┦対生存率を部位別、

⏨ዪ別に算出し、㈨料提供を行った。その結果を報告する。 
 
2. 方法 

ឡ▱県がん登録は人口⣙ 740 ୓人をカバーする。2006 年ࠥ2009 年の診

断⑕例を集計対象とし、5 年┦対生存率を市町村別、⏨ዪ別に算出した。

DCN ⑕例、第 2 がん以降 、Ⰻᝏ不詳、上⓶内がん（大⭠の⢓⭷がんを含

む）、年㱋不詳及び 100 ṓ以上、は除外とした。全部位及び部位別集計に

おいて DCN 割合が 40%を㉸える市町村は、登録⢭度が低いことより、算

出された生存率のಙ頼性も低いと判断し、生存率を㠀公開とした。対象者

数が 25 例に満たない市町村に関しても同様にಙ頼性の観点より掲載を᥍

えた。がん部位別においては、主要 5 部位（⫶、大⭠、⫵、ஙᡣ、Ꮚᐑ）

について検討を行った。 
 
3. 結果 

2006-09 年診断の集計対象者 98,419 名(⏨：57,327、ዪ：41,091)の市町

村別、⏨ዪ別の全がんの 5 年┦対生存率を下ᅗに示す（ᅗ 1）。ឡ▱県の全

がんの 5 年┦対生存率は、⏨性 58.5%、ዪ性 66.5%。市町村別生存率は、

⏨性 47.1ࠥ75.4%、ዪ性 59.6ࠥ77.1%であった。 
部位別の生存率において、⫶がんの 5 年┦対生存率は⏨性 60.5%とዪ性

56.7%であった(ᅗ 2)。市町村別の生存率は、⏨性 47.8ࠥ73.3%、ዪ性 36.9
ࠥ73.6%であった。大⭠がんの５年┦対生存率は⏨性 70.9%とዪ性 69.1%
であった（ᅗ 3）。市町村別の生存率は、⏨性 54.6ࠥ81.5% 、ዪ性 50.9ࠥ
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85.3%であった。⫵がんの５年┦対生存率は⏨性 26.2%とዪ性 42.8%と低

く、市町村別生存率は⏨性 8.1ࠥ48.1%、ዪ性 25.0ࠥ60.5%（ᅗ 4）。ஙが

んの 5 年┦対生存率は 90.9%であった（ᅗ 5）。市町村別の生存率は 80.2
ࠥ98.1%であり、県内全⯡にΏり、生存率は高かった。Ꮚᐑがんの 5 年┦

対生存率77.0%であり、市町村別の生存率は52.2ࠥ89.5%であった（ᅗ5）。 
 
4. 考ᐹ 

ឡ▱県 2006-09 年診断⑕例のがん 5 年┦対生存率について、市町村別・

主要部位別に検討を行った。全部位及び主要部位別において、市町村の 5
年┦対生存率は地域較ᕪが観ᐹされた。5 年┦対生存率は、生死不明割合、

限ᒁ割合、DCN 割合、さらに対象者のがん部位分ᕸや年㱋分ᕸ、その地

域の医療Ỉ準（診断・治療）にもᕥྑされる。これら生存率にᙳ㡪を୚え

る因Ꮚ等を十分考慮した上で、生存率の地域較ᕪをᣍく要因についての検

討を進める必要がある。がん情報研究ᐊでは、正確な⤫計解ᯒによりがん

罹患の現状を把握し、ឡ▱県及び市町村におけるがん対策及び医療のᆒて

ん໬等の施策に反ᫎしていけるよう、研究及び情報提供を続けていきたい。  
 

 
 
 

ᅗ 1. ඲がんにおけるᕷ⏫ᮧ別の 5年┦ᑐ生存率 
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ᅗ 2. ⫶がんにおけるᕷ⏫ᮧ別の 5年┦ᑐ生存率 

ᅗ 3. ኱⭠がんにおけるᕷ⏫ᮧ別の 5 年┦ᑐ生存率 

ᅗ 4. ⫵がんにおけるᕷ⏫ᮧ別の 5年┦ᑐ生存率 
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ᅗ 5. ஙがん㸦ᕥ㸧ཬࡧᏊᐑがん㸦ྑ㸧におけるᕷ⏫ᮧ別の 5年┦ᑐ生存率 
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ឡ፾┴ᆅᇦがん登録ᐊの⤂௓2017  

 

向஭⏣㈗⿱ ᑎ本඾ᘯ ᒣ下ኟ⨾  
ⓑᒸెᶞ 大平⏤ὠᏊ 新ᒃ⏣あおい 

 
⊂立行政法人国立病院機ᵓ ᅄ国がんセンター 地域がん登録ᐊ 

 

1. ឡ፾県地域がん登録ᐊの⤂௓ 

ឡ፾県はᅄ国の໭す側に位置する、人口⣙137୓人の県です。ᅄ国4県の

中では最多人口ではありますが、ᚎ々に過␯高㱋໬が進行しています。前

年から⣙1୓人減少し（ឡ፾県ᗇ/県推計人口）、全国8位の高㱋໬県です。

ឡ፾県地域がん登録ᐊは、ᅄ国がんセンター内にあり、医ᖌ2名（病理医・

⤫計ᐙ医ᖌ）診療情報⟶理ኈ3名事務1名が従事しています。 

 

2. ឡ፾県地域がん登録ᐊの㏆年のṌみ 

2007年 ᅄ国がんセンターが地域がん登録事業を受ク 

    標準登録様ᘧ・地域がん登録標準データベースࢩス࣒ࢸをᑟ入 

2014年 拠点・推進病院以外の一⯡病院への㐳り調査開始 

2016年 「がん登録等の推進に関する法律」が施行され、全国がん登録事 

業開始 

全国がん登録データベースࢩス࣒ࢸに⛣行 

 

3. 登録状況について 

これまでに県内医療機関等から受㡿したᒆ出は、ᅄ国がんセンターに事

業ጤクされた2007年から2016年12月までの⣼計で、113,258件（㐳り調査

票含む）となりました。年間のᒆ出件数は、ᚎ々に増加しており、2016年

は、⣙15,000件となっています。 

ឡ፾県地域がん登録ᐊに提出されるᒆ出票は拠点病院の院内がん登録

から提出されたものが8割以上を༨めており、⢭度の高い情報が཰集され
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ています。拠点病院の登録数は年々ᚎ々に増えていますが、これはがん登

録対象患者の来院数が増えたというよりは、ࢣースファ࢖ニング（登録ೃ

⿵見つけ出し）等で登録件数が増えているとᛮわれます。また、拠点病院

に対する㐳り調査数は年々大きく減少していますが、がん登録事業開始直

後はそれ以前の⵳✚データが無いため㐳り調査数が大きかったが、データ

⵳✚により年々減少しているものと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. ឡ፾県のがんの特ᚩ 

5大⒴については、⫢がん以外は罹患率も死亡率もࡰ࡯全国平ᆒと変わ

りません。しかし⫢がんはどちらも大きく上回っています。人口10୓人当

たりの年㱋調整死亡率において、日本国内で2006年以降࣡ースト10位以内

であり、2012年・2014年には1位になっています。これは当県の⫢⅖࢖࢘

ルスのᣢ続ឤᰁ者が多いことと、⫢⅖࢖࢘ルス検査の受診率の低さ（全国

受診者⥲数の⣙0.6%）も大きな要因として考えられます。 
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5. 登録情報のά用について 

ឡ፾県ではがん診療連携協議会がん登録ᑓ㛛部会が中ᚰとなり、2013年

より、ẖ年県下の院内がん登録を集計した書物ࠗがん登録で見るឡ፾県の

がん診療࠘をห行しています。地域がん登録の࣓ンバーは同時にがん登録

ᑓ㛛部会の主要࣓ンバーもවࡡています。7つの拠点病院と6つのがん診療

連携拠点病院が、ඹ㏻のフ࢛ー࣐ットで自施設のデータを集計・解ᯒして

⦅集しています。完成後は解ᯒ研ಟ発表会を開ദし、地域がん登録ᐊ及び
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各施設のがん登録関係者がデータを分ᯒ・解ᯒして⊂自にࢸー࣐を決めて

発表することにより、プレࢮンࢸーࣙࢩンのス࢟ルアップに⧅げています。 

 

6. ឡ፾県のがん登録の情報発ಙについて 

ឡ፾県がん診療協議会の࣍ー࣒࣌ーࢪの中にがん登録ᑓ㛛部会の࣌ー

があります。大きく分けてࠗάື方㔪・目的࠘ࠗࢪ 年度計画࠘ࠗ άື実績࠘

ࠗセࢼ࣑ー・研ಟ会࠘について公開しており、࢖ンターネット᥋続ができ

ればㄡでも見ることができます。ឡ፾県のがん登録の様々な情報を発ಙし

ています。 
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7. 㟁Ꮚᒆ出票のస成について 

現在、県下の病院・診療所から㝶時2016年診断のࠗ㟁Ꮚᒆ出票（全国が

ん登録ᒆ出票）࠘ を提出していただいています。提出していただいたデー

タに▩┪点等があると、࢖ンポート時に࢚ラーが発生しಟ正しなければࢩ

ス࣒ࢸに取込む（登録する）ことができません。 

全国がん登録事業が始まって初めて提出する施設も多く、࢚ラーのࣃター

ンはఝています。特に㟁Ꮚᒆ出票のո側性㸪ս診断᰿拠㸪ր進ᒎ度・治療

前㹼पその他の治療の項目に、同じようなࣃターンの࢚ラーが多発してい

ます。 

各施設に問合せをした際には、現段㝵では㟁Ꮚᒆ出票స成時に࢚ラーチ

ェックをかけることができないので、࣐ニࣗアルをよくㄞんでస成してい

ただくようお㢪いしています。次回提出時には࢚ラー数は大ᖜに減少する

ことをᮇᚅしています。 

 

8. 今後のㄢ題 

ឡ፾県では、全国がん登録に院内がん登録施設以外の128病院と60の診

療所が、がん罹患情報をᒆ出することになりました。これらのᒆ出⤒㦂の

ஈしい施設が一定の⢭度の登録票をస成できるのかᠱᛕされています。

2015年⛅よりẖ年県内3地区で、初めてがん登録のᒆ出をする担当者のⅭ

に研ಟを行っており、ᒆ出票の質の向上を目指しています。今後も⥅続的

な情報発ಙ・研ಟ会等を行い、がん情報の⢭度向上努めていく必要がある

と考えています。 
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⮬ື集計࣒ࣛࢢࣟࣉのᵓ⠏と඲国集計බ表ࢱ࣮ࢹを 

౑ࡓࡗ௚院とのẚ㍑ 

 
బ⸨真ᘪ 1 新⏣ᙬᏊ 1 㔠村政㍤ 1 2  

 

1ᐑᇛ県立がんセンターがん登録ᐊ、 

2ᐑᇛ県立がんセンター研究所がん␿Ꮫ・予㜵研究部  
 
1. 目的 

当院では、᫛࿴ 57年から院内がん登録を実施しているが、これまで、

集計್としては年報への報告と、がん診療連携拠点病院として⩏務付

けられている全国集計への提出にとどまり、報告書として利用できる

ような集計を行うところまでは⮳らなかった。そこで、2年前の㟁Ꮚカ

ルࢸᑟ入時から、診療情報⟶理ࢩス࣒ࢸに自ື集計プࣟグラ࣒を組み

込み、詳⣽な集計を行えるよう準備を進めてきたので、その取り組み

について報告するとともに、国立がん研究センターから提供された全

国集計್のファ࢖ルからࣆࢥー㸤࣌ーストするだけで病院間の比較が

できるフ࢛ー࣐ットをస成したので報告する。 

 

2. 方法 

診療情報⟶理ࢩス࣒ࢸに自ື集計プࣟグラ࣒を組み込み、種々の区

分による集計表をస成した。2015 年データについて、自ື集計プࣟグ

ラ࣒を౑って集計結果をア࢘トプットした。集計表は、報告書の体⿢

に加ᕤしグラフを㈞付した。また、国立がん研究センターから提供さ

れた全国集計್から、それࡒれの表について比較のためのグラフをస

成しフ࢛ー࣐ットとした。2014 年のᐑᇛ県の施設データについてస業

を行い比較した。 
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3. 結果 

自ື集計プࣟグラ࣒のᑟ入により、㏿やかに集計結果が取りまとめ

られる体ไがᵓ⠏できた。さらに、フ࢛ー࣐ットのస成により他施設

との比較データస成స業が⡆単に行えるようになった。 

 

 

 

 

 

 

᮶院⤒㊰別 

データᢳ出画面 
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4. まとめ 
これまで手が回らなった集計స業が⡆単に行えるようになった。今後、

集計結果は報告書として取りまとめ、PDF で利用可能とし、HP でも公

開する予定である。また、フ࢛ー࣐ットはᕼᮃする施設に㓄ಙしてい

く予定である。 
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院内がん登録ࢱ࣮ࢹを用ࡓ࠸ᕷ民┠⥺でࢃか࠸ࡍࡸࡾ 

がん情報のⓎಙ 

㸫おࢃ࡞ࡁがん情報࢖ࢧࣈ࢙࢘トの㛤タ㸫 

 

㧘ᶫユカ 増⏣ᫀ人 

⌰⌫大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院 がんセンター 

 

1. 目的 

⌰⌫大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院がんセンターでは、院内がん登録情報をᐜ᫆に

利ά用可能な体ไをᵓ⠏すること、市民目⥺でわかりやすいᙧで発ಙする

ことを目的として、2014年よりἈ⦖県内で院内がん登録を実施している施

設からデータを཰集し、Ἀ⦖県院内がん登録集計報告書（以下、報告書）

をẖ年発行してきた。しかし、情報を必要としているがん患者さんやその

ごᐙ᪘に、報告書の存在を࿘▱できていないことや、情報が᥈しにくい現

状があった。そこで、院内がん登録データを用いて、がん診療に関する情

報がᐜ᫆に検⣴できる、がん情報࢘ェࣈサ࢖ト（以下、࢘ェࣈサ࢖ト）を

開設したので報告する。 

 

2. 方法 

(1)がん患者会、有識者から、࢘ェࣈサ࢖トで౑用するデータ、グラフや

表等で見せるデータの㑅ᢥ、掲載する情報についての意見⫈取。 

(2)必要なデータと情報の཰集。 

(3)掲載するデータ、情報の㑅定。 

(4)グラフや表の表記方法の検討と調整。 

以上の方法で、࢘ェࣈサ࢖トのᵓ⠏、開設を行った。 
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3. 結果 

(1)意見⫈取結果は、以下の表のとおりであった。 

 

 

(2)意見⫈取の結果、必要なデータとして、Ἀ⦖県内で院内がん登録を実

施している全 17施設の院内がん登録データとἈ⦖県地域がん登録データ、

がんᑓ㛛病院の診療機能に関するデータ、Ἀ⦖県のがん検診実施に関する

データがあげられた。また、地域の療㣴情報おきなわがんサポートࣁンࢻ

 。ックに掲載されている情報を用いることとしたࣈ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がん診療に関する情報 がん対策に関する情報 その他

① 専門医、専門看護師等人数の表記 ① がん検診に関するデータの表記
① おきなわ　がんサポートハンドブックをPDFで
    閲覧可能にする

② 治療の組み合わせ件数の表記 ② がん検診を実施する意味について表記
② 沖縄県がん患者さんのための療養場所ガイドを
    PDFで閲覧可能にする

③ 肺がん専門病院や、乳がん専門クリニック等が
   わかるよう表記

③ がん検診等での、陽性反応後の道案内 ③ 専門医、専門看護師に関する案内等の掲載

④ 施設ごとの診断方法の表記 ④ 沖縄県のがん罹患数・死亡数の表記 ④ がん患者必携の本の紹介

⑤ 施設ごとの放射線治療機器による治療可能な
　 がん種の表記

⑤ 使用しているデータをダウンロード可能にする

⑥ 専門医、専門看護師等に関する説明の掲載

⑦ 化学療法、放射線治療ができる施設がわかる
　 ように表記
⑧ 化学療法が単剤でしかできない施設、多剤で
　 できる施設の表記

⑨ 標準治療に関する表記

⑩ 院内がん登録集計報告書に掲載されている
    集計データ

⑪ おきなわがんサポートハンドブックの情報を掲載



JACR Monograph No.23 

第 2部：学術集会੶録 －ポスター౰਻－ 

 
 

233 
 

(3)各データの中から掲載すべきデータと情報の㑅定を行った。㑅定の結

果は、以下の表のとおりであった。 

 

 

 

(4)データの表記方法は、以下のとおりとした。 

 

 

 

 

 

院内がん登録・地域がん登録 おきなわがんサポートハンドブック その他

① 17施設別の院内がん登録数の年推移 ① がんと診断されたときの情報 ① がん専門施設の案内とその施設概要

② 17施設別の年齢階級別登録数（院内がん登録） ② がんと告げられてから、やるべき４つのことの情報 ② がん相談支援センターに関する情報

③ 17施設別の発見経緯別登録数（院内がん登録） ③ がんになったら大事にしたいことの情報 ③ 緩和ケアに関する情報

④ がん診療連携拠点病院３施設の５年相対生存率
  （院内がん登録）

④ 沖縄県内の医療体制の情報 ④ 市町村別がん検診窓口の案内

⑤ 17施設別治療前ステージ別症例数（院内がん登録） ⑤ 治療費や生活支援についての情報 ⑤ がんの精密検査ができる施設の案内

⑥ ステージ別初回治療の組み合わせ登録数
  （院内がん登録）

⑥ おきなわがんサポートハンドブックのPDF版の掲載 ⑥ がん検診別市町村別がん検診受診率

⑦ 17施設別治療前ステージ別治療の件数
  （院内がん登録）

⑦ がん患者必携の本の紹介等

⑧ がん診療連携拠点病院の施設別手術・治療実績
（院内がん登録）

⑨ 17施設別の男女別登録数の年推移（院内がん登録）

⑩ 17施設別の年齢階級別登録数の年推移
  （院内がん登録）

⑪ 17施設別の部位別登録数の年推移（院内がん登録）

⑫ 17施設別の二次保健医療圏別登録数（院内がん登
録）

⑬ 沖縄県の罹患数の年推移（地域がん登録）

⑭ 沖縄県の年齢調整罹患率の年推移（地域がん登録）

⑮ 沖縄県の死亡数の年推移（地域がん登録）

⑯ 沖縄県の年齢調整死亡率の年推移（地域がん登録）

データ 表記方法 データ 表記方法

① 17施設別の院内がん登録数の年推移
棒グラフと折れ線グラ
フの組み合わせ

⑩ 17施設別の年齢階級別登録数の年推移
  （院内がん登録）

棒グラフ

② 17施設別の年齢階級別登録数
  （院内がん登録）

棒グラフと折れ線グラ
フの組み合わせ

⑪ 17施設別の部位別登録数の年推移（院内がん登録） 棒グラフ

③ 17施設別の発見経緯別登録数
  （院内がん登録）

100％積み上げ棒グラ
フ

⑫ 17施設別の二次保健医療圏別登録数（院内がん登
録）

表

④ がん診療連携拠点病院３施設の５年相対生存率
  （院内がん登録）

表 ⑬ 沖縄県の罹患数の年推移（地域がん登録）
棒グラフと折れ線グラ
フの組み合わせ

⑤ 17施設別治療前ステージ別症例数
  （院内がん登録）

100％積み上げ棒グラ
フ

⑭ 沖縄県の年齢調整罹患率の年推移（地域がん登録）
棒グラフと折れ線グラ
フの組み合わせ

⑥ ステージ別初回治療の組み合わせ登録数
  （院内がん登録）

表 ⑮ 沖縄県の死亡数の年推移（地域がん登録）
棒グラフと折れ線グラ
フの組み合わせ

⑦ 17施設別治療前ステージ別治療の件数
  （院内がん登録）

積み上げ棒グラフ ⑯ 沖縄県の年齢調整死亡率の年推移（地域がん登録）
棒グラフと折れ線グラ
フの組み合わせ

⑧ がん診療連携拠点病院の施設別手術・治療実績
  （がん診療連携拠点病院「現況報告書」：厚生労働

表 ⑰ がん検診別市町村別がん検診受診率 棒グラフ

⑨ 17施設別の男女別登録数の年推移（院内がん登録）
棒グラフと折れ線グラ
フの組み合わせ
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4. 考ᐹ 

意見⫈取結果に基づき࢘ェࣈサ࢖トのᵓ⠏を行った。情報ベースとして、

おきなわがんサポートࣁンࣈࢻックの情報を掲載、各がんᑓ㛛病院のがん

診療状況とἈ⦖県のがん罹患の現状等に関するデータをグラフや表で表

記することで見える໬した。データだけではなく、ㄞみ物も඘実させたこ

とで、がん情報サ࢖トのᅵ台をసり上げることができた。 

しかし、࢘ェࣈサ࢖トに反ᫎできた意見は⣙ 6割であり、がん種の部位

別に関する情報については 10 部位の掲載に␃まっている。また、県内で

ஙがんを主に診ているクリニック 4施設の治療情報を、院内がん登録対象

施設ではないため反ᫎできていないなど、患者さんやそのごᐙ᪘のニーࢬ

に応えるためには様々なㄢ題が残されている。 

今後は、情報の追加、データの᭦新を行う際に、がん患者会、有識者、

がん┦ㄯ支援センターの┦ㄯဨ等、がんに関わる方々にも࢘ェࣈサ࢖トの

㐠Ⴀに関わっていただき、情報を඘実させ、よりⰋい࢘ェࣈサ࢖トにして

いきたいと考える。 
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おࢃ࡞ࡁがん情報࢖ࢧࣈ࢙࢘ト 

 ト調査࣮ࢣࣥ࢔るࡍるん࠘に㛵ࡋるん࣭ࡳࠗ

 

㧘ᶫユカ 増⏣ᫀ人 

⌰⌫大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院 がんセンター 

 

1. 目的 

⌰⌫大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院がんセンターでは、今年 3月上᪪にがん情報࢘

ェࣈサ࢖ト「おきなわがん情報ネットࠗみるん・しるん 」࠘（以下、࢘ェࣈ

サ࢖ト）を開設、一⯡公開した。࢘ェࣈサ࢖トをᵓ⠏する際に、がん患者

会や有識者から意見⫈取を行い、得られた意見を࢘ェࣈサ࢖トに反ᫎした

が、反ᫎできたのは⣙ 6割であった。そこで、࢘ェࣈサ࢖トに㊊りない情

報や඘実させるべき情報について明確にし、今後の࢘ェࣈサ࢖ト㐠Ⴀにά

かすことを目的に、アンࢣート調査を行ったので報告する。 

 

2. 方法 

トの公開時に開ദした「がん情報のさがしかたຮᙉ会（以࢖サࣈェ࢘(1)

下、ຮᙉ会）」（㑣ぞ市、ᐑྂᓥ市、▼ᇉ市で計 3 回、今年の 3 月に開ദ）

に参加した方々を対象に、アンࢣート調査を行った。 

 。ート調査の設問は、以下のとおりとしたࢣトに関するアン࢖サࣈェ࢘(2)

 

(3)ຮᙉ会会場の受付で㈨料とともにアンࢣート用⣬を㓄ᕸ。ຮᙉ会終஢

後、設問に回答いただき回཰した。 

 

ご自身について サイトについて
① 性別 ① サイトは見やすいと思いますか？
② 年齢 ② サイトの情報は、充実していると思いますか？
③ お住まいの地域 ③ サイトで欲しい情報をさがすのは簡単でしたか？
④ ご自身の立場について ④ サイトに今後追加して欲しい情報がありますか？（複数回答可）
⑤ 身近に「がん」と診断された方の有無 ⑤ サイトをがん情報ツールとして知人に紹介したいと思いますか？
⑥ 参加した理由（複数回答可） ⑥ サイトに関するご意見・ご感想（自由記載）
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(4)回཰したアンࢣート用⣬の集計を行った。 

 

3. 結果 

アンࢣート用⣬の回཰率は 79.1%（参加者 91 名、アンࢣート回཰数 72

件）であった。 

アンࢣートの集計結果は、次のとおりであった。参加者はዪ性が⣙ 8割

を༨め、年㱋ᒙは 50 ṓ代、60ṓ代が合わせて⣙ 6割の参加であった。「が

ん患者・がん⤒㦂者」29.2%、「がん患者のᐙ᪘・཭人」20.8%、┳護ᖌ 18.1%

の㡰に高く、㌟㏆に「がん」と診断された方の有無については、「あり」

と回答した方が 87.0%であった。参加した理⏤について「自㌟の▱識向上

のため」46.5%、「内ᐜに㨩力をឤじた」20.2%、「ㅮᖌに㨩力をឤじた」14.1%

であった。࢘ェࣈサ࢖トの見やすさについて「とてもそうᛮう」「そうᛮ

う」と回答した方が 66.6%、情報の඘実について「とてもそうᛮう」「そう

ᛮう」が 59.7%、情報をさがすのが⡆単であったかについて「とてもそう

ᛮう」「そうᛮう」が 54.2%であった。今後追加してḧしい情報として、一

⯡的な治療情報 21.0%、他の部位の治療状況に関する情報 17.0%、他のク

リニック・診療所のがん治療状況に関する情報 13.0%、在Ꮿに関する情報

11.0％の㡰に高い割合であった。Ἀ⦖県のがん情報ࢶールとして、࢘ェࣈ

サ࢖トを▱人に⤂௓したいかについて「とてもそうᛮう」「そうᛮう」が

68.1%であった。自⏤記載ḍのご意見・ごឤ᝿は次のとおりであった。 
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4. 考ᐹ 

ຮᙉ会の参加者の⣙ 9割が「がん」に関わりがあり、参加理⏤からがん

情報に高い関ᚰをᣢっている方々であったことがわかった。࢘ェࣈサ࢖ト

の見やすさ、情報㔞、情報のさがしやすさについて、無回答の割合が高か

ったため高評価ではあるが、情報㔞を増やしつつ、さがしやすさに㓄慮し

たデ࢖ࢨン・レ࢖ア࢘トを検討する必要があると考えた。また、追加して

ḧしい情報として、リンクのみの対応とした一⯡的な治療情報と、10部位

の公表に␃まってしまった部位別の治療状況に関する情報は、早急に検

討・対応すべき事項と考える。また、がんᑓ㛛病院以外の施設のがん治療

状況や、在Ꮿ医療に関しては、今後、どのような情報を掲載すべきか、時

間をかけて検討して行きたい。治療後の療㣴、໬Ꮫ療法や放ᑕ⥺療法の๪

స用の情報も掲載してḧしいとの要ᮃについては、今回、࢘ェࣈサ࢖トを

ᵓ⠏するにあたり、対象者をがんと診断された方、これから治療をはじめ

る方、治療中の方にスポットをあてていたことがཎ因であり、治療が終わ

った方向けの情報掲載も検討したいと考える。 

アンࢣート結果やຮᙉ会での参加者の反応から、この࢘ェࣈサ࢖トに対

するᮇᚅが高く、今後の㐠Ⴀにᕼᮃをᣢたれていることがឤじられた。今

ご意見
・各種制度に関する情報
・各病院にサイト専用の閲覧用パソコンを取り付け、多くの方にみてもらえるようにする。
・「がん登録」について詳しく知りたい。
・統合医療、先進医療に関する情報
・正しい情報、希望が持てる情報をこれからも発信していただきたい。
・治療後のサポート情報が欲しい。
・現実に必要な生活面での情報を提供して欲しい。
・年配に向けた、より詳細な情報も必要だと考える
・がんの予防に関する情報
・化学療法や放射線治療の副作用に関する情報

ご感想
・サイトを活用してみたいと思います。
・サイトについての説明がわかりづらかった。
・投影されたサイトの画面が見づらかった。
・後でサイトをゆっくり見てみたいと思います。
・がんと診断された方、治療をこれから始める人にとってはいいサイトだと思う。
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後は、がん患者会や有識者、がん┦ㄯ支援センターの┦ㄯဨ等、がんに関

わる方々にも࢘ェࣈサ࢖トの㐠Ⴀに関わっていただき、がん患者さんやそ

のごᐙ᪘の治療㑅ᢥの一ຓとなる、よりⰋいがん情報࢘ェࣈサ࢖トにして

いきたいと考える。 
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2012㹼2014年院内がん登録ࢱ࣮ࢹからࡓࡳ 

୺せ 5㒊఩の UICC TNMศ㢮἞療๓ࢪ࣮ࢸࢫศᕸと 

἞療方法のഴ向 

 
ዟᒣ⤢Ꮚ 東ᑦᘯ 

 
国立がん研究センター がん対策情報センター  

がん登録センター 院内がん登録ᐊ 
 
1. はじめに 
 国立がん研究センターでは、がん診療連携拠点病院等におけるがん医療

の状況を把握するため、ẖ年院内がん登録全国集計報告書を公表してきた。

院内がん登録の実施に係る指㔪（厚生労働省告示第ᅄⓒ୐十号）では、こ

うした情報が各行政におけるがん対策の企画立᱌やがん医療の分ᯒ及び

評価にά用されることがᮇᚅされている。ここでは、これまでに公表した

がん診療連携拠点病院等院内がん登録 2012 年から 2014 年全国集計報告

書をもとに、がん診療連携拠点病院における主要 5 部位の UICC TNM 分

㢮治療前スࢸーࢪ分ᕸとスࢸーࢪ別治療方法について、2012 年から 2014
年までのഴ向について報告する。 
 
2. 方法 
 2012年から2014年のがん診療連携拠点病院院内がん登録全国集計報告

書をもとに主要 5 部位の UICC TNM 分㢮治療前スࢸーࢪ分ᕸと治療方法

について整理した。各年における集計対象施設数は、2012 年が 397 施設、

2013 年が 409 施設、2014 年が 421 施設である。ここでは、自施設初回治

療開始例（自施設診断・自施設治療または他施設診断・自施設治療例）の

主要 5 部位（⫶、大⭠、⫢、⫵、ஙᡣ）の⒴⭘における UICC TNM 分㢮
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治療前スࢸーࢪの分ᕸとスࢸーࢪ別の治療方法のഴ向についてまとめた。

なお、⫢については取扱い規⣙分㢮の治療前スࢸーࢪとスࢸーࢪ別の治療

方法について述べる。院内がん登録では、2012 年以降 UICC TNM 分㢮第

7 ∧に基づいた登録が行われている。 
 
3. 結果 
 主要 5 部位の UICC TNM 分㢮の分ᕸについては、2012 年から 2014 年

の間で大きな変ືは認められなかった（表１）。UICC TNM 分㢮治療前ス

別の治療方法をみると、⫶のϨᮇでは手術のみが減少し、㏫に内視ࢪーࢸ

㙾のみが増加ഴ向にあった。一方で、⫶のϩ、Ϫ、ϫᮇではわずかではあ

るが治療なしが増加していた（ᅗ 1）。大⭠では大きな変ືは認められない

が、ϫᮇでは内視㙾のみ（1.0Ѝ2.2%）と治療なし（9.6Ѝ10.4%）がᚤ増

ഴ向にあった。⫢では、Ϩ㹼Ϫᮇにおいて⸆物療法とその他の組み合わせ

がᚤ増していた。なお、⫢のϫᮇでは、2012 年から 2014 年において

23.5~25.5%が治療なしであった。⫵のϨ㹼Ϫᮇでは大きな変ືは認めない

が、ϫᮇでは治療なしがᚤ増ഴ向にあった（18.1Ѝ19.8%）。ஙᡣのϨ、ϩ

ᮇでは手術または内視㙾と⸆物療法の組み合わせが 2.7~2.9%増加してい

た。また、ϫᮇは 2012 年と比較し（1.2％）、2013 年、2014 年で治療な

しが増加していた（6.1㹼6.6％）。 
 
4. 考ᐹ 
 2013 年から地域がん診療病院の指定が始まり、2014 年には地域がん診

療病院が 21 施設指定されている。こうした変໬を受け、がん診療連携拠

点病院等の数は年々増加しているものの全体として主要 5 部位の UICC 
TNM 分㢮治療前スࢸーࢪ分ᕸは、大きな変ືは認めなかった。各部位に

おいて UICC TNM 分㢮治療前スࢸーࢪ別に治療方法のഴ向をみると、⫶

のϩ、Ϫ、ϫᮇ、大⭠のϫᮇ、⫵のϫᮇ、ஙᡣのϫᮇでは、治療なしの割

合がⱝᖸ増加していた。全国集計報告書をみると、2009 年以降ᚎ々に施

設別の登録患者の平ᆒ年㱋は増加ഴ向にあり（2012 年 67.6 ṓ、2014 年

68.3 ṓ）、また施設別にみた 75 ṓ以上の登録患者の割合の分ᕸも増加ഴ向
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にある（中央್ 2012 年 34.8%、2014 年 35.9%）。一⯡に、75 ṓ以上の高

㱋者においては、がん以外のే存⑕をもつ患者が多いこと、患者の体力や

全㌟機能の低下等の状況から、㌟体に㈇担がかかるがん治療を行うことが

ᅔ㞴な例が増加している可能性が考えられた。今後、年㱋別にも UICC 
TNM 分㢮治療前スࢸーࢪや治療方法についての現状を把握していくこと

が、将来のがん医療を検討するにあたり重要ではないかと考えられた。 
 
 
 
    0 ᮇ 䊠ᮇ 䊡ᮇ 䊢ᮇ 䊣ᮇ ୙明 ✵ḍ ྜィ 

ஙᡣ 2012 ᖺ 14.0  40.0  31.9  7.6  4.8  1.6  0.0  44,072  

 
2013 ᖺ 14.5  39.4  32.2  7.6  4.9  1.5  0.0  46,995  

  2014 ᖺ 14.5  39.0  32.3  7.6  5.1  1.6  0.0  48,531  

⫵ 2012 ᖺ 0.1  38.9  7.9  16.6  32.6  3.8  0.1  55,993  

 
2013 ᖺ 0.1  40.0  8.0  15.6  32.4  3.9  0.1  58,511  

  2014 ᖺ 0.1  40.4  8.1  15.4  32.1  3.9  0.1  60,742  

⫢*  2012 ᖺ 
 

20.0  33.8  22.0  19.7  2.9  1.5  18,470  

 
2013 ᖺ 

 
19.5  34.5  21.0  19.7  3.8  1.5  18,484  

 
2014 ᖺ   19.6  34.3  21.7  19.7  3.4  1.3  18,126  

大⭠ 2012 ᖺ 13.7  21.1  16.4  18.4  13.7  16.7  0.0  72,268  

 
2013 ᖺ 14.7  20.8  15.9  18.5  13.3  16.8  0.0  78,323  

  2014 ᖺ 14.3  20.6  15.9  17.8  13.3  18.1  0.0  81,193  

⫶ 2012 ᖺ 0.1  61.9  11.2  8.1  14.2  4.6  0.0  62,701  

 
2013 ᖺ 0.0  63.4  10.9  7.7  13.6  4.4  0.0  64,905  

  2014 ᖺ 0.0  63.0  10.7  8.1  13.7  4.5  0.0  64,776  

*取扱いつ⣙ศ㢮 
       

 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 UICC TNM ศ㢮἞療๓ࢪ࣮ࢸࢫ別登録ᩘの๭合 
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院内がん登録඲国集計でぢࡓ኱⭠⢓⭷内⒴の 

㒔㐨ᗓ┴別๭合 

 
Ἑ村▱ỤᏊ ⚟␃ᑑ生 ℊඖᖾᏊ Ụ㢌ᜨ ⚟本⏤⨾Ꮚ  

ྜྷ村ⲁ ᒸ⏣康Ꮚ 村ᯘ༓ṓ ཎ⏣♸Ꮚ 前⏣᭸្ 中℩一則 
 

୕重大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院・がんセンター 
 
1. はじめに 
 大⭠⢓⭷内⒴（主として⭢⭘内⭢⒴で、病ᮇスࢸーࢪ㸮ᮇ、進ᒎ度「上

⓶内」として登録される）は、内視㙾ษ除で᰿治可能な早ᮇ⒴である。୕

重県地域がん登録データ（２㸮１２年）でみると、検診発見大⭠がんのう

ち３㸶％が⢓⭷内⒴（自ぬ⑕状・その他にて発見では１３％）であり、が

ん検診で発見される大⭠がんは⢓⭷内⒴の割合が高い。早ᮇ発見を目的と

するがん検診の⢭度⟶理にがん登録データを利用するには、⢓⭷内⒴を漏

れなく登録することが必要である。 
 今回は、国立がん研究センター・がん対策情報センターが公開している

がん拠点病院の院内がん登録データを用いて、がん拠点病院における大⭠

⢓⭷内⒴の割合を都道府県別（診断時住所別）に比較した。 
 
2. 対象と方法 
 国立がん研究センター・がん対策情報センターが公開している「がん診

療連携拠点病院院内がん登録全国集計」（２㸮１２㸫２㸮１４年）より、

大⭠がん（ICD-O-３の部位ࢥーࢻ C１㸷㸫C２㸮）の登録数を都道府県別

に比較した。内視㙾的大⭠ポリープษ除では、ษ除後の病理組織診断で初

めて⒴の存在が確認される場合があるため、対象を以下の３条件を満たす

ものに限定した。ձ自施設初回治療、ղ⒴⭘のみ ճཎ発ᕢษ除あり մ

術後病理Ꮫスࢸーࢪあり 
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3. 結果 

 ２㸮１２年から２㸮１４年に診断された上記基準を満たす大⭠⒴の⥲

数は２㸮㸶㸶６２例で、うち、⢓⭷内⒴は６１㸮㸶２例（２㸷．２％）で

あった。３年間の⥲数を都道府県別に比較すると、⢓⭷内⒴の༨める割合

が最も高い県では４１．５％、最も低い県では１２．１％であった。⢓⭷

内⒴の༨める割合の高い上位３府県（３６．１㸫４１．５％）と割合の低

い３県（１２．１㸫１㸵．６％）で３年間の推⛣を見ると、それࡒれ⢓⭷

内⒴の༨める割合に大きな変ືはなかった。国民生ά基♏調査によるがん

検診受診率や、人口当たりの内視㙾ᑓ㛛医数との関連は認められなかった。 

 

4. 考ᐹ 

 がん拠点病院全国集計で見た、大⭠⒴における大⭠⢓⭷内⒴の割合は、

最も低い県と最も高い県との間に⣙ 3.4ಸのᕪが見られた。推定される理

⏤としては、がん拠点病院が担っているᙺ割が都道府県ごとに異なってい

る可能性などが考えられるが、詳⣽は不明である。がん登録以外のデータ

や、୕重県内の院内がん登録データとの比較検討を行い、さらに考ᐹを加

える。 
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がん◊有᫂病院 院内がん登録ᴗົ⤂௓ 

 
∾㔝ྜྷᒎ ᯇ಴▱⨾ 内⸨㑣ὠᏊ 㕥ᮌ▱⨾ ⏥㈡㯞཭⨾ ㈗早ὸ‮ 

 
公┈㈈ᅋ法人がん研究会 有明病院 診療情報⟶理ᐊ 

 
1. 病院のᴫ要 
  病ᗋ数 700 ᗋ 

⫋ဨ数 1629人（平成 27.6.1現在） 
患者数（平成 26 年度） 
㸫入院患者ᘏ数 218,190人 
㸫外来患者ᘏ数 400,615人 
㸫平ᆒ来院患者数 1,642 人㸭日 

 
2. 診療情報⟶理ᐊ 院内がん登録担当 
  院内がん登録実務中⣭認定者     4名 
  がん登録実務初⣭認定者       1名 
  がん登録実務初⣭者認定ヨ㦂受㦂予定 1名 
 
3. 院内がん登録のὶれ 
  ௬登録ᢳ出項目э病理診断/3・/2、⣽⬊診、ᢠがん๣、放ᑕ⥺治療、

病名（㹁・㹂ࢥーࢻ） 
 
  ձ௬登録のᢳ出（1か月分） 

（病理診断/3・/2、⣽⬊診、病名（㹁ࢥーࢻ）） 
     ю 
    ղ分担 
     ю 
  ճ登録対象の確定・本登録 
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  当院では、1 か月分の௬登録を⣙ 3 㐌間で登録している。ᢠがん๣、

放ᑕ⥺治療、病名㹂ࢥーࢻについては全国集計への提出前等にまとめて

ฎ理を行っている。 
 
4. 登録対象 

  院内がん登録標準登録様ᘧで定められた登録対象⭘⒆ 
              㸩 

     上記以外のቃ⏺ᝏ性・Ⰻ性⭘⒆の一部 
他⑌患（⒴の既 がある人） 

 
5. 登録件数全国比較 

 
 
 

6. 登録స業の現状 
  当院は登録件数がかなり多いため、㹇㹁㹂̺㹍̺3に載っていない組

織ᆺが出てきたり、㹒㹌㹋情報に関するカルࢸ記載があまりない⑕例等、

ᝎむ⑕例が多々あります。 

  そのような⑕例が出てきた場合、自分㐩で解決できないものは、病理

㹂㹰や⮫ᗋ㹂㹰に⪺いて、登録を進めています。当院での院内がん登録

0
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ᅗ. ඲登録ᩘ㸦඲国ẚ㍑㸧㸦⑕౛༊ศࡴ8ࠖྵࠕ㸧 
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業務は 1985 年から開始され、㛗い間行っているのもあり、先生㐩の協

力が得られやすく、質問に対して答えていただけます。 

院内がん登録データは、1977年⑕例から2014年⑕例までの全登録数で、

158,122件となっています。 

  また、登録⢭度を保つために 1か月分の登録が終わる度、࣑ー࢕ࢸン

グを行い、␲問点や確認事項を出し合い意ᛮ⤫一をᅗっています。 
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㛗ᓮ┴ᆅᇦがん登録ᐊにおける㐳ࡾ調査の報告 

 
Ọྜྷ明Ꮚ ᆏ本㞞⨾ 早⏣みどり 小➲᫭ኴ㑻 

  

（公㈈）放ᑕ⥺ᙳ㡪研究所 㛗ᓮ県がん登録ᐊ 

 

1. はじめに 

 当ᐊでは、これまで採録（病院へ出向いてがん情報を཰集）対象病院で

は、DCO ⑕例の採録を行っていたが、全病院を対象とする㐳り調査は行

っていなかった。全国がん登録で㐳り調査が実施されることを見ᤣえ、県

下全病院への㐳り調査を 2015 年に初めて行った。なお、がん診療連携拠

点病院は 2013 年より、県指定がん診療連携推進病院ついては 2014 年よ

り㐳り調査を行っている。 

 今回は、2015 年、2016 年の県下病院への㐳り調査について報告をする。 

 

2. 方法 

 調査対象病院からがん診療連携拠点病院、県指定がん診療連携推進病院、

㐳り調査年実施の採録対象病院は除外した。データベースに DCO として

登録された⑕例のうち死亡年により⠊ᅖを限定した。なお、病院からのᒆ

出は入手しているが、᭦新ฎ理ができていないために DCO ⑕例としてᢳ

出される⑕例を除く目的で、ᒆ出部位ࢥーࢻ 3 ᱆と DCO ⑕例部位ࢥーࢻ

3 ᱆が一⮴した⑕例は除外した。 

問合せ状況を表 1、問合せ件数（死亡年ẖの内ヂ）を表 2 に示した。2015
年は、死亡年 2005 年から 2011 年までの DCO ⑕例 3,624 件について、109
病院に対し、ᒆ出⥾ษりを 5 月ᮎ日までとした依頼文書を 4 月 6 日に発㏦

した。回答がない病院に対しては、6 月にᒆ出依頼を෌度㟁ヰで行った。

2016 年は、死亡年 2012 年から 2014 年までの DCO ⑕例 1,870 件につい

て、104 病院に対し、ᒆ出⥾ษりを 6 月ᮎ日までとした依頼文書を 4 月 22
日に発㏦した。未回答病院に対しての෌度のᒆ出依頼は行わなかった。 
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3. 結果 

（１）回答件数 

回答件数を表 3 に示した。2015 年は、カルࢸ保存ᮇ間 5 年を過ぎた死

亡年まで調査対象としたために、回答はあったもののカルࢸ保存無し等の

理⏤で情報がない件数が 955 件 26.4%あった。その中には、「回答できない」

というお㏉事をいただいた病院が 5 病院あった。2016 年はカルࢸ保存ᮇ

間内に対する調査のため、情報無件数は 6 件 0.3%であった。 

 

ࠉ

㐳ࡾ調査年 ����年 ����年

死亡年 ����年㹼����年 ����年㹼����年

問合ࡏ௳ᩘ 3,624 1,870

問合ࡏ病院ᩘ 109 104

ᅇ⟅有病院ᩘ 70 67

౫㢗ᩥ書Ⓨ㏦᪥ ����年�᭶�᪥ ����年�᭶��᪥

ᒆฟ⥾ษ᪥ �᭶ᮎ᪥ �᭶ᮎ᪥

無ᅇ⟅病院࡬のᒆฟ
౫㢗㸦㟁ヰ㸧

ࡾ࠶ ࡋ࡞

 

㸦 年ẖ ヂ㸧

死亡年 ⏦ㄳ௳ᩘ 死亡年 ⏦ㄳ௳ᩘ

����年 483 ����年 613

����年 442 ����年 653

����年 489 ����年 604

����年 498 合計 1,870

����年 543

����年 601

����年 568

合計 3,624

����年 ����年

表 1. 問合ࡏ状況 

 

表 2. 問合ࡏ௳ᩘ 㸦死亡年ẖの内ヂ㸧 
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（２）DCO%の減少 

 㐳り調査開始前後の DCO%の推⛣をᅗ 1 に示した。調査開始前の 2012
年㹼2014 年は、およそ 6.5%㹼7.5%の間で推⛣していたが、調査開始後は

およそ 3.5%㹼6%と減少した。ణし、2015 年 10 月 1 日現在の 2012 年罹患

は 2015 年実施の㐳り調査対象外のために調査開始前の DCO%と同Ỉ準の

6.7%であったが、2016 年㐳り調査実施後の 2016年 10 月 1 日現在の DCO%

は、3.7%となった。 

 

 

 

表 ࠉࠉᩘ௳⟆ᅇࠉ

情報有௳ᩘ 1,730 47.7% 1,294 69.2%

情報無௳ᩘ
� 955 26.4% 6 0.3%

ᑠ計 2,685 74.1% 1,300 69.5%

ᅇ⟅無 無ᅇ⟅病院の௳ᩘ 939 25.9% 570 30.5%

合計 3,624 100.0% 1,870 100.0%


�㸸࢝ルࢸಖ存ࡸࡋ࡞ᅇ⟅無ࡋ⑕౛

����年 ����年

ᅇ⟅有

表 3. ᅇ⟅௳ᩘ 

 

ᅗ 1. DC0%の᥎⛣ 
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（３）ᒆ出内ᐜ 

2015 年実施の㐳り調査については、回答のᒆ出票により組織診、進ᒎ

度等の回答有無を集計し、表 4 に示した。なお、回答内ᐜのጇ当性、項目

間の整合性は考慮していない。組織診 15.1%、進ᒎ度 41.2%、TNM分㢮24.7%
の回答であった。㈗院での治療内ᐜ・治療日、入院のᮇ間は඼々75.9%、
89.2%と前者に比べると高かった。 

 

 

 

（４）㐳り調査の๪⏘物 

㐳り調査の๪⏘物として死亡小票記載の␲⩏について表 5 に示した。当

ᐊで把握している死亡小票の情報とは異なる回答や、調査対象者が該当な

しとの回答を得た⑕例があり、死亡小票中の死因ḍの病名転記࣑スや死亡

病院と施設の所在地が▩┪する記載の存在が確認された。また、死亡小票

記載の氏名と病院が把握している氏名（㏻⛠の日本名など）との┦㐪によ

り、重複登録されている⑕例も確認された。 

 

 

 

 

　

ᅇ⟅᭷ ᅇ⟅割合

⤌⧊デ᩿ 263 15.1%

㐍ᒎᗘ 718 41.2%

㼀㻺㻹ศ㢮 431 24.7%

Stage 474 27.2%

἞⒪ෆᐜ䞉἞⒪᪥ 1㻘322 75.9%

ධ㝔ᮇ㛫 1㻘554 89.2%

䛭の௚の≉グ஦㡯 579 33.2%

ࠉ

����年 ����年 ౛

死亡診断書グ㍕㒊఩とࡓࡗ࡞␗ࡣ⑕౛㸦死亡ᑠ票グ㍕ㄗࡾ㸧 9 4 ⫵Ѝ⫢、⫶Ѝ⭈、⫹Ѝ⫢

௚の㒊఩の⥆Ⓨᛶでࡓࡗ࠶⑕౛ 2 3 ⫵⒴Ѝۑۑ⒴の㌿⛣

ヲ⣽㒊఩がุ᫂ࡋ、�᱆㒊఩ࢻ࣮ࢥが┦㐪ࡓࡋ⑕౛ 1 1 ⫹の࠺Ѝ⫢内⫹⟶⒴

死亡診断書にがんのグ㍕が࠸࡞⑕౛➼ 14 25 ⒴Ѝ⒗࣭⅖、⭘⒆、がんᾘኻ、࢝ルࢸにグ㍕ࡋ࡞

Ặྡの情報が᪂ࡓにุ᫂ࡓࡋ⑕౛ 7 5

⑕౛㸧ࡓࡋの内、㔜」登録がุ᫂ࡑ㸦ࠉࠉ 4 3

死亡病院ྡのグ㍕がㄗࡾでࡓࡗ࠶⑕౛㸦死亡ᑠ票グ㍕ㄗࡾ㸧 2 4 病院ྡㄗࡾ、病院ྡかࡘᡤᅾᆅㄗࡾ

表 4. ᒆฟ内ᐜ     㸦ᅇ⟅ᩘ 1,742௳㸧 

 

表 5. 㐳ࡾ調査の๪⏘≀ 
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4. 考ᐹ 

 DCO 件数はおおよそ年間 600 件、㐳り調査に対する回答有病院は⣙ 65%、
回答有件数（情報無件数を含む）は⣙ 70%と比較的高い回答率が得られた

が、ᒆ出内ᐜを見ると、ᒆ出必須項目以外の全項目回答無が 98 件 5.6%を
༨め、回答率は、組織診 15.1%、TNM 分㢮 24.7%と満㊊の得られる結果で

はなかった。一方、当ᐊでこれまで行ってきた DCO ⑕例採録においては、

必要に応じྂいカルࢸまで㐳ってḧしい情報を᥈す努力をしていた。  

㐳り調査を実施すると DCO%は確実に減少するが、登録内ᐜの⢭度向上

に直結するわけではないとᛮわれた。また、死亡小票記載の⫵と⫢、⒴と

⒗・⅖などの記載誤りは、従前より指摘されていたが、死亡病院名かつ所

在地の誤りも確認された。死亡小票記載の氏名と病院把握の㏻⛠日本名と

の┦㐪は、全国がん登録における照合をᅔ㞴にする要因になると考えられ

た。 
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⚄ዉᕝ┴のがん登録ᐊの⤂௓ 

 

今஭㤶織 ∦ᒣె代Ꮚ 阪口ᫀᙪ 成ᯇᏹ人 
 

⚄ዉᕝ県立病院機ᵓ⚄ዉᕝ県立がんセンター⮫ᗋ研究所  
がん予㜵・情報Ꮫ部 

 
1. はじめに 

⚄ዉᕝ県の人口は、9,141,390 人（平成 29 年 3 月 1 日現在）であり、前

年同ᮇに比べ 0.21％の増加となっております。がんは死亡ཎ因の第 1 位で

あり、⣙ 3 人に 1 人ががんで死亡しています。 
⚄ዉᕝ県の人口規ᶍは東京都に次いで大きく（平成 29年 3月 1 日現在）、

全国的にも早い᫛࿴ 45 年より⚄ዉᕝ県立がんセンター内で実務స業を開

始し、現在は同センター⮫ᗋ研究所がん予㜵・情報Ꮫ部内でおこなってい

ます。 
᫛࿴ 45 年から཰集したがん登録のデータは、㛗いṔྐのなかで◚ᦆす

ることなく引き⥅がれ、この46年間の⥲登録数は120୓件㏆く及びます。 
がん登録のᒆ出件数や死亡小票の採録件数は表 1のとおり増加の一㏵にあ

り、少ない人ဨではデータの入力や照合、報告書స成までの実務స業や事

務స業が⁫り結果報告書のస成が遅れる、といった大きな問題を抱えてい

ました。このたび、全国がん登録の開始にあたり、県がん対策ㄢとの✚ᴟ

的な関わりに加え、がん登録の体ไが整備されてまいりました。 
 
 
 
 
 
 

情報཰集 㻴25年ᗘ 㻴26年ᗘ 㻴27年ᗘ 㻴28年ᗘ

ᒆ出票のᒆ出௳数 78㻘367 71㻘919 79㻘583 81㻘152

死亡ᑠ票の᥇録௳数 71㻘966 72㻘970 74㻘387 78㻘149

計 150㻘333 144㻘889 153㻘970 159㻘301

　表 1. 年㛫の情報཰集㸦ᒆฟ票ཬࡧ死亡ᑠ票㸧 
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2. ᫖年度の取り組みとこれから 
᫖年⚄ዉᕝ県では初めてがん登録リーフレットをస成しました。1、2、

3 次予㜵につながるがん登録データの⤂௓とその予㜵の方法を記載して、

県民がデータに基づいてアクࣙࢩンを取れる内ᐜにしました。 
地域がん登録の㛗年の✚み重ࡡを⤒ての全国がん登録開始にకう住民

ベースのがん登録への各行政機関や研究者の関ᚰを受けて、⚄ዉᕝ県のが

ん登録情報のά用にも関ᚰが集まってきています。今後のがん登録情報ά

用に向けて⚄ዉᕝ県のがん登録ᐊでもά用に向けたデータ提供の整備を

進めています。 
  

年ᗘ 㻴26年ᗘ 㻴27年ᗘ 㻴28年ᗘ 㻴29年ᗘ

㒊長 0 0.5 1 1

◊✲ဨ 1 1 2 2

デ⒪情報⟶⌮ኈ（ ಖ೺ᖌ） 1 1 1 0.75

デ⒪情報⟶⌮ኈ（ ᖖ໅） 0 0 0 1

デ⒪情報⟶⌮ኈ（ ὴ㐵） 3 5 7 7

஦ົ（ 㠀ᖖ໅） 1 1 2 2

計 6 8.5 13 13.75

　表 2. がん登録にಀるேဨ㸦ே㸧 
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㝔ෆがん登録の取り⤌䜏 2017 

 

新஭ᩗᏊ ಴本▱✑ ᒣ本真ᕼ 
 

♫会⚟♴法人 ᜠ賜㈈ᅋ ῭生会ᶓ὾市東部病院  
MA ᐊ・院内がん登録ᐊ 

 
当院のがん治療の特ᚩとして、࢕ࣦࢲンチを౑ったࣟ࣎ット支援手術、

放ᑕ⥺治療の一つとしてサ࢖バー࢖ࢼフがあげられ、多くの実績がある。 
その他、グループ病院である῭生会⚄ዉᕝ県病院と連携して治療について

のᙺ割分担も行っている。 
当院の院内がん登録ᐊは他の医療機関と㐪い、診療情報⟶理ᐊとే設さ

れているのではなく、MA（医ᖌ事務స業⿵ຓ）ᐊとేᐊされている。 
登録の質の⢭度をあげるため、ጤဨ会・各診療⛉・各部署に全国集計等の

フ࢕ーࢻバックやカンファレンス・ࣕ࢟ンサー࣎ーࢻの参加を✚ᴟ的に行

っている。 
全国集計のデータは当院用に加ᕤし、各診療⛉へは部位ごとの情報を提

供している。 
今後も院内へのフ࢕ーࢻバックを✚ᴟ的に行いά用するとともに、予後

判明率の向上と拠点病院としての医療の質の向上を目指していきたいと

ᛮっている。 
 
1. 当院の特ᚩ 
ᶓ὾市の中᰾病院であり、2007 年 3 月 30 日開院し今年開院 10 ࿘年を

㏄える。 
26 の診療⛉があり、病ᗋ数は一⯡病ᗋ 466 ᗋ、⢭⚄⛉病ᗋ 50 ᗋ、重⑕

ᚰ㌟㞀ᐖඣ（者）施設サルࣅア 44 ᗋからなる計 556 ᗋである。 
2012 年に各都道府県が指定するがん診療認定病院となり、2014 年には
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地域がん診療連携拠点病院となる。 
 
がん治療の特ᚩとしてあげられる治療のࡦとつに、ࣟ࣎ット支援手術

 。がある（ンチ࢕ࣦࢲ）
࣓リットは術中の出⾑が少ないので手術による体力の低下が㍍減され

ること、യ口が小さいので術後の③みが少ないこと、また⢭ᐦな᧯సによ

る正確な手術が行えることなどがある。㈇担が少ない手術ということで、

早ᮇ㏥院・早ᮇ♫会᚟ᖐが可能である。 
当院での実績はἪᒀჾ⛉での前立⭢⒴手術が 300 例以上（2016.11 現在）

となった。 
その他⭈⒴・⫶⒴・Ꮚᐑ⒴での実績がある。 
2017 年 4 月よりᾐ₶性⭤⬔⒴に対するࣟ࣎ット支援⭡⭍㙾下⭤⬔全摘

除術を開始している。 
もうࡦとつに放ᑕ⥺治療のサ࢖バー࢖ࢼフがある。 
࣓リットは治療台を回転させることなく立体照ᑕが可能であり、⭘⒆ᖿ

部のわずかなࢬレや⛣ືを検▱して照ᑕ位置をᖖに⿵正できることにあ

る。 
サ࢖バー࢖ࢼフ治療目的で来院される患者様も多く、初回治療後や෌発

のがん患者様も多く来院されるため、当院のがん治療別のグラフは他院と

は異なるグラフになるのが特ᚩである。前立⭢⒴の治療として今ኟ、サ࢖

バー࢖ࢼフを用いた定位放照ᑕ治療をᑟ入予定である。 
前立⭢⒴の従来の外照ᑕ治療では、8 㐌間のᅵ日を除く連日照ᑕが必要

だったが、定位放ᑕ⥺治療では 2 㐌間 1 日おきの 5 回で治療がすみ、治療

ຠ果は変わらないため、㏻院の㈇担が大ᖜに㍍減される。 
また、ᐦᑒ小⥺※（ࣈラ࢟セラࣆー）治療をされる患者様も多く、実績

は 300 例以上となっている。 
 

⚄ዉᕝ県内に῭生会グループの病院が 5 施設あるが、㏆㞄の῭生会⚄ዉ

ᕝ県病院とはᐦな連携体ไをとっており、医ᖌのὴ㐵や治療についてそれ

れの施設でᙺ割分担を行っている。そのため主治医は変わらないまま初ࡒ



JACR Monograph No.23 

第 2部：学術集会੶録 －ポスター౰਻－ 

 
 

257 
 

回治療を 2 つの病院で行うことも多く、院内がん登録の内ᐜが他院とは異

なった登録内ᐜとなることが多くある。 
例としてங⒴治療では、術前・術後の໬Ꮫ療法や内分Ἢ療法を῭生会⚄

ዉᕝ県病院で行い、手術・放ᑕ⥺治療は当院で行うといった連携がとられ

ることが多い。また患者様の住所（ᒃ住地）や ADL・ᐙ᪘の௓護㈇担など

も考慮し、治療施設を㑅ᢥする場合もある。 
連携ᙉ໬の一環としてᾘ໬ჾ外⛉ではスカ࢖プを౑った合同カンファ

レンスも始まっている。 
2017 年 7 月より῭生会⚄ዉᕝ県病院に⦆࿴ࢣア病ᗋが開設されたため、

より一ᒙ連携がᙉまると考えられる。 
 

2. 院内がん登録ᐊの⤂௓ 
当部署は事務部の医事業務ㄢに組み込まれている。 
MA ᐊ・院内がん登録ᐊのᵓ成は๪部㛗・ㄢ㛗・ᐊ㛗（医ᖌ）からなる

係㛗と主௵を含めた 33 名（⏘ఇ含む）が在⡠する部署である。部署開設

時に医ᖌ事務స業⿵ຓ者による院内がん登録の整備というᙺ割があった

ため、他院とは㐪い MA（医ᖌ事務స業⿵ຓ）ᐊとే設されている。 
登録開始時、当部署には初⣭認定者が 1 名しかおらず、開院年である

2007 年⑕例のうち 5 大⒴のみを登録していた。のちに全がん登録となっ

たため、現在ではがん登録を含めたがんにかかわる業務全⯡を部署内の診

療情報⟶理ኈが担当している。 
部署内には、診療情報⟶理ኈが 9 名、がん登録実務初⣭認定者が 4 名、

がん登録実務中⣭認定者が 3 名在⡠しているが、現在（2017.3）実務にあ

たっているのは 4 名（初⣭ 1 名・中⣭ 3 名）である。 
がん登録ᐊでは院内࿘▱をᗈげるためのάືとして、がん対策ጤဨ会へ

のጤဨとして出ᖍ、カンファレンスやࣕ࢟ンサー࣎ーࢻへの出ᖍ（設Ⴀ・

受付・記録）や໬Ꮫ療法ᐊでのレ࣓ࢪン入力等も行っている。 
その他、全国集計や QI 研究をά用した⤫計㈨料を院内にフ࢕ーࢻバッ

クし、年 1 回開ദされている⦆࿴ࢣア研ಟ会のサポートも行っている。 
⚄ዉᕝ県立がんセンターで行われる、がん登録部会はもちろん⭘⒆セ࣑
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 。ルアップにも努めている࢟ーへも出ᖍし各自のスࢼ
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ㄢ長

ಀ長

୺௵

MA㈐௵者

外᮶䝏ー䝮⑓Ჷ䝏ー䝮 がん登録

ᐊ長（་ᖌ）

ḟ長

㝔ෆがん登録ᐊはMA（་ᖌ஦ົసᴗ⿵ຓ）ᐊとేタ

×3×16 ×10

B䝏ー䝮 D䝏ー䝮C䝏ー䝮A䝏ー䝮 がん

×7 ×6 ×6×7 ×4

䜻䝱ン䝃ー䝪ー䝗
（ᩍ⫱䞉◊ಟ௻⏬㒊会）

がん対⟇ጤဨ会

೔⌮ጤဨ会
་⒪஦ᨾ対⟇ጤဨ会 ➼

がん登録䞉἞⒪ᡂ⦼
（⤫計）㒊会

┦ㄯᨭ᥼㒊会

ᆅᇦ㐃ᦠ㒊会
（がんᆅᇦ㐃ᦠ䝟䝇）

ᨺᑕ⥺デ⒪㒊会

໬Ꮫ⒪ἲ㒊会

⦆࿴䜿䜰㒊会

ᅗ 3. ⤌⧊ᅗ 
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3. 当院の全国集計のά用 
がん登録データの質の向上と院内でのά用、実務者が登録しやすいカル

の記載、病院全体の医療の質をあげることを目標として、全国集計のデࢸ

ータをά用しフ࢕ーࢻバックしている。 
院内各部署に対しては、⚄ዉᕝ県のみの情報を一年ごとに集⣙・స成し

回ぴしている。 
他施設との比較で当院の位置が分かるグラフをస成し、今後の当院の改

ၿや対策にᙺ立ててもらうようこれらの㈨料を㓄ᕸしている。 
がん対策ጤဨ会へは全国集計のデータとඹに QI 研究で得られた情報を

提供し、他ጤဨの意見を参考に改ၿへつなげている。 
各診療⛉に対しては、関係する⮚ჾ別にデータを集計しスࢸーࢪ別・治

療内ᐜ別に㈨料をస成し㓄ᕸしている。 
がん登録データは登録方法やルールが決まっているため⮫ᗋ側のデー

タと少し異なった結果となる。そのため医ᖌから多数の質問や詳⣽データ

をồめられることがある。その場合は診療⛉の要ᮃにἢうデータの加ᕤを

行うなどの対応をしている。対応することで医ᖌとの連携がとれ、⮫ᗋ医

ᖌの考え等を直᥋⪺くことが出来るようになり、がん登録への協力等の依

頼もしやすくなってきている。がん登録実務者にとっては、がん登録の進

めやすい環ቃが出来上がってきている。 
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ᅗ 4. ⫢⒴登録ᩘ 

ᅗ 5 ኱⭠⒴἞療๓ࢪ࣮ࢸࢫ 

ᅗ 6 ኱⭠⒴ ࢪ࣮ࢸࢫ㸮ᮇ ἞療法別 
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4. 今後の取り組み 
院内がん登録データのά用し他部署との連携を῝め、現在は 70%台であ

る予後判明率を 90%台にするのが当面の目標であり、今後どのようにして

いかなければならないか対策᱌を考えて⢭査していくことがㄢ題である。 
開院 10 ࿘年を㏄えた当院では、開院当初からのがん登録データが⮫ᗋ

医ᖌから必要とされることが多くなってきているが、当初人ဨ不㊊だった

ため、登録内ᐜが最小限の内ᐜしか登録できておらず不備が多いのが現状

であり、過ཤの情報に関しては十分な情報提供が行えていない。 
今後登録内ᐜを見直していくことも検討し、⮫ᗋ医ᖌへのフ࢕ーࢻバッ

クが出来れば医療の質の向上にもつながると考えている。 
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ᙜ院の院内がん登録の現状と௒後に࠸ࡘて 

㹼院内がん登録2014年診断⑕౛を用ࡓ࠸集計㹼 

 
ᯇ⏣ 健▮ 

 
名ྂᒇ大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院 医事ㄢ診療録⟶理係 

 
1. はじめに 

名ྂᒇ大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院は 2007 年に地域がん診療連携拠点病院の指

定を受け、2007 年診断⑕例から院内がん登録を開始した。2013 年には小

ඣがん拠点病院の指定を受け、2015 年には診療録⟶理係の中に、国立が

ん研究センター認定の中⣭者 1 名、初⣭者 2 名を院内がん登録従事者(以
下、ᑓ従者)として㓄置し、登録体ไをととのえ業務を開始した。それまで

2500 件/年であったが⑕例登録数は、がん登録⌜として業務開始後⣙ 3500
件/年の登録数を数えている。 
  
2. 目的 
 当院における 2013 年初診断⑕例、2014 年診断⑕例、2015 年診断⑕例

の院内がん登録データを集計し、ᑓ従者㓄置後の現状を把握し今後のㄢ題

を検討する。 
 
3. 方法 
 当院の 2013 年診断⑕例と 2014 年診断⑕例、2015 年診断⑕例のデータ

を Hos-CanR Plus よりᢳ出し、国立がん研究センターがん対策情報セン

ターがん診療連携拠点病院等院内がん登録 2014 年全国集計報告書の部位

分㢮ࢥーࢻに基づきデータฎ理を行った。 
 
4. 結果 
 1)登録⑕例⥲数と部位別分㢮別登録数の比較 
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 当院の 2013 年から 2015 年の登録⑕例数と部位別登録数の推⛣を比

較した(ᅗ 1)。2013 年の登録⑕例⥲数 2856 件、2014 年 3688 件、2015
年 3759 件。2013 年から 2014 年の登録⑕例⥲数が 832 件増加し、2014
年から 2015 年の登録⑕例⥲数が 71 件増加している。また、2013 年と

2014 年の部位別登録数では、༸ᕢの 1 部位で登録数の減少が見られ、

それ以外の全ての部位で登録数の増加が見られた。2014 年と 2015 年の

部位別登録数では、口⭍・ဗ㢌、⫶、⫢の 3 部位で登録数の減少が見ら

れ、大⭠、ஙᡣ、前立⭢の 3 部位で登録数の増加が見られた。 

 
 
  
 

2)病名登録数と登録⑕例数の比較 
  当院の⑕例登録数の件数が多い、⫵、大⭠、⫶、ஙᡣ、前立⭢、⓶⭵

の 2014 年、2015 年の病名登録数と当院で診断、初回治療を行った⑕例

登録数を比較した。初回治療を行った登録⑕例数の割合が増加した。 
 
 3)ឡ▱県拠点病院との比較 
  「国立がん研究センターがん対策情報センターがん診療拠点病院等院

0 1000 2000 3000 4000

2015年 

2014年 

2013年 

口⭍・ဗ㢌 㣗道 ⫶ 
大⭠ ⫢⮚ ⫹ᄞ・⫹⟶ 
⮅⮚ ႃ㢌 ⫵ 
㦵・㌾部 ⓶⭵(㯮色⭘を含む) ஙᡣ 
Ꮚᐑ㢁部 Ꮚᐑ体部 ༸ᕢ 
前立⭢ ⭤⬔ ⭈・他のᒀ㊰ 
⬻・中ᯡ⚄⤒⣔ ⏥状⭢ ᝏ性リンࣃ⭘ 
多発性㦵㧊⭘ ⓑ⾑病 他の㐀⾑ჾ⭘⒆ 
その他 

ᅗ 1. 㒊఩別登録ᩘの᥎⛣ 
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内がん登録 2014 年全国集計報告書」に集計されているឡ▱県内の当

院を含めた 17 施設の部位別登録数(以下、ឡ▱県データ)の割合と当院

の部位別登録数の割合(ᅗ 2)を比較した。当院の部位別登録数はឡ▱

県データと比較して、⫶・大⭠・⫵などの主要 5 部位の登録割合が低

く、㣗道、⫹ᄞ・⫹⟶、Ꮚᐑなどのような主要 5 部位以外の登録数の

割合が高くなっていた。 

 
                          
                                                                
5. まとめ 
 今回、ᑓ従者㓄置前後の 2013 年・2014 年・2015 年診断⑕例の比較を

行った。ᑓ従者㓄置前の 2014 年と 2015 年では登録数は 832 件増加して

いた。これは、ᑓ従者㓄置以前には、医ᖌ主ᑟで行っていた登録స業をᑓ

従者主ᑟへࢩフトさせたこと、またそれによりࢣースファ࢖ンデ࢕ングを

実施し、登録漏れが減少したためではないかと考える。 
 ឡ▱県データの当院の登録の割合を比べ、当院が✚ᴟ的に受け入れてい

るがんや、໅めている医ᖌが要因となって来院する患者数が増加し、⑕例

登録数が増加したため割合が高くなっていると考える。また、割合が低く

なっている⑕例は、当院の中では割合が高いが、ឡ▱県データと比べ主要

5 部位以外の⑕例登録数が多くなっている低くなっていると考える。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ឡ▱県 

名大 

口⭍・ဗ㢌 㣗道 ⫶ 
大⭠ ⫢⮚ ⫹ᄞ・⫹⟶ 
⮅⮚ ႃ㢌 ⫵ 
㦵・㌾部 ⓶⭵(㯮色⭘を含む) ஙᡣ 
Ꮚᐑ㢁部 Ꮚᐑ体部 ༸ᕢ 
前立⭢ ⭤⬔ ⭈・他のᒀ㊰ 
⬻・中ᯡ⚄⤒⣔ ⏥状⭢ その他 

ᅗ 2 
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 今後、ᑓ従者㓄置後の⑕例数の増加と減少の要因となったものはఱか、

ングをする際に、ずべての⑕例を出せるようにするに࢕ンデ࢖ースファࢣ

はどうしたらよいのかを考えていきたい。 
 
 
࠙参考文献ࠚ 
 国立研究開発法人国立がん研究センターがん対策情報センター がん

診療連携拠点病院等院内がん登録 2014 年全国集計報告書 
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口演演題 

 

院内がん登録集計ࢱ࣮ࢹからࡳる 

Ἀ⦖┴のがん診療のື向と現状 

㸫2014年⑕౛㸫 

 

㧘ᶫユカ 1 2 ᐑ㔛㈗Ꮚ 2 Ᏻ㔛㑥Ꮚ 2 Ᏻ៞名⠏ 2 

平Ᏻ政Ꮚ 2 ᡞ಴さおり 2 本村ኴᚿ 2 ྂㅰ⏤⣖Ꮚ 2 増⏣ᫀ人 1 2 

 

1⌰⌫大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院 がんセンター 

2Ἀ⦖県がん診療連携協議会 がん登録部会 

  
1. 目的 

国立がん研究センターがん対策情報センター発行のがん診療連携拠点

病院等院内がん登録 2014年全国集計報告書（以下、全国集計）によると、

登録数上位 5部位は 1位から㡰に、大⭠、⫶、⫵、ஙᡣ、前立⭢と報告さ

れた。しかし、Ἀ⦖県のື向は異なる。そこで本研究では、全国と比較し、

Ἀ⦖県のがん診療のື向と現状を明らかにしたので報告する。 

 

2. 方法 

(1)Ἀ⦖県拠点病院 4 施設（2014 年時点）の集計್では、罹患に対するカ

バー率が 5割ᙅのため、院内がん登録を実施している 17施設の集計 （್以

下、Ἀ⦖県）と、全国集計の集計್（以下、全国）を比較した（⑕例区分

8を除く）。 

(2)比較した項目は、以下の 4項目である。 

ձ登録数上位 10 部位 ղ年㱋㝵⣭別登録割合 

ճ5 大がんの部位別 UICC TNM（⫢⮚のみ⫢⒴取扱い規⣙）分㢮治療前スࢸ
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ーࢪ別登録割合（⑕例区分 2,3の治療実施⑕例のみ） 

մ5 大がんの部位別 UICC TNM（⫢⮚のみ⫢⒴取扱い規⣙）分㢮治療前スࢸ

ーࢪ別初回治療の組み合わせ登録割合（⑕例区分 2,3の治療実施⑕例のみ） 

 

3. 結果 

ձ登録数 1 位は全国、Ἀ⦖県ともに大⭠で、全国 14.3%、Ἀ⦖県 17.9%で

あった。全国で 4位のஙᡣ（10.0%）は、Ἀ⦖県では 2位（12.1%）であっ

た。また、Ἀ⦖県は上位 10 位以内に⓶⭵（7 位）、口⭍・ဗ㢌（8 位）が

入っていた。 

ղ年㱋㝵⣭別登録割合は、40ṓ代が全国 7.2%、Ἀ⦖県 8.2%。50ṓ代が全

国 11.8％、Ἀ⦖県 14.3%。60ṓ代が全国 27.2%、Ἀ⦖県 23.6%であった。 

ճ治療前スࢸーࢪ別登録割合は、大⭠がんの㸮ᮇが全国 14.3%、Ἀ⦖県 7.2%。

⫢がんのϫᮇが全国13.2%、Ἀ⦖県30.8%。⫵がんの㸮ᮇ㸩Ϩᮇが全国40.5%、

Ἀ⦖県 28.9%、ϫᮇが全国 32.1%、Ἀ⦖県 43.0%であった。 

մ治療前スࢸーࢪ別初回治療の組み合わせ登録割合は、大⭠がんの㸮ᮇで

「手術のみ」が全国 7.6%、Ἀ⦖県 18.4%、「内視㙾のみ」が全国 87.1%、Ἀ

⦖県 71.8%。⫵がんのϨ㹼Ϫᮇで「治療なし」が全国と比較しἈ⦖県は⣙

2 ಸの数್であった。ஙがんのϨᮇで「手術㸩⸆物療法」が全国 39.2%、

Ἀ⦖県 56.6%、「手術㸩放ᑕ⥺㸩⸆物療法」が全国 39.3%、Ἀ⦖県 12.1%で

あった。 

 

4. 考ᐹ 

登録数上位を比較したところ、1 位は全国とἈ⦖県ともに大⭠であった

が、Ἀ⦖県が⣙ 4ポ࢖ント上回っていた。ஙᡣについても⣙ 2ポ࢖ント上

回っていた。また、Ἀ⦖県は上位 10部位に⓶⭵（4.0%）と口⭍・ဗ㢌（3.2%）

が入っていたが、その登録割合は全国と比べて、大きなᕪはみられなかっ

た。 

年㱋㝵⣭別登録割合をみると、全国は 60ṓ代から 50ṓ代の 2ಸ以上に

登録割合が増えているのに対し、Ἀ⦖県は 40ṓ代、50ṓ代のいわࡺる「働

きୡ代」から、割合が増えていることが明らかになった。これは、ஙがん



JACR Monograph No.23 

第 2部：学術集会੶録 －口౰౰਻－ 

269 
 

患者が 40ṓ代に༨める割合が 31.6%と、割合が高いことがᙳ㡪していると

考えられる。しかし、人口ືែ⤫計ͤ１でἈ⦖県は全国よりもⱝいഴ向であ

ったため、より詳⣽な分ᯒが必要であると考える。 

UICC TNM（⫢⒴取扱い規⣙）分㢮治療前スࢸーࢪ別登録割合から、Ἀ⦖

県は全国と比較して 5大がん全ての部位において、進行ᮇのスࢸーࢪの割

合が高いことがわかった。特に、Ἀ⦖県は⫵がんのϫᮇで全国よりも 10

ポ࢖ント以上上回っていた。発見⤒⦋別にみると「がん検診」2.2%、「健

康診断・人間ࢻック」10.8%、ルーチン検査等におけるഅ発的発見の「他

⑌患⤒過観ᐹ中」が 38.2％、ఱらかの自ぬ⑕状があり受診した「その他・

不明」が 48.8%と、അ発的発見となんらかの⑕状受診が 9 割ᙅを༨めてい

ることから、Ἀ⦖県の⫵がん検診受診率が 24.3%（H22 年）ͤ2 から 40.8%

（H25 年）ͤ3に増加しているものの、早ᮇ発見の㞴しさがఛえた。がん検

診受診の推進も必要であるが、⫵がんのリスク因Ꮚであるたばこについて、

より一ᒙ対策をᙉ໬し推進する必要があるものと考える。 

次に、UICC TNM（⫢⒴取扱い規⣙）分㢮治療前スࢸーࢪ別初回治療の組

み合わせ登録割合は、Ἀ⦖県の大⭠がんは㸮ᮇに対する初回治療が「内視

㙾のみ」よりも「手術のみ」の割合が高かった。院内がん登録では、大⭠

ポリープが検査の結果「がん」だった場合、治療前スࢸーࢪは「不明」の

登録となる。不明の「内視㙾のみ」の登録割合は、全国とࡰ࡯同程度であ

ることから、㸮ᮇで「手術のみ」の割合が高いことについて、詳しい調査

を行う必要があると考える。⫵がんはϨᮇからϪᮇの「治療なし」の割合

が、Ἀ⦖県は全国の⣙ 2 ಸであった。Ἀ⦖県の⫵がん患者は 5 割が 75 ṓ

以上の高㱋であることから、早ᮇであっても年㱋や全㌟状ែを考慮し、⤒

過観ᐹや⦆࿴ࢣアが㑅ᢥされた⑕例が一定割合いることが示された。ஙが

んはϨᮇの標準治療である「手術㸩放ᑕ⥺㸩⸆物療法」よりも、「手術㸩

⸆物療法」の割合がἈ⦖県は高いことから、施設別に෌集計したところ、

術後の放ᑕ⥺治療の実施については、放ᑕ⥺設備のある施設に⤂௓および

集⣙されており、病病連携によるᙺ割分担が進んでいると考えられた。 

今回の結果をἈ⦖県がん診療連携協議会でフ࢕ーࢻバックするととも

に、引き続き、院内がん登録データを用いて、Ἀ⦖県のがん診療のື向と
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現状について明らかにしていきたい。 

 

5. 出඾ 

ͤ1 ⥲務省．都道府県㸪年㱋 3区分別人口（平成 27年） 

ͤ2 厚生労働省．平成 22 年国民生ά基♏調査 

ͤ3 厚生労働省．平成 25 年国民生ά基♏調査 
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Ⓨぢ⤒⦋で䜏るᙜ㝔のஙがんの≉ᚩ 

岡山県がんデ⒪㐃ᦠᣐⅬ⑓㝔㝔ෆがん登録報告᭩ 

（2014 年∧）より 

 

成཭㯞⣖ 1 ㅖ上加代Ꮚ 1 ⓑ᰿⃝Ἃ⏤㔛 1 ᮌ村㑳⨾ 1 

ఀ⸨㞞 1 ᅵᒃᘯᖾ 2 

 

1公┈㈈ᅋ法人 大ཎ記ᛕ಴ᩜ中央医療機ᵓ ಴ᩜ中央病院 

2ᒸᒣ大Ꮫ大Ꮫ院 医ṑ⸆Ꮫ⥲合研究⛉␿Ꮫ・⾨生Ꮫ分㔝 

 

1. はじめに 

当院は病ᗋ数1,166ᗋのᕧ大急性ᮇ病院であり、2003年12月に地域がん

診療連携拠点病院の指定をうけ、県༡す部におけるがん医療の中᰾を担っ

ている。この度、ᒸᒣ県内のがん診療連携拠点病院（以下、拠点病院）と

協力してࠗᒸᒣ県がん診療連携拠点病院院内がん登録報告書（2014年∧）࠘

（以下、報告書）をస成したことにより、県内の院内がん登録の評価が明

らかになった。当院は、拠点病院のஙがんの登録⑕例数では3番目に多く

⣙21％を༨めていた。そこで報告書と当院のデータを比較し、当院の特ᚩ

を明確にすることで、県内でのᙺ割を検証したので報告する。 

 

2. 方法 

（1）ዪ性のみに限定し報告書の⑕例区分2.3（自施設治療⑕例）の拠点病

院と当院のデータを用いて分ᯒを行なった。（2）他のがんと㐪いஙがんに

おいては30代、40代にも多くの⑕例がみられるため、当院の2014年データ

を、49ṓ以下（以下A⩌）、50ṓ以上（以下B⩌）にわけ、発見⤒⦋ごとの

UICC TNM 治療前スࢸーࢪについて分ᯒを行った。 
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3. 結果 

（1）拠点病院ではがん検診・健康診断・人間ࢻック（以下、検診等）で

の発見は30.9％、有⑕状受診での発見は50.1％であった。しかし、当院の

⑕例では、検診等での発見は43.7％、有⑕状受診での発見は35.6％と検診

発見が有⑕状受診での発見を上回った。（ᅗ1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）A⩌の検診発見における早ᮇがんの割合は⣙74％を༨めていた。（B⩌

は⣙67％）（ᅗ2）しかし、有⑕状受診での発見においては、A⩌ではスࢸ

ーࢪϨまでの早ᮇがんは⣙33％（B⩌では⣙50％）と早ᮇで発見される割

合が低いだけでなく、スࢸーࢪϪ、ϫの進行がんの割合がB⩌の⣙1.6ಸと

なっていた。（ᅗ3） 
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4. 考ᐹ 

拠点病院のデータと比較すると、当院は検診発見の割合が高い結果とな

った。A⩌においては、B⩌に比べてங⭢の⬡⫫が少ないため、しこりな

どによる自ᕫ発見がしにくいこと、有⑕状受診では進行がんによる発見の

割合が多くなることを考慮すると、がん検診がより重要であると考える。

今後は、がん検診を受診したことがないᒙに、いかに検診に㊊を㐠ばせる

かがㄢ題となると推ᐹする。当院は人間ࢻック施設の⥲合保健⟶理センタ

ーをే設し、がんの予㜵、健康⟶理に力を入れている。2014年のᒸᒣ県の

ஙがん検診受診率は 28.5％（全国平ᆒ 26.1％）と全国平ᆒを上回り、当

院の所在地である಴ᩜ市は 36.5％とさらに高い結果であることから、当院

はᒸᒣ県全体、಴ᩜ市のஙがん検診に㈉献しており、地域における早ᮇが

ん治療の重要な位置づけにあると自㈇している。ᒸᒣ県では、ࢥスト等の

面から 40代未満に自ᕫ検診のᬑ及を進めてはいるが、30代、40代でも有

⑕状をᚅっていては進行がんに発ᒎするࢣースが多く認められるため、当

院では自ᕫ検診とあわせて、がん検診を✚ᴟ的に進めていきたい。  
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がん登録ࢱ࣮ࢹをά用ࡓࡋ患者┠⥺の情報をⓎಙࡍる 

ࠗ኱㜰がん࠘ࣅࢼ࠼࠼ 

 
ᕝ┦一㑻 ℈本満⣖ す村឵ኴ㑻 ∦ᒣ環  

 
NPO 法人大阪がんええࣅࢼไసጤဨ会 

 
 
1. ⫼ᬒ 

大阪がんええࣅࢼไసጤဨ会が͆市民・患者目⥺による市民のための⥲

合的ながん情報ポータルサ࢖ト͇を標ᴶし、2011 年 3 月 1 日に公開した

ࠗ大阪がんええ࠘ࣅࢼは、各方面への࿘▱が進み、現在では患者・ᐙ᪘の

みならず、がん┦ㄯ支援ご担当者を始めとする医療提供者、行政、࣓デ࢕

ア、企業、立法の方々にも、日々の業務や医療┦ㄯ対応にά用していると

の高い評価を㡬いている。 
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がん患者・ᐙ᪘は、どのような情報をồめているのか、2014 年に開ദ

した当会主ദ公開ㅮᗙにおいてアンࢣート調査を行ったところ、「治療法

の情報(86%)」「๪స用対策(71%)」に次いで多かったのが「病院の治療実

績(45%)」であった。どこの病院で治療を受ければⰋいのか考える際の判

断ᮦ料として⋓得したいとᛮうのは当然であるが、各施設の࣍ー࣒࣌ーࢪ

でも、この情報が掲載されているのはわずかである。 
 
2. 掲載情報の⤂௓ 

大阪府では、大阪府立成人病センター がん予㜵情報センター（現 大

阪国際がんセンター がん対策センター）により、地域がん登録データに

基づいた情報が⤂௓されており、ࠗ 大阪がんええ࠘ࣅࢼでも「がん登録」

のカࢦࢸリーを設け、これらをά用した情報を次のように発ಙしている。 
 
 
「がん登録」カࢦࢸリー内ᐜ 

1, がん登録ってなに㸽 
  э大阪府がん登録を解ㄝ 
2, がん登録 Q&A 
  э情報についての␲問点を解ㄝ 
3, がん診療の実績をごぴいただく前に 
  э情報を㜀ぴする際のὀ意点を解ㄝ 
4, 大阪府がん拠点病院 診療実績 
  э施設別の初発患者数・治療法別実施数・⮫ᗋ進行度別生存率 

（5 大がん）を表とグラフで掲載 
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このカࢦࢸリーをᵓ⠏するにあたって最も␃意したことは、「患者目⥺」

の情報にすることであった。⤫計情報というと、どうしても数字が複㞧に

୪び、患者にすればఱをどう見ればⰋいのか分からない場合が多い。そこ

で、「2, がん登録 Q&A」や「3, がん診療の実績をごぴいただく前に」に

おいて、利用する際の方法やὀ意点をㄝ明し、「4, 大阪府がん拠点病院 診

療実績」では、患者が最もồめている初発患者数・治療法別実施数をグラ

フ໬し、「見て分かる」情報となるようᚰ᥃けた。 
  
3. 今後のᒎᮃ 
「患者目⥺」の情報は、⚾たちのような患者ᅋ体が主体的に発ಙしてこ

そసられるものと考えている。医療機関や行政からの詳⣽（複㞧）な情報

を患者の目でჶみ○き、重要な部分をࣆックアップするなど第஧次加ᕤを

する必要があるからである。 
 がん登録をά用するにあたっては、データの⢭度の高さがồめられる。

⚾たちはこれまで、⢭度の高い大阪府地域がん登録、大阪府立成人病セン

ター がん予㜵情報センターからのご支援があったからこそ、「患者目⥺」

の情報提供を続けることが出来たとᛮっている。これからの日本がん登録

協議会にも大きなᮇᚅをᐤせている次第である。 
 
 今後の取り組みとしては、がんを発⑕する患者でも、ᚠ環ჾ⑌患・内分

Ἢ⑌患・⢭⚄⑌患・あるいは㞴病などేせᣢっている方が少なくないこと

から、病ᗋ機能報告データ等をά用した多⑌病の情報を提供できるように

していきたいと考えている。ここでも、がん登録をేせてά用できれば、

患者にとって有┈な情報となるであろう。 
  
最後にࠗ大阪がんええ࠘ࣅࢼのᵓ成が、J-CIP における地域の情報発ಙ

サ࢖トのࢸンプレートとして౑われることにᩗ意とឤㅰを表したい。 
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ే存⑕ࡣがん診断後の生存ᮇ㛫にᙳ㡪ࡍるのか㸽 

̿ᆅᇦがん登録と㹂㹎㹁ࢱ࣮ࢹの連⤖でᚓࡓ▱ぢ̿ 

 

᳃ᓥᩄ㝯 ᯇ本ྜྷྐ ᯇ本඘ᜨ ▼⏣理ᜨ 中⏣ెୡ ᐑ代໏ 
 

大阪国際がんセンター がん対策センター 政策情報部 
 
 
1. ⫼ᬒ 
がん患者の高㱋໬にకい、がんとともにే存⑕を抱える患者が増加してい

て、がん診断時のే存⑕の有無ががん診断後の生存ᮇ間に関連することが

ㅖ外国のがん登録データを౑った先行研究からわかっている。しかし、わ

が国のがん登録データではే存⑕に関する情報を཰集していないため、ే

存⑕が生࿨予後にもたらすᙳ㡪がわかっていない。本研究の目的はే存⑕

ががん患者の生࿨予後に関連する要因であるかどうかを調べることであ

る。 
 
2. 方法 

大阪府地域がん登録と、府内のがん診療拠点病院 5 病院から཰集した

DPC データを、各病院において患者レベルで連結した。前者のデータから、

性、診断時年㱋、部位、進ᒎ度、がん診断年月、生存㸭死亡、生存ᮇ間を

入手した。後者のデータ（診断年月の前後３か月のうちの最ྂの入院ࣆ࢚

の様ᘧࢻーࢯ 1）から入院時ే存⑕（最多で 4 ⑌患）を入手した。㑅ᢥ基

準を、2010 年 1 月㹼2012 年 12 月に⫶がん、結⭠・直⭠がん、⫵がんと

診断された診断時 18 ṓ以上の患者とした。除外基準を上⓶内⒴と生死を

確認できない患者とした。ే存⑕をすべて Charlson ే存⑕スࢥアに従っ

て点数໬して、患者ごとの合計点数を算出した。SAS 9.4 を౑って、全死

因死亡を࢖ベントとする Cox 比例ࢨࣁーࢻモデルによる生存時間解ᯒを

部位別に行った。⤫計Ꮫ的な有意Ỉ準を 5%とした。 
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3. 結果 
 

 
 
4. 結論 

３部位のがんのいずれにおいても、ే存⑕ががんの生存ᮇ間に⤫計Ꮫ的

有意に関連することがわかった。生存率を算出・比較するときにはే存⑕

をも⿵正する必要があることが示၀される。 
  

Cox ẚ౛ࢹࣔࢻ࣮ࢨࣁルによる生存᫬㛫ゎᯒの⤖ᯝ 
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బ㈡┴がん登録◊ಟ体制に࠸ࡘて  

㹼బ㈡┴がん登録◊ಟ会㹼 

 
బ々ᮌ࿴⨾*1 新名▱Ꮚ 1 ᕝཎ康⩏ 2  

ᴋ⏣モஓ 2 ྜྷཎ大௓ 2 高㷂ගᾈ 1 ᮌ村᫴ஓ 1 
 

1బ㈡大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院、2బ㈡県健康増進ㄢ 
 

 బ㈡県では、బ㈡大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院と県健康増進ㄢが協力してがん登

録の඘実・向上のため、ICT（情報㏻ಙ技術）の有ຠά用と研ಟ会の開ദ

を組み合わせた⥲合的な支援を行っている。 

まず、「బ㈡県がん登録研ಟ会」を開ദすることによる県内実務者の▱

識やス࢟ルの支援である。県内のがん登録実務者が一ᇽに会し、同じカリ

ことにより、బ㈡県全体のがん登録のᒆ出データの質の向ࡪでᏛ࣒ラࣗ࢟

上を目指している。質␲応答や、参加者同ኈの࣑ࣗࢥニࢣーࣙࢩンを㏻じ

て▱識の⩦得だけでなく、連ᖏឤや協力意識が㔊成されている。 

特にబ㈡県でᕤኵしている点は、全国がん登録及び院内がん登録につい

てᏛࡪことができる「e-ラーニングをά用したᏛ⩦環ቃの整備」と、がん

登録に関するあらࡺる情報提供を行う登録ไの「ポータルサ࢖トの㐠用」

である。 

このように ICT をά用することで、Ꮫࡪべきことやఏえるべきことを、

日時や場所に限らず、ຠ率的に㓄ಙできる。 

 
 
1. బ㈡県がん登録支援体ไ（ᅗ 1） 
 実務者を対象とした支援は、集合研ಟの開ദと、ICT をά用したᏛ⩦環

ቃの整備及びポータルサ࢖トの㐠用をే用して行っている。 
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1）がん登録実務者用 e-ラーニング（以下 e-ラーニング）：当院が都道府

県がん診療連携拠点病院に指定された 2010 年から、県内の院内がん登録

実務者を対象に e-ラーニング受ㅮによる支援体ไを開始、2014 年 3 月 31
日時点で 29 をస成している。2014ࢶンࢸンࢥ 年に「がん登録等の推進に

関する法律」（以下、「がん登録推進法」）が成立したことから、全国がん

登録実務者対象に 2  。を追加したࢶンࢸンࢥ
 
2）全国がん登録ㄝ明会及び研ಟ会（以下「研ಟ会」）：がん登録推進法の

成立に先立ち、これまでがん登録を行ってきた実務者や、これからがん登

録を始める医療機関の担当者を対象にձ全国がん登録に関する情報の࿘

▱、ղがん登録推進法の施行により、実務がどのように変໬するかの࿘▱

をᅗるため、2014㹼2015年度にかけて3スࢸップによるプランを立てて、

ㄝ明会を開ദし、2016 年 1 月 8 日にプランの全過程を終஢した。その後、

実務にἢった研ಟを引き続き続けていくため、研ಟ会と名⛠を変᭦して

2016 年度に 3 回の開ദ、年度目標を設定した。 
 
3）ICTをά用した㐠用体ไ：がん登録セࢼ࣑ー情報提供ࢩス࣒ࢸのᵓ⠏（以

下「ポータルサ࢖ト」）：ㄝ明会や研ಟ会の開ദにあたっては、᱌内文書స

成、㒑㏦準備、参加⏦し込み対応の事務ฎ理、当日の参加者名⡙స成、ア

ンࢣート調査の準備・回཰・分ᯒのためのデータ入力など多くの労力と㈝

用を要していた。また、᱌内文書が施設の対象者にᒆかないࢣースや研ಟ

会当日のḞᖍ者へ㈨料の事後㏦付などの多くのㄢ題があった。これらのㄢ

題を㍍減し、研ಟ内ᐜの඘実を目指して⊂自に開発したポータルサ࢖トを

用いて上記の研ಟを㐠Ⴀした。（詳⣽は、別発表項目「ICTをά用したబ㈡

県がん登録研ಟ体ไの支援」参照） 
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2. 研ಟ支援体ไの変㑄（ᅗ２） 
 ᅗ２は支援体ไの変㑄を時⣔ิで示したものである。2010 年に当院が

都道府県がん診療連携拠点病院に指定され、同年から「院内がん登録」実

務者を対象とした e-ラーニングによる支援を開始した。2013 年にがん登

録推進法が成立したことを受けて、全国がん登録実務者を対象とした e-

ラーニングࢥンࢸンࢶを追加した。2014 年 3 月ᮎ時点で２㸷ࢥンࢸンࢶ

を提供しており、その後もࢥンࢸンࢶの追加、改ゞを続けている。 
 全国がん登録開始に先立ち、県主ദで開始したㄝ明会は、３スࢸップの

カリࣗ࢟ラ࣒で実施し、３回のㄝ明会を終஢した時点で、実務者向けのさ

らなるᩍ⫱支援が必要との結論に⮳ったため、当院主ദと改め、定ᮇ的に

⥅続して開ദすることとなった。 
 その他、当初のㄝ明会の時点から、ポータルサ࢖トの㐠Ⴀに୪行して取

り組んでいる。 
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3. 全国がん登録ㄝ明会 
 ㄝ明会は、全国がん登録のᒆ出開始までに、病院⟶理者と登録実務担当

者が、法律やไ度を理解し、自施設での㐠用方法を決定し実務が開始でき

ることを目標に、全３回でᵓ成した（表１）。 
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4. 結果および考ᐹ 
 研ಟ会終஢後にポータルサ࢖ト上で、参加者の⫋種、㞴᫆度（とても㞴

しかった、やや㞴しかった、ちࡻうどⰋかったの３段㝵）等についてのア

ンࢣートを実施した。 
 表２は各回の出ᖍ者数を⫋種別にまとめたものである。法施行前という

こともあり、施設㛗や事務㛗⣭の出ᖍもあった。⫋種ᵓ成から考ᐹすると、

法施行後は医ᖌの関ᚰも高まってきたことが推ᐹされた。その他の⫋種に

は、主に行政担当者が該当し、その࡯か⸆๣ᖌ、検査技ᖌも含まれていた。 
開ദ時ᮇが、法施行前から施行後にரっているため、医療機関の対応の

ᕪ、⫋種のばらつきがあったことで、各回の⫋種のᵓ成は⤫計的有意に異

なっていた。（表２） 

 
 
 ᅗ３は参加者による㞴᫆度評価結果を示したグラフである。カリࣗ࢟ラ

のᵓ成上、回を追うごとに㞴᫆度が増すという点及び各回の参加者のᵓ࣒

成が⤫計Ꮫ上有意に異なっていた（表２）ことから、回答割合の数್を直

᥋比較することはできないが、㞴᫆度的にはጇ当であったと考えている。 
第２回においては「ちࡻうどⰋかった」が 66.1%と下がっているが、各回

の回答割合に⤫計Ꮫ的有意ᕪはみられなかった（Ȯ2 ஌検定㸹P=0.38）。（ᅗ
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３） 
３回のㄝ明会を行った結果、各施設で㐠用方法を決定し実務が開始でき

るという状況には⮳っていないようであった。政省令やそれに基づいたල

体的な実務に関する部分が決定されなかったため、全国がん登録開始に向

けて各施設で㐠用方法を決定することができなかったことが理⏤として

考えられる。実務に関する部分が明確໬されなかったため、院内がん登録

か、全国がん登録かについても㑅ᢥできていない施設もあった。 

 

 

5. 研ಟ会開ദにかかるポータルサ࢖トの利用 

 ポータルサ࢖トは情報ඹ有の推進及び情報ఏ㐩業務におけるຠ率໬と

確実性の向上を目的としており、研ಟ会開ദにおいても次のような利用方

法でその目的が㐩成できている。 
・ 研ಟ会の開ദ内ᐜが確定後、⟶理者から、開ദ日時、会場、ࢸー࣐等

の開ദᴫ要を登録者への一ᩧ࣓ールにより㏻▱し、ポータルサ࢖トには

研ಟ会᱌内と参加⏦し込み࣎タンが表示される。 
・ 登録者は、᱌内࣓ールを受ಙ後、ポータルサ࢖トにアクセスし、参加

⏦込みを行う。その際、氏名や所ᒓの情報は登録῭であるため、数回ク

リックだけで参加登録が完஢する。 
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・ 登録完஢後は本人ᐄに受付番号が࣓ールで㏦付され、当日は受付に㓄

置したタࣈレット➃ᮎに受付番号を入力するだけで出ᖍ確認ができる。

受付番号をᛀれた受ㅮ者へは施設名や氏名の一部からも確認ができる

ようにしており、受付情報もリアルタ࣒࢖で反ᫎされるので、当日の出

ᖍ状況を༶ᗙに確認することが可能となる。 
・ 研ಟ会終஢後は、ポータルサ࢖トにアンࢣート用࣌ーࢪをస成し、࣓

ールで各受ㅮ者に回答を一ᩧに依頼し、ポータルサ࢖トで回答してもら

い、⟶理者は自ືで集計した内ᐜをリアルタ࣒࢖で確認できる（ᅗ４）。 

 

 
6. PDCA サ࢖クルによる評価と改ၿ 
表 3 は、全国がん登録ㄝ明会後に開ദした研ಟ会の内ᐜである。 

各回のࢸー࣐は、年度当初に年間計画を策定するが、理解度等を㋃まえて

その都度調整を行っている。（表３） 
2 回目の研ಟ会後のアンࢣートにおいて、院内がん登録の内ᐜが㞴しか

ったという回答が 42％あり、㐺ษな登録を行うにはフ࢛ࣟーが必要と判断

した。また、全国がん登録ࢩス࣒ࢸ（Hos-CanR Lite）のࢸー࣐追加の要

ᮃについては、e-ラーニングで対応することとし新たに 1 を追ࢶンࢸンࢥ
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加した。3 回目は retry second step として、෌度院内がん登録に関する研

ಟを行った。研ಟ会後のアンࢣート結果では、「ちࡻうどよかった 68％」

「少しは理解できた 26％」となり、Second step クリアと判断した。 

 
 

7. 今後の取り組み 
1）ポータルサ࢖トでᐤせられた質問と回答を関係機関でඹ有し⵳✚する

ことで、⤫一した回答ができるようᅗる。また、質問受付機能とデータ

ベース໬した回答を、ポータルサ࢖トに掲載することで、実務者のニー

 。にಁす࣒࢖把握等や␲問点の解ᾘをリアルタࢬ
2）研ಟ会の当面のㄢ題は、参加者の受ㅮ前における理解度のばらつき等 

がᣲげられる。これは、回数を重ࡡる度に新規参加者が増えていること

も要因と考えている。改ၿ策として、ձ過ཤに実施した内ᐜを᚟⩦がで

きる環ቃ提供、ղࢸー࣐ẖに理解を῝められるようࢸー࣐を⣽かく区ษ

ったᵓ成、ճ⥅続的な受ㅮの່ዡの３つである。ղについては、既に当

院と県での協議を行い、29 年度の研ಟを以下のとおり 6 としてい࣐ーࢸ

る。（表４） 
を設定するにあたり特に↔点をあてた点は、᫖年度実施できなか࣐ーࢸ

った「１.⑕例登録」である。実際の研ಟ会の際には、「２.がん登録に必要
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な解๗」とేせて実施することで実務者のス࢟ルアップと理解度を῝める

ことをᅗる。その他ࢸー࣐は、全国がん登録の提出スࣗࢪࢣールにἢうᙧ

で進めていき、医療機関へ情報の࿘▱ᚭᗏをᅗっていく。 

 

 

8. まとめ 
  研ಟ会や e-ラーニングを組み合わせた研ಟ体ไの提供は、ㅮᖌや実務者

同ኈが㢦の見える機会を提供できるといった集合研ಟの利点と、時間や場

所にᅃわれず受ㅮできるといった e-ラーニングの利点、それࡒれ஫いのᙅ

点を⿵完するように組み合わせたことで、支援の満㊊度を上げることがで

きている。 

また、ポータルサ࢖トを㐠用することで、༶時に確実な情報提供ができ

ており、研ಟ会と組み合わせることで、その情報が正しくఏわっているか

どうかも確認できている。 

研ಟ会の実施に関しては、࣐ン࣡ࣃーの問題もよくヰ題となるが、当県

のように、ポータルサ࢖トの㐠用を行うことによって、大ᖜに㈇担を㍍減

でき、その労力を研ಟ会の質向上に෌㓄分できており、アンࢣート機能を

ά用することで研ಟの᣺り㏉りを行っていくことで、よりよい支援を行っ

ていけるだろうと考える。 
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బ㈡県では、こういった取組を㏻じて、当院、県及び各医療機関が、┦

஫の㎿㏿かつ正確な情報提供・཰集が行える㐠用体ไのᵓ⠏できている。

（ᅗ５） 

 

 

がん登録実務者が提出した各施設のがんデータが国全体のがん⤫計の

基♏となり、各施設からのデータの質は国の⤫計の質に直᥋ᙳ㡪を及ࡰす。

従って、実務者の業務の最も直᥋的な目標は「正しいデータ」の提出とい

うことになるが、それはࢦールではない。 

 各施設から正しいデータが提出され、ಙ頼できるデータが整備されるこ

とで、行政による地域特有のㄢ題ᢳ出や医療機関が㐺ษな情報提供を行う

ことによる患者への㑏ඖ、医療機関のがん診療の質の向上が実現できる。 

今後においても、「┦஫連携」と「ICT のά用」を㍈に PDCA サ࢖クルを

機能させることで、ຠ率的でᣢ続可能な体ไをసり上げることこそが、బ

㈡県の正確な罹患情報の把握、ࡦいては県民ががんになってもᏳᚰしてᬽ

らせる♫会のᵓ⠏という最終ࢦールに向けての㏆道ではないかと考える。

（ᅗ６） 
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໭ᾏ㐨における⫵がんの現状の┴㛫ẚ㍑ 

 
㰺⸨真⨾ 1 高ᶫᑘ人 1 ᯇ⏣⨾㤶 1 ᯇᆏ方ኈ 2 ⏣中㔛ዉ 3 ㏆⸨ၨྐ 1 

 
1 国立病院機ᵓ ໭ᾏ道がんセンター  

2 ᘯ前大Ꮫ医Ꮫ部㝃ᒓ病院 医療情報部 
 3 ᘯ前大Ꮫ大Ꮫ院医Ꮫ研究⛉ 医Ꮫ医療情報Ꮫㅮᗙ 

 
1. ⫼ᬒ 
 ໭ᾏ道における 2015 年の⫵がん年㱋調整死亡率は、人口 10 ୓人あたり

⏨性 28.5 ዪ性 9.2 と、全都道府県中最もᝏい（人口ືែ⤫計）。しかし、

1995 年時点での都道府県㡰位は⏨ዪともに 38 位であり、最もᝏいわけで

はなかった。໭ᾏ道の⫵がん死亡率が最もᝏくなった理⏤として、ձ໭ᾏ

道の死亡率が上がったղ他県の死亡率が໭ᾏ道より下がった、の 2 つが考

えられるが、そのཎ因は不明である。そこで我々は໭ᾏ道の⫵がんの現状

を把握することを目的とし、同じく⫵がん死亡率の高い㟷᳃県と全国との

比較を行った。 
 
2. 方法 
 1995 年㹼2015 年の部位別年㱋調整死亡率、人口、死亡数は国立がん研

究センターがん情報サーࣅスより提供されているグラフデータサーࣅス

から得た。年㱋㝵⣭別罹患率、進ᒎ度は MCIJ2012 よりᢤ⢋した。がん検

診受診率およびႚ↮率は国立がん研究センターがん情報サーࣅス「がん登

録・⤫計」（国民生ά基♏調査）より得た。⤒年変໬率は SEER より提供

されているࢯフト Joinpoint Ver. 4.2.0 により解ᯒを行い、Joinpoint の有

無、および各ᮇ間の Annual Percent Change（APC）を算出した。 
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3. 結果 
 APC を比較すると、⏨性は໭ᾏ道、㟷᳃県ともに減少ഴ向にあるものの、

その変໬率は全国よりも低かった。一方ዪ性は、㟷᳃県はࡰ࡯ᶓばいであ

るのに対し、໭ᾏ道では 1995 年から 2015 年にかけて増加していた。全

国では⦆やかに減少していた。年㱋㝵⣭別罹患率を比較すると、⏨性は໭

ᾏ道では 65 ṓ以上で全国の罹患率よりも高く、80 ṓ以上の罹患率が特に

高かった。㟷᳃県では 30 ṓ㹼49 ṓのⱝいୡ代で全国の罹患率よりも高か

った。ዪ性は、໭ᾏ道では 55 ṓ以上で全国の罹患率よりも高かった。㟷

᳃県では 35 ṓ㹼39 ṓのⱝいୡ代で全国の罹患率よりも高かったが、50 ṓ

以上では全国の罹患率より低かった。受診時の進ᒎ度を比較すると、໭ᾏ

道の限ᒁ割合は全国よりも高かった。㟷᳃県の限ᒁ割合は全国よりも低か

った。がん検診受診率を比較すると、໭ᾏ道では⏨ዪともに全国の受診率

よりも低かったが、㟷᳃県では⏨ዪともに全国の受診率よりも高かった。

ႚ↮率を比較すると、໭ᾏ道、㟷᳃県ともに全国のႚ↮率よりも高く、ま

た、໭ᾏ道の࡯うが㟷᳃県よりもႚ↮率は高かった。 
 
4. 考ᐹ 
 ໭ᾏ道の⫵がん年㱋調整死亡率が高いཎ因のࡦとつは、⏨性65ṓ以上、

ዪ性 55 ṓ以上の罹患が多いためであると考えられた。一方、㟷᳃県の年

㱋調整死亡率が高いཎ因はⱝいୡ代の罹患が多いためであると考えられ、

死亡率が高いཎ因は都道府県によって異なることが考えられた。今後、໭

ᾏ道では、ႚ↮対策や受診率の向上、᭦に高㱋者の罹患率がᴟめて高いこ

とから、終ᮎᮇ医療の඘実がㄢ題であると考えられた。 
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国䛚よ䜃㒔㐨府県のがん 75 ṓᮍ‶年㱋調ᩚ死亡率の 

ῶᑡはຍ㏿したか 

 
∦㔝⏣⪔ኴ ᇼⱆஂ⨾ ᰘ⏣ளᕼᏊ ᯇ⏣ᬛ大 

 
国立がん研究センターがん対策情報センター 

 
 
࠙目的ࠚがん対策推進基本計画および多くの都道府県におけるがん対策推

進計画では、全体目標としてがんの 75 ṓ未満年㱋調整死亡率が用いられ

ている。国の死亡率については、計画の全体目標である「10 年間で 20%」

が㐩成できなかった。本研究では、都道府県におけるがんの 75 ṓ未満の

年㱋調整死亡率の減少ഴ向について⤫計Ꮫ的に検討をすることを目的と

した。 
࠙方法 より、1995㹼2015「スࣅがん情報サー」ࠚ 年の都道府県別年㱋 5 ṓ

㝵⣭別人口およびがん死亡数（⏨ዪ計）を得た。このデータから、年別都

道府県別にがんの75ṓ未満年㱋調整死亡率およびその標準誤ᕪを算出し、

そのトレンࢻに対して Joinpoint 回ᖐ分ᯒ（ᢡれ⥺対数回ᖐ）により変᭤

点と年変໬率をồめた。計画ᮇ間は、国は 2005 年以降、都道府県は 2006
年以降と定⩏した。 
࠙結果 国のࠚ 75 ṓ未満年㱋調整死亡率は、計画ᮇ間中の 2009 年に減少が

㕌໬していた。同様に、計画ᮇ間中に 75 ṓ未満年㱋調整死亡率の減少が

㕌໬していたのは、Ⲉᇛ県（2013 年）、▼ᕝ県（2013 年）、および大阪府

（2006 年）であった。それ以外の都道府県はすべて計画ᮇ間中単調減少

であった。計画ᮇ間を含む⥺分において、国の死亡率の減少率は年 2.0%
であった。それと同じかそれを㉸える年減少率を示した都道府県は、東京

都（2.0%）、Ⲉᇛ県（2013 年まで 2.0%）、⁠㈡県（2.1%）、රᗜ県（2.2%）、
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ዉⰋ県（2.2%）、ᗈᓥ県（2.3%）であった。 
࠙結論ࠚ国のがん対策推進基本計画の計画ᮇ間以降、がんの 75 ṓ未満年

㱋調整死亡率の減少は国、都道府県別ともに加㏿していなかった。現在進

められている第୕ᮇのがん対策推進基本計画、および都道府県別のがん対

策計画の策定においては、10 年間の結果を㋃まえて、死亡率減少の加㏿に

実ຠ性のある対策が┒り込まれる必要がある。 
 

1. はじめに 
がん対策推進基本計画および多くの都道府県におけるがん対策推進計画で

は、全体目標としてがんの 75 ṓ未満年㱋調整死亡率が用いられている。国の

死亡率については、計画の全体目標である「10 年間で 20%」が㐩成できなか

った。国および各都道府県における死亡率の್は国立がん研究センターがん

対策情報センター「がん情報サーࣅス」で提供されているが、がん対策推進

基本計画のᮇ間中に減少ഴ向がどう変໬したかの⤫計Ꮫ的な検討はなされて

いない。本研究では、都道府県におけるがんの 75 ṓ未満の年㱋調整死亡率の

減少ഴ向について⤫計Ꮫ的に検討をすることを目的とした。 

 

2. 方法 
「がん情報サーࣅス」より、1995㹼2015 年の都道府県別年㱋 5 ṓ㝵⣭別

人口およびがん死亡数（⏨ዪ計）を得た。このデータから、年別都道府県別

にがんの 75 ṓ未満年㱋調整死亡率およびその標準誤ᕪを算出した。次に、

都道府県別がん75ṓ未満年㱋調整死亡率のトレンࢻに対してJoinpoint回ᖐ

分ᯒ（ᢡれ⥺対数回ᖐ）を当てはめ、変᭤点と年変໬率をồめた。計画ᮇ間

は、国は 2005 年以降、都道府県は 2006 年以降と定⩏した。変᭤点数は最大

2、変᭤点から観ᐹᮇ間始点あるいは終点までのデータポ࢖ント数は最小 2、
変᭤点間のデータポ࢖ント数は最小 1 と設定した。 

 
3. 結果 

表 1 に⏨ዪ計の結果を示す。国の 75 ṓ未満年㱋調整死亡率は、計画ᮇ間

中の 2009 年に減少が㕌໬していた。同様に、計画ᮇ間中に 75 ṓ未満年㱋調

整死亡率の減少が㕌໬していたのは、Ⲉᇛ県（2013 年）、▼ᕝ県（2013 年）、
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および大阪府（2006 年）であった。それ以外の都道府県はすべて計画ᮇ間中

単調減少であった。国、および都道府県において、計画ᮇ間中に⤫計Ꮫ的に

有意な増加は観ᐹされなかった。計画ᮇ間を含む⥺分において、国の死亡率

の減少率は年 2.0%であった。それと同じかそれを㉸える年減少率を示した都

道府県は、東京都（2.0%）、Ⲉᇛ県（2013 年まで 2.0%）、⁠㈡県（2.1%）、

රᗜ県（2.2%）、ዉⰋ県（2.2%）、ᗈᓥ県（2.3%）であった。 
表 2 および表 3 にそれࡒれ⏨性およびዪ性の結果を示す。⏨性では⏨ዪ計

と同様に、国の 75 ṓ未満年㱋調整死亡率は、計画ᮇ間中の 2009 年に減少が

㕌໬していた。国、都道府県いずれにおいても、⏨性、ዪ性とも、計画ᮇ間

中に 75 ṓ未満年㱋調整死亡率の減少が加㏿した例はなかった。 
 

4. 考ᐹ 
国のがん対策推進基本計画の計画ᮇ間以降、がんの 75 ṓ未満年㱋調整死亡

率の減少は国、都道府県別ともに加㏿していなかった。現在進められている

第୕ᮇのがん対策推進基本計画、および都道府県別のがん対策計画の策定に

おいては、10 年間の結果を㋃まえて、死亡率減少の加㏿に実ຠ性のある対策

が┒り込まれる必要がある。 
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日本のがん登録をめぐる足跡 

 
1951年 ・わが国初の地域がん登録が宮城県内で開始 

1954年 ・日本で初めて地域がん罹患率が報告岿れる 

1957年~59年 嵣ઁਣ৘（1957年）と長૊৘（1958年）の医ప会が 

原爆ം૩調査委員会（現、ଃ੮法人ଣೝ線影響研究ਚ）のੈৡを得

て腫瘍登録を開始 

1960年代 ・1962年、পଚਿと愛ੴ県で地域がん登録が開始 

1970年代 ・神奈川県（1970 年）、೭取県（1971 年）、北海道（1972 年）、

高知県（1973年）、 山஄県（1974年）、千葉県（1975年）で地

域がん登録が開始 

1975年 嵣ௐেௌ௮੄の੍ରを受岻峐৉ୠがん登録研஢ྉが৅足 

1979年 ・国の第4次ப性新生物実態調査で初めて地域のがん3年生存率が公表

岿れる（13道府県） 

1983年 ・ഠ人保健法公布にൣう、国ಛ補ஃの開始 

（峇島峨峑 14 ੊ਿ県峑ৰ઱岿島峐岮峉৉ୠがん登録਑২が੗岹のঽ੘

৬峕૶ச峕ઁがる） 

1984年 ・第 8৚国੠がん登録学会が福岡市で開催岿れる 

1989年 ・国の第 5 次ப性新生物実態調査に 1 道 1府 14 県 2 市のがん登録が

૞加 

1992年 嵣৉ୠがん登録৸বੈ৮会（JACR）がপଚ峑৅足 

1995年 ・JACR モノグラフが൉刊岿れる（ਰ後年 1৚刊行） 

1996年  ・地域がん登録研究ྉが「がん登録଻人情報保૧」崔イ崱ラインを発表 

1998年 ・補ஃ金の一ಹଃ౺化がん登録は、都道府県の自主性に委ねられる  

2002年ڴা 嵣௏೨ੜਤ১ਁഘ がん登録をব఺峝৉্ਁુ੮৬の౑ৡଝਜ峒ૠ৒ 

2004年 4月 ・第 3次対がん 10 か年総合ਅറが始まる岞「がん予ଆ対策のためのがん罹

患・死亡動向の実態 握の研究」ྉ（ຳ೯江ྉ長）による 15 府県に対し

ての支援体制が開始 
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2005年 9月 ・JACR が「地域がん登録における機ഡ保੅に関する崔イ崱ライン」を刊行す

る（大島明理事長） 

2006年 6া 嵣がんৌੁ੦本১ਁഘ 

2006年 10月 ・国立がんセンターがん対策情報センターがん情報・統計部地域がん登録室

の開設 

2007年 4月 ・がん対策推進ੈ৮会が発ଌ がん対策推進੦本計画が公表岿れる 

・ がん対策੦本法の理୛に੦峏きがん診療連携拠点病院の指定が開始 

（これによりがん罹患の届出੯数が全国的に૶増する） 

 

2010年１月 ・JACR が NPO法人となる 

2010年 10া 嵣第 32 回ব੠がん登録学会（૯ଘ৘）を岝বয়がん研஢崣ンター峒

JACRがુ催峃る 

 

2012年  ・がん対策推進ੈ৮会にて次期がん対策推進੦本計画が策定岿れ、がん

登録のಌなる推進が明੶岿れる 

・JACR ががん登録の法制化を要望するਔ見書をௐ労大෦らへ提出 

・૝૊県峒ূ਎੃をਈ৏峕岝৸ব47੃੊ਿ県峑৉ୠがん登録হ঵がৰ

઱岿島る৬਑峕 

・国੠がん研究機関（IARC、嵒嵐ン）が発刊する、「5 大ಮのがん罹患」第

1０ඕに、 宮城、新ඎ、福井、愛知、大阪、広島、佐賀、長崎のデータが

ൕൗ岞宮城は、 第 1刊から連続 10৚のൕൗとなる岞 

 

2013年 

12া 6日 

嵣岣がん登録௓ਤ১岤がਛয় 

2015年 ・ JACR が安全ଵ理ೈ઼モ崳タ嵒ング事業を開始 

2016年 1া 嵣岣がん登録௓ਤ১岤が઱ষ岞৉ୠがん登録峙বのহ঵峒峔る岞 

2016年 ６月 ・地域がん登録全国ੈ৮会は日本がん登録ੈ৮会と੝੡岞 

2016年 9া 嵣JACRがફ日がんপ賞を受賞 

2016年 10月 ・JACR は国立がんセンターからの受౏業務として、都道府県のがん中ఙ登
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録室・૙員を対଴とした安全ଵ理ೈ઼モ崳タ嵒ング事業を開始 

2017年ڲা 嵣৸বがん೩者৴়会峒 JACRが J-CIP崿嵕ジ崏崗崰ੈ৒છをഁ੥ 

 

2018年 1月 ・日本からは宮城、௘田、山஄、ౡ木、ණ馬、⑞城、神奈川、新ඎ、福井、

山梨、愛知、大阪、ௗಛ、広島、愛媛、佐賀の 16 府県が૞加した、

CONCORD-3 の結果の論文が LANCET にൕൗ 
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JACRの૾ய（ڴڭڬڮ年ڮাڮ日ৎਡ） 

 
ਫ会員（47都道府県ٹ 1市、1研究੮体） 

北海道、青森県、岩ু県、宮城県、௘田県、山஄県、福島県、⑞城県、ౡ木県、ණ馬県、 

൮௣県、千葉県、ূ਎都、神奈川県、新ඎ県、୕山県、石川県、福井県、山梨県、 

長野県、ว໣県、ಯ岡県、愛知県、三重県、ཱྀ賀県、਎都府、大阪府、ௗಛ県、奈ଐ県、和

స山県、೭取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、೉島県、香川県、愛媛県、高知県、福

岡県、佐賀県、長崎県、ി本県、大分県、宮崎県、ಧు島県、沖縄県、広島市 

（一঺）がん統計センター 

 

 ੮体එஃ会員（3２੮体）ٹ

（一঺）全日本崛ー崺ーੈ会（5口） 

（公঺）日本医ప会、日本生୵保૫相൩会঺、ূ਎海上日動あんしん生୵保૫（ઙ）、 

ূ਎海上日動ౌ಼保૫（ઙ）、୕士通 （ઙ）（4口） 

ア嵉嵒カンフ崉ミ嵒ー生୵保૫会঺、MSD （ઙ）（3口） 

（公঺）日本歯科医ప会、（ઙ）嵌クルト本঺、サイ崳クス（ઙ）、௡のಞ（ઙ）、（ઙ）嵔

ナテック、௤保ジ嵋崹ン日本௪亜峜まわり生୵保૫（ઙ）、久光ଲఇ（ઙ）、୕士フイルム嵉デ崋

カル（ઙ）、嵆崳嵍ライフ生୵保૫（ઙ）（2口） 

（公ଃ）日本対がんੈ会、アストラ崤崵カ（ઙ）、୕士嵔ビ崒（ઙ）、๯見ଲఇ（ઙ）、大ุ

ఇષੵ業（ઙ）、堀井ఇષੵ業（ઙ）、大塚ଲఇ（ઙ）、中外ଲఇ（ઙ）、第一三ુ

（ઙ）、ノ崸ルテ崋スフ崉ー嵆（ઙ）、（ઙ）崕嵋ンサース崕嵋ン、嵉ルクセローノ（ઙ）、フ崉イ崞ー

（ઙ）、日本 IBM （ઙ）、૱田ఇષੵ業（ઙ）（1口） 

 

 ଻人එஃ会員（６੡）ٹ

岡本 ઉ幸 ஘（他５੡） 
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 役員（敬ูറ）ٹ

理事長 猿木 信裕 ණ馬県ୋ生環境研究ਚ 

ౢ理事長 

 

西野 善一 金૕医科大学 

大木 いずみ ౡ木県立がんセンター 

理事 茂木 文ේ （公ଃ）ණ馬県健೨峏岹りଃ੮ 

 三上 ஐ୏ 千葉県がんセンター 

 安田 ย史 高知大学教育研究部 

 松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

 田渕 健 ূ਎都立฀੢病院 

 宮代 ࿪ 大阪国੠がんセンター 

 പ山 裕美 （公ଃ）ଣೝ線影響研究ਚ 

 伊藤 秀美 愛知県がんセンター研究ਚ 

૰事 片山 ྒྷ代子 神奈川県立がんセンター 

第２ڳ৚ 

学術集会長 

増田 昌人 ᅻૉ大学医学部附属病院がんセンター 

൹ਖ 田中 ஶ୏ 大阪府഍和田保健ਚ 

ๅ田 憲一 全国ୋ生部長会 

岡本 ઉ幸 ઙૄ会঺嵔ナテック 

 

 ૚種委員会（敬ูറ）ٹ

委員会੡ 委員長 

学術委員会 安田 ย史 

安全ଵ理委員会 西野 善一 

広報委員会 松坂 方士 

教育研修委員会 大木 いずみ 

国੠委員会 伊藤 ゆり 

 Ｐ 猿木 信裕ھＣ－ڿ
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表༟਑২ 

 

（1） 学術တཫೖ 

がん੶஽疫学の研究分野でરれた研究業ౚのある 50歳ਰৣの研究者を対଴とする岞 

 

 これまでの受ೖ者歴（敬ูറ） 

 

受ೖ年 ৚ 受ೖ者 ਚ属 

਴成 24年 第１৚ 松田 智大 国立がん研究センター 

਴成 25年 第２৚ പ山 裕美 ଣೝ線影響研究ਚ 

਴成 26年 第گ৚ 片野田 耕太 国立がん研究センター 

਴成 27年 第４৚ 伊藤 ゆり 大阪府立成人病センター 

਴成 28年    

਴成 29年 第６৚ 田淵貴大 大阪国੠がんセンター 

 

（2） 実務඘労者表彰 

地域がん登録事業の実務作業（主として登録・఼録業務）にگ年ਰ上జ事し、高いૼ量をもっ

て૚地の登録事業の৞ෟな実施に๾൴した者を対଴とする岞 

受ೖ年 受ೖ者 ਚ属 

਴成２８年 山口 智子 長崎県がん登録室 

（ଣೝ線影響研究ਚ疫学

部腫瘍組織登録室） 

 坂本 ෎美 長崎県がん登録室（ଣೝ線

影響研究ਚ疫学部腫瘍組

織登録室） 

 片山 ೨子 ଣೝ線影響研究ਚ疫学部

腫瘍組織登録室 
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 大塚 理可 岡山大学病院 医事ୖ 

（岡山県がん登録室） 

 石田 理恵 大阪府立成人病センターがん

予ଆ情報センター 

 岡元かおり 大阪府立成人病センターがん

予ଆ情報センター 

 ഏ田 ဋ子 千葉県がんセンター研究ਚが

ん予ଆセンター 

 高໕友紀子 千葉県がんセンター研究ਚが

ん予ଆセンター 

 川村 麻美 弘前大学医学部附属病院 

 

 

 

 

 

（3） 藤本伊三郎ೖ 

国੠がん登録学会な峓、JACR が指定する国੠学会において、がん੶஽疫学・がん対策の研究分

野でર秀な研究発表を行った 45歳ਰৣの者を対଴とする岞 

受ೖ年 受ೖ者 ਚ属 

਴成２ڵ年 福井 敬མ 大ଚব੠がんセンター 

 田中 里奈 弘前大学大学院 

医学研究科 
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学術集会の開催၎ഄ 

 
開催日 ৚ 開催地 大会長 

਴成 4年 12月 10日 第 1৚ 大阪市 藤本伊三郎 

਴成 5年 10月 8日 第２৚ ෽઎市 高野ೣ 

਴成 6年 9月 21日 第گ৚ 広島市 馬淵 ஬಻ 

਴成 7年 9月 21日 第４৚ 山஄市 佐藤 幸雄 

਴成 8年 9月 20日 第５৚ 長崎市 ౱田 高ଐ 

਴成 9年 9月 12日 第６৚ 千葉市 村田 紀 

਴成 10年 9月 4日 第ڳ৚ ੡ଽો市 田島 和雄 

਴成 11年 9月 14日 第８৚ 神戸市 石田 輝子 

਴成 12年 9月 14日 第ڵ৚ ૯ଘ市 岡本 ઉ幸 

਴成 13年 9月 14日 第１０৚ 大阪市 大島 明 

਴成 14年 9月 13日 第１１৚ ৪子市 ഍本 ิ治 

਴成 15年 9月 12日 第１２৚ 福井市 藤田 学 

਴成 16年 9月 2日 第１گ৚ ෽઎市 ▏ 一郎 

਴成 17年 9月 2日 第１４৚ ূ਎都 ຳ೯江 友ේ 

਴成 18年 9月 1日 第１５৚ 山஄市 松田 ජ 

਴成 19年 9月 7日 第１６৚ 広島市 ు௣ 和紀 

਴成 20年 9月 12日 第１ڳ৚ 長崎市 関根 一郎 

਴成 21年 9月 4日 第１８৚ 新ඎ市 ৵松原 秀一 

਴成 22年 10月 15日 第１ڵ৚ ૯ଘ市 岡本 ઉ幸 

਴成 23年 9月 15日 第２０৚ 千葉市 三上 ஐ୏ 

਴成 24年 6月 8日 第２１৚ 高知市 安田 ย史 

਴成 25年 6月 14日 第２２৚ ௘田市 加藤 າ郎 

਴成 26年 6月 13日 第２گ৚ ஸ市 中௿ 一ಋ 

਴成 27年 6月 11日 第２４৚ 前橋市 猿木 信裕 

਴成 28年 6月 3日 第２５৚ 金૕市 西野 善一 
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਴成 29年 6月 9日 第 26৚ 松山市 寺本 典弘 

਴成 30年 6月 13日 第 27৚ ຏೱ市 増田 昌人 
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਌峔໷ষ੟ 

 

（1） News letter 

No.1～ No.44（1997年～2018年） 

年２৚刊行 

http://www.jacr.info/publicication/publicication3.html にて公開 

 

（2） JACR Monograph 

No.1～No.23（1994年～２０１８年） 

 

（3） எた峋の地域がん登録 

2012年出版 

 

（4） 地域がん登録のুਬき ੝ၖ第５版・ถ಍版 

2013年発行 

 

（5） 地域がん登録における機ഡ保੅に関する崔イ崱ライン 

2005年 9月発行 
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ব৔峑の਌峔催峁 

 

（1） 公ಃୋ生学会にブース出展・自૓集会 

「本当に患者・市民が知りたいがんの情報とは୦か？」の開催 

2017年 11月 1日  ᅎ：ಧు島県民ઐ૴センター 

 

（2） 始まった希少がん対策に関するシンポジウム 

「始まった希少がん対策～がん登録で೟き࿣りになる峇の実態～」を日本医ప会とુ催 

2017年 11月 25日  ᅎ：日本医ప会ை大൥ൡ 

来ৃ者数：１０１੡ 

 

（3） 「がん患者学会」を全国がん患者੮体連合会とુ催 

2017年 12月 16日、17日  ᅎ：大阪国੠がんセンター 
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JACR Monograph ਺ံૠ৒ 

 

2018年 2月現在 

 

 対଴とする論文の学術୩域  

JACR モノグラフは、 

ձ がん登録資料を活用したがんの੶஽疫学研究 

ղ 人口動態死亡情報ಉの政府統計資料を用いた、がんの੶஽疫学研究 

ճ 院内がん登録資料を用いた病院のがん医療機能の評価に関する研究 

մ がん対策の企画、立案、モ崳タ嵒ング、評価に関する政策的研究 

յ がん登録事業のౄ実や、資料の利活用のയ進を௕るための法঺会科学および情報科学的

研究 

ն がん登録資料との੶録ස合の結果を用いた崛ー嵃ート研究 

շ 峇の他の国੠ੈ৊研究を含めたがんの੶஽疫学的研究 

の分野からの論文の投稿をຈಶします岞 

 

 

投稿受付期間や投稿規程については、JACR 嵃ーム嵂ージを岾નੳ岹だ岿い岞 

http://www.jacr.info/ 
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